
掲載日
2008.12.08
2008.11.14
2008.11.13
2008.11.05
2008.10.23
2008.10.23
2008.10.23
2008.10.14
2008.10.02
2008.09.30
2008.09.29
2008.09.26
2008.09.26
2008.09.25
2008.09.17
2008.09.16
2008.09.12
2008.08.07
2008.08.07
2008.07.25
2008.07.23
2008.07.23
2008.07.16
2008.06.30
2008.06.25
2008.06.17
2008.05.19

平成20年6月期　決算短信
特別損失の発生に関するお知らせ
IRカレンダーを更新しました
子会社の解散および清算に関するお知らせ
展示会・イベント情報を更新しました
展示会・イベント情報を更新しました

第41期有価証券報告書を掲載しました
第41期定時株主総会決議ご通知を掲載しました
展示会・イベント情報を更新しました

コーポレートガバナンス報告書を更新しました
2008年6月期　決算説明会資料を掲載しました
公認会計士等の異動に関するお知らせ
決算発表資料の追加（役員の異動）に関するお知らせ
第41期定時株主総会招集ご通知を掲載しました
株式情報を更新しました

第42期第1四半期報告書を掲載しました
IRカレンダーを更新しました

親会社等に関する事項について
英語版ホームページをリニューアルしました

債権の取立不能又は取立遅延のおそれに関するお知らせ
第41期株主のみなさまへを掲載しました

IRカレンダーを更新しました
特別損失の発生に関するお知らせ
平成21年6月期業績予想の修正に関するお知らせ
平成21年6月期 第1四半期決算短信
2009年6月期　第1四半期決算説明会資料を掲載しました
会社紹介ムービーをリニューアルしました

キヤノントッキ株式会社

過去のニュース2008年度

（2008年1月～12月）

内容



2008.05.19

2008.04.23

2008.04.23

2008.03.28
2008.03.28
2008.03.26
2008.03.25
2008.03.25
2008.03.11

2008.02.26

2008.02.20
2008.02.08
2008.02.07

2008.02.07

2008.01.30
2008.01.22
2008.01.22 展示会・イベント情報を掲載しました

IRカレンダーを更新しました
IRカレンダーを更新しました

非シリコン系・化合物薄膜太陽電池向け大型スパッタリング量産
装置完成のお知らせ

臨時株主総会招集ご通知を掲載しました
組織変更並びに役員の異動に関するお知らせ
臨時株主総会決議ご通知を掲載しました

特別利益及び特別損失の発生並びに平成20年6月期中間期業績予
想の修正に関するお知らせ

平成20年6月期　中間決算短信
決算説明会資料を掲載しました
代表取締役および役員の異動に関するお知らせ

G8環境大臣会合関連展示会へ共同開発中の次世代太陽電池を展
示

特別利益および特別損失の発生並びに平成20年6月期通期業績予
想の修正に関するお知らせ

平成20年6月期　第3四半期財務・業績の概況

第41期　株主のみなさまへ　中間報告書
第41期　半期報告書
IRカレンダーを更新しました

















































第42(2009年6月)期
第１四半期 決算説明会

第第42(200942(2009年年66月月))期期
第１四半期第１四半期 決算説明会決算説明会

20082008年年1111月月55日日

トッキ株式会社トッキ株式会社

代表取締役社長代表取締役社長

津上津上 晃寿晃寿

9813 
www.tokki.co.jp 
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決算ハイライト決算ハイライト決算ハイライト
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連結決算ハイライト連結決算ハイライト連結決算ハイライト

△164△164－特別損益

＋28337309販売･管理費

＋10518580売上総利益

＋6,0838,2192,136受 注 残 高

△52

＋107

＋77

△212

＋645

比較増減

△304

△138

△151

1,263

2,215

42(2009年6月)期
第１四半期

(2008.7～2008.9)

△245経 常 利 益

1,570受 注 高

△252当期純利益

△228営 業 利 益

1,476売 上 高

41(2008年6月)期
第１四半期

(2007.7～2007.9)

【単位：百万円】

※ 百万円未満は切り捨てて表示しています。
詳細は「平成２１年６月期 第１四半期決算短信」の７ページをご覧ください。
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セグメント別 連結受注高（四半期）セグメント別セグメント別 連結受注高（四半期）連結受注高（四半期）
受注高（四半期）

657 585

1,513

850

973

893

684

590
76

111

2,431

4,374

189

62

56

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

41期Q1 41期Q2 41期Q3 41期Q4 42期Q1

その他

ＮＣ

真空

1,570

3,594

1,555

5,114

2,215

百万円

＋１，１６６

＋２１５

＋９５２

増 減

＋９．８１３，０００１１，８３４合計

３８４その他事業
＋５．６４，０００

３，４０１ＮＣ工作機械等販売事業

＋１１．８９，０００８，０４８真空技術応用製品事業

増減率％
42(2009年6月)期

（通期予想）

41(2008年6月)期

(通期実績)
（単位：百万円）

受注高（通期）

3,401

4,000

8,048

9,000

384

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

41期（実績） 42期（予想）

13,000
11,834

※詳細は「平成２１年６月期 第１四半期決算短信」の１１ページをご覧ください。
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セグメント別 連結売上高（四半期）セグメント別セグメント別 連結売上高（四半期）連結売上高（四半期）

＋６，３９０

＋１６２

＋６，２２９

増 減

＋９６．６１３，０００６，６１０合計

３３８その他事業
＋４．４３，８００

３，３００ＮＣ工作機械等販売事業

＋２０９．６９，２００２，９７１真空技術応用製品事業

増減率％
42(2009年6月)期

（通期予想）

41(2008年6月)期

（通期実績）
（単位：百万円）

売上高（通期）

3,300

3,800

2,971

9,200

338

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

41期（実績） 42期(予想)

6,610

13,000

売上高（四半期）

700

318
504

1,447

696

737

1,083 722

756

498

38

68

92

139
67

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

41期Q1 41期Q2 41期Q3 41期Q4 42期Q1

その他

ＮＣ

真空

1,476 1,494

1,366

2,273

1,263

百万円

※詳細は「平成２１年６月期 第１四半期決算短信」の１０ページをご覧ください。
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地域別 連結売上高（四半期）地域別地域別 連結売上高（四半期）連結売上高（四半期）

1,009 979 926

1,803

826

461 493
433

463

309

4 21

7

127
6

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

41期Q1 41期Q2 41期Q3 41期Q4 42期Q1

その他海外

アジア

国内
1,476 1,494

1,366

2,273

1,263

百万円

※詳細は「平成２１年６月期 第１四半期決算短信」の１０ページをご覧ください。
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連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表

＋８０７

△３２０

△７

△８０

＋１，２９９

＋１，１３５

＋１，１２８

△５０

＋２，３１１

△１，０９５

△３７２

＋８５７

＋８０７

比較増減

３，３６５２，０６６買掛債務

１０，５８３

６，０４６

３２

５０

４，５０４

４，５３７

３，３７３

４，３５６

９７７

１，６５８

７，２１０

１０，５８３

42(‘09年6月)期

第1四半期末

(2008.9.30)

３９固定負債

６，３６６純資産合計

９，７７６負債・純資産合計

３，３６９流動負債

３，４０９負債合計

固定資産

短期借入金

現金及び預金

流動資産 ６，３５２

仕掛品の増加２，０４５たな卸資産

短期借入金の返済

主な要因

売上債権

３，４２３

２，０３０

２，０７２

１３０

資産合計 ９，７７６

41(‘08年6月)期末

(2008.6.30) 

【単位：百万円】

※ 詳細は「平成２１年６月期 第１四半期決算短信」の５～６ページをご覧ください。
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キャッシュ・フロー、主要指標キャッシュ・フロー、主要指標キャッシュ・フロー、主要指標

たな卸資産の増加１６０．０％８６．４％流動比率

１０．９％

２,０２３

△ ６２５

△ ３０４

△ １８

△ ３０２

２，６４９

41(2008年6月)期

第１四半期

売上債権減 １，０９５

たな卸資産増 △ ２，３１１

買掛債務増 １，２９９

△ ２９２営業活動ＣＦ

０投資活動ＣＦ

短期借入金減 △ ８０△ ８０財務活動ＣＦ

５７．１％

１,６５８

△ ３７１

２，０３０

42(2009年6月)期

第１四半期

現金及び現金同等物
の期末残高

自己資本比率

増減

現金及び現金同等物
の期首残高

キヤノンによる資本注入

主な要因

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

主
要
指
標

【単位：百万円】

※ 詳細は「平成２１年６月期 第１四半期決算短信」の８ページをご覧ください。



10

４２(２００９年６月)期 第1四半期トピックス４２４２((２００９年６月２００９年６月))期期 第第11四半期トピックス四半期トピックス

真空技術応用製品事業

有機ＥＬディスプレイ製造装置の受注は堅調

大型工番における設計改革活動・原価低減活動

第30回真空展に出展（9/10～12）

FPD International2008に出展(10.29～31）

ＦＰＤ２００８トッキブース風景真空展トッキブースイメージ
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第42(2009年6月)期見通し第第42(200942(2009年年66月月))期見通し期見通し
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４２(２００９年６月)期 経営目標４２４２((２００９年６月２００９年６月))期期 経営目標経営目標

■５期ぶりの黒字転換

■継続的かつ安定的成長ステージへの移行

■５期ぶりの黒字転換

■継続的かつ安定的成長ステージへの移行

経営目標経営目標

健全な企業体質への変革健全な企業体質への変革
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４２(２００９年６月)期 中間期業績予想４２４２((２００９年６月２００９年６月))期期 中間期業績予想中間期業績予想

±０３，１００３，１００売 上 高

±０５，０００５，０００売 上 高

±０１０１０当 期 純 利 益

＋１６５１８０１５経 常 利 益

＋１５０１７０２０営 業 利 益連
結

単
独

６０

２３０

２２０

42(2009年6月)期
中間期予想

(10/23 今回予想)

＋５２８当 期 純 利 益

＋２１８１２経 常 利 益

＋２０５１５営 業 利 益

比較増減

42(2009年6月)期
中間期予想

(7/23 前回予想)

【単位：百万円】

※詳細は「平成２１年６月期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。
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４２(２００９年６月)期 通期業績予想４２４２((２００９年６月２００９年６月))期期 通期業績予想通期業績予想

±０９，２００９，２００売 上 高

±０１３，０００１３，０００受 注 高

±０９，０００９，０００受 注 高

±０１３，０００１３，０００売 上 高

±０１２０１２０当 期 純 利 益

＋１６５２９５１３０経 常 利 益

＋１５０２９０１４０営 業 利 益
連
結

単
独

１７０

３３０

３２５

42(2009年6月)期予想

(10/23 今回予想)

＋７０１００当 期 純 利 益

＋２２０１１０経 常 利 益

＋２０５１２０営 業 利 益

比較増減
42(2009年6月)期予想

(7/23 前回予想)

【単位：百万円】

※詳細は「平成２１年６月期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。
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補足資料補足資料補足資料

損益計算書推移 １６
セグメント別売上推移 １７
地域別売上推移 １８
キャッシュ・フロー計算書推移 １９
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損益計算書推移損益計算書推移損益計算書推移

120-656 -4,776 -154-964105167当期純利益

295-799 -2,347 135-1,033131304経常利益

（2.2%）（-11.3%）（-31.1%）（1.1%）（-9.1%）（1.4%）（3.7%）（営業利益率）

290-750-2,238165-1,024164380営業利益

－（20.1%）（ 17.1%）（10.8%）（13.8%）（13.6%）（10.5%）（ 販 管 費 率 ）

－（ 8.8%）（-13.9%）（12.0%）（ 4.6%）（15.0%）（14.2%）（売上総利益率）

－584-1,0021,6595221,7181,458売上総利益

13,0006,6107,19413,80011,15711,41910,253売上高

09年6月期
（予想）

08年6月期07年6月期06年6月期05年6月期04年6月期03年6月期（単位：百万円）
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セグメント別売上推移セグメント別売上推移セグメント別売上推移

29.2%5.1%5.4%3.0%2.7%0.1%－構成比

構成比3383914112998－売上高
その他

3,80049.9%38.2%22.9%28.9%26.7%22.9%構成比

売上高3,3002,7503,1623,2273,0502,350売上高
ＮＣ工作機械等販売

70.8%44.9%56.3%74.1%68.4%73.2%77.1%構成比

9,2002,9714,05210,2267,6308,3607,903売上高
真空技術応用製品

09年6月期
（予想）

08年6月期07年6月期06年6月期05年6月期04年6月期03年6月期（単位：百万円）

7,903 8,360 7,630

10,226

4,052
2,971

9,200

2,350
3,050

3,227

3,162

2,750
3,300

3,800
8

299

411

391
338

0

5,000

10,000

15,000

03年6月期 04年6月期 05年6月期 06年6月期 07年6月期 08年6月期 09年6月期（予想）

その他

ＮＣ工作機械等販売

真空技術応用製品

（百万円）
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地域別売上推移地域別売上推移地域別売上推移

6,669 5,952
7,695

5,167 4,718

132

40

3008 5,334 5,366

5,498

1851

5,221

576

569

604

151

1,876

0

5,000

10,000

15,000

03年6月期 04年6月期 05年6月期 06年6月期 07年6月期 08年6月期

アジア

その他海外

国内

71.4%71.8%55.8%46.8%52.1%65.0%構成比

4,7185,1677,6955,2215,9526,669売上高
国内

0.6%2.0%4.3%5.1%1.1%5.6%構成比

40151604569132576売上高
その他海外

28.0%26.0%39.8%48.1%46.7%29.3%構成比

1,8511,8765,4985,3665,3343,008売上高
アジア

08年6月期07年6月期06年6月期05年6月期04年6月期03年6月期（単位：百万円）

（百万円）
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キャッシュ・フロー推移キャッシュ・フロー推移キャッシュ・フロー推移

-6181,646-339-9121,909-206
現金及び現金同等物

増減額

2,0302,6491,0021,3422,254344
現金及び現金同等物

期末残高

5241883,3035676282,219
財務活動による

キャッシュ・フロー

52315-1669-784-2,517
投資活動による

キャッシュ・フロー

-1,1961,142-3,477-1,4882,06591
営業活動による

キャッシュ・フロー

08年6月期07年6月期06年6月期05年6月期04年6月期03年6月期（単位：百万円）
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トッキ株式会社 広報・ＩＲグループ

ＴＥＬ：０３－３５５１－３１５１

ｉｒ－ｓｅｃｔｉｏｎ＠ｔｏｋｋｉ.ｃｏ.Ｊｐ

将来見通しに関する注意事項

本資料に記述されている当社の業績予想、本資料に記述されている当社の業績予想、将来予測などは、当社が作成時点で入手可能な情報

に基づいて判断したものであり、経済情勢、有機ＥＬ・太陽電池市況、販売競争の激化、急速な技術革新への当社の対応力、安全・品質管

理、知的財産権に関するリスクなど、様々な外部要因・内部要因の変化により、実際の業績、成果はこれら見通しと大きく異なる可能性が

あります。

数字の処理について

記載された金額は当社発表の決算短信にて発表した数値を記載していますが、別途計算が必要な数値は百万円単位未満を切り捨て処理、

比率は百万円単位で計算した結果を切り捨て処理しているため、内訳の計が合計と一致しない場合があります。

本資料について

お問い合わせ
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四半期報告書提出予定日 平成20年11月14日

1.  平成21年6月期第1四半期の連結業績（平成20年7月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年6月期第1四半期 1,263 △14.4 △151 ― △138 ― △304 ―
20年6月期第1四半期 1,476 28.9 △228 ― △245 ― △252 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年6月期第1四半期 △9.07 ―
20年6月期第1四半期 △13.03 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年6月期第1四半期 10,583 6,046 57.1 180.26
20年6月期 9,776 6,366 65.1 189.80

（参考） 自己資本   21年6月期第1四半期  6,046百万円 20年6月期  6,366百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
21年6月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年6月期（予想） ――― 0.00 ― 0.00 0.00

3.  平成21年6月期の連結業績予想（平成20年7月1日～平成21年6月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  

平成20年7月23日に公表の業績予想を修正し、本日平成20年10月23日に、「特別損失の発生に関するお知らせ」並びに「平成21年６月期業績予想の修正に関するお知
らせ」を別途開示しております。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 5,000 68.3 170 ― 180 ― 10 ― 0.29
通期 13,000 96.6 290 ― 295 ― 120 ― 3.57

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、４ページ「定性的情報・財務諸表等 ４．その他」をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ「定性的情報・財務諸表等 ４．その他」をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成20年7月23日に公表の業績予想を修正し、本日平成20年10月23日に、「特別損失の発生に関するお知らせ」並びに「平成21年６月期業績予想の修正に関するお
知らせ」を別途開示しております。 
２．上記の業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後の様々な要因により上記の業績予想数値と異な
る可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について、及び上記１に係る業績予想の具体的修正内容は、３ページ
「定性的情報・財務諸表等 ３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
３．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年6月期第1四半期  33,784,224株 20年6月期  33,784,224株
② 期末自己株式数 21年6月期第1四半期  241,698株 20年6月期  241,698株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年6月期第1四半期  33,542,526株 20年6月期第1四半期  26,558,919株
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(参考) 個別業績予想 
１.平成 21 年 6 月期の個別業績予想（平成 20 年 7月 1日 ～ 平成 21 年 6月 30 日） 

（％表示は、通期は対前期、第 2 四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円    銭

第２四半期累計期間 3,100  204.3 220    - 230    -  60   -  1     78

通期 9,200  209.6 325    - 330    - 170   -  5     06

（注）個別業績予測数値の当四半期における修正の有無 有 
 

※１．平成 20 年 7 月 23 日に公表の業績予想を修正し、本日平成 20 年 10 月 23 日に、「特別損失の発生に

関するお知らせ」並びに「平成 21 年６月期業績予想の修正に関するお知らせ」を別途開示しておりま

す。 

２．上記の業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は、今後の様々な要因により上記の業績予想数値と異なる可能性があります。業績予想の前提

となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について、及び上記１に係る業績予想の具体

的修正内容は、３ページ｢定性的情報・財務諸表等 ３．連結業績予想に関する定性的情報｣をご覧くだ

さい。 
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定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

　平成21年６月期第１四半期の売上高は、前年同四半期に比べ２億12百万円減（同14.4%減）の12億63百万円となり

ました。事業別では「真空技術応用製品事業」の売上高が前年同期比３百万円減（同0.4%減）の６億96百万円と、概

ね計画通り推移したものの、「NC工作機械等販売事業」が同２億38百万円減（同32.3%減）の４億98百万円と、世界

的な景気減速による工作機械業界の低迷の影響を受けております。「その他事業」は同29百万円増（同76.6%増）の

67百万円となりました。

　売上原価は、前年同四半期に比べ３億17百万円減（同22.7%減）の10億77百万円となり、売上高原価率は前年同四

半期の94.5%から85.2%に9.3ポイント改善しました。これは前期より取り組んできた設計・調達・生産の改革活動に

よるものであります。その結果、売上原価の減少分が売上のそれを上回り、売上総利益は１億５百万円増（同130.0%

増）の１億85百万円となりました。

　販売費及び一般管理費は、販売管理・開発強化のための要員増等によって前年同四半期に比べ27百万円増（同9.0%

増）の３億37百万円となり、営業損失は77百万円減（同33.7%減）の１億51百万円となりました。

　営業外収益は７百万円増の14百万円、営業外費用は借入金の返済に伴う支払利息の減少等により22百万円減の０百

万円となり、経常損失は１億７百万円減（同43.7%減）の１億38百万円となりました。

　特別損失として、貸倒引当金繰入額等を計上した結果、四半期純損失は３億４百万円となりました。

　

※なお、前年同四半期増減率及び前年同四半期の金額は、参考として記載しております。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ、８億57百万円増の72億10百万円となりました。これは主に、売上債権の減

少があったものの仕掛品が増加したことによるものです。固定資産は、前連結会計年度末に比べ、50百万円減の33億

73百万円となりました。これは主に、減価償却による有形固定資産及び無形固定資産の減少によるものです。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ、11億34百万円増の45億４百万円となりました。これは主に、仕入債務の増

加によるものです。固定負債は、前連結会計年度末に比べ、６百万円減の32百万円となりました。これは主に、退職

給付引当金の減少によるものです。

　純資産は前連結会計年度末に比べ、３億19百万円減の60億46百万円となりました。これは主に、四半期純損失３億

４百万円があったことによるものです。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　今中間期において、世界的な金融危機と原材料価格の急騰等により、世界最大の消費国である米国を始めとする先

進国並びBRICs諸国における景気後退の懸念が増大しましたが、当社が関わっている有機ＥＬ並びに薄膜太陽電池の

製造装置事業におきましては、顧客の購買意欲減退というマイナスの影響も特段現れずに推移しております。当社で

はこのような経営環境下、５期ぶりの黒字化を必達すべく、受注活動の強化に加え、設計・調達・生産の改革活動を

強力に展開してまいりました。

　第２四半期連結累計期間は、売上高につきましては、前期末（平成20年６月30日）時点で72億67百万円の受注残高

を抱えていたため当初予想と変わらないものの、特に大型装置におけるＶＥ設計改革活動と原価低減活動などの成果

によって、売上原価率が当初予想以上に低減する見通しが立ちました。これらの結果、連結の営業利益は当初予想よ

りも１億50百万円改善して１億70百万円に、経常利益は１億65百万円改善して１億80百万円となる見込でありま

す。

当期純利益に関しましては、貸倒引当金繰入額１億57百万円や投資有価証券の評価損などを特別損失として計上する

ものの、上記の営業利益並びに経常利益の大幅改善によって吸収し、当初予想の10百万円となる見込みでありま

す。

　通期は、上記と同様の理由で、連結の営業利益は当初予想よりも１億50百万円改善して２億90百万円、経常利益も

１億65百万円改善して２億95百万円となる見込であります。当期純利益に関しましても、上記理由により、当初予想

の１億20百万円となる見込みであります。 

　なお、詳細につきましては、本日別途開示いたしました「特別損失の発生に関するお知らせ」並びに「平成21年６

月期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧下さい。

 

 （注）上記の業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は、今後の様々な要因により上記の業績予想数値と異なる可能性があります。
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４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

１．簡便な会計処理

①たな卸資産の評価方法　

　当第１四半期会計期間末におけるたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し前連結会計年度末の実地

たな卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。また、たな卸資産の簿価切下げに

関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によって

おります。

②固定資産の減価償却費の算定方法　

　固定資産の減価償却費の算定方法は、年度予算に基づく年間償却予定額を期間按分する方法としております。

③繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等や一時差異等の発生状況に

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用しております。

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

会計処理基準に関する事項の変更

１．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

２．たな卸資産に関する会計基準の適用　

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、先入先出法および移動平均法または個別法による

原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、先入先出法および移動平均法または個別法によ

る原価法（貸借対照表への影響額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）により算定しており

ます。これによる損益への影響はありません。

３．リース取引に関する会計基準等の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理よっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から早期適用し、通常の売買取

引に係る会計処理によっております。これにより損益に与える影響はありません。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,658,968 2,030,584

受取手形及び売掛金 977,090 2,072,814

商品 138,971 122,846

原材料及び貯蔵品 14,930 22,029

仕掛品 4,202,182 1,900,530

その他 228,243 204,849

貸倒引当金 △10,190 △928

流動資産合計 7,210,198 6,352,726

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,904,580 1,934,499

土地 892,320 892,320

その他（純額） 209,651 224,905

有形固定資産合計 3,006,553 3,051,725

無形固定資産   

ソフトウエア 78,111 89,042

その他 11,477 11,738

無形固定資産合計 89,588 100,780

投資その他の資産 277,067 270,966

固定資産合計 3,373,209 3,423,472

資産合計 10,583,407 9,776,199

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,365,963 2,066,327

短期借入金 50,000 130,000

前受金 849,843 845,571

賞与引当金 45,941 －

その他 192,283 328,064

流動負債合計 4,504,031 3,369,963

固定負債   

繰延税金負債 － 3,767

退職給付引当金 17,131 22,950

役員退職慰労引当金 15,828 13,092

その他 23 41

固定負債合計 32,983 39,852

負債合計 4,537,014 3,409,815

トッキ㈱（9813）平成21年6月期第１四半期財務・業績の概況

5



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,572,646 6,572,646

資本剰余金 4,697,561 4,697,561

利益剰余金 △5,019,639 △4,715,129

自己株式 △197,271 △197,271

株主資本合計 6,053,296 6,357,806

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △6,903 8,576

評価・換算差額等合計 △6,903 8,576

純資産合計 6,046,393 6,366,383

負債純資産合計 10,583,407 9,776,199

トッキ㈱（9813）平成21年6月期第１四半期財務・業績の概況

6



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 1,263,150

売上原価 1,077,237

売上総利益 185,913

販売費及び一般管理費 337,651

営業損失（△） △151,738

営業外収益  

受取利息 3,483

受取配当金 16

仕入割引 763

投資事業組合運用益 5,800

その他 4,001

営業外収益合計 14,065

営業外費用  

支払利息 78

その他 470

営業外費用合計 549

経常損失（△） △138,222

特別損失  

固定資産除却損 194

投資有価証券評価損 6,700

貸倒引当金繰入額 157,466

特別損失合計 164,360

税金等調整前四半期純損失（△） △302,583

法人税、住民税及び事業税 1,927

法人税等合計 1,927

四半期純損失（△） △304,510
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △302,583

減価償却費 63,465

貸倒引当金の増減額（△は減少） 166,736

受注損失引当金の増減額（△は減少） △17,711

賞与引当金の増減額（△は減少） 45,941

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,818

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,735

受取利息及び受取配当金 △3,483

支払利息 78

固定資産除却損 174

投資有価証券評価損益（△は益） 6,700

保険解約損益（△は益） △863

売上債権の増減額（△は増加） 1,095,723

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,310,679

未収消費税等の増減額（△は増加） △31,224

仕入債務の増減額（△は減少） 1,299,635

その他 △297,689

小計 △288,861

利息及び配当金の受取額 3,540

利息の支払額 △208

法人税等の支払額 △6,917

営業活動によるキャッシュ・フロー △292,447

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △6,429

投資有価証券の取得による支出 △1,598

保険積立金の積立による支出 △662

保険積立金の解約による収入 8,845

その他 676

投資活動によるキャッシュ・フロー 831

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △80,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △80,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △371,616

現金及び現金同等物の期首残高 2,030,584

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,658,968
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　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い

四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当社グループは、前々連結会計年度（第40期）におい

て、売上高については、7,194,979千円と前年同期に比べ

6,605,297千円の大幅減となり、2,238,311千円の営業損

失、2,347,104千円の経常損失及び4,776,593千円の当期

純損失と重要な損失を計上いたしました。また、前連結

会計年度（第41期）においては、750,164千円の営業損失、

799,728千円の経常損失及び656,754千円の当期純損失を

計上いたしました。さらに、当第１四半期連結会計期間

においては、151,738千円の営業損失、138,222千円の経

常損失及び304,510千円の四半期純損失を計上しておりま

す。そのため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

当該状況を解消すべく、当社は営業利益の早期黒字化

を実現するために、事業の安定化と継続的な収益の確保、

並びに事業力の抜本的向上のための経営改革を推し進め

てまいります。

その内容は以下の通りであります。

①　事業の多角的推進

　当社は、有機ＥＬディスプレイ製造装置事業を中

核としてまいりましたが、第二の柱として実用化に

入った薄膜太陽電池製造装置事業及び電子部品製造

装置事業の拡充、フィールドサービスの強化等を通

じて、事業を多角的に推進してまいります。

②  製品競争力の強化

　当社とキヤノングループの持つ技術・生産ノウハ

ウの有機的結合により、コストダウンを推進し製品

力を強化いたします。さらに、生産効率の改善とリ

スク管理を強化して、受注から検収までのリードタ

イムの短縮を推進してまいります。
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当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

③　経営体制の強化

　キヤノングループとの人事交流等を図り、生産・

開発・管理面においての経営体質の強化を推進して

まいります。 

④　技術力の強化

　研究開発投資により差別化技術を強化いたします。

出荷完成度の向上やコストダウン目標を達成する設

計改革を推進いたします。

四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務

諸表には反映しておりません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

真空技術応
用製品事業
（千円）

ＮＣ工作機
械等販売事
業（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 696,839 498,969 67,342 1,263,150 － 1,263,150

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 1,166 － 1,166 △1,166 －

計 696,839 500,135 67,342 1,264,317 △1,166 1,263,150

営業損失（△） △108,354 △37,379 △6,004 △151,738 － △151,738

ｂ．所在地別セグメント情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

当第１四半期連結累計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

アジア ヨーロッパ 北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 309,364 3,540 123,503 436,407

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 1,263,150

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
24.4 0.2 9.7 34.5

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。
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６．その他の情報

　①受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

真空技術応用製品事業 1,513,658 230.1 7,390,928 508.2

ＮＣ工作機械等販売事業 590,960 69.4 710,195 112.7

その他事業 111,323 178.9 118,874 226.7

合計 2,215,942 141.1 8,219,998 384.7

「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

科目

前年同四半期
（平成20年６月期
第１四半期）

金額（千円）

Ⅰ　売上高 1,476,011

Ⅱ　売上原価 1,395,195

売上総利益 80,816

Ⅲ　販売費及び一般管理費 309,743

営業損失 228,926

Ⅳ　営業外収益 6,571

Ⅴ　営業外費用 23,260

経常損失 245,616

Ⅵ　特別利益 －

Ⅶ　特別損失 －

税金等調整前四半期純損失 245,616

税金費用 6,564

四半期純損失 252,180
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（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前年同四半期
（平成20年６月期
第１四半期）

区分 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 

税金等調整前四半期純損失
　

△245,616

減価償却費　 64,743

貸倒引当金の増減額(△は
減少)　

2,291

役員退職慰労引当金の増減
額(△は減少)　

1,954

受取利息及び配当金　 △109

支払利息　 22,586

売上債権の増減額(△は増
加)　

301,950

たな卸資産の増減額(△は
増加)　

△192,966

未収消費税等の増減額(△
は減少)　

33,865

仕入債務の増減額(△は減
少)　

△221,798

未払消費税等の増減額(△
は減少)　

12,201

その他　 △12,166

小計 △233,065

利息及び配当金の受取額 78

利息の支払額　 △31,572

法人税等の支払額　 △37,939

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

△302,499

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 

有形固定資産の取得による
支出　

△6,829

投資有価証券の取得による
支出　

△1,491

その他　 △9,968

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

△18,289
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前年同四半期
（平成20年６月期
第１四半期）

区分 金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 

短期借入金の純増減額（△
は減少）　

△110,000

長期借入金の返済による支
出　

△194,595

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

△304,595

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

－

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加
額（△は減少）

△625,383

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

2,649,094

Ⅶ　現金及び現金同等物の四半
期末残高

2,023,711
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（３）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前年同四半期（平成20年６月期第１四半期）

真空技術応
用製品事業
（千円）

ＮＣ工作機
械等販売事
業（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 700,010 737,871 38,129 1,476,011 － 1,476,011

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 3,382 － 3,382 △3,382 －

計 700,010 741,254 38,129 1,479,394 △3,382 1,476,011

営業損失（△） △209,409 △13,439 △6,077 △228,926 － △228,926

ｂ．所在地別セグメント情報

前年同四半期（平成20年６月期第１四半期）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

前年同四半期（平成20年６月期第１四半期）

アジア ヨーロッパ 北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 461,645 4,083 585 466,314

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 1,476,011

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
31.2 0.2 0.0 31.5

トッキ㈱（9813）平成21年6月期第１四半期財務・業績の概況

14



1 

 

 

平成20年10月23日 

各    位 

 会 社 名 ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３）  

 問合せ先 取締役執行役員       

 財務経理統括部長 新保 俊二 

 電 話 ０３－３５５１－３１５１ 

 

 

平成21年６月期業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 

 当社は、平成20年10月23日開催の取締役会におきまして、平成20年７月23日付当社「平成20年

６月期 決算短信」にて発表いたしました平成21年６月期（平成20年７月１日～平成21年６月30

日）の業績予想を下記のとおり修正することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

（金額の単位：百万円） 

１．平成21年６月期 連結業績予想の修正 

（１）平成21年６月期第２四半期連結累計期間連結業績予想数値の修正 

    （平成20年７月１日～平成20年12月31日） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

前回発表予想（Ａ） ５，０００ ２０ １５ １０

今回発表予想（Ｂ） ５，０００ １７０ １８０ １０

増減額（Ｂ－Ａ） ０ １５０ １６５ ０

増減率 ０ ７５０％ １，１００％ ０
（ご参考）前期第2四半期実績 

（平成20年６月期第２四半期） 
２，９７０ △４８９ △５４０ △４７０

 

（２）平成21年６月期通期連結業績予想数値の修正 

   （平成20年７月１日～平成21年６月30日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回発表予想（Ａ） １３，０００ １４０ １３０ １２０

今回発表予想（Ｂ） １３，０００ ２９０ ２９５ １２０

増減額（Ｂ－Ａ） ０ １５０ １６５ ０

増減率 ０ １０７％ １２６％ ０

（ご参考）前期実績 

（平成20年6月期） 
６，６１０ △７５０ △７９９ △６５６

 

 

 

 



2 

２．平成21年６月期 個別業績予想の修正 

（１）平成21年６月期第２四半期累計期間個別業績予想数値の修正 

   （平成20年７月１日～平成20年12月31日） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

前回発表予想（Ａ） ３，１００ １５ １２ ８

今回発表予想（Ｂ） ３，１００ ２２０ ２３０ ６０

増減額（Ｂ－Ａ） ０ ２０５ ２１８ ５２

増減率 ０ １，３６６％ １，８１６％ ６５０％
（ご参考）前期第2四半期実績 

（平成20年６月期第２四半期） 
１，０１８ △４７６ △５２９ △４６２

 

 （２）平成21年６月期通期個別業績予想数値の修正 

   （平成20年７月１日～平成21年６月30日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回発表予想（Ａ） ９，２００ １２０ １１０ １００

今回発表予想（Ｂ） ９，２００ ３２５ ３３０ １７０

増減額（Ｂ－Ａ） ０ ２０５ ２２０ ７０

増減率 ０ １７０％ ２００％ ７０％

（ご参考）前期実績 

（平成20年6月期） 
２，９７１ △７５１ △８０４ △６５７

 

 

３．業績予想の修正理由について 

（１）第２四半期累計期間業績予想の修正理由 

売上高につきましては、当初予想と変わらないものの、特に大型装置におけるＶＥ設計改革活

動と原価低減活動などの成果によって、売上原価率が当初予想以上に低減する見通しが立ちまし

た。 

この結果、営業利益は当初予想より１億50百万円改善し、１億70百万円、経常利益は当初予想

より１億65百万円改善し、１億80百万円となる見込であります。 

当期純利益に関しましては、本日付「特別損失の発生に関するお知らせ」にてお知らせした通

り、貸倒引当金１億57百万円等を特別損失として計上するものの、上記の営業利益並びに経常利

益の増加によって吸収し、当初予想通りの10百万円となる見込みであります。 

 

（２）通期業績予想の修正理由 

上記と同様の理由によります。 

 

 

（注）上記の業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき作成したもので

あり、実際の業績は、今後の様々な要因により上記の業績予想数値と異なる可能性があり

ます。 

 

 

以 上 
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平成20年10月23日 

各    位 

 会 社 名 ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３）  

 問合せ先 取締役執行役員       

 財務経理統括部長 新保 俊二 

 電 話 ０３－３５５１－３１５１ 

 

 

特別損失の発生に関するお知らせ 

 

 

 当社は、下記のとおり特別損失を計上いたしますことをお知らせいたします。 

 

記 

 

１．特別損失の発生およびその内容 

 平成20年９月29日付当社「債権の取立不能又は取立遅延のおそれに関するお知らせ」にて発表

いたしましたように、当社の取引先でありました株式会社プロデュースが、平成20年９月26日付

で新潟地方裁判所に民事再生手続開始の申立てを行ったことに伴い、当社の同社向け債権につい

て取立不能又は取立遅延のおそれが生じました。その後、平成20年10月１日に同社主催の債権者

説明会が開催され、申立代理人より清算配当率の試算結果の説明を受けました。その試算結果を

当社の会計監査人等と精査した結果、貸倒引当金１億57百万円を繰り入れ、特別損失として計上

いたしました。 

   

 

２．今後の見通し 

上記特別損失の発生による当中間期および通期の業績に及ぼす影響につきましては、本日付「平

成21年６月期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。 

 

 

以 上 
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平成 20 年 9月 30 日 

各    位 

会 社 名  ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 

問合せ先 経営企画部長 大新田 納 

電  話 ０３－３５５１－３１５１ 

 

親会社等に関する事項について 

 
１．親会社等の商号等 

                       （平成 20 年６月 30 日現在） 

親会社等 属性 
親会社等の議決権

所有割合＊ 

親会社等が発行する株券が 

上場されている証券取引所等 

キヤノン株式会社 親会社 ６６．５％ 

株式会社東京証券取引所（市場第一部） 

株式会社大阪証券取引所（市場第一部） 

株式会社名古屋証券取引所（市場第一部） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

証券会員制法人札幌証券取引所 

ニューヨーク証券取引所 

（注）親会社等の議決権所有割合は、小数点第二位を四捨五入して表記しております。 
 

 

２．親会社等の企業グループにおける当社の位置付けと親会社等との関係 

（１）親会社等の企業グループにおける当社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引関

係や人的・資本的関係 

 当社の親会社はキヤノン株式会社であり、当社議決権の６６．５％（平成 20 年６月 30 日

現在）を所有しております。当社は、親会社から真空技術応用製品を受注し、製造販売して

おり、その売上高は 13 百万円となっております。 

人的関係では、役員については、当社取締役７名のうち親会社及びキヤノングループ出身

者３名を受け入れ、親会社との兼任役員として、非常勤取締役１名及び社外監査役２名が就

任しております。尚、出向者の受け入れ実績はございません。 

 

（役員の兼任状況）                      （平成 20 年９月 30 日現在） 

役職 氏名 
親会社等又はその 

グループ企業での役職 
就任理由 

非常勤取締役 鵜川 浩 
キヤノン株式会社 企画本部 

副本部長 
経営支援等のため 

社外監査役 大塚 博之 
キヤノン株式会社 生産技術本部 

生産技術センター 所長 

社外の客観的立場から当社

取締役の業務執行を監督す

るため 

社外監査役 佐々木 泰蔵 

キヤノン株式会社 経理本部 

グローバル経理統括センター 

経営管理部 部長 

社外の客観的立場から当社

取締役の業務執行を監督す

るため 

  

 



2 2 

（２）親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等

やそのグループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動へ

の影響等 

当社がキヤノングループに属することによる事業活動上の特段の制約はなく、経営・事業

活動への影響はありません。 

 

（３）親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

 当社は、当社独自の戦略方針に基づいて受注生産活動を展開しており、親会社及びキヤノ

ングループを優先したり、有利に取り扱ったりする活動は行っておりません。また、親会社

及びキヤノングループ出身取締役３名及び親会社の兼任取締役１名、監査役２名が就任して

おりますが、いずれも経営支援及び業務執行の監督等を目的としたものであり、当社独自の

意思決定を妨げるものではなく、上場企業として一定の独立性を保っております。 

 

 

３．親会社等との取引に関する事項  

第 41 期（自 平成 19 年 7 月 1日 至 平成 20 年 6 月 30 日） 

関係内容 
属
性 

会社等 

の名称 
住所 

資本金 

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)
役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の内

容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

親
会
社 

キヤノン 

株式会社 

東京都

大田区 
174,735 

事務機・ 

カメラ・ 

光学械器 

等の製造 

販売 

(被所有)

直接 

66.5 

兼任 

3 名 

営業上

の取引

 

資金の

貸付 

製品の販

売 

 

資金の貸

付 

13 

 

 

4,200 

売掛金

 

 

短期 

貸付金

7 
 

 

－ 

 

（注） １．上記取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  ２．製品等の販売価格その他の取引条件は、一般取引条件と同様に決定しております。 

 ３．上記取引は、キヤノン株式会社が当社の親会社となった平成 19 年 12 月 28 日から 

  平成 20 年 6 月 30 日までのものであります。 

 

 

以  上

 



 

 
 
                                                              平成 20 年 9 月 29 日 
各      位- 

会 社 名  ト ッ キ 株 式 会 社 
代表者名  代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 
問合せ先 取締役執行役員 
      財務経理統括部長 新保 俊二 
電  話 ０ ３ － ３ ５ ５ １ － ３ １ ５ １ 

 

債権の取立不能又は取立遅延のおそれに関するお知らせ 

 

今般、当社の取引先である株式会社プロデュースが、平成20年９月26日付けで新潟地方裁判所

に民事再生手続開始の申立てを行ったことに伴い、当社の同社向け債権について取立不能又は取

立遅延のおそれが生じましたので、お知らせいたします。 
 

記 

１．当該取引先の概要 

(ア)商 号  株式会社プロデュース 

(イ)所 在 地  新潟県長岡市寺島町 308 番地 12 

(ウ)代表者の氏名  中井 裕正 

(エ)資 本 金  3,372,895 千円（平成 20 年 6 月 30 日現在） 

(オ)事 業の内容  製造業 

 

２．当該取引先に生じた事実 

平成 20 年９月 26 日付 民事再生手続開始の申立て 

 

３．当該取引先に対する債権の種類及び金額 

(ア)債権の種類及び金額 

売掛債権及び受取手形 191 百万円（平成 20 年９月 26 日現在） 

(イ)最近事業年度の末日（平成 20 年６月 30 日）の純資産（6,366 百万円）に対する割合 

3.0% 

 

４．今後の見通し 

 当社が有する債権につきまして、現時点で当社業績に与える影響の詳細は未確定であり

ます。 影響額が確定次第、速やかにお知らせいたします。 

以 上 

 



（　　　　　） 

〒104-0032 東京都中央区八丁堀二丁目21番2号 
TEL.（03）3551-3151

株主のみなさまへ 
 平成19年7月1日～ 

平成20年6月30日 第41期 報告書 

事業年度 

定時株主総会 

剰余金配当基準日 

 

 

 

株主名簿管理人 

同事務取扱場所 

 

 

  電話お問い合わせ 
  郵便物送付先 

 

 

同取次所 

 

公告の方法 

毎年7月1日から翌年6月30日まで 

毎年9月 

中間配当　12月31日 

期末配当　6月30日 

※その他、必要がある場合には、あらかじめ公告の上、 

　臨時に基準日を定めます。 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

〒100-8212 

　東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 

　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部 

〒137-8081 

　東京都江東区東砂七丁目10番11号 

　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部 

　電話　0120ー232ー711（フリーダイヤル） 

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店 

野村證券株式会社　全国本支店 

株主メモ 

当社のホームページでは、株主・投資家のみなさまに向けてIR
情報の他、ニュースリリースによる最新情報や事業内容などを
分かりやすく発信しておりますので、ぜひアクセスしてください。 

http://www.tokki.co.jp

ホームページのご紹介 

TOPページ IRページ 

※本アンケートは、株式会社エーツーメディアの提供する「e-株主リサーチ」 
サービスにより実施いたします。（株式会社エーツーメディアについての詳細　 
　http://www.a2media.co.jp）※ご回答内容は統計資料としてのみ使用さ 
せていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。 

当社では、株主のみなさまの声をお聞かせいただくため、アンケートを 
実施いたします。お手数ではございますが、 
アンケートへのご協力をお願いいたします。 

ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｅ-ｋａｂｕｎｕｓｈｉ．ｃｏｍ 
　アクセスコード　9813

株主のみなさまの声をお聞かせください 

ご回答いただいた方の中から 
抽選で薄謝（図書カード500円） 
を進呈させていただきます 

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入） 
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。 

空メールによりURL自動返信 

Yahoo!、MSN、exciteのサイト
内にある検索窓に、い い か ぶ と
4文字入れて検索してください。 

いいかぶ 検索 

●アンケートのお問い合わせ  
 「e -株主リサーチ事務局」 

TEL： 03-5777-3900（平日 10：00～17：30） 
MAIL：info@e-kabunushi.com

●アンケート実施期間は、本書がお手元に
到着してから約2ヶ月間です。 

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される 
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。 

電子公告により当社ホームページ 

（http://www.tokki.co.jp）に掲載いたします。 

ただし、事故・その他やむを得ない事由によって電

子公告ができない場合は、官報に掲載いたします。 

株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱ＵＦＪ信託銀行の電話

及びインターネットでも24時間承っております。 

■電話（フリーダイヤル）0120-244-479 

■ホームページ   http://www.tr.mufg.jp/daikou/ 

なお、株券保管振替制度をご利用の株主さまは、お取引口座のある

証券会社にご照会ください。 



株主のみなさまへ

健全な企業体質への
変革に向かって
株主のみなさまにおかれましては、ますま

すご清栄のこととお慶び申し上げます。

第41期報告書をお届けするにあたり、当

期の業績と次期見通しについてご報告させ

ていただきます。

代表取締役社長

津上 晃寿（つがみ てるひさ）

当期は、当社主力事業の一つである有機EL業界にお

きまして、参入企業の研究開発や設備投資が積極的に行

われ、有機ELパネルをメインディスプレイに搭載した

携帯電話の相次ぐ発売や有機ELテレビの登場等により、

一時低迷していた市場環境が急速に回復基調へ向かいま

した。更に、地球温暖化問題の深刻化ならびに急激な原

油価格の上昇を背景にした太陽光発電への需要の高まり

等、当社が参入する市場において、本格的成長の胎動が

感じられる年度となりました。

当社はこのような状況下で、直販体制の強化、大手顧

客からの増設案件の受注獲得活動、大型基板用有機EL

製造装置の開発、抜本的資本増強の施策など、受注の回

復と製品開発の推進、財務体質の再構築に向けて様々な

施策を展開してまいりました。特に、抜本的資本増強の

施策におきましては、キヤノン株式会社との資本業務提

携により、借入金をほぼ全額返済し有利子負債を大幅圧

縮したことや、安定した資金調達手段の確立が可能にな

ったことで、当社の財務体質は著しく改善いたしました。

この結果、当連結会計年度の業績につきましては、受

注高118億34百万円と前期に比べ84億88百万円

（254％）増加いたしました。売上高は前期末の受注残

高が20億42百万円という極めて低い水準にあったた

め、66億10百万円と前期に比べ5億84百万円（8.1％）

減となったものの、利益面におきましては原価低減活動

や受注管理の厳格化等によって顕著な改善となり、営業

損失は7億50百万円（前年比14億88百万円の改善）、

経常損失は7億99百万円（前年比15億47百万円の改

善）、当期純損失は6億56百万円（前年比41億19百万

円の改善）となり、経営構造改革の成果が着実に現れて

まいりました。

来期の当社事業関連市場におきましては、当社が納入

した量産装置で生産される有機ELディスプレイ並びに

化合物太陽電池に対する国内外の需要の増大から、既存

顧客からの次期装置増設や新規設備投資の引合いが増加

して、受注が好調に推移すると予想しております。

来期は、前期から展開してまいりました経営構造改革

を、キヤノングループの一員となったことを契機として

更に加速させてまいりたいと考えております。具体的に

は、まず生産面におきましては、設計改革（設計の共通

化・標準化、キーパーツのVE活動等）や調達改革（外

注リードタイムの短縮、複数購買等）の推進、原価統制

の強化等により、原価低減の徹底と同時に生産性・品質

の向上を図ってまいります。技術面においては、当社が

長年にわたり培ってきた真空薄膜技術や精密アライメン

ト技術を更に進化させるとともに、市場ニーズに応える

技術開発に戦略的に取り組み、差別化技術の蓄積と知的

財産化の強化を図ってまいります。販売・サービスサポ

ート面におきましては、引き続き事業バランスの安定化

を重視した受注展開を図るとともに、海外への積極的な

営業活動を推進し、拠点整備等による国内外のサービス

サポート体制も強化してまいります。

これらの取り組みにより、来期には連結売上高130

億円、連結経常利益1億30百万円を実現し、5期振りの

黒字化達成と継続的かつ安定的成長ステージへの移行を

最重要目標として取り組み、健全な企業体質への変革を

目指してまいります。

株主のみなさまにおかれましては、より一層のご支援、

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

当期の業績について

To Our Shareholders
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経営構造改革を強力に推進

来期の見通しと取り組み方針について

黒字化達成と継続的・安定的
成長ステージへの移行を目指して



（単位：百万円） 
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（単位：百万円） 

決算ハイライト（連結）

DOWN 

1,000 

△1,024 

165 

△750 

△2,238 

500 

0 

-500 

-1,000 

-2,500 
第38期 第39期 第40期 第41期 

営業利益又は営業損失 （単位：百万円） 

△ 750 △ 656

第40 期 

第41 期 

百万円 

百万円 6,610

第40 期 

売上高 営業利益 当期純利益 

第41 期 

百万円 

百万円 

15,000 

11,157 

13,800 

7,194 
6,610 
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9,000 
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第38期 第39期 第40期 第41期 

売上高 （単位：百万円） 

584百万円 1,488百万円 
UP 4,119百万円 

UP 

2,000 

△964 

△154 

△4,776 

△656 

0 

-1,000 

1,000 

-6,000 
第38期 第39期 第40期 第41期 

当期純利益又は純損失 （単位：百万円） 

-5,000 

第40 期 

第41 期 

百万円 

百万円 

7,194 △2,238 △4,776

市場環境の好転を追い風に売上倍増

13,000百万円

140百万円

130百万円

120百万円

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

受注高が大きく伸びた結果、来期の売上高は当期比96.6％

増の130億円を見込んでおります。

利益面では、前期から展開してまいりました経営構造改革を

更に前進させ、設計改革や資材の調達改革の推進と原価統制の

強化によって、黒字化を最重要課題として取り組んでまいりま

す。

Financial Highlights

受注高 受注残高

来期の見通し
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トピックス 事業の概況（連結）Topics Business Segment

トッキ1年の歩み

■売上高構成比 

セグメント別売上高構成比 

地域別売上高構成比 

■ 国内 
　71.4％ 

■ アジア 
　28.0％ 

■ 真空技術 
　応用製品事業 
　45.0％ 

■ その他事業 
　5.1％ 

■ NC工作機械等 
　販売事業 
　49.9％ 

■ 北米 
　0.0％ 

■ ヨーロッパ 
　0.5％ 

■ 海外 
　28.6％ 

当期の受注高は118億34百万円（前期比253.6％

増）、受注残高は72億67百万円（前期比255.7％増）

となりました。売上高は66億10百万円（前期比8.1％

減）、営業損失は7億50百万円（前期は22億38百万円

の損失）、経常損失は7億99百万円（前期は23億47百

万円の損失）、当期純損失は6億56百万円（前期は47億

76百万円の損失）となりました。

有機ELディスプレイ製造装置及び薄膜太陽電池製造装置

の受注が増加いたしましたが、受注の多くは次期に検収・売

上計上されるため、当期の売上高は減少いたしました。

その結果、受注高は80億48百万円（前期比1,783.5％

増）、売上高は29億71百万円（前期比26.6％減）、受注残

高は65億74百万円（前期比339.2％増）となりました。

当事業は好調を維持し、受注高・売上高は増加いたしま

した。

その結果、受注高は34億01百万円（前期比25.8％増）、

売上高は33億円（前期比19.9％増）、受注残高は6億18

百万円（前期比19.4％増）となりました。

当事業は、前期計上したような大型案件がなかったため、

売上高は減少いたしました。

その結果、受注高は3億84百万円（前期比78.5％増）、

売上高は3億38百万円（前期比13.5％減）、受注残高は74

百万円（前期比164.1％増）となりました。

真空技術応用製品事業

NC工作機械等販売事業

その他事業
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平成19年

●新潟県中越沖地震発生。震災の影響は軽微であり、操業に支障はありませんでした。

●通期決算発表・決算説明会開催

●定時株主総会開催

代表取締役社長に津上 晃寿が就任

●真空展に出展

●UDC社とのりん光材料性能実証を発表

●FPD Internationalに出展し、GE社との膜封止技術展示

●キヤノン株式会社との資本業務提携契約を締結

●第1四半期決算発表

●キヤノン株式会社を対象とした第三者割当増資完了。

キヤノングループの一員となる。

●IR ●展示会　●ニュース

平成20年

●化合物薄膜太陽電池向けスパッタリング装置の開発を発表

●PV EXPO 2008（国際太陽電池展）に出展

●第2四半期決算発表

●臨時株主総会開催

代表取締役副社長に柳楽 卓司が就任

●第3四半期決算発表

●ファインテック・ジャパンに出展

●環境フェア In KOBEに三菱商事・産総研と共同出展

●環境総合展2008（札幌ドーム）に三菱商事・産総研と共同出展

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

4月

5月

6月

FPD Internationalの様子

PV EXPOのトッキブース

展示会の様子

有機薄膜太陽電池サンプル



7,537

5,512

130

第39期 第40期 第41期 

（単位：百万円） 

有利子負債 

130百万円 
　当期の有利子負債は、より強い財務体質の
構築を図るため、130百万円以外全額の返
済を行いました。今後も健全な財務体質を推
し進めてまいります。 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

連結損益計算書 （単位：百万円）

評価・換算差額等株 主 資 本

連結株主資本等変動計算書 第41期（平成19年7月1日～平成20年6月30日） （単位：百万円）

平成19年6月30日残高

当期中の変動額

新株の発行

欠損填補

当期純損失

株主資本以外の項目の当期中の変動額（純額）

当期中の変動額合計

平成20年6月30日残高

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

純資産合計

1,136

5,921

–

△656

△35

5,229

6,366

43

–

–

–

△35

△35

8

1,093

5,921

–

△656

–

5,264

6,357

△197

–

△197

△4,737

679

△656

22

△4,715

2,416

2,960

△679

2,281

4,697

3,611

2,960

2,960

6,572

第40期
平成18年7月1日～
平成19年6月30日

第41期
平成19年7月1日～
平成20年6月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増減額（△減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

1,142

315

188

1,646

1,002

2,649

△1,196

52

524

△618

2,649

2,030

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

第40期
平成18年7月1日～
平成19年6月30日

第41期
平成19年7月1日～
平成20年6月30日

（資産の部）

流動資産

固定資産

資産合計

（負債の部）

流動負債

固定負債

負債合計

（純資産の部）

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

純資産合計

負債純資産合計

4,872

3,857

8,730

5,114

2,478

7,593

1,093

3,611

2,416

△4,737

△197

43

1,136

8,730

6,352

3,423

9,776

3,369

39

3,409

6,357

6,572

4,697

△4,715

△197

8

6,366

9,776

連結貸借対照表 （単位：百万円）

第40期
平成19年6月30日現在

第41期
平成20年6月30日現在

連結財務諸表 Financial Statements

（単位：％） 

売上総利益率 

8.8％ 

12.0

△13.9

8.8

第39期 第40期 第41期 

0 

400 

800 

1,200 

1,600 
（単位：百万円） 

販売費及び一般管理費 

1,334百万円 

1,494 

1,236 
1,334 

第39期 第40期 第41期 

　当期の販売費及び一般管理費は、経営管理
機能の強化を図るべく、本社管理部門の増員
を行いました。今後も内部統制制度やJ-SOX
法への対応を強化してまいります。 

　当期の売上総利益率は、売上高が減少し
ているなかでも売上原価の低減を図り、8.8
％となりました。 
　今後も売上総利益率の向上を図ってまい
ります。 
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6,610

6,026

584

1,334

750

66

116

799

550

398

647

11

△1

656

7,194

8,197

△1,002

1,236

2,238

52

161

2,347

13

2,301

4,634

40

102

4,776

売上高

売上原価

売上総利益又は売上総損失（△）

販売費及び一般管理費

営業損失

営業外収益

営業外費用

経常損失

特別利益

特別損失

税金等調整前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純損失



単体財務諸表 株式の状況／会社概要
（平成20年6月30日現在）

Financial Statements Company Profile / Stock Information

東京都中央区八丁堀二丁目21番2号

昭和42年7月29日

6,572,646,400円

真空技術応用製品の開発・設計・製造・販売

NC工作機械等の販売、FA製品の製造・販売

連結：180名　単独：158名

発行可能株式総数……………………………………

発行済株式の総数……………………………………

株主数…………………………………………………………

50,000,000株

33,784,224株

7,870名

株主名

キヤノン株式会社

津上　晃寿

トッキ株式会社

日本証券金融株式会社

津上　健一

株式会社パワーズアソシエイト

藍澤不動産株式会社

トッキ取引先持株会

腕野　勉

トッキ従業員持株会

22,301,620

444,400

241,698

230,400

203,400

120,000

75,000

66,500

66,000

54,090

66.01

1.31

0.71

0.68

0.60

0.35

0.22

0.19

0.19

0.16

持株数（株） 持株比率（％）

■個人・その他 
　30.86％ 
　10,427,063株 

■金融機関・金融商品取引業者 
　0.98％ 
　328,639株 

■国内法人 
　67.30％ 
　22,735,324株 

■外国法人等 
　0.15％ 
　51,500株 

■自己名義株式 
　0.71％ 
　241,698株 

■株式の状況 ■大株主の状況

■所有者別株式分布状況

商 号

本 店 所 在 地

設 立 年 月 日

資 本 金

主な事業内容

従 業 員

■会社概要

■役員（平成20年9月25日現在）

本 社
〒104-0032 東京都中央区八丁堀二丁目21番2号

TEL.（03）3551-3151

見 附 工 場
〒954-0076 新潟県見附市新幸町10番１号

TEL.（0258）61-5050

新 潟 工 場
〒950-3134 新潟県新潟市北区新崎293番26号

TEL.（025）278-2290

本 社
〒104-0061 東京都中央区銀座七丁目15番5号

TEL.（03）3543-8841

■主な事業所

当　社 URL:http://www.tokki.co.jp

トッキ・インダストリーズ株式会社 URL:http://www.tokki-ind.com

代表取締役社長

代表取締役副社長

専 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

津上　晃寿

柳楽　卓司

鳴海　廣治

山口　登志雄

小川　光雄

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

新保　俊二

鵜 川 　 浩

塩矢　富士夫

大塚　博之

佐々木　泰蔵
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（資産の部）

流動資産

固定資産

資産合計

（負債の部）

流動負債

固定負債

負債合計

（純資産の部）

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

純資産合計

負債純資産合計

3,898

4,018

7,916

4,420

2,456

6,876

1,016

3,611

2,416

△4,814

△197

23

1,040

7,916

5,086

3,595

8,682

2,373

24

2,398

6,280

6,572

4,697

△4,792

△197

3

6,283

8,682

貸借対照表 （単位：百万円）

第40期
平成19年6月30日現在

第41期
平成20年6月30日現在

売上高

売上原価

売上総利益又は売上総損失（△）

販売費及び一般管理費

営業損失

営業外収益

営業外費用

経常損失

特別利益

特別損失

税引前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純損失

4,052

5,412

△1,359

944

2,304

43

160

2,421

13

2,293

4,701

8

104

4,814

2,971

2,760

210

962

751

61

114

804

550

398

652

7

△2

657

損益計算書 （単位：百万円）

第40期
平成18年7月1日～
平成19年6月30日

第41期
平成19年7月1日～
平成20年6月30日

評価・換算差額等株 主 資 本

株主資本等変動計算書 第41期（平成19年7月1日～平成20年6月30日） （単位：百万円）

平成19年6月30日残高

当期中の変動額

新株の発行

欠損填補

当期純損失

株主資本以外の項目の当期中の変動額（純額）

当期中の変動額合計

平成20年6月30日残高

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

純資産合計

1,040

5,921

–

△657

△20

5,243

6,283

23

–

–

–

△20

△20

3

1,016

5,921

–

△657

–

5,263

6,280

△197

–

△197

△4,814

–

679

△657

–

21

△4,792

2,416

2,960

△679

–

–

2,281

4,697

3,611

2,960

2,960

6,572





























































































































































































 

 

                                                                平成 20 年 8月 7 日 

各      位 

会 社 名  ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 

問合せ先 経営企画部長 大新田 納 

電 話 ０ ３ － ３ ５ ５ １ － ３ １ ５ １ 

 

 

決算発表資料の追加（役員の異動）に関するお知らせ 

 

 
当社は、本日開催の取締役会におきまして、下記のとおり役員の異動について決議いたしましたの

でお知らせいたします。なお、当該異動につきましては、平成20年9月25日開催予定の定時株主総会に

おいて、「監査役1名選任の件」が承認されることを条件としております。 

 

記 

 

■ 役員の異動（平成 20 年 9 月 25 日付） 

 

１．新任役員候補 

 監査役  大塚 博之（おおつか ひろゆき） 

   （現 キヤノン株式会社 生産技術本部 生産技術センター 所長） 

２．退任予定役員 

 監査役  深谷 正樹 

 

以 上 

 



 

 

 

平成 20 年 8月 7 日 

各      位 

会 社 名  ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 

問合せ先 取締役執行役員 

     財務経理統括部長 新保 俊二 

電  話 ０３－３５５１－３１５１ 

 

公認会計士等の異動に関するお知らせ 

 
 当社は、平成20年8月7日開催の取締役会におきまして、金融商品取引法第193条の2第1項及び第2

項の監査証明を行う公認会計士等の異動について、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせ

いたします。 

なお、本議案につきましては、平成20年9月25日開催予定の定時株主総会において、「会計監査人

選任の件」が承認されることを条件としております。なお、公認会計士等の異動議案の株主総会へ

の付議については、監査役会の同意を得ております。 

 

記 

1. 就任予定の会計監査人 

  名称：新日本有限責任監査法人 

  事務所所在地：東京都千代田区内幸町二丁目 2番 3号 日比谷国際ビル 11 階 

 

2. 退任予定の会計監査人 

  名称：あずさ監査法人 

  事務所所在地：東京都新宿区津久戸町 1番 2号 あずさセンタービル 

 

3. 異動予定日 

  平成 20 年 9 月 25 日（第 41 回定時株主総会開催予定日） 

 

4. 異動の理由 

 当社の会計監査人でありますあずさ監査法人は、平成 20 年 9 月 25 日開催予定の第 41 回定時

株主総会終結の時をもって任期満了となります。 

 つきましては、当社の親会社であるキヤノン株式会社との連結決算における一元監査体制を

確立するため、同社と同一の会計監査人である新日本有限責任監査法人を新たな会計監査人と

して選任する議案を株主総会に付議するものであります。 

 

 

以 上 

 

 



2008年6月期決算説明会20082008年年66月期決算説明会月期決算説明会

20082008年年77月月2525日日

トッキ株式会社トッキ株式会社

代表取締役社長代表取締役社長
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連結決算ハイライト連結決算ハイライト連結決算ハイライト

＋2,439+152△2,287特別損益

＋981,3341,236販売･管理費

＋1,586584△ 1,002売上総利益

＋5,2257,2672,042受 注 残 高

＋4,120

＋1,547

＋1,488

△584

＋8,488

比較増減

△656

△799

△750

6,610

11,834

2008年6月期
(2007.7～2008.6)

△2,347経 常 利 益

3,346受 注 高

△4,776当期純利益

△2,238営 業 利 益

7,194売 上 高

2007年6月期
(2006.7～2007.6)

【単位：百万円】

注：百万円未満は切り捨てて表示しています。
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セグメント別 連結受注高（四半期）セグメント別セグメント別 連結受注高（四半期）連結受注高（四半期）
受注高（四半期）

1,200
750 657

2,431

585

4,375

736

784

609

573

850

973

893

685

115

58
62 77

56

-1,381

-142

189

24

17

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

'07Q1 '07Q2 '07Q3 '07Q4 '08Q1 '08Q2 '08Q3 '08Q4

その他

ＮＣ

真空

1,961

-481

1,418

448

1,570

3,594

1,555

5,115

百万円

＋８，４８８

＋１６９

＋６９７

＋７，６２１

増 減

＋２５３．６１１，８３４３，３４６合計

＋７８．５３８４２１５その他事業

＋２５．８３，４０１２，７０３ＮＣ工作機械等販売事業

＋１７８３．５８，０４８４２７真空技術応用製品事業

増減率

ポイント
2008年6月期2007年6月期（単位：百万円）

受注高（通期）

427

2,703

3,401

8,048

384

215

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

第40期 第41期

3,346

11,834
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セグメント別 連結売上高（四半期）セグメント別セグメント別 連結売上高（四半期）連結売上高（四半期）

△５８４

△５３

＋５５０

△１，０８１

増 減

△８．２６，６１０７，１９４合計

△１３．６３３８３９１その他事業

＋２０．０３，３００２，７５０ＮＣ工作機械等販売事業

△２６．７２，９７１４，０５２真空技術応用製品事業

増減率

ポイント

2008年6月期

（通期）

2007年6月期

（通期）
（単位：百万円）

売上高（通期）

4,052

2,750

3,300

2,971

338

391

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

第40期 第41期

7,194

6,610

売上高（四半期）

374

1,339

533

1,805

700

318
504

1,449601

775

667

706

737

1,083 722

758

168

139

69

77

62

92

84

38

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

'07Q1 '07Q2 '07Q3 '07Q4 '08Q1 '08Q2 '08Q3 '08Q4

その他

ＮＣ

真空
1,144

2,176

1,284

2,588

1,476 1,494

1,366

2,274

百万円
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地域別 連結売上高（四半期）地域別地域別 連結売上高（四半期）連結売上高（四半期）

754

1,705

942

1,765

1,009 979 926

1,805377

408

275

814

461 493
433

464

12

63

8

4 21
6

9

66

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

'07Q1 '07Q2 '07Q3 '07Q4 '08Q1 '08Q2 '08Q3 '08Q4

その他海外

アジア

国内
1,144

2,176

1,284

2,588

1,476
1,494 1,366

2,275

百万円

△５８４

△１１０

△２５

△４４８

増 減

△８．１６，６１０７，１９４合計

△７２．８４０１５１その他海外

△１．３１，８５１１，８７６アジア

△８．７４，７１９５，１６７国内

増減率

（ポイント）

2008年6月期

（通期）

2007年6月期

（通期）
（単位：百万円）
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連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表

＋１，０４６

＋５，２３０

△２，２７１

△２，４３９

△２，３１０

＋１，０４２

△１，７４４

△４，１８３

△１５８

△４３４

＋１，３６３

＋７１７

△６１９

＋１，４８０

＋１，０４６

比較増減

２，０６６１，０２４買掛債務

９，７７６

６，３６６

０

３９

１３０

３，３６９

３，４０９

３，０５１

３，４２３

２，０４５

２，０７２

２，０３０

６，３５２

９，７７６

2008年6月期

２，４７８固定負債

長期借入金の全額返済２，２７１長期借入金

第三者割当増資１，１３６純資産合計

８，７３０負債・純資産合計

５，１１４流動負債

３，２０９有形固定資産

７，５９３負債合計

固定資産

短期借入金

現金及び預金

流動資産 ４，８７２

受注増による仕掛増加６８２たな卸資産

短期借入金の返済

主な要因

売上債権

３，８５７

２，６４９

１，３５５

２，４４０

資産合計 ８，７３０

2007年6月期

【単位：百万円】
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キャッシュ・フロー、主要指標キャッシュ・フロー、主要指標キャッシュ・フロー、主要指標

９５．２％

１３．０％

２，６４９

１，６４６

１８８

３１５

１，１４２

１，００２

2007年6月期

たな卸資産増△1,499
売上債権増 △717
仕入債務増 ＋1,042

△ １,１９６営業活動ＣＦ

５２投資活動ＣＦ

株式発行収入＋5,891

借入金返済 △5,375
５２４財務活動ＣＦ

借入金の返済とたな卸資産の増加１８８．５％流動比率

６５．１％

２,０３０

△ ６１８

２，６４９

2008年6月期

期末残高

自己資本比率

増減

期首残高

第三者割当増資

主な要因

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

主
要
指
標

【単位：百万円】
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２００８年６月期トピックス２００８年６月期トピックス２００８年６月期トピックス

全社業績 ４０期 ４１期

売上総利益率の大幅改善 -13.9% ⇒ 8.8% (前年比22.7pts.改善)

受注の大幅拡大 33億円 ⇒ 118億円 (前年比257％増)

自己資本比率の大幅改善 13.0% ⇒ 65.1% (前年比52.1pts.改善)

全社業績 ４０期 ４１期

売上総利益率の大幅改善 -13.9% ⇒ 8.8% (前年比22.7pts.改善)

受注の大幅拡大 33億円 ⇒ 118億円 (前年比257％増)

自己資本比率の大幅改善 13.0% ⇒ 65.1% (前年比52.1pts.改善)

事業
有機EL製造装置：
・既存有力顧客からの増設案件受注
・全顧客直販化

薄膜太陽電池製造装置：
・化合物太陽電池量産機の納入及び
新規受注

・展示会への積極出展と見込客開拓

事業
有機EL製造装置：
・既存有力顧客からの増設案件受注
・全顧客直販化

薄膜太陽電池製造装置：
・化合物太陽電池量産機の納入及び
新規受注

・展示会への積極出展と見込客開拓
【環境総合展２００８】（札幌ドーム）の産
総研ブースにて、有機薄膜太陽電池のデモ

＋

企業環境
キヤノン株式会社との資本業務提携 （2007年12月）
新経営体制・新組織の発足（2008年3月）

企業環境
キヤノン株式会社との資本業務提携 （2007年12月）
新経営体制・新組織の発足（2008年3月）
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２００９年６月期 経営目標２００９年６月期２００９年６月期 経営目標経営目標

■５期ぶりの黒字転換

■継続的かつ安定的成長ステージへの移行

■５期ぶりの黒字転換

■継続的かつ安定的成長ステージへの移行

２００９年６月期 経営目標２００９年６月期 経営目標

健全な企業体質への変革健全な企業体質への変革
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２００９年６月期 業績予想２００９年６月期２００９年６月期 業績予想業績予想

＋６，２２９９，２００２，９７１売 上 高

＋１，１６１１３，０００１１，８３９受 注 高

＋９５２９，０００８，０４８受 注 高

＋６，３９０１３，０００６，６１０売 上 高

＋７７６１２０△６５６当 期 純 利 益

＋９２９１３０△７９９経 常 利 益

＋８９０１４０△７５０営 業 利 益
連
結

単
独

１００

１１０

１２０

2009年6月期予想

(’08.7～’09.6)

＋７５７△６５７当 期 純 利 益

＋９１４△８０４経 常 利 益

＋８７１△７５１営 業 利 益

比較増減
2008年6月期

(’07.7～’08.6)

【単位：百万円】
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製造原価の低減
共通設計の推進と流用率の向上

キヤノングループ調達ネットワークの活用

原価統制の強化

技術力の強化
設計改革の推進

差別化技術の蓄積と知的財産化の強化

中期成長を支える戦略的かつ効率的な研究開発投資

販売・サービス・サポート力の強化
事業バランスの安定化を重視した受注展開

海外営業展開の加速と強化

拠点整備等による国内外サービス・サポート体制の強化

経営管理体制の強化
内部統制体制の強化

新会計基準/J-SOX法対応

２００９年６月期の経営施策２００９年６月期の経営施策２００９年６月期の経営施策

経営構造改革の更なる推進と加速経営構造改革の更なる推進と加速



15

有機ＥＬ製造装置事業に対する動向と取組み有機ＥＬ有機ＥＬ製造装置事業製造装置事業に対するに対する動向と動向と取組み取組み

有機ＥＬディスプレイ製造装置

引合・受注は回復基調で好調に推移

国内外顧客からの新規・増設・改造引合案件の確実な受注展開

パネルメーカー・有機材料メーカーとの積極的な協業の推進

顧客ニーズに合わせた高性能・低価格・短納期に対応する

革新的な量産装置システムの開発・販売

有機照明用装置として試作実験機等の受注活動を積極展開

膜封止技術等フレキシブル基板対応装置の技術確立

市場の拡大に対応した国内外のサービス・サポート体制の充実
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薄膜太陽電池製造装置事業に対する動向と取組み薄膜薄膜太陽電池太陽電池製造装置事業製造装置事業に対するに対する動向と動向と取組み取組み

当社の薄膜太陽電池製造装置

化合物薄膜太陽電池製造装置

量産用大型スパッタリング装置の納入

既存顧客からの新規・増設案件の受注

顧客ニーズに対応した更なる技術開発の重点展開

有機薄膜太陽電池製造装置

展示会等への積極出展による販売強化

三菱商事、産総研との共同開発展開

早期の商品化・市場投入を目指す

エネルギー変換効率の向上と生産コスト低減等への挑戦
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補足資料補足資料補足資料

損益計算書推移 １８
セグメント別売上推移 １９
地域別売上推移 ２０
キャッシュ・フロー計算書推移 ２１
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損益計算書推移損益計算書推移損益計算書推移

120-656 -4,776 -154-964105167当期純利益

130-799 -2,347 135-1,033131304経常利益

（1.1%）（-11.3%）（-31.1%）（1.1%）（-9.1%）（1.4%）（3.7%）（営業利益率）

140-750-2,238165-1,024164380営業利益

－（20.1%）（ 17.1%）（10.8%）（13.8%）（13.6%）（10.5%）（ 販 管 費 率 ）

－（ 8.8%）（-13.9%）（12.0%）（ 4.6%）（15.0%）（14.2%）（売上総利益率）

－584-1,0021,6595221,7181,458売上総利益

13,0006,6107,19413,80011,15711,41910,253売上高

09年6月期
（予想）

08年6月期07年6月期06年6月期05年6月期04年6月期03年6月期（単位：百万円）
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セグメント別売上推移セグメント別売上推移セグメント別売上推移

29.2%5.1%5.4%3.0%2.7%0.1%－構成比

構成比3383914112998－売上高
その他

3,80049.9%38.2%22.9%28.9%26.7%22.9%構成比

売上高3,3002,7503,1623,2273,0502,350売上高
ＮＣ工作機械等販売

70.8%44.9%56.3%74.1%68.4%73.2%77.1%構成比

9,2002,9714,05210,2267,6308,3607,903売上高
真空技術応用製品

09年6月期
（予想）

08年6月期07年6月期06年6月期05年6月期04年6月期03年6月期（単位：百万円）

7,903 8,360 7,630

10,226

4,052
2,971

9,200

2,350
3,050

3,227

3,162

2,750
3,300

3,800
8

299

411

391
338

0

5,000

10,000

15,000

03年6月期 04年6月期 05年6月期 06年6月期 07年6月期 08年6月期 09年6月期（予想）

その他

ＮＣ工作機械等販売

真空技術応用製品

（百万円）
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地域別売上推移地域別売上推移地域別売上推移

6,669 5,952
7,695

5,167 4,718

132

40

3008 5,334 5,366

5,498

1851

5,221

576

569

604

151

1,876

0

5,000

10,000

15,000

03年6月期 04年6月期 05年6月期 06年6月期 07年6月期 08年6月期

アジア

その他海外

国内

71.4%71.8%55.8%46.8%52.1%65.0%構成比

4,7185,1677,6955,2215,9526,669売上高
国内

0.6%2.0%4.3%5.1%1.1%5.6%構成比

40151604569132576売上高
その他海外

28.0%26.0%39.8%48.1%46.7%29.3%構成比

1,8511,8765,4985,3665,3343,008売上高
アジア

08年6月期07年6月期06年6月期05年6月期04年6月期03年6月期（単位：百万円）

（百万円）



21

キャッシュ・フロー推移キャッシュ・フロー推移キャッシュ・フロー推移

-6181,646-339-9121,909-206
現金及び現金同等物

増減額

2,0302,6491,0021,3422,254344
現金及び現金同等物

期末残高

5241883,3035676282,219
財務活動による

キャッシュ・フロー

52315-1669-784-2,517
投資活動による

キャッシュ・フロー

-1,1961,142-3,477-1,4882,06591
営業活動による

キャッシュ・フロー

08年6月期07年6月期06年6月期05年6月期04年6月期03年6月期（単位：百万円）
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トッキ株式会社 広報・ＩＲグループ

ＴＥＬ：０３－３５５１－３１５１

ｉｒ－ｓｅｃｔｉｏｎ＠ｔｏｋｋｉ.ｃｏ.Ｊｐ

将来見通しに関する注意事項

本資料に記述されている当社の業績予想、本資料に記述されている当社の業績予想、将来予測などは、当社が作成時点で入手可能な情報

に基づいて判断したものであり、経済情勢、有機ＥＬ・太陽電池市況、販売競争の激化、急速な技術革新への当社の対応力、安全・品質管

理、知的財産権に関するリスクなど、様々な外部要因・内部要因の変化により、実際の業績、成果はこれら見通しと大きく異なる可能性が

あります。

数字の処理について

記載された金額は当社発表の決算短信にて発表した数値を記載していますが、別途計算が必要な数値は百万円単位未満を切り捨て処理、

比率は百万円単位で計算した結果を切り捨て処理しているため、内訳の計が合計と一致しない場合があります。

本資料について

お問い合わせ



(財)財務会計基準機構会員
 

平成20年６月期　決算短信  
平成20年７月23日

上場会社名 トッキ株式会社 上場取引所 ＪＱ

コード番号 9813 ＵＲＬ　http://www.tokki.co.jp

代表者　　　　　（役職名）代表取締役社長 （氏名）津上　晃寿

問合せ先責任者　（役職名）取締役執行役員 （氏名）新保　俊二 ＴＥＬ　（03）3551－3151

 
財務経理統括部長

　
  

定時株主総会開催予定日 平成20年９月25日   

有価証券報告書提出予定日 平成20年９月26日

（百万円未満切捨て）

１．平成20年６月期の連結業績（平成19年７月１日～平成20年６月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年６月期 6,610 △8.1 △750 － △799 － △656 －

19年６月期 7,194 △47.8 △2,238 － △2,347 － △4,776 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年６月期 △24 72  － △17.5 △8.6 △11.3

19年６月期 △313 18  － △195.5 △19.7 △31.1

（参考）持分法投資損益 20年６月期 －百万円 19年６月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年６月期 9,776 6,366 65.1 189 80

19年６月期 8,730 1,136 13.0 58 77

（参考）自己資本 20年６月期 6,366百万円 19年６月期 1,136百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年６月期 △1,196 52 524 2,030

19年６月期 1,142 315 188 2,649

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年６月期  －  －  －  － 0 00 － － －

20年６月期  －  －  －  － 0 00 － － －

21年６月期（予想）  －  －  －  － 0 00 － － －

３．平成21年６月期の連結業績予想（平成20年７月１日～平成21年６月30日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 5,000 68.3 20 － 15 － 10 － 0 29

通期 13,000 96.6 140 － 130 － 120 － 3 57
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

（注）詳細は、７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　無

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年６月期 33,784,224株 19年６月期 19,584,224株

②　期末自己株式数 20年６月期 241,698株 19年６月期 241,698株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、27ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成20年６月期の個別業績（平成19年７月１日～平成20年６月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年６月期 2,971 △26.6 △751 － △804 － △657 －

19年６月期 4,052 △60.3 △2,304 － △2,421 － △4,814 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年６月期 △24 76  －

19年６月期 △315 66  －

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年６月期 8,682 6,283 72.3 187 33

19年６月期 7,916 1,040 13.1 53 77

（参考）自己資本 20年６月期 6,283百万円 19年６月期 1,040百万円

２．平成21年６月期の個別業績予想（平成20年７月１日～平成21年６月30日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 3,100 204.3 15 － 12 － 8 － 0 23

通期 9,200 209.6 120 － 110 － 100 － 2 98

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提と

なる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、４ページ「１．経営成績　(2）次期の見通し」を

ご覧ください。　

トッキ㈱(9813)平成 20 年６月期決算短信
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

　当連結会計年度における有機ＥＬ(エレクトロ・ルミネッセンス)業界におきましては、有機ＥＬパネルをメインディ

スプレイに搭載した携帯電話の相次ぐ発売や有機ＥＬテレビの登場、地球温暖化問題の深刻化ならびに急激な原油価

格の上昇を背景にした太陽光発電への関心の高まり等、当社が参入する市場の本格的成長の胎動が感じられる会計年

度となりました。

　当社グループはこのような状況下で、直販体制の強化、既存大手顧客からの増設案件の受注獲得活動、大型基板用

有機ＥＬ製造装置の開発、抜本的資本増強の施策など、受注の回復と製品開発の推進、財務体質の再構築に向けて様々

な施策を展開してまいりました。特に、抜本的資本増強の施策において平成19年12月28日に完了したキヤノン株式会

社との資本業務提携は、当社の財務体質を著しく改善させ、借入金の返済や安定した資金調達手段の確立を可能にし、

当連結会計年度の受注高は前期の3.5倍の118億34百万円と大幅に伸張しました。

　しかしながら、売上高は前期末時点での受注残高が20億42百万円という極めて低い水準にあったため、当連結会計

年度の売上高は66億10百万円(前年同期比8.1％減)となりました。

　利益面につきましては、製造原価の低減によって売上総利益率が前年同期よりも22.7ポイント改善しましたが、売

上高の水準が低く、営業損失は７億50百万円（前年同期から14億88百万円の改善）、経常損失は７億99百万円（同、

15億47百万円の改善）となりました。

  また、特別利益として、受注損失引当金戻入益や役員退職慰労引当金戻入益等を計上し、特別損失として、資本業

務提携に伴うアドバイザリー費用やたな卸資産評価損等を計上したことにより、当期純損失は６億56百万円（同、41

億19百万円の改善）となりました。

当連結会計年度の販売実績を事業別に表示すると、下記のとおりであります。　

区分 金額（千円） 増減率（％）

　真空技術応用製品事業 2,971,165 △26.6

　ＮＣ工作機械等販売事業 3,300,888 19.9

　その他事業 338,270 △13.5

　合計 6,610,325 △8.1

トッキ㈱(9813)平成 20 年６月期決算短信
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(2）次期の見通し

　次期の見通しとしましては、当社が納入した量産装置で生産される有機ＥＬディスプレイ並びに化合物太陽電池に対

する国内外の需要の増大から次期増設案件の引合が増え、また、当連結会計年度の受注残高が前期末の3.5倍の72億67百

万円と大幅に伸張し、更には受注から納品までのリードタイムが短いＮＣ工作機械等販売事業・その他事業で38億円の

売上を見込んでいることなどから、130億円の連結売上高と５期振りの黒字化を予想しております。　

　しかしながら、有機ＥＬ市場において需要の中心をなす携帯電話向け有機ＥＬディスプレイが液晶ディスプレイとの

競争激化により、今後の順調な需要の伸びが予測しにくくなっております。一方、太陽電池市場は政策主導で日本国内

においても普及のための後押しが計画され、引き続き好調な伸びが予想されていますが、設備投資の大規模化と海外顧

客に対する当社の現状の対応力に課題があると認識しております。このような背景から、次期は前期から展開してまい

りました経営構造改革を、キヤノングループ入りしたことを契機として更に強化し、設計改革（共通設計・キーパーツ

のＶＥ活動など）や調達改革（外注リードタイムの短縮・複数購買など）の推進と原価統制の強化によって、黒字化の

達成を最重要課題として取り組んでまいります。

＜連結業績見通し＞　

　（単位：百万円）

 　売上高 営業利益　 経常利益　 当期純利益

平成20年6月期(実績) 6,610 △750 △799 △656

平成21年6月期 13,000 140 130 120

増減率（％） 96.6 － － －

＜単独業績見通し＞　

　（単位：百万円）

 　売上高 営業利益　 経常利益　 当期純利益

平成20年6月期(実績) 2,971 △751 △804 △657

平成21年6月期 9,200 120 110 100

増減率（％） 209.6 － － －

連結業績見通しの売上高を事業別に表示すると、下記の通りであります。

区分 金額（百万円） 構成比（％）

　真空技術応用製品事業 9,200 70.8

　ＮＣ工作機械等販売事業・

　その他事業
3,800 29.2

　合計 13,000 100.0

　※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実な要因に係る本資料発表

日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性があります。

トッキ㈱(9813)平成 20 年６月期決算短信
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(3）財政状態に関する分析

①　資産、負債及び純資産の状況　

（資産）　

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ、14億80百万円増の63億52百万円となりました。これは主に、売上債権及び

たな卸資産の増加によるものです。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ、４億34百万円減の34億23百万円となりました。これは主に、有形固定資産

及び無形固定資産の減価償却並びに役員生命保険掛金の減少によるものです。

（負債）　

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ、17億44百万円減の33億69百万円となりました。これは主に、短期借入金及

び一年内返済予定長期借入金の減少によるものです。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ、24億38百万円減の39百万円となりました。これは主に、長期借入金の減少

によるものです。

（純資産）　

　純資産は前連結会計年度末に比べ、52億29百万円増の63億66百万円となりました。これは主に、株式の発行による

資本金等の増加59億21百万円があったものの当期純損失６億56百万円があったことによるものです。

②　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、株式の発行による収

入があったものの、長期借入金及び短期借入金の返済による支出やたな卸資産の増加等により、前連結会計年度末に

比べ６億18百万円減少し、20億30百万円となりました。

　当連結会計年度における活動ごとのキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末において営業活動によって使用した資金は11億96百万円（前連結会計年度は得られた資金11億42

百万円）となりました。

これは主に、仕入債務の増加があったものの、たな卸資産及び売上債権の増加並びに税金等調整前当期純損失があっ

たことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末において投資活動によって得られた資金は52百万円（前年同期は３億15百万円）となりました。

これは主に、役員生命保険の解約による収入があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度末において財務活動によって得られた資金は５億24百万円（前年同期は１億88百万円）となりまし

た。

これは主に、長期借入金や短期借入金の返済による支出があったものの、株式の発行による収入があったことによる

ものです。

トッキ㈱(9813)平成 20 年６月期決算短信
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成16年６月期 平成17年６月期 平成18年６月期 平成19年６月期 平成20年６月期

自己資本比率（％） 43.6 30.7 25.0 13.0 65.1

時価ベースの自己資本比率

（％）
147.1 104.4 75.8 134.9 176.0

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
162.5 － － 482.2 －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
30.7 － － 13.5 －

　自己資本比率：自己資本/総資産

　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産

　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー

　インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い

　（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

　（注３）キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。

　（注４）有利子負債は、貸借対照表または連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負

債を対象としております。

　（注５）営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書または連結キャッシュ・フロー計算書に計

上されている「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

　（注６）キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオのうち、平成17年６月期、平成

18年６月期及び平成20年６月期については、営業キャッシュ・フローがマイナスであったため記載を省略して

おります

　(4）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社グループの利益配分の基本方針につきましては、当社グループ株主や投資家の皆様への利益還元を経営の重要

課題と考えたうえで、財務体質と経営基盤の強化を図り、併せて今後の事業展開を勘案した配当性向と内部留保のバ

ランスを図るとともに、適切なる利益配分に取り組んで参る所存であります。しかしながら、当期につきましては、

純損失を計上したため、誠に遺憾ながら無配とさせて頂きたいと存じます。次期の配当につきましては、現時点では

無配の予想をしております。今後、業績の推移を勘案して判断させて頂きたく存じます。
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２．企業集団の状況

　当社は財務体質の強化を目的に、平成19年11月にキヤノン株式会社（東証コード：７７５１）の当社普通株式等に対

する公開買付けに対して賛同し、12月には同社を対象にした第三者割当増資を行い、キヤノン株式会社の連結子会社に

なりました。　

　その結果、当社グループは、当社、親会社１社、連結子会社１社、非連結子会社で持分法非適用会社４社及び持分法

非適用関連会社１社の構成となり、有機ＥＬパネル製造装置を中核とした真空技術応用製品の開発・製造・販売・サー

ビスを行う「真空技術応用製品事業」、工作機械の仕入・販売・輸出を行う「ＮＣ工作機械等販売事業」及びＦＡシス

テム・インテグレーターとして自動化・効率化を手掛ける「その他事業」を事業内容としております。　

　真空技術応用製品事業　　　  トッキ株式会社

　ＮＣ工作機械等販売事業　　　トッキ・インダストリーズ株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　津特機械貿易(上海)有限公司

　　　　　　　　　　　　　　　TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD.

　　　　　　　　　　　　　　　津上特機（上海）機械貿易有限公司

　そ　 の 　他　 事 　業　　　トッキ・インダストリーズ株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　株式会社トッキテクニカ

　そ　　　　の　　　　他　　　ＴＥＳ ＬＬＣ

　当社グループの取引を図示しますと次のとおりです。

 

津特機械貿

易(上海)有
限公司※２

（NC 工作

機械等販売

事業） 

得 意 先（国内・海外ユーザー）・販売商社 

 

トッキ株式

会社（当社） 
(真空技術応

用製品事業) 

株式会社ト

ッキテクニ

カ ※１ 
（その他事

業） 

真空技術応

用製品の販

売 

工作機械・

ＦＡ製品等

の販売 
ＦＡ製

品等の

販売 

トッキ・インダストリーズ株式会社 
（ＮＣ工作機械等販売事業）（その他事業） 

部品等

の販売 

100％ 

100% 

 

30％ 

ＦＡ製品等

の販売 

TOKKI 

INDUSTRIES 

VIETNAM 

CO.,LTD.  ※1 

（NC 工作機械

等販売事業） 

工作機械等

の販売・保守  

工作機械等

の販売・保守  

津上特機 (上
海)機械貿易

有 限 公 司 

※１（NC 工

作機械等販

売事業） 

工作機械等の

販売・保守  

100％ 

ＴＥＳ ＬＬＣ※

１．３（その他） 

海外投資の

運用、保険業

務 

キヤノン株式会社 
（親会社） 

 

66% 
真空技術応用

製品の販売 

工作機械

等の販売 

工作機械

等の販売 
100％ 工作機械

等の販売 

（注）１．無印は連結子会社、※１は非連結子会社で持分法非適用会社、※２は持分法非適用関連会社であります。

　 　２. 点線は出資の状況を示し、記載のパーセンテージは出資の割合を示しております。

     ３. ※３は実質的に支配していると認められるため、子会社としておりますが、平成20年６月25日開催の当社臨

時取締役会にて解散を決議しておりますので、次期中には企業集団から外れる見通しです。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、「最先端技術で未来を切り拓く」をモットーに様々な独自技術で生産現場の自動化や省力化、そ

して電子産業を支えるキーテクノロジーである薄膜技術を応用した製造装置を提供し、世界の電子産業界に貢献して

まいります。

①  真空技術応用製品事業　

　　電子デバイスや光学部品その他幅広い分野において利用されている真空薄膜技術に、長年、ＦＡシステム・イン

テグレーターとして培ってきた高精度アライメント技術と真空搬送技術を融合させた独自の技術を活かし、有機Ｅ

Ｌパネル製造装置並びに薄膜太陽電池製造装置を中核とする真空技術応用製品の提供によって、先進的なエレクト

ロニクス業界の発展に貢献してまいります。

②  ＮＣ工作機械等販売事業　

　　変化の激しい工作機械業界にあって、市場動向に対し敏感に対応し、顧客ニーズに最適なＮＣ工作機械並びに産

業用機械を提供する機械商社業務により、製造業全体の発展に貢献してまいります。

③  その他事業

　　産業用ロボットとＮＣ工作機械を活用したＦＡシステムの構築で、自動化・効率化による生産性向上によって、

産業界の発展に貢献してまいります。

　当社グループは、創意革新の意識と積極進取の精神で、今後も時代の変化とともに新しい価値を提案し続け、グロー

バル優良企業の実現を目指し、企業価値を高めてまいります。　

(2）目標とする経営指標

　当社グループは、企業の成長、収益力向上、資金効率を重視しております。具体的には、独創的技術力の蓄積と圧

倒的競争力を持つ製品の提供、原価低減活動の徹底を通じて、収益力の向上と継続的かつ安定的成長を目指してまい

ります。このような企業体質健全化の重要な経営指標として売上高経常利益率の向上を目標としております。

(3）中長期的な会社の経営戦略

　当社グループは、有機ＥＬディスプレイや薄膜太陽電池という成長率が高く、市場規模もグローバルかつ大きな可

能性を秘めた先端産業に属しております。このような、黎明期の産業にあっては、技術革新が早いため常に新しい技

術の登場による既存技術の陳腐化という事業リスクを内包しながらも、全てのステークホルダーに満足していただけ

る収益力と成長力を維持していかなくてはなりません。そのために、キヤノングループ企業の一員となった強みを活

かし、差別化技術の蓄積とその知的財産化、販売から設計・調達・製造・販売・サポートにいたる全てのプロセスに

おける全体最適化などを通じた企業競争力向上によって、グローバル優良企業を目指してまいります。

(4）会社の対処すべき課題

　当社グループの対処すべき課題といたしましては、４期連続業績赤字という厳しい状況を真摯に受け止め、早期に

業績改善を図りつつ、中期的には継続的な成長とバランスのとれた事業構造を実現する事が最重要であると考えてお

ります。これまで推進してきた経営構造改革のための施策を一段と加速させ、競争力を向上させることにより早期黒

字化の実現を目指してまいります。

　事業別の課題につきましては、以下の通りであります。　

　① 真空技術応用製品事業

　1. 有機ＥＬディスプレイ製造装置

　 有機ＥＬディスプレイ製造装置においては、高性能化と低価格化を求める顧客ニーズに対応するために、

パネルメーカーやベンダーとの積極的な協業の推進により、革新的な量産装置のシステム提案を強化して

まいります。

　 三次元ＣＡＤシステムの効果的活用を推進し、設計の効率化と高度化を図ります。
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　2. 薄膜太陽電池製造装置

　 薄膜太陽電池製造装置においては、顧客ニーズに応えうる新技術の開発と品質の向上によって、受注の拡

大を目指してまいります。

 

　3. その他の製造装置

　 水晶デバイス業界並びに電子部品業界向けにインラインスパッタリング装置やＣＶＤ装置等の新製品を開

発し、市場投入を促進いたします。

　4. サービス・サポート体制

　 市場の拡大に対応した拠点整備等により、国内外の顧客に対するサービス・サポート力を強化してまいり

ます。

　② ＮＣ工作機械等販売事業

製造業の台湾・中国シフトが高まるなか、国内に戻りつつあるメーカー各社へのアプローチ強化と、東南アジア

における売り上げ拡大を図ってまいります。　

　③ その他事業

ＦＡシステム・インテグレーター事業の再構築により、新分野での小型システムの開発・販売を促進してまいり

ます。

　当社グループは、上記に掲げた事業別課題の達成により、高収益体質の実現と顧客満足度の向上を通じて、顧客感

動の実現に一丸となって取り組んでまいります。

(5）内部管理体制の整備・運用状況

　当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え

方及びその整備状況」に記載しております。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

（平成19年６月30日現在）
当連結会計年度

（平成20年６月30日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,649,094   2,030,584  

２．受取手形及び売掛金 ※３  1,355,441   2,072,814  

３．たな卸資産   682,787   2,045,405  

４．繰延税金資産   3,719   772  

５．その他   181,919   204,076  

貸倒引当金   △684   △928  

流動資産合計   4,872,278 55.8  6,352,726 64.9

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※2.5 2,835,644   2,850,160   

減価償却累計額  784,633 2,051,010  915,661 1,934,499  

(2）機械装置及び運搬具 ※2.5 380,981   394,937   

減価償却累計額  147,522 233,458  206,550 188,387  

(3）土地 ※2.5  892,320   892,320  

(4）その他 ※2.5 140,376   154,363   

　　減価償却累計額  107,295 33,080  117,845 36,517  

有形固定資産合計   3,209,870 36.7  3,051,725 31.2

２．無形固定資産 ※５  153,899 1.7  100,780 1.0

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  214,631   131,546  

(2）役員生命保険掛金 ※２  133,743   1,324  

(3）その他 ※１  147,985   143,338  

貸倒引当金   △2,405   △5,243  

投資その他の資産合計   493,953 5.6  270,966 2.7

固定資産合計   3,857,723 44.1  3,423,472 35.0

資産合計   8,730,001 100.0  9,776,199 100.0
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前連結会計年度

（平成19年６月30日現在）
当連結会計年度

（平成20年６月30日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※３  1,024,195   2,066,327  

２．短期借入金   2,440,000   130,000  

３．一年内返済予定長期借入
金

※２  801,380   －  

４．未払法人税等   45,186   24,128  

５．前受金   －   845,571  

６．受注損失引当金   363,253   17,711  

７．その他   440,509   286,225  

流動負債合計   5,114,524 58.5  3,369,963 34.4

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※２  2,271,100   －  

２．繰延税金負債   32,533   3,767  

３．退職給付引当金   －   22,950  

４．役員退職慰労引当金   174,940   13,092  

５. その他   －   41  

固定負債合計   2,478,574 28.3  39,852 0.4

負債合計   7,593,099 86.9  3,409,815 34.8

        

（純資産の部）        

 Ⅰ　株主資本        

 １．資本金   3,611,946 41.3  6,572,646 67.2

 ２．資本剰余金   2,416,426 27.6  4,697,561 48.0

 ３．利益剰余金   △4,737,940 △54.2  △4,715,129 △48.2

 ４．自己株式   △197,271 △2.2  △197,271 △2.0

 株主資本合計   1,093,161 12.5  6,357,806 65.0

 Ⅱ　評価・換算差額等        

　 １．その他有価証券評価差額金   43,741 0.5  8,576 0.0

評価・換算差額等合計   43,741 0.5  8,576 0.0

純資産合計   1,136,902 13.0  6,366,383 65.1

負債純資産合計   8,730,001 100.0  9,776,199 100.0
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   7,194,979 100.0  6,610,325 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  8,197,117 113.9  6,026,213 91.1

売上総利益又は売上総損失
（△）

  △1,002,137 △13.9  584,111 8.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．販売手数料  4,896   20,144   

２．給与手当  381,072   416,454   

３．退職給付費用  4,695   53,574   

４．役員退職慰労引当金繰入
額

 7,888   9,091   

５．研究開発費 ※１ 241,422   202,050   

６．その他  596,198 1,236,174 17.1 632,960 1,334,275 20.1

営業損失   2,238,311 △31.1  750,164 △11.3

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  71   8,291   

２．受取配当金  2,236   2,432   

３．福利厚生助成金返戻金  7,610   －   

４．仕入割引  6,255   8,427   

５．不動産賃貸収入  12,774   －   

６．工場立地助成金収入  7,875   12,600   

７．為替差益  －   9,821   

８．その他  15,515 52,339 0.7 25,121 66,694 1.0

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  100,087   75,740   

２. 株式交付費  9,647   24,736   

３. 新株予約権発行費  11,263   －   

４．繰上返済手数料  －   9,880   

５．その他  40,133 161,131 2.2 5,901 116,258 1.7

経常損失   2,347,104 △32.6  799,728 △12.0
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前連結会計年度

（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 91   －   

２．投資有価証券売却益  12,773   5,288   

３．貸倒引当金戻入額  1,080   －   

４. 受注損失引当金戻入益　  －   361,417   

５. 過年度合理化費用戻入益  －   15,240   

６. 役員退職慰労引当金戻入
益

 － 13,944 0.1 168,619 550,565 8.3

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 36   －   

２．固定資産売却損 ※４ 8,294   －   

３．関係会社株式評価損   6,833   －   

４．投資有価証券評価損  －   774   

５．事業所移設費用  53,625   －   

６．たな卸資産評価損 ※５ 2,205,390   136,851   

７. たな卸資産処分損  －   4,630   

８．合理化費用 ※６ 27,000   －   

９. アドバイザリー費用 ※７ －   211,704   

10. 役員生命保険解約損  － 2,301,180 31.9 44,318 398,279 6.0

税金等調整前当期純損失   4,634,340 △64.4  647,442 △9.7

法人税、住民税及び事業
税

 40,201   11,195   

法人税等調整額  102,051 142,253 1.9 △1,883 9,312 0.1

当期純損失   4,776,593 △66.3  656,754 △9.9
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(3）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度（自平成18年７月１日　至平成19年６月30日）

株主資本 
 評価・換算差額

等

 純資産合計

資本金 資本剰余金  利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

平成18年６月30日　残
高　　　　 （千円）　
　

2,500,000 1,475,220 △132,002 △197,271 3,645,946 101,705 3,747,651

連結会計年度中の変動額        

　新株の発行 1,111,946 1,111,861   2,223,807 － 2,223,807

　欠損填補  △170,655 170,655  － － －

　当期純損失   △4,776,593  △4,776,593 － △4,776,593

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額）

    － △57,963 △57,963

連結会計年度中の変動額
合計　 　（千円）

1,111,946 941,206 △4,605,938 － △2,552,785 △57,963 △2,610,749

平成19年６月30日　残
高 　　 　 （千円）

3,611,946 2,416,426 △4,737,940 △197,271 1,093,161 43,741 1,136,902

　当連結会計年度（自平成19年７月１日　至平成20年６月30日）

株主資本 
 評価・換算差額

等

 純資産合計

資本金 資本剰余金  利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

平成19年６月30日　残
高　　　　 （千円）　
　

3,611,946 2,416,426 △4,737,940 △197,271 1,093,161 43,741 1,136,902

連結会計年度中の変動額        

　新株の発行 2,960,700 2,960,700   5,921,400 － 5,921,400

　欠損填補  △679,565 679,565  － － －

　当期純損失   △656,754  △656,754 － △656,754

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額）

    － △35,164 △35,164

連結会計年度中の変動額
合計　 　（千円）

2,960,700 2,281,134 22,811 － 5,264,645 △35,164 5,229,481

平成20年６月30日　残
高 　　 　 （千円）

6,572,646 4,697,561 △4,715,129 △197,271 6,357,806 8,576 6,366,383
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

   

税金等調整前当期純損失  △4,634,340 △647,442

減価償却費  246,466 260,494

貸倒引当金の増減額（△は減
少）

 △1,080 3,081

受注損失引当金の増減額（△は
減少）

 363,253 △345,542

退職給付引当金の増減額（△は
減少）

 △34,389 22,950

役員退職慰労引当金の増減額
（△は減少）

 291 △161,848

受取利息及び受取配当金  △2,308 △10,723

支払利息  100,087 75,740

為替差益  － △10,646

株式交付費  9,647 24,736

アドバイザリー費用　  － 211,704

繰上返済手数料　  － 9,880

投資有価証券売却損（△は売却
益）

 △12,773 △5,288

投資有価証券評価損  6,833 774

たな卸資産評価損  2,205,390 136,851

固定資産除却損  36 －

固定資産売却益  △91 －

固定資産売却損  8,294 －

事業所移設費用  53,625 －

役員生命保険解約損  － 44,318

売上債権の増減額（△は増加）  3,972,756 △717,372

たな卸資産の増減額（△は増
加）

 1,008,979 △1,499,469

未収消費税等の増減額（△は増
加）

 △58,267 △45,311

仕入債務の増減額（△は減少）  △1,608,255 1,042,131

未払消費税等の増減額（△は減
少）

 △129,896 －

前受金の増減額（△は減少）  － 793,968

その他  △230,870 △18,102

小計  1,263,389 △835,115

利息及び配当金の受取額  4,261 8,355
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前連結会計年度

（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

利息の支払額  △84,452 △91,465

事業所移設費用の支払額  △38,366 △1,597

アドバイザリー費用の支払額　  － △211,704

繰上返済手数料の支払額　  － △9,880

法人税等の支払額  △7,238 △54,820

法人税等の還付額  5,081 －

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 1,142,673 △1,196,228

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

   

有形固定資産の取得による支出  △120,084 △46,658

有形固定資産の売却による収入  300 －

無形固定資産の取得による支出  △10,070 △461

投資有価証券の取得による支出  △6,976 △6,001

投資有価証券の売却による収入  30,300 34,500

関係会社出資金の拠出による支
出

 △23,834 －

役員生命保険の積立による支
出 

 △141,156 △662

役員生命保険の解約による収
入 

 350,275 80,611

投資用不動産の売却による収
入 

 245,582 －

その他  △9,220 △8,439

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 315,114 52,888

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

   

短期借入金の純増減額（△は減
少）

 △1,260,000 △2,310,000

長期借入金の借入による収入  87,205 －

長期借入金の返済による支出  △852,580 △3,061,833

株式の発行による収入  2,214,160 5,896,663

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 188,785 524,830
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前連結会計年度

（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差
額

 － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（△
は減少）

 1,646,573 △618,509

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  1,002,521 2,649,094

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,649,094 2,030,584
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

当社グループは、当連結会計年度において、売上高に

ついては7,194,979千円と前年同期に比べ6,605,297千円

の大幅減となり、2,347,104千円の経常損失及び4,776,593

千円の当期純損失と重要な損失を計上することとなりま

した。当社は、当該状況に起因して、金融機関数行より、

短期借入金の契約の更新に応じてもらえず、短期借入金

の一括返済を求められております。そのため、今後の資

金繰りに重要な影響を及ぼすおそれがあり、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在しております。

短期借入金の返済については、今後の運転資金との兼

ね合いも有り、金融機関に対して短期借入金の維持及び

計画的な返済を申し入れており、協議中であります。金

融機関数行から同意は頂いておりませんが、引き続き短

期借入金の維持及び計画的な返済について同意を得るべ

く協議を継続しており、同意が得られるものと判断して

おります。

また、当該事象を解消すべく、平成19年１月に経営構

造改革の為の施策を作成し、その実行を強力に遂行して

まいりました。

その主な内容は以下の通りであります。

①　当社役員報酬及び従業員給与・賞与の削減、並び

に早期退職優遇制度の適用

 ②　当社本社機能の見附工場への統合

 ③　連結子会社との一部業務統合

 ④　一部の工場売却

 ⑤　ＧＥとの業務提携による新規技術・事業への取り組

み

 ⑥　製品レンジ拡大への取り組み

しかしながら、大型受注案件の成約には尚時間がかかっ

ている状況にあり、このような中で早期黒字化を実現す

るために、経営構造改革の為の施策を引き続き展開する

と共に、事業の安定化と継続的な収益の確保、並びに事

業力の抜本的向上のための経営改革を推し進めてまいり

ます。

その内容は以下の通りであります。

①　事業多角化の推進

　当社は、有機EL製造装置事業を中核としてまいりま

したが、第二の柱として実用化に入った薄膜太陽電池

製造装置事業及び電子部品製造装置事業の拡大、更に

下記受託生産事業の立ち上げ等を通じて、事業の多角

化を推進してまいります。

当社グループは、前連結会計年度において、売上高に

ついては、7,194,979千円と前年同期に比べ6,605,297千

円の大幅減となり、2,347,104千円の経常損失及び

4,776,593千円の当期純損失と重要な損失を計上いたしま

した。また、当連結会計年度においては、799,728千円の

経常損失及び656,754千円の当期純損失を計上しておりま

す。そのため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

当該状況を解消すべく、経営構造改革のための施策を

作成し、その実行を強力に遂行してまいりました。　

その主な内容は以下の通りであります。

①　キヤノン株式会社との資本提携の実施による安定

した資金調達手段の確立（キヤノン株式会社に対

する第三者割当増資を実施、総額5,921,400千円）。

 ②　財務体質強化・収益改善のため短期借入金 2,190,000

千円及び長期借入金を全額返済し、有利子負債の減

少を実施。

 ③　キヤノングループより３名の役員を受け入れ新経営

体制をスタート。

 ④　安定した労働力の維持と生産変動に柔軟に対応する

ために、平成19年10月より平成20年４月上旬までの

間、従業員25名の当社取引先への出向を実施。

当社は営業利益の早期黒字化を実現するために、経営

構造改革の為の施策を引き続き展開すると共に、事業の

安定化と継続的な収益の確保、並びに事業力の抜本的向

上のための経営改革を推し進めてまいります。

その内容は以下の通りであります。

①　事業多角化の推進

　当社は、有機ＥＬ製造装置事業を中核としてまいり

ましたが、第二の柱として実用化に入った薄膜太陽電

池製造装置事業及び電子部品製造装置事業の拡充、更

に受託生産事業の安定化を通じて、事業の多角化を推

進してまいります。

 

②  製品競争力の強化

　当社とキヤノングループの持つ技術・生産ノウハウ

の有機的結合により、コストダウンを推進し製品力を

強化いたします。
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前連結会計年度
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

②　当社取引先への出向

  当社は、受託生産事業の立ち上げと将来的な拡大を

狙い、平成19年９月末より従業員30名強の当社取引先

への出向を開始予定です。これにより、当社取引先と

の連携を更に強化すると同時に、人的資源の有効活用

と技術力向上、及び人員配置の適正な見直しを行いま

す。

  なお、この出向による労務費の負担軽減及び従業員

自然減の不補充等により、当社全体として人件費が約

３割程度改善する見通しです。

 

③  多角的な事業提携の推進

  当社は、安定的な経営を目指して、国内外の事業会

社との多角的提携を重点戦略の一つとして推進してま

いります。購買、生産、営業、マーケティング、保守

など多面的な協業を進めると共に、資本増強も含めた

抜本的な経営の強化・再構築を図ってまいります。

 

④  経営体制の見直し

  平成19年6月期の業績は見込みを大きく下回りまし

た。現経営陣はこの責任を重く受け止め、新経営体制

の構築をすでに発表しております。

 

また、現在、中期経営計画（平成20年６月期～平成22

年６月期）を策定中ですが、初年度である第41期は黒字

化を確実に達成し、最終年度の第43期までに高収益体質

の会社に変革してまいります。

 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映し

ておりません。

③　経営体制の強化

　キヤノングループとの人事交流等を図り、生産・開

発・管理面においての経営体質の強化を推進してまい

ります。 

 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映し

ておりません。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　最近の有価証券報告書（平成19年９月28日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。
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表示方法の変更

前連結会計年度
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「減価償却

費」（当連結会計年度は4,953千円）は、営業外費用の総

額の100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」

に含めて表示することにしました。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

  投資活動によるキャッシュ・フローの「役員生命保険の

積立による支出」及び「役員生命保険の解約による収入」

は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示しておりま

したが、金額的重要性が増したため区分掲記いたしました。

  なお、前連結会計年度における「役員生命保険の積立に

よる支出」の金額は28,385千円、「役員生命保険の解約に

よる収入」の金額は10,338千円であります。

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで、流動負債の「その他」に含めて表

示しておりました前受金は、金額的重要性が増したため、

当連結会計年度においては、「前受金」として独立区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の「前受金」は、

51,603千円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

  前連結会計年度まで、営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました前受金の増

減額は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度にお

いては、「前受金の増減額（△は減少）」として独立区分

掲記しております。なお、前連結会計年度の「前受金の増

減額（△は減少）」は、△295,221千円であります。

追加情報

前連結会計年度
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

────── 法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。　

なお、当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であり

ます。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年６月30日現在）

当連結会計年度
（平成20年６月30日現在）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

※１　　　　　　　　　　同左

関係会社株式　　　　 　　　      3,166千円

関係会社出資金　　　　　　 　　 36,688千円

※２　資産につき設定している担保権の明細 ※２　　　　　　　　　──────

担保提供資産 工場財団 その他

（有形固定資産）   

建物及び構築物 1,835,921千円        －千円

機械装置及び運搬具 84,568        －

土地       

717,957

       －

その他 10,468        －

（投資その他の資産）   

役員生命保険掛金        － 133,081

 2,648,916 133,081

担保資産に対応する債務  

一年内返済予定長期借入金 487,480千円

長期借入金 1,134,325

計 1,621,805

※３　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、当連結会計

年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。期末日満期

手形の金額は次のとおりであります。 

受取手形　　　　　　　　　　 4,770千円

支払手形　　　　　　　　 　100,122千円

※３　　　　　　　　　──────

　４　受取手形裏書譲渡高　　　    39,659千円 　４　受取手形裏書譲渡高　        49,002千円

※５　休止固定資産

固定資産には、以下の休止固定資産（期末帳簿価

額）が含まれております。 

 建物及び構築物 41,969千円

 機械装置及び運搬具 4,240千円

 土地 48,445千円

 有形固定資産その他 916千円

 ソフトウェア 3,819千円

計 99,391千円

※５　　　　　　　　　──────
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額は、241,422千円であります。

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額は、202,050千円であります。

※２  固定資産売却益は、機械及び装置の売却によるもの

であります。                 

※２　　　　　　　　　──────

※３　固定資産除却損は、工具器具及び備品の除却による

ものであります。

※３　　　　　　　　　──────

※４  固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 長岡工場売却損 8,228千円

 電話加入権売却損 65千円

計 8,294千円

※４　　　　　　　　　──────

※５  たな卸資産評価損は、台湾企業向装置の出荷停止措

置の影響及び中国市場向装置の仕様変更に伴って仕掛

品について、また、今後の利用が見込まれない材料等

について、評価損を計上したものであります。

※５  たな卸資産評価損は、中国市場向け装置について当

社から受注獲得交渉を中止したこと等により、今後の

使用が見込まれなくなった材料について、評価損を計

上したものであります。

※６　合理化費用は、経営構造改革の為の更なる施策とし

て実行予定である人件費削減に伴い、発生すると見込

まれる費用であります。

※６　　　　　　　　　──────

※７　　　　　　　　　──────

 

※７　アドバイザリー費用は、財務内容の改善のため、資

本関係の再構築を行ったことに伴い、発生したもので

あります。

（連結株主資本等変動計算書関係）

 前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式（注） 14,901,224 4,683,000 － 19,584,224

合計 14,901,224 4,683,000 － 19,584,224

自己株式

 　　普通株式　 241,698 － － 241,698

合計 241,698 － － 241,698

（注）増加数の内訳は次のとおりであります。

 第三者割当による新株の発行による増加　　　　　　　1,883,000株

 新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　2,800,000株
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 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）

前連結会計

年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

 提出会社

（親会社）
第１回新株予約権 （注） 普通株式 － 2,800,000 2,800,000 － －

 合計  － － 2,800,000 2,800,000 － －

（注）増加数及び減少数の内訳は次のとおりであります。

 新株予約権の発行による増加　　　　　　　2,800,000株

 新株予約権の行使による減少　　　　　　　2,800,000株

 当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式（注） 19,584,224 14,200,000 － 33,784,224

合計 19,584,224 14,200,000 － 33,784,224

自己株式

 　　普通株式　 241,698 － － 241,698

合計 241,698 － － 241,698

（注）増加数の内訳は次のとおりであります。

 第三者割当による新株の発行による増加　　　　　　 14,200,000株

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,649,094千円

現金及び現金同等物 2,649,094千円

現金及び預金勘定  2,030,584千円

現金及び現金同等物  2,030,584千円

（リース取引関係）

　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

（有価証券関係）

　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

トッキ㈱(9813)平成 20 年６月期決算短信

- 23 -



（退職給付関係）

　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

（ストック・オプション等関係）

　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

（税効果会計関係）

　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）

 
真空技術応
用製品事業
（千円）

ＮＣ工作機械

等販売事業

（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 4,052,756 2,750,887 391,335 7,194,979 － 7,194,979

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 99,224 54,834 154,059 △154,059 －

計 4,052,756 2,850,112 446,170 7,349,039 △154,059 7,194,979

営業費用 6,357,340 2,789,094 440,916 9,587,351 △154,059 9,433,291

営業利益（又は営業損失

（△））
△2,304,584 61,018 5,253 △2,238,311 － △2,238,311

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 7,516,844 1,214,205 1,157 8,732,207 △2,205 8,730,001

減価償却費 241,616 2,685 102 244,404 － 244,404

資本的支出 129,984 169 － 130,154 － 130,154

　（注）１．事業区分の方法

 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品

その他事業 ＦＡ製品

３．追加情報

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、受注採算管理

の精度向上とともに受注損失見込額の金額的重要性が増したため、受注損失引当金を計上しております。この

結果、従来の方法によった場合に比べて、「真空技術応用製品事業」の営業費用及び営業損失がそれぞれ

363,253千円増加しております。 
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当連結会計年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）

 
真空技術応
用製品事業
（千円）

ＮＣ工作機械

等販売事業

（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,971,165 3,300,888 338,270 6,610,325 － 6,610,325

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 48,215 － 48,215 △48,215 －

計 2,971,165 3,349,104 338,270 6,658,540 △48,215 6,610,325

営業費用 3,722,882 3,331,397 354,425 7,408,704 △48,215 7,360,489

営業利益（又は営業損失

（△））
△751,716 17,706 △16,154 △750,164 － △750,164

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 8,282,030 1,478,127 25,958 9,786,116 △9,916 9,776,199

減価償却費 257,785 2,637 71 260,494 － 260,494

資本的支出 46,576 543 － 47,119 － 47,119

　（注）１．事業区分の方法

 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品

その他事業 ＦＡ製品
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ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）

 アジア ヨーロッパ 北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,876,621 122,049 28,998 2,027,669

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 7,194,979

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
26.0 1.6 0.4 28.1

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

 (1）アジア…台湾、韓国、ベトナム、中国、シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、フィリピン

 (2）ヨーロッパ…オランダ、イギリス、チェコ、ドイツ

 (3）北米…アメリカ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）

 アジア ヨーロッパ 北米 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,851,492 38,235 1,875 1,891,603

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 6,610,325

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
28.0 0.5 0.0 28.6

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

 (1）アジア…台湾、韓国、ベトナム、中国、マレーシア、インドネシア、タイ

 (2）ヨーロッパ…オランダ、イギリス、ドイツ

 (3）北米…アメリカ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（関連当事者との取引）

　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

１株当たり純資産額    58円77銭

１株当たり当期純損失金額   313円18銭

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額      189円80銭

１株当たり当期純損失金額      24円72銭

  

同左

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（千円） 4,776,593 656,754

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 4,776,593 656,754

期中平均株式数（株） 15,251,567 26,558,919

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

① 平成16年9月29日定時株主総会決

議　新株予約権(ストックオプ

ション)新株予約権　300個。

（注）１.　　　

① 平成16年9月29日定時株主総会決

議　新株予約権(ストックオプ

ション)新株予約権  300個。

（注）２.　　　

 

 （注）１．当連結会計年度末までに失効により92個減少し、208個になっております。

 ２．当連結会計年度末までに失効により149個減少し、151個になっております。

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

当連結会計年度
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

────── ──────
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

  
第40期

（平成19年６月30日現在）
第41期

（平成20年６月30日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ．流動資産        

１．現金及び預金   2,301,192   1,719,204  

２．受取手形   39,226   256,287  

３．売掛金   783,632   1,062,640  

４．原材料   144,889   19,244  

５．仕掛品  503,226   1,900,530  

６．前払費用   25,411   23,090  

７．未収消費税等   58,802   87,258  

８．その他   42,123   18,859  

貸倒引当金   △90   △140  

流動資産合計   3,898,415 49.2  5,086,974 58.5

Ⅱ．固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  2,651,089   2,665,605   

減価償却累計額  661,354 1,989,734  783,862 1,881,742  

２．構築物  86,227   86,227   

減価償却累計額  51,294 34,932  57,908 28,318  

３．機械及び装置  379,166   393,123   

減価償却累計額  145,799 233,367  204,808 188,314  

４．車輌運搬具  1,065   1,065   

減価償却累計額  1,011 53  1,022 42  

５．工具器具及び備品  121,232   134,452   

減価償却累計額  90,709 30,523  100,504 33,948  

６．土地   842,569   842,569  

７．建設仮勘定   －   589  

有形固定資産合計   3,131,181 39.5  2,975,525 34.2

(2）無形固定資産        

１．商標権   2,054   6,869  

２．ソフトウェア   146,896   88,719  

３．電話加入権   4,076   4,076  

４．その他   871   791  

無形固定資産合計   153,899 1.9  100,457 1.1
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第40期

（平成19年６月30日現在）
第41期

（平成20年６月30日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   141,008   77,047  

２．関係会社株式   400,000   400,000  

３．出資金   1,753   571  

４．従業員長期貸付金   3,480   2,050  

５．長期前払費用   10,436   1,780  

６．敷金保証金   40,101   40,023  

７．役員生命保険掛金   133,081   －  

８．その他   5,885   0  

貸倒引当金   △2,400   △2,400  

投資その他の資産合計   733,347 9.2  519,072 5.9

固定資産合計   4,018,428 50.7  3,595,055 41.4

資産合計   7,916,844 100.0  8,682,030 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ．流動負債        

１．支払手形   395,583   664,527  

２．買掛金   145,314   577,215  

３．短期借入金   2,300,000   －  

４．一年内返済予定長期借入
金

  801,380   －  

５．未払金   153,076   84,559  

６．未払費用   156,713   132,825  

７．未払法人税等   14,186   24,128  

８．前受金   46,611   845,571  

９．預り金   44,099   27,042  

10. 受注損失引当金   363,253   17,711  

11．その他   71   －  

流動負債合計   4,420,290 55.8  2,373,581 27.3

Ⅱ．固定負債        

１．長期借入金   2,271,100   －  

２．繰延税金負債   18,395   2,252  

３．退職給付引当金   －   18,075  

４．役員退職慰労引当金   166,874   4,418  

固定負債合計   2,456,370 31.0  24,746 0.2

負債合計   6,876,661 86.8  2,398,327 27.6
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第40期

（平成19年６月30日現在）
第41期

（平成20年６月30日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

　１．資本金  3,611,946 45.6 6,572,646 75.7

　２．資本剰余金

(1）資本準備金 1,736,861 4,697,561

(2）その他資本剰余金 679,565 －

資本剰余金合計 2,416,426 30.5 4,697,561 54.1

　３．利益剰余金

(1）その他利益剰余金

　　　繰越利益剰余金 △4,814,443 △4,792,542

利益剰余金合計 △4,814,443 △60.8 △4,792,542 △55.2

　４．自己株式  △197,271 △2.4 △197,271 △2.2

株主資本合計 1,016,658 12.8 6,280,394 72.3

Ⅱ　評価・換算差額等

　１．その他有価証券評価差額金  23,524 0.2 3,309 0.0

評価・換算差額等合計 23,524 0.2 3,309 0.0

純資産合計 1,040,182 13.1 6,283,703 72.3

負債純資産合計 7,916,844 100.0 8,682,030 100.0
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(2）損益計算書

  
第40期

（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

第41期
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ．売上高        

製品売上高  4,052,756 4,052,756 100.0 2,971,165 2,971,165 100.0

Ⅱ．売上原価        

当期製品製造原価  5,412,733 5,412,733 133.5 2,760,444 2,760,444 92.9

売上総利益又は売上総損
失（△）

  △1,359,976 △33.5  210,721 7.0

Ⅲ．販売費及び一般管理費        

１．販売手数料  84,224   47,891   

２．運賃諸掛  1,218   942   

３．広告宣伝費  5,195   13,382   

４．貸倒引当金繰入額  －   50   

５．役員報酬 　 69,305   74,541   

６．給料手当  221,636   242,706   

７．退職給付費用  5,097   32,239   

８．役員退職慰労引当金繰入
額

 5,201   6,164   

９．法定福利費  34,749   25,017   

10．交際費  8,984   4,370   

11．旅費交通費  38,137   45,225   

12．通信費  16,222   12,111   

13．賃借料  53,070   30,975   

14．減価償却費  8,408   43,457   

15．研究開発費  238,893   202,050   

16．その他  154,260 944,607 23.3 181,313 962,437 32.3

営業損失   2,304,584 △56.8  751,716 △25.3

Ⅳ．営業外収益        

１．受取利息  15   7,895   

２．受取配当金  225   1,150   

３．不動産賃貸収入  12,774   －   

４．工場立地助成金収入  7,875   12,600   

５．福利厚生助成金返戻金  7,610   －   

６. 仕入割引　  －   7,267   

７. 為替差益　  －   10,521   

８．その他  14,648 43,149 1.0 21,786 61,221 2.0

トッキ㈱(9813)平成 20 年６月期決算短信

- 31 -



  
第40期

（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

第41期
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ．営業外費用        

１．支払利息  98,621   73,794   

２．株式交付費  9,647   24,736   

３．新株予約権発行費  11,263   －   

４．繰上返済手数料  －   9,880   

５．その他  40,476 160,008 3.9 5,827 114,238 3.8

経常損失   2,421,443 △59.7  804,734 △27.0

Ⅵ．特別利益        

  １．固定資産売却益  91   －   

２．投資有価証券売却益  12,773   5,288   

３．貸倒引当金戻入額  380   －   

４. 受注損失引当金戻入益　  －   361,417   

５. 役員退職慰労引当金戻入
益　

 －   168,619   

６. 過年度合理化費用戻入益
　

 － 13,244 0.3 15,240 550,565 18.5

Ⅶ．特別損失        

１．固定資産除却損  19   －   

２．固定資産売却損  8,294   －   

３．事業所移設費用  53,625   －   

４．たな卸資産評価損  2,204,810   136,851   

５．たな卸資産処分損　  －   4,630   

６．合理化費用  27,000   －   

７. 投資有価証券評価損　  －   774   

８. アドバイザリー費用　  －   211,704   

９. 役員生命保険解約損　  － 2,293,749 56.5 44,318 398,279 13.4

税引前当期純損失   4,701,948 △116.0  652,448 △21.9

法人税、住民税及び事業
税

 8,300   7,600   

法人税等調整額  104,194 112,494 2.7 △2,383 5,216 0.1

当期純損失   4,814,443 △118.7  657,664 △22.1
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(3）株主資本等変動計算書

 　前事業年度（平成18年７月１日から　平成19年６月30日まで）

株主資本 

資本金 

 資本剰余金

 利益剰余金

その他利益

利余金

資本
準備金 

 その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年６月30日

　残高（千円）　

　　　　

2,500,000 625,000 850,220 1,475,220 △170,655

事業年度中の変動

額

 　新株の発行 1,111,946 1,111,861  1,111,861 －

 　欠損填補   △170,655 △170,655 170,655

 　当期純損失    － △4,814,443

 　株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額）

   － －

事業年度中の変動

額合計（千円）　

　　　　　　

1,111,946 1,111,861 △170,655 941,206 △4,643,787

平成19年６月30日

　残高（千円）　

　　　　　　　

3,611,946 1,736,861 679,565 2,416,426 △4,814,443

株主資本  評価・換算差額等

 純資産合計
 自己株式  株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金 

平成18年６月30日

　残高（千円）
△197,271 3,607,293 70,452 3,677,746

事業年度中の変動

額

 新株の発行  2,223,807 － 2,223,807

 　欠損填補  － － －

 　当期純損失  △4,814,443 － △4,814,443

 　株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額）

 － △46,928 △46,928

事業年度中の変動

額合計（千円）
－ △2,590,635 △46,928 △2,637,563

平成19年６月30日

　残高（千円）
△197,271 1,016,658 23,524 1,040,182
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 　当事業年度（平成19年７月１日から　平成20年６月30日まで）

株主資本 

資本金 

 資本剰余金

 利益剰余金

その他利益

利余金

資本
準備金 

 その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計 

繰越利益
剰余金 

平成19年６月30日

　残高（千円）　

　　　　

3,611,946 1,736,861 679,565 2,416,426 △4,814,443

事業年度中の変動

額

 　新株の発行 2,960,700 2,960,700  2,960,700 －

 　欠損填補   △679,565 △679,565 679,565

 　当期純損失    － △657,664

 　株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額）

   － －

事業年度中の変動

額合計（千円）　

　　　　　　

2,960,700 2,960,700 △679,565 2,281,134 21,900

平成20年６月30日

　残高（千円）　

　　　　　　　

6,572,646 4,697,561 － 4,697,561 △4,792,542

株主資本  評価・換算差額等

 純資産合計
 自己株式  株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金 

平成19年６月30日

　残高（千円）
△197,271 1,016,658 23,524 1,040,182

事業年度中の変動

額

 新株の発行  5,921,400 － 5,921,400

 　欠損填補  － － －

 　当期純損失  △657,664 － △657,664

 　株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額）

 － △20,215 △20,215

事業年度中の変動

額合計（千円）
－ 5,263,735 △20,215 5,243,520

平成20年６月30日

　残高（千円）
△197,271 6,280,394 3,309 6,283,703
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

第40期
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

第41期
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

当社は、当事業年度において、売上高については

4,052,756千円と前年同期に比べ6,173,539千円の大幅減

となり、2,421,443千円の経常損失及び4,814,443千円の

当期純損失と重要な損失を計上することとなりました。

当社は、当該状況に起因して、金融機関数行より、短期

借入金の契約の更新に応じてもらえず、短期借入金の一

括返済を求められております。そのため、今後の資金繰

りに重要な影響を及ぼすおそれがあり、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。

短期借入金の返済については、今後の運転資金との兼

ね合いも有り、金融機関に対して短期借入金の維持及び

計画的な返済を申し入れており、協議中であります。金

融機関数行から同意は頂いておりませんが、引き続き短

期借入金の維持及び計画的な返済について同意を得るべ

く協議を継続しており、同意が得られるものと判断して

おります。

また、当該事象を解消すべく、平成19年１月に経営構

造改革の為の施策を作成し、その実行を強力に遂行して

まいりました。

その主な内容は以下の通りであります。

①　当社役員報酬及び従業員給与・賞与の削減、並び

に早期退職優遇制度の適用

 ②　当社本社機能の見附工場への統合

 ③　連結子会社との一部業務統合

 ④　一部の工場売却

 ⑤　ＧＥとの業務提携による新規技術・事業への取り組

み

 ⑥　製品レンジ拡大への取り組み

しかしながら、大型受注案件の成約には尚時間がかかっ

ている状況にあり、このような中で早期黒字化を実現す

るために、経営構造改革の為の施策を引き続き展開する

と共に、事業の安定化と継続的な収益の確保、並びに事

業力の抜本的向上のための経営改革を推し進めてまいり

ます。

その内容は以下の通りであります。

①　事業多角化の推進

　当社は、有機EL製造装置事業を中核としてまいりま

したが、第二の柱として実用化に入った薄膜太陽電池

製造装置事業及び電子部品製造装置事業の拡大、更に

下記受託生産事業の立ち上げ等を通じて、事業の多角

化を推進してまいります。

当社は、当事業年度において、売上高については、

4,052,756千円と前年同期に比べ6,173,539千円の大幅減

となり、2,421,443千円の経常損失及び4,814,443千円の

当期純損失と重要な損失を計上いたしました。また、当

事業年度においては、804,734千円の経常損失及び657,664

千円の当期純損失を計上しております。そのため、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

当該状況を解消すべく、経営構造改革のための施策を

作成し、その実行を強力に遂行してまいりました。

その主な内容は以下の通りであります。

①　キヤノン株式会社との資本提携の実施による安定

した資金調達手段の確立（キヤノン株式会社に対

する第三者割当増資を実施、総額5,921,400千円）。

 ②　財務体質強化・収益改善のため短期借入金 2,190,000

千円及び長期借入金を全額返済し、有利子負債の減

少を実施。

 ③　キヤノングループより３名の役員を受け入れ新経営

体制をスタート。

 ④　安定した労働力の維持と生産変動に柔軟に対応する

ために、平成19年10月より平成20年４月上旬までの

間、従業員25名の当社取引先への出向を実施。

当社は営業利益の早期黒字化を実現するために、経営

構造改革の為の施策を引き続き展開すると共に、事業の

安定化と継続的な収益の確保、並びに事業力の抜本的向

上のための経営改革を推し進めてまいります。

その内容は以下の通りであります。

①　事業多角化の推進

　当社は、有機ＥＬ製造装置事業を中核としてまいり

ましたが、第二の柱として実用化に入った薄膜太陽電

池製造装置事業及び電子部品製造装置事業の拡充、更

に受託生産事業の安定化を通じて、事業の多角化を推

進してまいります。

②　製品競争力の強化

  当社とキヤノングループの持つ技術・生産ノウハウ

の有機的結合により、コストダウンを推進し製品力を

強化いたします。
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第40期
（平成18年７月１日から
平成19年６月30日まで）

第41期
（平成19年７月１日から
平成20年６月30日まで）

②　当社取引先への出向

  当社は、受託生産事業の立ち上げと将来的な拡大を

狙い、平成19年９月末より従業員30名強の当社取引先

への出向を開始予定です。これにより、当社取引先と

の連携を更に強化すると同時に、人的資源の有効活用

と技術力向上、及び人員配置の適正な見直しを行いま

す。

  なお、この出向による労務費の負担軽減及び従業員

自然減の不補充等により、当社全体として人件費が約

３割程度改善する見通しです。

③  多角的な事業提携の推進

  当社は、安定的な経営を目指して、国内外の事業会

社との多角的提携を重点戦略の一つとして推進してま

いります。購買、生産、営業、マーケティング、保守

など多面的な協業を進めると共に、資本増強も含めた

抜本的な経営の強化・再構築を図ってまいります。

④  経営体制の見直し

  平成19年6月期の業績は見込みを大きく下回りまし

た。現経営陣はこの責任を重く受け止め、新経営体制

の構築をすでに発表しております。

また、現在、中期経営計画（平成20年６月期～平成22

　年６月期）を策定中ですが、初年度である第41期は黒

字化を確実に達成し、最終年度の第43期までに高収益体

質の会社に変革してまいります。

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。

③  経営体制の強化

　キヤノングループとの人事交流等を図り、生産・開

発・管理面においての経営体質の強化を推進してまい

ります。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。
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６.生産、受注及び販売の状況
(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

真空技術応用製品事業 2,971,165 73.3

ＮＣ工作機械等販売事業 － －

その他事業 302,557 85.4

合計 3,273,723 74.2

　（注）金額は販売価格によっております。

(2）受注実績

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

真空技術応用製品事業 8,048,642 1,883.5 6,574,108 439.2

ＮＣ工作機械等販売事業 3,401,491 125.8 618,204 119.4

その他事業 384,815 178.5 74,893 264.1

合計 11,834,948 353.6 7,267,206 355.7

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

真空技術応用製品事業 2,971,165 73.3

ＮＣ工作機械等販売事業 3,300,888 119.9

その他事業 338,270 86.4

合計 6,610,325 91.8
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平成20年７月16日 

各      位 

 会 社 名 ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３）  

 問合せ先 取締役執行役員       

 財務経理統括部長 新保 俊二 

 電 話 ０３－３５５１－３１５１ 

 

 

特別損失の発生に関するお知らせ 

 

 

 当社は、下記のとおり特別損失を計上いたしますことをお知らせいたします。 

 

記 

 

１．特別損失の発生およびその内容 

  

 平成20年4月23日付｢特別利益および特別損失の発生並びに平成20年6月期通期業績予想の修正

に関するお知らせ｣にてお知らせしましたように、中国向け装置として引当処理を行った材料の一

部であるたな卸資産につきまして、他社への転売に伴う材料等の大幅な仕様変更の可能性を考慮

し、リスク要因としてたな卸資産評価損101百万円を見込んでおりました。しかしながら、材料等

の仕様変更を極小化する営業努力を継続した結果、評価損の見込み額より大幅に減少し、監査法

人による決算における資産評価を踏まえ、たな卸資産評価損として37百万円を計上することとな

りました。 

 また、平成20年6月25日付｢子会社の解散および清算に関するお知らせ｣にてお知らせした当社の

非連結かつ持分法非適用の子会社であるTES LLC（有限責任事業体）の清算に伴う損失額として32

百万円を見込んでおりましたが、保険解約に伴う諸手続きおよび為替変動等の要因により12百万

円増加し、44百万円を計上することとなりました。 

 

２．今後の見通し 

 

 上記特別損失の発生による影響は軽微であり、平成 20 年 4 月 23 日発表の「平成 20 年 6 月期 第

3四半期財務・業績の概況」並びに「特別利益および特別損失の発生並びに平成 20 年 6 月期通期

業績予想の修正に関するお知らせ」に記載の平成 20 年 6 月期業績予想に変更はございません。 

 また、「平成 20 年 6 月期決算短信」は平成 20 年 7 月 23 日（水）に開示予定です。 

 

 

（注）上記の業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき作成したもので

あり、実際の業績は、今後の様々な要因により上記の業績予想数値と異なる可能性があり

ます。 

 

 

以 上 



 

 

 

平成 20 年 6月 25 日 

各      位 

会 社 名 ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 津 上  晃 寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 

問合せ先 取締役執行役員 

   経営管理統括部長 山口 登志雄 

電  話 ０３－３５５１－３１５１ 

 

 

子会社の解散および清算に関するお知らせ 

 

 
当社は、平成20年6月25日開催の臨時取締役会におきまして、下記のとおり、当社の非連結かつ持

分法非適用の子会社であるTES LLC（有限責任事業体）を解散することを決議いたしましたので、お

知らせいたします。 

 

記 

 

1. 解散に至った経緯 

 当社は、平成 18 年 10 月に海外投資の運用および保険業務を行うために TES LLC を米国国内

に設立いたしましたが、昨今の投資環境の悪化、並びに、唯一の被保険者であった役員が平成

20 年 3 月 25 日の当社臨時株主総会の決議を持ちまして役員を退任したため、保険契約を継続

する必要性がなくなりました。そのため、保険契約を解約し、保険の運用管理業務を並行して

行ってまいりました TES LLC を解散することを決議いたしました。 

 

2. TES LLC の概要 

(1) 商 号 ：TES LLC 

(2) 代  表  者  ：鈴木 孝文（当社現執行役員総務人事部長） 

(3) 本 店所在地 ：米国ハワイ州ホノルル市 

(4) 設 立年月日 ：平成 18 年 10 月 10 日 

(5) 主な事業内容 ：海外投資の運用及び保険業務 

  

 

3. 解散の日程 

  平成 20 年 6 月 25 日 解散決議 

  平成 20 年７月 31 日 清算結了（予定） 

  ※なお、TES LLC は有限責任事業体であり、通常の株式会社と異なるため、TES LLC での取締役 

   会決議および臨時株主総会はございません。 

 

4. 今後の見通し 

 当該子会社を解散し保険契約を解約することに伴い、平成 20 年 6 月期に特別損失として 32

百万円を計上する見込みですが、影響は軽微であるため、平成 20 年 4 月 23 日発表の「平成 20 

年 6 月期 第 3 四半期財務・業績の概況」並びに「特別利益および特別損失の発生並びに平成

20 年 6 月期通期業績予想の修正に関するお知らせ」に記載の平成 20 年 6 月期業績予想に変更

はございません。 

 

以  上 

 



平成 20 年 5 月 19 日 
各 位 

会 社 名  ト ッ キ 株 式 会 社 
代表者名  代表取締役社長 津上 晃寿 
（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 
問合せ先 経営企画部長 大新田 納 
電 話 ０３－３５５１－３１５１ 

 
 

G8 環境大臣会合関連展示会へ共同開発中の次世代太陽電池を展示 
 
 
三菱商事株式会社（以下「三菱商事」）、独立行政法人産業技術総合研究所（以下「産総

研」）及びトッキ株式会社（以下「当社」）は次世代型太陽電池を開発し、G8 環境大臣会

合関連の展示会である“環境フェア in 神戸”（5 月 23 日～26 日、神戸市立体育館）に出

展いたします。 
 
三菱商事、産総研、当社の 3 者は、平成 20 年 3 月 20 日に有機薄膜太陽電池の共同研究

開発契約を締結いたしました。産総研がデバイス構造の研究を、当社が製造装置のコア技

術の開発ならびにモジュールの製作を行い、三菱商事が研究開発に関する投資とマーケテ

ィングを担当することにより、早期の商品化・市場投入を目指してまいります。 
 
これまで有機薄膜太陽電池は長く研究されてきましたが、近年、サッカーボール型の分

子構造を持つフラーレン（Ｃ６０）が優れた n 型半導体特性を示すことが明らかになり、

この新材料を適用することによりブレークスルーが起こりました。その後、産総研などの

研究機関が新たな材料・デバイス構造を開発して発電効率を向上させるなど、実用化への

期待が高まっております。今回の展示品にも、フロンティアカーボン社（三菱商事関連会

社 本社所在地：福岡県、代表取締役社長：有川峯幸氏）が供給するフラーレン（Ｃ６０）

が用いられております。 
 
有機薄膜太陽電池は、従来のシリコン系太陽電池と違い軽くて柔らかいといった特徴の

ほか、鮮やかな色彩を持たせることができ、従来のシリコン系太陽電池では難しいデザイ

ンが重視される用途、すなわち壁や窓向けの建材、衣料・生活用品、レジャー・アウトド

ア用品、玩具といった分野への普及を見込んでいます。 
 
今回、私ども３者は G8 環境大臣会合関連展示会のために、有機薄膜太陽電池の鮮やか

な緑色の色彩を生かし、観葉植物をイメージした葉っぱ型のモジュールを試作いたしまし

た。これを契機に、デザイン性を重視する新たな分野への浸透につなげていき、持続可能

な新エネルギーの普及に貢献していきたいと考えています。 



１．有機薄膜太陽電池の特徴 
クリーンで無尽蔵ともいえる太陽エネルギーの利用は地球温暖化を防止するためにも極

めて重要ですが、現在普及しているシリコン系太陽電池の発電コストは依然高く、低コス

ト化が不可欠です。このため、製造プロセスの大幅な低コスト化が期待できる有機薄膜太

陽電池は、その候補の一つとされています。 
有機薄膜太陽電池は、プラスチックフィルム上に作り込むことができ、軽量でフレキシ

ブルな太陽電池製品を作製することが可能です。また、有機材料を用いているため、鮮や

かな色彩を持たせることができ、シリコン系の太陽電池では難しい分野、すなわち壁や窓

向けの建材、衣料・生活用品、レジャー・アウトドア用品、玩具といった分野への普及を

見込んでいます。 
 

 
 

 

有機薄膜太陽電池フィルム 

 
 

現在主流のシリコン系太陽電池パネル 有機薄膜によるフィルム太陽電池 



２．有機薄膜太陽電池のしくみ 
現在最も普及しているシリコン系太陽電池と同様、半導体の機能を利用して発電します。

研究開発の歴史は古く３０年以上前から取組まれてきましたが、当初は低い発電効率しか

得られず、効率の向上が最大の課題とされてきました。しかしながら、サッカーボール型

の分子として注目されているフラーレン（Ｃ６０）が優れたｎ型半導体特性を示すことが

明らかになり、これがブレークスルーとなって有機薄膜太陽電池の研究開発が加速、最近

では２００５年１月に産総研がナノレベルの相互作用層であるバルクへテロ層（i 層）を

導入することにより、当時の世界最高効率である４％のエネルギー変換効率を達成するな

ど、実用化に向けた動きが加速しはじめております。今回展示する観葉植物用途のモジュ

ールにも、フロンティアカーボン社から供給されるフラーレン（Ｃ６０）がｎ型半導体と

して用いられております（ｐ型半導体は銅フタロシアニンを利用）。 
今回、G８環境大臣会合関連展示会のために作成した試作品は、プラスチック基板にナ

ノメートルオーダーのフタロシアニン層とフラーレン（Ｃ６０）層を積層したフレキシブ

ル・カラフル・軽量という画期的な太陽電池モジュールです。 
 

＜有機薄膜太陽電池に用いられる半導体材料＞    ＜有機薄膜太陽電池の構造＞ 

C60C60 CuPcCuPc

ｎ型半導体分子 ｐ型半導体分子

N

N

N

N

N

N

N

NCu

N

N

N

N

N

N

N

NCu

    
 
 

 
＜環境フェア inKOBE で展示予定の試作品＞ 

 

封止膜 

太太陽陽光光  

CuPc蒸着膜 

Al電極

C60蒸着膜 

ITO電極

プラスチック基板 

LiF層 



３． 産業技術総合研究所について 
・ 名称：独立行政法人産業技術総合研究所 
・ 理事長：吉川 弘之 
・ 所在地：茨城県つくば市梅園１－１－１ 
・ 研究員数：２，４８７名（平成１９年 4 月 1 日現在） 
・ 研究分野：ナノテクノロジー材料･製造分野、環境エネルギー分野等 
産総研 太陽光発電研究センター（Research Center for Photovoltaics: RCPV）は太陽

電池の発電コストを既存電力並みに低減する革新的な材料やデバイスを開発しています。

その中で有機薄膜チームは、有機薄膜太陽電池の基本構造である p-n 接合の間に、共蒸着

で形成したバルクへテロ層（i 層）を導入することにより、フタロシアニン－フラーレン

系で世界最高レベルの変換効率を達成した実績を有しています。 
 
４． 三菱商事㈱について 
・ 社名：三菱商事株式会社 
・ 代表取締役社長：小島 順彦 
・ 本社所在地：東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 
・ 従業員数：連結 55,867 名 単独 5,375 名 
・ 設立：１９５０年４月１日 
・ 事業内容：エネルギー、金属、機械、化学品、生活物資等多種多様な商品の国内・輸

出・輸入および外国取引、情報、金融、物流その他各種サービスの提供、国内外にお

ける事業投資等 
・ 資本金：201,250,710,776 円 
 
 

以 上 
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              (財)財務会計基準機構会員  

  

 

 

平成 20 年６月期  第３四半期財務・業績の概況 

平成 20 年４月 23 日 

上 場 会 社 名        トッキ株式会社           上場取引所 ＪＱ 
コ ー ド 番 号         ９８１３                   ＵＲＬ  http://www.tokki.co.jp/ 
代  表  者 （役職名）代表取締役社長  （氏名）津上 晃寿 
問合せ先責任者 （役職名）取締役執行役員  （氏名）新保 俊二  ＴＥＬ (03)3551－3151 

財務経理統括部長 
兼財務経理部長 

（百万円未満切捨て）  

１．平成 20 年６月期第３四半期の連結業績（平成 19 年７月１日 ～ 平成 20 年３月 31 日） 
(1) 連結経営成績                            （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期）純利益

百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

20 年６月期第３四半期 4,336  △5.8  △706     －  △747     －  △524     －  

19 年６月期第３四半期 4,606 △46.0 △1,237     － △1,284     －  △2,446     － 

19 年６月期 7,194         △2,238         △2,347         △4,776         
 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

円    銭 円    銭

20 年６月期第３四半期 △21    62 － 

19年６月期第３四半期 △166    86 －  

19 年６月期 △313    18  －  
 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円    銭

20 年６月期第３四半期 10,992     6,487     59.0  193    42  
19 年６月期第３四半期 9,584     1,254     13.0  85    58  

19 年６月期 8,730     1,136     13.0  58    77  
 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

20 年６月期第３四半期 △1,185     9     2,727     4,200     
19 年６月期第３四半期 1,351     363     △1,825     892     

19 年６月期 1,142     315     188     2,649     
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２．平成 20 年６月期の連結業績予想（平成 19 年７月１日 ～ 平成 20 年６月 30 日）   【参考】 
（％表示は対前年通期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円    銭

通     期 6,890  △4.2 △820   － △890   － △850   －  △25   34 
 
３．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 
(2) 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 
(3) 近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
［（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。］ 

 
【参考】個別業績の概要 
 
１．平成 20 年６月期第３四半期の個別業績（平成 19 年７月１日 ～ 平成 20 年３月 31 日） 
(1) 個別経営成績                            （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

20 年６月期第３四半期 1,523  △32.2  △721     －  △764     －  △534     －  
19 年６月期第３四半期 2,247  △62.2 △1,240     －  △1,295     －  △2,453     －  

19 年６月期 4,052  △60.3  △2,304     －  △2,421     －  △4,814     －  
 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭

20 年６月期第３四半期 △22     03 － 

19年６月期第３四半期 △167     36  －  
19 年６月期 △315     66  －  

 
(2) 個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円    銭

20 年６月期第３四半期 9,931     6,400     64.4  190    80  
19 年６月期第３四半期 8,634     1,182     13.6  80    65  

19 年６月期 7,916     1,040     13.1  53    77  
  

２．平成 20 年６月期の個別業績予想（平成 19 年７月１日 ～ 平成 20 年６月 30 日）   【参考】 
（％表示は対前年通期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円    銭

通     期 3,260  △19.5 △810   － △880   － △840   －  △25   04 
 
 
 
 
 
 
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は本資料作成日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今

後様々な要因によって、予想数値と異なる場合があります。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 平成 20 年６月期第３四半期の売上高は、前年同四半期に比べ、２億 69 百万円減の 43 億 36 百万

円となりました。事業別では、「真空技術応用製品事業」の売上高が前年同期比 32.2%減の 15 億 23

百万円、「NC工作機械等販売事業」が同 24.4%増の 25 億 44 百万円、「その他事業」が同 14.2%減の２

億 69 百万円となりました。 

 売上原価は、前年同四半期に比べ８億 52 百万円減の 40 億 54 百万円となり、その結果、売上総利

益は５億 82 百万円増の２億 82 百万円となりました。 

 販売費及び一般管理費は、前年同四半期に比べ、51 百万円増の９億 88 百万円となったため、営業

損失は５億 31 百万円減の７億６百万円となりました。 

 営業外収益は 17 百万円増で 58 百万円、営業外費用は 11 百万円増の１億円となり、経常損失は５

億 36 百万円減の７億 47 百万円となりました。 

 特別利益として、受注損失引当金戻入益や役員退職慰労引当金戻入益等を計上し、特別損失とし

て、財務内容の改善のため資本関係の再構築を行なったことに伴い発生したアドバイザリー費用を

計上した結果、四半期純損失は５億 24 百万円となりました。 

 受注高は、前年同四半期に比べ、131.8%増の 67 億 20 百万円となりました。事業別では、「真空技

術応用製品事業」の受注高が前年同期比 544.7%増の 36 億 73 百万円、「NC 工作機械等販売事業」

が同 27.5%増の 27 億 17 百万円、「その他事業」が同 65.8%増の３億 28 百万円となりました。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

流動資産は、前年同期に比べ、17億66百万円増の74億27百万円となりました。これは主に、たな

卸資産の減少があったものの現金及び預金が増加したことによるものです。固定資産は、前年同期

に比べ、３億58百万円減の35億65百万円となりました。これは主に、減価償却による有形固定資産

及び無形固定資産の減少によるものです。 

流動負債は、前年同期に比べ、29億３百万円減の28億33百万円となりました。これは主に、短期

借入金の減少によるものです。固定負債は、前年同期に比べ、９億21百万円減の16億71百万円とな

りました。これは主に、長期借入金の減少によるものです。 

純資産は前年同期に比べ、52 億 33 百万円増の 64億 87 百万円となりました。これは主に、第三者

割当増資による資本金・資本剰余金の増加があったことによるものです。 
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３．連結業績予想に関する定性的情報 

通期の見通しといたしましては、携帯電話のメインディスプレイへの有機ＥＬディスプレイの搭

載が本格化し、更には有機ＥＬテレビや同ワンセグ専用テレビ等の発売もあり、消費者が有機ＥＬ

ディスプレイの性能の高さを実感できる機会が飛躍的に増大しつつあります。このようなメーカー

の積極的な商品開発は、当社にとりまして受注好転というプラスの影響となりましたが、一方で要

求仕様の高度化は、引き合いから受注に至るまでの時間や生産リードタイムの長期化から、受注や

売上の期ずれのリスクが高まってきております。 
通期業績予想の詳細につきましては、下記の通りです。 

 
イ．売上高につきましては、真空技術応用製品事業（当社単独）におきまして、平成 20 年 2

月 7日付｢特別利益及び特別損失の発生並びに平成 20年 6月期中間業績予想の修正に関する

お知らせ｣にてお知らせした中国向け装置として引当処理を行った材料の一部であるたな卸

資産について、中国への受注獲得交渉を中止したことにより、平成 20 年 6 月期末までにこ

の仕掛品を他社へ転売するための販売活動を続けてまいりました。この装置について、平成

20 年 6 月期第 3 四半期までの受注および平成 20 年 6 月期末までの検収・売上計上を目指し、

顧客との協議を行ってまいりましたが、様々な基板サイズへの対応や工程プロセスの変更等

により、平成 20 年 6 月期第 3 四半期までに見込んでいた 終仕様の確定に至らず、正式受

注が遅れ、平成 20 年 6 月期末までの受注見込みとなりました。このため、この受注予定分

について平成 20 年 6 月期末に見込んでいた売上が期ずれを起こすこととなり、仕様変更に

伴う追加設計等の発生が見込まれ、生産リードタイムが長期化する見込みとなったため、平

成 21 年 6 月期第 3 四半期までの売上計上を見込んでおります。平成 20 年 6 月期第 3 四半

期までの売上の見極めおよび平成 20 年 6 月期末売上見通しを精査した結果、連結売上高で

前回予想から 1,327 百万円減少し、6,890 百万円となる見通しとなりました。今回の予想数

値との差異に関しましては、1 案件に対する大型量産機の受注単価が大きく、受注計画の差

異が業績予想数値に影響したためであります。この予想数値の差異に関しましては、受注や

売上の期ずれのリスクを極力回避すべく、営業管理体制および収益管理体制を強化してまい

ります。 
ロ．営業利益につきましては、生産改革による製造原価の低減に努めましたが、上記受注予定

案件の期ずれ等により、連結営業利益で前回予想から 943 百万円減少し、820 百万円の損失

となる見通しとなりました。 
ハ．経常利益につきましては、上記理由等により、連結経常利益で前回予想から 938 百万円減

少し、890 百万円の損失となる見通しとなりました。 
ニ．当期純利益につきましては、特別利益として役員退職慰労引当金戻入益や受注損失引当金

戻入益（中間期に 361 百万円を計上済）が発生したものの、上記案件のたな卸資産評価損の

発生や、平成 19 年 11 月 13 日付「キヤノン株式会社による当社株式および新株予約権に対

する公開買付けに関する賛同意見表明のお知らせ」および同日付「第三者割当による新株式

発行に関するお知らせ」にてお知らせした資本業務提携の株式発行諸費用の内アドバイザリ

ー費用が発生したこと（中間期に 216 百万円を計上済）等により、連結当期純利益で前回予

想から 684 百万円減少し、850 百万円の損失となる見通しとなりました。 
 
なお、詳細につきましては、本日別途開示いたしました「特別利益および特別損失の発生並びに平

成 20 年 6 月期通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧下さい。 
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４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

 

(2) 会計処理の方法における簡便な方法の採用 

法人税等の計上は、簡便な方法により計算しております。また、その他影響の些少なものについ

ては、一部簡便な方法により計上しております。 

 

(3) 近連結会計年度からの会計処理の方法の変更 

該当事項はありません。 
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５．（要約）四半期連結財務諸表 
（1）（要約）四半期連結貸借対照表 

 （単位：千円）

期  別 

 

当四半期 

(平成 20 年６月期

第３四半期末) 

前年同四半期

(平成19年６月期

第３四半期末) 

増減 
（参考） 

平成 19 年６月期

科  目  金 額 金 額 金 額 増減率 金 額 

（資産の部）  ％ 

流動資産  7,427,260 5,660,496 1,766,763 31.2 4,872,278

  現金及び預金  4,200,664 892,678 3,307,985  2,649,094

  受取手形及び売掛金  1,245,300 1,091,455 153,845  1,355,441

  たな卸資産  1,733,011 3,512,420 △ 1,779,408  682,787

  その他  249,320 164,590 84,729  185,638

  貸倒引当金  △1,037 △ 648 △ 388  △ 684

固定資産  3,565,001 3,923,597 △ 358,596 △9.1 3,857,723

 有形固定資産  3,064,200 3,253,196 △ 188,996 △5.8 3,209,870

  建物及び構築物  1,952,896 2,093,820 △ 140,923  2,051,010

  土地  892,320 892,320 －  892,320

  その他  218,982 267,055 △ 48,072  266,538

 無形固定資産  114,329 165,939 △ 51,610 △31.1 153,899

 投資その他の資産  386,471 504,461 △ 117,989 △23.3 493,953

資  産  合  計 10,992,261 9,584,093 1,408,167 14.6 8,730,001

（負債の部）  ％ 

流動負債  2,833,172 5,736,684 △ 2,903,511 △50.6 5,114,524

  支払手形及び買掛金  1,769,863 1,368,222 401,641  1,024,195

  短期借入金  686,380 3,333,909 △ 2,647,529  3,241,380

  受注損失引当金  66,466 57,771 8,695  363,253

  その他  310,463 976,781 △ 666,318  485,695

固定負債  1,671,109 2,592,838 △ 921,729 △35.5 2,478,574

  長期借入金  1,645,993 2,378,490 △ 732,496  2,271,100

  繰延税金負債  1,050 41,362 △ 40,312  32,533

  退職給付引当金  13,708 － 13,708  －

  役員退職慰労引当金  10,357 172,986 △ 162,628  174,940

負  債  合  計 4,504,282 8,329,523 △ 3,825,240 △45.9 7,593,099
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期  別 

 

当四半期 

(平成 20 年６月期

第３四半期末) 

前年同四半期

(平成19年６月期

第３四半期末) 

増減 
（参考） 

平成 19 年６月期

科  目  金 額 金 額 金 額 増減率 金 額 

（純資産の部）   

株主資本  6,490,258 1,199,849 5,290,409 440.9 1,093,161

  資本金  6,572,646 2,500,000 4,072,646 162.9 3,611,946

  資本剰余金  4,697,561 1,304,565 3,392,996 260.0 2,416,426

  利益剰余金  △ 4,582,677 △ 2,407,443 △ 2,175,233 － △ 4,737,940

  自己株式  △ 197,271 △ 197,271 － － △ 197,271

評価・換算差額等  △ 2,280 54,720 △ 57,001 － 43,741

  その他有価証券評価差額金 △ 2,280 54,720 △ 57,001 － 43,741

純  資  産  合  計 6,487,978 1,254,570 5,233,408 417.1 1,136,902

負 債 純 資 産 合  計 10,992,261 9,584,093 1,408,167 14.6 8,730,001

 

(２)（要約）四半期連結損益計算書 

  （単位：千円）

期 別 

 

当四半期 

(平成 20 年６月期

第３四半期) 

前年同四半期

(平成 19 年６月期

第３四半期) 

増減 
（参考） 

平成 19 年６月期 

科 目 金 額 金 額 金 額 増減率 金 額 

    ％ 

 売上高  4,336,951 4,606,168 △ 269,217 △5.8 7,194,979

 売上原価  4,054,010 4,906,128 △ 852,118 △17.3 8,197,117

  

売上総利益又は売上

総損失（△） 
 282,941 △ 299,959 582,900 － △ 1,002,137

 販売費及び一般管理費  988,961 937,171 51,790 5.5 1,236,174

  営業損失 706,020 1,237,131 △ 531,110 － 2,238,311

 営業外収益  58,493 41,048 17,444 42.4 52,339

 営業外費用  100,112 88,439 11,672 13.1 161,131

 経常損失 747,639 1,284,522 △ 536,882 － 2,347,104

 特別利益  550,565 13,893 536,672 － 13,944

 特別損失  316,437 1,061,334 △ 744,897 △70.1 2,301,180

 

 

税金等調整前四半期（当

期）純損失 513,512 2,331,963 △ 1,818,451 － 4,634,340

 税金費用 10,790 114,132 △ 103,342 △90.5 142,253

 四半期（当期）純損失 524,302 2,446,096 △ 1,921,794 － 4,776,593
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（３）（要約）四半期連結株主資本等変動計算書 

        

当四半期（平成 19 年７月１日から平成 20 年３月 31 日まで） 

（単位：千円）

株主資本 
評価・換算

差額等 

  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本合

計 

その他有

価証券評

価差額金 

純資産合

計 

平成 19 年６月 30 日残高 3,611,946 2,416,426 △4,737,940 △197,271 1,093,161 43,741 1,136,902

当四半期の変動額   

 新株の発行 2,960,700 2,960,700 5,921,400 5,921,400

 欠損填補  △679,565 679,565 － － －

 四半期純損失  △524,302 △524,302 － △524,302

 
株主資本以外の

項目の当四半期

の変動額（純額） 
 － △46,021 △46,021

当四半期の変動額合計 2,960,700 2,281,134 155,263 － 5,397,097 △46,021 5,351,075

平成 20 年３月 31 日残高 6,572,646 4,697,561 △4,582,677 △197,271 6,490,258 △2,280 6,487,978

     

前四半期（平成 18 年７月１日から平成 19 年３月 31 日まで） 

（単位：千円）

株主資本 
評価・換

算差額等

  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本合

計 

その他有

価証券評

価差額金

純資産合計 

平成 18 年６月 30 日残高 2,500,000 1,475,220 △132,002 △197,271 3,645,946 101,705 3,747,651

当四半期の変動額   

 欠損填補  △170,655 170,655 － － －

 四半期純損失  △2,446,096 △2,446,096 － △2,446,096

 
株主資本以外の

項目の当四半期

の変動額（純額） 

 － △46,984 △46,984

当四半期の変動額合計 － △170,655 △2,275,441 － △2,446,096 △46,984 △2,493,081

平成 19 年３月 31 日残高 2,500,000 1,304,565 △2,407,443 △197,271 1,199,849 54,720 1,254,570
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（参考）平成 19 年６月期（平成 18 年７月１日から平成 19 年６月 30 日まで） 

（単位：千円）

株主資本 
評価・換算

差額等 

  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

純資産合

計 

平成 18 年６月 30 日残高 2,500,000 1,475,220 △132,002 △197,271 3,645,946 101,705 3,747,651

連結会計年度中の変動額    

 新株の発行 1,111,946 1,111,861 2,223,807 － 2,223,807

 欠損填補  △170,655 170,655 － － －

 当期純損失  △4,776,593 △4,776,593 － △4,776,593

 

株主資本以外

の項目の連結

会計年度中の

変動額（純額） 

 － △57,963 △57,963

連結会計年度中の変動

額合計 
1,111,946 941,206 △4,605,938 － △2,552,785 △57,963 △2,610,749

平成 19 年６月 30 日残高 3,611,946 2,416,426 △4,737,940 △197,271 1,093,161 43,741 1,136,902
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（４）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
 （単位：千円）

    

    

当四半期 

(平成 20 年６月期   

第３四半期) 

前年同四半期 

(平成 19 年６月期   

第３四半期) 

（参考） 

平成 19 年６月期 

Ⅰ 営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ    

 税金等調整前四半期（当期）純損失 △ 513,512 △ 2,331,963   △ 4,634,340

 減価償却費   195,213 187,280   246,466

 貸倒引当金の増減額(△は減少) 2,891 △ 1,120   △ 1,080

 受注損失引当金の増減額(△は減少) △ 296,787 57,771   363,253

 退職給付引当金の増減額(△は減少) 13,708 △ 34,389   △ 34,389

 役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) △ 164,583 △ 1,663   291

 受取利息及び配当金  △ 2,259 △ 1,322   △ 2,308

 支払利息   66,011 76,875   100,087

 株式交付費   30,351 －   9,647

 アドバイザリー費用   216,704 －   －

 投資有価証券売却損 (△は売却益) △ 5,288 △ 12,773   △ 12,773

 たな卸資産評価損   105,081 1,055,793   2,205,390

 売上債権の増減額(△は増加)    110,140 4,236,742   3,972,756

 たな卸資産の増減額(△は増加) △ 1,155,306 △ 671,056   1,008,979

 未収消費税等の増減額(△は減少) △ 9,491 －   △ 58,267

 仕入債務の増減額(△は減少) 745,667 △ 1,264,228   △ 1,608,255

 未払消費税等の増減額(△は減少) － △ 129,896   △ 129,896

 その他   △ 175,971 243,988   △ 162,172

  小  計 △ 837,429 1,410,036   1,263,389

 利息及び配当金の受取額  1,071 3,275   4,261

 利息の支払額  △ 78,389 △ 59,370   △ 84,452

 アドバイザリー費用の支払額 △ 216,704 －   －

 法人税等の支払額  △ 52,743 △ 7,238   △ 7,238

 法人税等の還付額  426 5,147   5,081

 その他  △ 1,597 －   △ 38,366

  営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ 1,185,365 1,351,849   1,142,673

Ⅱ 投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ    

 有形固定資産の取得による支出 △ 9,441 △ 111,043   △ 120,084

 無形固定資産の取得による支出 △ 461 △ 6,767   △ 10,070

 投資有価証券の取得による支出 △ 4,524 △ 5,440   △ 6,976

 投資有価証券の売却による収入 34,500 30,300   30,300

 役員生命保険の積立による支出 △ 662 △ 141,156   △ 141,156

 役員生命保険の解約による収入 － 350,275   350,275

 その他   △ 9,740 247,596   212,827

  投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 9,670 363,763   315,114
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当四半期 

(平成 20 年６月期   

第３四半期) 

前年同四半期 

(平成 19 年６月期   

第３四半期) 

（参考） 

平成 19 年６月期 

Ⅲ 財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ    

 短期借入金の純増減額（△は減少） △ 2,440,000 △ 1,184,870   △ 1,260,000

 長期借入金の借入による収入 － －   87,205

 長期借入金の返済による支出 △ 723,785 △ 640,585   △ 852,580

 株式の発行による収入  5,891,048 －   2,214,160

  財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 2,727,263 △ 1,825,455   188,785

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － －   －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 1,551,569 △ 109,842   1,646,573

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,649,094 1,002,521   1,002,521

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 4,200,664 892,678   2,649,094
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（５）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕      

当四半期（平成20年６月期第３四半期） 

   
真空技術応用

製品事業 
ＮＣ工作機械
等販売事業 その他事業 計 

消去又は 
全社 連結 

 千円 千円 千円 千円 千円 千円

Ⅰ 売上高及び営業損益   

 売上高   

 
(1) 
 

外部顧客に対する売
上高 1,523,388 2,544,042 269,519 4,336,951 － 4,336,951

 
(2) 
 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 － 38,130 － 38,130 △ 38,130 －

  計 1,523,388 2,582,172 269,519 4,375,081 △ 38,130 4,336,951

 営業費用 2,244,742 2,552,950 283,409 5,081,102 △ 38,130 5,042,972

 
営業利益（又は営業損失
（△）） △ 721,353 29,222 △ 13,889 △ 706,020 － △ 706,020
 

（注）１．事業区分の方法 

      事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

   ２. 各区分に属する主要な製品 

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 
 

 
前年同四半期（平成19年６月期第３四半期） 

   
真空技術応用

製品事業 

ＮＣ工作機
械等販売事

業 
その他事

業 計 
消去又は 
全社 連結 

 千円 千円 千円 千円 千円 千円

Ⅰ 売上高及び営業損益   

 売上高   

 
(1) 
 

外部顧客に対する売
上高 2,247,635 2,044,356 314,177 4,606,168 － 4,606,168

 
(2) 
 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 － 46,544 54,834 101,379 △101,379 －

  計 2,247,635 2,090,900 369,012 4,707,548 △101,379 4,606,168

 営業費用 3,488,394 2,087,614 368,671 5,944,679 △101,379 5,843,300

 
営業利益（又は営業損失
（△）） △1,240,758 3,286 340 △1,237,131 － △1,237,131

 
（注）１．事業区分の方法 

       事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

    ２. 各区分に属する主要な製品 

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 
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〔所在地別セグメント情報〕 

当四半期及び前年同四半期 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 
〔海外売上高〕     

当四半期（平成20年６月期第３四半期） 

    アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ海外売上高（千円）  1,388,451 31,209 1,773 1,421,434

Ⅱ連結売上高（千円）  － － － 4,336,951

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 32.0 0.7 0.0 32.7
 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２. 各区分に属する主要な国又は地域 

（1）アジア…韓国、台湾、マレーシア、中国、ベトナム、タイ、インドネシア 

（2）ヨーロッパ…イギリス、オランダ、ドイツ 

（3）北米…アメリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

前年同四半期（平成19年６月期第３四半期） 

    アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ海外売上高（千円）  1,061,699 114,077 28,820 1,204,598

Ⅱ連結売上高（千円）  － － － 4,606,168

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.0 2.4 0.6 26.1
 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２. 各区分に属する主要な国又は地域 

（1）アジア…台湾、韓国、インドネシア、マレーシア、ベトナム、中国、フィリピン 

（2）ヨーロッパ…オランダ、イギリス、ドイツ、チェコ 

（3）北米…アメリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（６）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績      

 当四半期における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

   （単位：千円）   

事業の種類別セグメントの名称 金額 
前年同期比(％）  

真空技術応用製品事業 1,523,388 67.7   

ＮＣ工作機械等販売事業 － －   

その他事業 242,850 85.5   

合計 1,766,239 69.7   

 （注）金額は販売価格によっております。  
      

②受注状況      

 当四半期における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

     （単位：千円）

事業の種類別セグメントの名称 受注高 
前年同期比(％）

受注残高 
前年同期比(％）

真空技術応用製品事業 3,673,672 644.7 3,646,916 105.8

ＮＣ工作機械等販売事業 2,717,934 127.5 691,493 106.2

その他事業 328,624 165.8 87,453 99.2

合計 6,720,232 231.8 4,425,863 105.8

  （注）上記受注状況の内容を品目別に記載すると次のとおりとなります。  

 当四半期 前年同四半期 

 （平成 20 年６月期 (平成 19 年６月期 

 第３四半期） 第３四半期） 

 受注高 受注残高 受注高 受注残高 

  千円 千円 千円 千円

（国内）  

ＦＡ製品 198,011 81,633 120,053 83,410

真空製品 4,034,488 3,355,631 2,290,738 1,648,761

（海外）  

ＦＡ製品 105,004 80 48,960 1,160

真空製品 △ 360,815 291,284 △ 1,720,914 1,795,493

製品 

小計 3,976,688 3,728,630 738,837 3,528,826

（国内）  

ＮＣ工作機械 1,199,544 424,535 892,022 343,480

その他 367,802 28,160 385,935 111,847

（海外）  

ＮＣ工作機械 1,069,641 232,297 774,879 187,477

その他 80,946 6,501 77,730 8,122

商品 

小計 2,717,934 691,493 2,130,569 650,928

（国内）  

運輸等 3,944 440 8,134 1,395

（海外）  

運輸等 21,665 5,300 20,953 2,130

その他 

小計 25,609 5,740 29,087 3,525

計 6,720,232 4,425,863 2,898,494 4,183,279

(注)  製商品の内容が多種多様であり、単位当たりの受注価格が多岐にわたるため数量の記載は省略しております。 
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③販売実績      

 当四半期における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

   (単位：千円)   

事業の種類別セグメントの名称 金額 
前年同期比(％）   

真空技術応用製品事業 1,523,388 67.7  

ＮＣ工作機械等販売事業 2,544,042 124.4  

その他事業 269,519 85.7  

合計 4,336,951 94.1   

(注)１．上記販売実績の内容を品目別に記載すると次のとおりとなります。

 当四半期 前年同四半期 

 （平成 20 年６月期 (平成 19 年６月期 

 第３四半期） 第３四半期） 

 金額 構成比 金額 構成比 

千円 ％ 千円 ％
（国内）  

ＦＡ製品 137,926 3.1 87,553 1.9

真空製品 1,393,288 32.1 2,108,095 45.7

（海外）  

ＦＡ製品 104,924 2.4 196,270 4.2

真空製品 130,100 2.9 139,540 3.0

製品 

小計 1,766,239 40.7 2,531,458 54.9

（国内）  

ＮＣ工作機械 993,367 22.9 858,711 18.6 

その他 387,430 8.9 340,471 7.3 

（海外）  

ＮＣ工作機械 1,070,627 24.6 759,562 16.4 

その他 92,616 2.1 85,611 1.8 

商品 

小計 2,544,042 58.6 2,044,356 44.3 

（国内）  

運輸等 3,504 0.0 6,739 0.1

（海外）  

運輸等 23,165 0.5 23,614 0.5

その他 

小計 26,669 0.6 30,354 0.6 

計 4,336,951 100.0 4,606,168 100.0 

(注) 製商品の内容が多種多様であり、単位当たりの販売価格が多岐にわたるため数量の記載は省略しております。
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【参考】 

（要約）四半期個別財務諸表 
（１）（要約）四半期個別貸借対照表 

  （単位：千円）

  期 別 

 

当四半期 

(平成20年６月期

第３四半期末) 

前年同四半期

(平成19年６月期

第３四半期末) 

増減 
（参考） 

平成 19 年６月期

科 目  金 額 金 額 金 額 増減率 金 額 

 （資産の部） ％ 

流動資産  6,185,978 4,538,680 1,647,297 36.2 3,898,415

  現金及び預金  3,942,143 613,631 3,328,512  2,301,192

  受取手形  208,781 76,739 132,041  39,226

  売掛金  240,902 421,289 △ 180,386  783,632

  たな卸資産  1,616,228 3,315,265 △ 1,699,036  648,116

  その他  177,972 111,805 66,166  126,338

  貸倒引当金  △ 50 △ 50 －  △ 90

固定資産  3,745,940 4,096,224 △ 350,284 △8.5 4,018,428

 有形固定資産  2,987,295 3,173,789 △ 186,493 △5.8 3,131,181

  建物  1,897,993 2,030,154 △ 132,160  1,989,734

  土地  842,569 842,569 －  842,569

  その他  246,732 301,065 △ 54,332  298,877

 無形固定資産  113,987 165,939 △ 51,952 △31.3 153,899

 投資その他の資産  644,657 756,495 △ 111,838 △14.7 733,347

  投資有価証券  68,437 149,403 △ 80,966  141,008

  その他  578,620 609,492 △ 30,872  594,739

  貸倒引当金  △2,400 △ 2,400 －  △ 2,400

資  産  合  計 9,931,918 8,634,905 1,297,013 15.0 7,916,844
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        （単位：千円）

  期 別 

 

 

当四半期 

(平成 20 年６月期

第３四半期末) 

前年同四半期

(平成19年６月期

第３四半期末) 

増減 
（参考） 

平成 19 年６月期

科 目  金 額 金 額 金 額 増減率 金 額 

 （負債の部）   ％ 

流動負債  1,871,591 4,885,592 △ 3,014,000 △61.6 4,420,290

  支払手形  233,602 215,872 17,730  395,583

  買掛金  629,960 502,294 127,665  145,314

  短期借入金 686,380 3,193,909 △ 2,507,529  3,101,380

  未払法人税等  17,736 4,103 13,633  14,186

  前受金  79,651 613,501 △ 533,849  46,611

  受注損失引当金  66,466 57,771 8,695  363,253

  その他  157,794 298,141 △ 140,346  353,961

固定負債  1,660,302 2,566,993 △ 906,690 △35.3 2,456,370

  長期借入金  1,645,993 2,378,490 △ 732,496  2,271,100

  繰延税金負債  － 23,016 △ 23,016  18,395

  退職給付引当金  11,838 － 11,838  －

  役員退職慰労引当金  2,470 165,486 △ 163,016  166,874

負  債  合  計 3,531,894 7,452,585 △ 3,920,691 △52.6 6,876,661

 （純資産の部）    

株主資本  6,403,847 1,153,800 5,250,046 455.0 1,016,658

  資本金  6,572,646 2,500,000 4,072,646 162.9 3,611,946

  資本剰余金  4,697,561 1,304,565 3,392,996 260.0 2,416,426

  利益剰余金  △ 4,669,088 △ 2,453,492 △ 2,215,595 － △ 4,814,443

  自己株式  △ 197,271 △ 197,271 － － △ 197,271

評価・換算差額等  △ 3,823 28,519 △ 32,342 － 23,524

  
その他有価証券評価差

額金  △ 3,823 28,519 △ 32,342 － 23,524

純  資  産  合 計 6,400,024 1,182,319 5,217,704 441.3 1,040,182

負 債 純 資 産 合 計 9,931,918 8,634,905 1,297,013 15.0 7,916,844
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（２）（要約）四半期個別損益計算書 

    （単位：千円）

  期 別 

 

当四半期 

(平成 20 年６月期

第３四半期) 

前年同四半期 

(平成 19 年６月期  

第３四半期) 

増減 
（参考） 

平成 19 年６月期

科 目 金 額 金 額 金 額 増減率 金 額 

    ％ 

 売上高  1,523,388 2,247,635 △ 724,246 △32.2 4,052,756

 売上原価  1,531,627 2,803,549 △ 1,271,922 △45.3 5,412,733

 売上総損失 8,238 555,914 △ 547,676 － 1,359,976

 販売費及び一般管理費  713,155 684,844 28,310 4.1 944,607

 営業損失 721,393 1,240,758 △ 519,365 － 2,304,584

 営業外収益  54,995 32,809 22,186 67.6 43,149

 営業外費用  98,263 87,805 10,457 11.9 160,008

 経常損失 764,662 1,295,755 △ 531,093 － 2,421,443

 特別利益  550,605 13,193 537,412 2,020.4 13,244

 特別損失  316,437 1,060,915 △ 744,477 △70.1 2,293,749

 
税引前四半期(当期)純

損失 530,494 2,343,477 △ 1,812,983 － 4,701,948

 税金費用  3,716 110,015 △ 106,298 △96.6 112,494

 四半期（当期）純損失 534,210 2,453,492 △ 1,919,282 － 4,814,443
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平成20年4月23日 

各      位 

 会 社 名 ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３）  

 問合せ先 取締役執行役員       

 財務経理統括部長 新保 俊二 

 電 話 ０３－３５５１－３１５１ 

 

 

特別利益および特別損失の発生並びに平成20年6月期通期業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 

 当社は、下記のとおり特別利益および特別損失を計上いたしますとともに、平成20年6月期（平

成19年7月1日～平成20年6月30日）の通期業績予想について、平成20年2月7日付当社「平成20年6

月期 中間決算短信」にて発表いたしました業績予想を下記のとおり修正いたします。 

 

記 

 

１．特別損益の発生およびその内容 

（１）特別利益 

 特別利益といたしましては、臨時株主総会により退任した役員から退職慰労金を辞退する申し

入れがあり、役員退職慰労引当金戻入益165百万円を計上したためであります。 

 なお、平成20年6月期中間期までに計上した受注損失引当金戻入益361百万円等を含めた385百万

円と併せ、550百万円を計上する見通しであります。 

（２）特別損失 

 特別損失といたしましては、平成20年2月7日付｢特別利益及び特別損失の発生並びに平成20年6

月期中間業績予想の修正に関するお知らせ｣にてお知らせした中国向け装置として引当処理を行

った材料の一部であるたな卸資産について、中国への受注獲得交渉を中止したことにより、平成2

0年6月期末までにこの仕掛品を他社へ転売するための販売活動を続けて参りましたが、転売に伴

う材料等の仕様変更の可能性を考慮し、リスク要因としてたな卸資産評価損101百万円を含め、合

計で184百万円を計上する見通しとなったためであります。 

 なお、平成20年6月期中間期までに計上したたな卸資産評価損99百万円および平成19年11月13日

付「キヤノン株式会社による当社株式および新株予約権に対する公開買付けに関する賛同意見表

明のお知らせ」および同日付「第三者割当による新株式発行に関するお知らせ」にてお知らせし

た資本業務提携の株式発行諸費用の内アドバイザリー費用216百万円、合計316百万円と併せ、特

別損失として500百万円を計上する見通しであります。 

 

２．平成20年6月期（連結・個別）業績予想の修正等 

（１）通期連結業績予想数値の修正（平成19年7月1日～平成20年6月30日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（Ａ） ８，２１７ １２３ ４８ △１６６

今回修正（Ｂ） ６，８９０ △８２０ △８９０ △８５０

増減額（Ｂ－Ａ） △１，３２７ △９４３ △９３８ △６８４

増 減 率 △１６．１％ ― ― ―
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（２）通期個別業績予想数値の修正（平成19年7月1日～平成20年6月30日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（Ａ） ４，４６６ １０８ ２９ △１７７

今回修正（Ｂ） ３，２６０ △８１０ △８８０ △８４０

増減額（Ｂ－Ａ） △１，２０６ △９１８ △９０９ △６６３

増 減 率 △２７．０％ ― ― ―

 

（３）修正の理由 

通期の見通しといたしましては、携帯電話のメインディスプレイへの有機ＥＬディスプレイの

搭載が本格化し、更には有機ＥＬテレビや同ワンセグ専用テレビ等の発売もあり、消費者が有機

ＥＬディスプレイの性能の高さを実感できる機会が飛躍的に増大しつつあります。このようなメ

ーカーの積極的な商品開発は、当社にとりまして受注好転というプラスの影響となりましたが、

一方で要求仕様の高度化は、引き合いから受注に至るまでの時間や生産リードタイムの長期化か

ら、受注や売上の期ずれのリスクが高まってきております。 

通期業績予想の詳細につきましては、下記の通りです。 

 

イ．売上高につきましては、真空技術応用製品事業（当社単独）におきまして、平成20年2

月7日付｢特別利益及び特別損失の発生並びに平成20年6月期中間業績予想の修正に関する

お知らせ｣にてお知らせした中国向け装置として引当処理を行った材料の一部であるたな

卸資産について、中国への受注獲得交渉を中止したことにより、平成20年6月期末までに

この仕掛品を他社へ転売するための販売活動を続けてまいりました。この装置について、

平成20年6月期第3四半期までの受注および平成20年6月期末までの検収・売上計上を目指

し、顧客との協議を行ってまいりましたが、様々な基板サイズへの対応や工程プロセスの

変更等により、平成20年6月期第3四半期までに見込んでいた最終仕様の確定に至らず、正

式受注が遅れ、平成20年6月期末までの受注見込みとなりました。このため、この受注予

定分について平成20年6月期末に見込んでいた売上が期ずれを起こすこととなり、仕様変

更に伴う追加設計等の発生が見込まれ、生産リードタイムが長期化する見込みとなったた

め、平成21年6月期第3四半期までの売上計上を見込んでおります。平成20年6月期第3四半

期までの売上の見極めおよび平成20年6月期末売上見通しを精査した結果、連結売上高で

前回予想から1,327百万円減少し、6,890百万円となる見通しとなりました。今回の予想数

値との差異に関しましては、1案件に対する大型量産機の受注単価が大きく、受注計画の

差異が業績予想数値に影響したためであります。この予想数値の差異に関しましては、受

注や売上の期ずれのリスクを極力回避すべく、営業管理体制および収益管理体制を強化し

てまいります。 

 

ロ．営業利益につきましては、生産改革による製造原価の低減に努めましたが、上記受注予

定案件の期ずれ等により、連結営業利益で前回予想から943百万円減少し、820百万円の損

失となる見通しとなりました。 

 

ハ．経常利益につきましては、上記理由等により、連結経常利益で前回予想から938百万円

減少し、890百万円の損失となる見通しとなりました。 

 

ニ．当期純利益につきましては、特別利益として役員退職慰労引当金戻入益や受注損失引当

金戻入益（中間期に361百万円を計上済）が発生したものの、上記案件のたな卸資産評価

損の発生や、平成19年11月13日付「キヤノン株式会社による当社株式および新株予約権に

対する公開買付けに関する賛同意見表明のお知らせ」および同日付「第三者割当による新

株式発行に関するお知らせ」にてお知らせした資本業務提携の株式発行諸費用の内アドバ

イザリー費用が発生したこと（中間期に216百万円を計上済）等により、連結当期純利益

で前回予想から684百万円減少し、850百万円の損失となる見通しとなりました。 
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（４）今後の見通し 

受注高が大幅に好転し、次期業績への貢献が大きくなっておりますが、受注や売上の期ずれ

のリスクを極力回避すべく、営業管理体制および利益管理体制を強化してまいります。また、大

型案件へのプロジェクト制の導入や最適調達活動の推進による部材調達コストの低減を実施し、

利益率改善に取り組んでまいります。なお、「（３）イ．」にてお知らせした装置につきまして

は、平成21年6月期第3四半期までに売上計上を見込んでおります。 

 

（注）上記の業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき作成したもので

あり、実際の業績は、今後の様々な要因により上記の業績予想数値と異なる可能性があり

ます。 

 

 

以 上 
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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

（当期）純損失であるため記載しておりません。 

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自平成17年 
７月１日 

至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 

至平成18年 
12月31日 

自平成19年 
７月１日 

至平成19年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 

至平成18年 
６月30日 

自平成18年 
７月１日 

至平成19年 
６月30日 

売上高（千円） 6,296,401 3,321,272 2,970,349 13,800,277 7,194,979 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△34,066 △1,080,246 △540,464 135,618 △2,347,104 

中間（当期）純損失（千円） 116,857 2,245,583 470,961 154,762 4,776,593 

純資産額（千円） 3,810,614 1,494,104 6,545,645 3,747,651 1,136,902 

総資産額（千円） 16,079,698 9,336,307 13,277,963 14,985,271 8,730,001 

１株当たり純資産額（円） 259.94 101.92 195.14 255.64 58.77 

１株当たり中間（当期）純損

失金額（円） 
7.97 153.18 23.96 10.55 313.18 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 23.6 16.0 49.2 25.0 13.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△3,785,083 1,441,957 △864,547 △3,477,413 1,142,673 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△90,101 △41,415 11,665 △166,091 315,114 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
3,664,017 △1,644,390 5,391,858 3,303,627 188,785 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
1,131,230 758,672 7,188,071 1,002,521 2,649,094 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

210 

[31] 

208 

[41] 

153 

[27] 

211 

[32] 

193 

[37] 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

（当期）純損失であるため記載しておりません。 

回次 第39期中 第40期中 第41期中 第39期 第40期 

会計期間 

自平成17年 
７月１日 

至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
７月１日 

至平成18年 
12月31日 

自平成19年 
７月１日 

至平成19年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 

至平成18年 
６月30日 

自平成18年 
７月１日 

至平成19年 
６月30日 

売上高（千円） 4,687,045 1,713,820 1,018,470 10,226,295 4,052,756 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△51,526 △1,096,283 △529,812 114,030 △2,421,443 

中間（当期）純損失（千円） 127,897 2,256,397 462,468 170,655 4,814,443 

資本金（千円） 2,500,000 2,500,000 6,572,646 2,500,000 3,611,946 

発行済株式総数（千株） 14,901 14,901 33,784 14,901 19,584 

純資産額（千円） 3,734,120 1,413,180 6,475,395 3,677,746 1,040,182 

総資産額（千円） 14,931,146 8,335,925 12,213,433 13,787,644 7,916,844 

１株当たり純資産額（円） 254.72 96.40 193.05 250.87 53.77 

１株当たり中間（当期）純損

失金額（円） 
8.72 153.92 23.53 11.64 315.66 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 25.0 16.9 53.0 26.6 13.1 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

192 

[27] 

185 

[36] 

132 

[21] 

188 

[28] 

172 

[31] 
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２【事業の内容】 

 当社は、財務体質の強化を目的に、平成19年11月にキヤノン株式会社（東証コード：７７５１）の当社普通株式に

対する公開買付けに対して賛同し、12月には同社を対象にした第三者割当増資等を行い、キヤノン株式会社の連結子

会社になりました。 

 その結果、当社グループは、当社、親会社１社、連結子会社１社、非連結子会社で持分法非適用会社４社及び持分

法非適用関連会社１社の構成となり、有機ＥＬパネル製造装置を中核とした真空技術応用製品の開発・製造・販売・

サービスをおこなう「真空技術応用製品事業」、工作機械の仕入・販売・輸出を行う「ＮＣ工作機械等販売事業」及

びＦＡシステム・インテグレーターとして自動化・効率化を手掛ける「その他事業」を事業内容としております。 

  真空技術応用製品事業    トッキ株式会社 

  ＮＣ工作機械等販売事業    トッキ・インダストリーズ株式会社 

                津特機械貿易(上海)有限公司 

                TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD. 

                津上特機（上海）機械貿易有限公司 

 その他事業          トッキ・インダストリーズ株式会社 

                株式会社トッキテクニカ 

 その他              ＴＥＳ ＬＬＣ 

 当社グループの取引を図示しますと次のとおりです。 

 
（注）１．無印は連結子会社、※１は非連結子会社で持分法非適用会社、※２は持分法非適用関連会社であります。 

   ２. 点線は出資の状況を示し、記載のパーセンテージは出資の割合を示しております。 

     ３. ※３は実質的に支配していると認められるため、子会社としております。 

 

津特機械貿

易(上海)有
限公司※２

（NC 工作

機械等販売

事業） 

得 意 先（国内・海外ユーザー）・販売商社 
 

トッキ株式

会社（当社） 
(真空技術応

用製品事業) 

株式会社ト

ッキテクニ

カ ※１ 
（その他事

業） 

真空技術応

用製品の販

売 

工作機械・

ＦＡ製品等

の販売 
ＦＡ製

品等の

販売 

トッキ・インダストリーズ株式会社 
（ＮＣ工作機械等販売事業）（その他事業） 

部品等

の販売 

100％

100% 

30％

ＦＡ製品等

の販売 

TOKKI 

INDUSTRIES 

VIETNAM 

CO.,LTD.  ※1 

（NC 工作機械

等販売事業） 

工作機械等

の販売・保守

工作機械等

の販売・保守 

津上特機 (上
海)機械貿易

有 限 公 司

※１（NC 工

作機械等販

売事業） 

工作機械等の

販売・保守 

100％

ＴＥＳ ＬＬＣ※

１．３（その他） 

海外投資の

運用、保険業

務 

キヤノン株式会社 
（親会社） 

66% 
真空技術応用

製品の販売 

工作機械

等の販売 

工作機械

等の販売
100％工作機械

等の販売
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３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）有価証券報告書提出会社であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（契約社員、パートタイマー、顧問を含む。）は、当中間連結会

計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

 ２．従業員数が前連結会計年度末に比べ40名減少しておりますが、この減少の主なものは、提出会社における

取引先への出向及び希望退職者の募集によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（契約社員、パートタイマー、顧問を含む。）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載し

ております。 

 ２．従業員数が前事業年度末に比べ40名減少しておりますが、この減少の主なものは、当社取引先への出向及

び希望退職者の募集によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割合 
又は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（親会社） 

キヤノン株式会社 
（注） 

東京都大田区 174,698 
事務機、カメ
ラ、光学機器等
の製造・販売 

 被所有 

66.48 
当社製品の販売先 

  平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

真空技術応用製品事業 132 (21) 

ＮＣ工作機械等販売事業 18 (5) 

その他事業 3 (1) 

合計 153 (27) 

  平成19年12月31日現在

従業員数（人） 132 (21) 
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第２【事業の状況】 

 （注） 事業の状況に記載されている金額には消費税等は含まれておりません。 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における有機ＥＬディスプレイパネル業界におきましては、有機ＥＬディスプレイをメイン

ディスプレイに搭載した携帯電話の相次ぐ販売開始や、世界初の有機ＥＬテレビが国内発売されるなど、有機ＥＬ

ディスプレイの魅力を体感できる場が一気に広がる会計年度となりました。  

  当社グループはこのような状況下で、前期の第40期に納品した大型基板用有機ＥＬ量産製造装置並びに化合物太

陽電池製造装置のフォローアップ、ＧＥグローバル・リサーチとの膜封止技術及び製造装置の共同開発の促進、受

注拡大のための営業力強化、主要顧客に対する直販体制の確立などを行ってまいりました。  

  その結果、当中間連結会計期間の受注高は51億64百万円(前年同期比249.0％増)、受注残高は42億36百万円(前年

同期比4.6％増)となりました。  

 しかしながら、売上高は前期末現在での受注残高が20億42百万円という低い水準にあったため、前年同期比

10.5%減の29億70百万円となりました。  

 利益面につきましては、製造原価の低減や販管費の削減、取引先への出向による労務費の負担軽減などの施策を

行いましたが、売上高の減少幅は大きく、営業損失は４億89百万円(前年同期は10億56百万円の営業損失)、経常損

失は５億40百万円(前年同期は10億80百万円の経常損失)となりました。また、特別利益として受注損失引当金の戻

入益を計上し、特別損失として財務内容の改善のため資本関係の再構築を行ったことに伴い発生したアドバイザリ

ー費用を計上した結果、中間純損失は４億70百万円(前年同期は22億45百万円の当期純損失)となりました。  

当中間連結会計期間の販売実績を事業別に表示すると、下記のとおりであります。  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等調整前中

間純損失があったものの株式の発行による収入があったこと等により、前連結会計年度末に比べ45億38百万円増加

し、当中間連結会計期間末には71億88百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によって使用した資金は８億64百万円（前年同期は得られた資金14億41百万円）となりました。これは

主に、税金等調整前中間純損失があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によって得られた資金は11百万円（前年同期は使用した資金41百万円）となりました。これは主に、投

資有価証券の売却による収入があったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動によって得られた資金は53億91百万円（前年同期は使用した資金16億44百万円）となりました。 

これは主に、株式の発行による収入があったことによるものです。 

区分 金額（千円） 増減率（％） 

真空技術応用製品事業 1,018,470 △40.5 

ＮＣ工作機械等販売事業  1,821,741 32.2 

その他事業  130,137 △43.4 

合計 2,970,349 △10.5 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）金額は販売価格によっております。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）真空技術応用製品事業の受注高の前年同期比は、前中間連結会計期間がマイナスであったため記載しておりませ

ん。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

真空技術応用製品事業 1,018,470 59.4 

ＮＣ工作機械等販売事業  － － 

その他事業  106,568 51.0 

合計 1,125,038 58.5 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

真空技術応用製品事業 3,088,609 － 3,566,771 110.5 

ＮＣ工作機械等販売事業  1,824,137 119.9 519,998 73.3 

その他事業  251,956 180.6 150,168 132.2 

合計 5,164,703 349.0 4,236,937 104.6 
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 （注）受注状況の内容を品目別に記載すると次のとおりとなります。 

 （注）① 製商品の内容が多種多様であり、単位当たりの受注価格が多岐にわたるため数量の記載は省略しておりま

す。 

    ② その他事業は、ＦＡ製品並びにその他の品目区分の合計となっております。 

 ③  前中間連結会計期間における海外の真空製品の受注高は、台湾企業向装置の出荷停止措置の影響により、 

△1,743,673千円になっております。 

 ④  当中間連結会計期間における海外の真空製品の受注高は、中国市場向け装置について当社から受注獲得交渉

を中止したことにより、△370,717千円になっております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

区分 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

受注高(千円） 受注残高(千円） 受注高(千円） 受注残高(千円） 

製品         

（国内）         

ＦＡ製品 68,566 59,390 127,897 72,528 

真空製品 1,562,751 1,404,974 3,459,327 3,272,099 

（海外）         

ＦＡ製品 47,800 47,800 104,089 74,440 

真空製品 △1,743,673 1,822,350 △370,717 294,672 

小計 △64,555 3,334,514 3,320,596 3,713,739 

商品         

（国内）         

ＮＣ工作機械 596,667 384,332 775,373 234,095 

その他 271,237 88,090 252,113 52,819 

（海外）         

ＮＣ工作機械 594,412 202,184 748,700 219,596 

その他 58,901 33,987 47,950 13,487 

小計 1,521,218 708,593 1,824,137 519,998 

その他         

（国内）         

運輸等 4,547 1,485 3,504 － 

（海外）         

運輸等 18,552 4,850 16,465 3,200 

小計 23,099 6,335 19,969 3,200 

計 1,479,762 4,049,443 5,164,703 4,236,937 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

真空技術応用製品事業 1,018,470 59.4 

ＮＣ工作機械等販売事業  1,821,741 132.2 

その他事業 130,137 56.5 

合計 2,970,349 89.4 
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 （注）１．販売実績の内容を品目別に記載すると次のとおりとなります。 

 （注）① 製商品の内容が多種多様であり、単位当たりの販売価格が多岐にわたるため数量の記載は省略しておりま

す。 

    ② その他事業は、ＦＡ製品並びにその他の品目区分の合計となっております。 

      ２．主要な相手先別の販売実績及び当該実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 （注）前中間連結会計期間の株式会社日立ハイテクノロジーズ、当中間連結会計期間の昭和シェル石油株式会社、ＴＤ

Ｋ株式会社については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

区分 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

製品         

（国内）         

ＦＡ製品 60,086 1.8 76,918 2.5 

真空製品 1,623,895 48.8 901,660 30.3 

（海外）         

ＦＡ製品 148,470 4.4 29,649 0.9 

真空製品 89,924 2.7 116,810 3.9 

小計 1,922,376 57.8 1,125,038 37.8 

商品         

（国内）         

ＮＣ工作機械 522,504 15.7 759,637 25.5 

その他 249,530 7.5 247,082 8.3 

（海外）         

ＮＣ工作機械 564,388 16.9 762,388 25.6 

その他 40,917 1.2 52,634 1.7 

小計 1,377,340 41.4 1,821,741 61.3 

その他         

（国内）         

運輸等 3,062 0.0 3,504 0.1 

（海外）         

運輸等 18,493 0.5 20,065 0.6 

小計 21,556 0.6 23,569 0.7 

計 3,321,272 100.0 2,970,349 100.0 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社日立ハイテクノロジーズ － － 582,906 19.6 

昭和シェル石油株式会社 558,049 16.8 － － 

ＴＤＫ株式会社 404,153 12.1 － － 
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３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりますが、経営構造改革のための

施策を強力に遂行していくことにより、黒字化を実現するよう努めてまいります。 

財務内容の改善のため、キヤノン株式会社に対する第三者割当増資を実施し、平成19年12月28日に発行総額

5,921,400千円の払込みを受けております。当該払込資金により、平成20年１月に、当社は短期借入金全額の返済を行

っております。この第三者割当増資によって、当社が円滑な受注活動及び受注機会の確保を図る上で不可欠となる運

転資本の確保が可能となり、当社財務基盤の強化がもたらされました。今後は当社の企業価値向上を図るべく努めて

まいります。   

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は、株式会社日立ハイテクノロジーズ（本社 東京都港区 資本金 7,938百万円）と、有機ＥＬ製造装置を

はじめとする電子デバイス製造に関する真空応用装置ならびに生産システムについて、国内販売ならびに台湾・韓国

を中心としたアジア地域と欧米の海外営業及びサービス等について代理店契約を締結しており、基本契約の更改につ

いて協議を行ってまいりましたが、交渉期限までに協議が調わず、当中間連結会計期間に基本契約が既に終了してい

ることを平成19年11月12日開催の当社取締役会にて正式に確認致しました。 

 当社は、キヤノン株式会社と、有機ＥＬ事業及びその他の事業においてそれぞれの強みを生かした相互補完・協力

関係を構築すること、ならびにキヤノン株式会社が当社に出資し、当社をキヤノン株式会社の連結子会社とすること

により、両社がキヤノングループとして継続的に発展していくことを目的として、平成19年11月13日付で、資本業務

提携契約書を締結しております。 

その概要は以下のとおりであります。 

（1） キヤノン株式会社は、当社の発行済普通株式及び新株予約権を対象とする公開買付け（以下「本ＴＯＢ」とい

う）を実施する。 

（2） キヤノン株式会社は、本ＴＯＢが成立することを条件として、当社の実施する第三者割当による募集株式の発

行（以下「本新株発行」という。）により発行される当社の普通株式の全てを引き受ける。 

（3） 当社は本新株発行にかかる払込の完了を条件として、平成20年３月を目途に、キヤノン株式会社の提案内容に

従い、新たに当社の取締役４名及び監査役２名を選任すること等を議案とする当社臨時株主総会を開催する。また、

臨時株主総会終了直後に開催される当社取締役会において、キヤノン株式会社の指名する者１名が代表取締役として

選定されるものとする。 

 

 これに伴い、当社はキヤノン株式会社の当社普通株式に対する公開買付けに対して賛同し、平成19年12月に同社を

対象にした第三者割当増資等を行い、キヤノン株式会社の連結子会社になりました。 

 また、当社は平成20年３月25日に臨時株主総会を開催し、新たに当社の取締役４名及び監査役２名が選任され、臨

時株主総会終了直後に開催された取締役会において、うち１名が代表取締役として選定されております。 

５【研究開発活動】 

  当社グループは、ＩＴバブル崩壊後も飛躍的に進化する技術革新の中で、常に独自性のある先端技術開発企業とい

うビジネスモデルを確立すべく、日々研究開発活動を続けており、平成15年12月には真空技術応用製品事業における

研究開発の拠点としてＲ＆Ｄセンターを見附工場敷地内に竣工いたしました。また、研究開発費の総額は97,908千円

であります。 

  当中間連結会計期間における当社グループの事業の種類別セグメントの研究開発活動の主なテーマは、以下のとお

りであります。 

（1）真空技術応用製品事業 

①ケンブリッジ・ディスプレイ・テクノロジー社（CDT社・英国）との高分子有機ELの量産技術の共同開発  

②有機ELの面発光デバイス用高効率蒸着法開発  

③新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）プロジェクト参加による高分子有機EL製造プロセス開発  

④TFT基板等の超平坦化・高精度洗浄装置の開発  

⑤次世代型・薄膜太陽電池量産装置の開発  

⑥（独）産業技術総合研究所との有機薄膜太陽電池製造装置の開発 

⑦ＧＥグローバル・リサーチとのPE-CVD膜封止技術および装置の共同開発  

⑧大型基板用有機EL量産装置の開発 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容等は、次のとおりであります。 

（平成16年９月29日定時株主総会決議） 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年３月28日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 33,784,224 33,784,224 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 33,784,224 33,784,224 － － 

 
中間会計期間末現在 

（平成19年12月31日） 
提出日の前月末現在 

（平成20年２月29日） 

新株予約権の数（個） 175 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 17,500 ※１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000 ※２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年９月30日 

至 平成21年９月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額 
－ － 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使は

できないこととする。 

②その他の事項については、

当社取締役会の決議をもっ

て決定するものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要

するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
－ － 
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（注）１．※１ 新株予約権を発行する日（以下「発行日」という）後、当社が当社普通株式につき株式分割または株

式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し（１株未満の端数は切捨て）、新株予約権

の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消却されていない新株予約権の総数

を乗じた数とする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

 また、発行日後、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要と

するやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的

な範囲で付与株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行

使または消却されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

※２ 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行又は移転する株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という）に付与株式数を乗じた金額とする。 

 なお、発行日後、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

①当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

②当社が、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新

株予約権の行使の場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

株数はこれを切り上げる。 

 なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株

式の総数を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に読み替えるものとする。 

③当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を

調整するものとする。 

２．新株予約権の消滅事由・条件 

①当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、無償にて消却することができるものと

する。 

②当社が消滅会社となる合併が当社株主総会で承認されたとき又は当社が完全子会社となる株式交換若しく

は株式移転が当社株主総会で承認されたときは、当社は未行使の新株予約権を無償にて消却することがで

きる。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）  第三者割当による新株の発行 

割当先    キヤノン株式会社       

発行価格              417円 

資本組入額           208.5円 

 
調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

1  

  分割・併合の比率  

         
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 時価 

          既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年12月28日

（注） 
14,200,000 33,784,224 2,960,700 6,572,646 2,960,700 4,697,561 
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（５）【大株主の状況】 

（注）１．上記のほか自己株式が241千株あります。 

 ２．前事業年度末現在主要株主でなかったキヤノン株式会社は、当中間期末では主要株主となっております。 

（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）含まれて

おります。 

  平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

キヤノン株式会社 東京都大田区下丸子三丁目30番２号 22,301 66.01 

津上 晃寿 東京都世田谷区 444 1.31 

津上 健一 東京都世田谷区 202 0.59 

株式会社パワーズアソシエイト 東京都新宿区市谷台町８番８号 120 0.35 

藍澤不動産株式会社 東京都中央区日本橋一丁目18番14号 75 0.22 

腕野 勉  大阪府豊中市 62 0.18 

トッキ取引先持株会 東京都中央区八丁堀二丁目21番２号 60 0.17 

ゴールドマン・サックス・インタ
ーナショナル  
（常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券株式会社）  

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

（東京都港区六本木六丁目10番１号六本

木ヒルズ森タワー） 

50 0.15 

トッキ従業員持株会 東京都中央区八丁堀二丁目21番２号 50 0.14 

中村 宏賢  東京都武蔵野市 50 0.14 

計 － 23,416 69.31 

  平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   241,600 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,541,900 335,419 同上 

単元未満株式 普通株式        724 － 同上 

発行済株式総数         33,784,224 － － 

総株主の議決権 － 335,419 － 
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②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

  平成19年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

トッキ株式会社 
東京都中央区八丁

堀二丁目21番２号 
241,600 － 241,600 0.71 

計 － 241,600 － 241,600 0.71 

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

高（円） 628 598 385 645 607 636 

低（円） 505 280 285 351 442 486 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式
数 
（千株） 

就任年月
日 

代表取締役

副社長 

見附事業所

統括兼生産

統括部長  

柳楽 卓司 昭和31年２月９日生

昭和54年４月 株式会社モリリカ入社 

昭和58年９月 日電アネルバ株式会社

（現キヤノンアネルバ株

式会社）入社 

平成６年７月 同社生産本部装置検査部

課長 

平成12年１月 同社生産推進本部検査グ

ループグループマネージ

ャー 

平成13年７月 同社生産推進本部装置生

産グループグループマネ

ージャー 

平成15年６月 同社取締役 

同社生産事業部長 

平成20年３月 当社入社 

代表取締役副社長執行役

員見附事業所統括兼生産

統括部長（現任） 

（注）２ － 
平成20年 

３月25日 

専務取締役 
技術統括部

長 
鳴海 廣治 昭和23年７月17日生

昭和44年４月 キヤノン株式会社入社 

昭和60年７月 同社精機工場機器部機器

第三設計室課長 

平成６年７月 同社生産本部生産技術セ

ンター精密技術開発部副

部長 

平成８年１月 同社生産本部生産技術セ

ンター精密技術開発部部

長 

平成12年１月 同社コアテクノロジー開

発本部生産技術研究所所

長 

平成19年10月 同社デバイス開発本部Ｏ

Ｄ開発センター上席担当

部長 

平成20年３月 当社入社 

専務取締役執行役員技術

統括部長（現任） 

（注）２ － 
平成20年 

３月25日 

 

2008/03/25 23:50:37トッキ株式会社/半期報告書/2007-12-31

-    -14



（注）１．監査役深谷 正樹及び佐々木泰蔵は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

   ２．平成20年３月25日開催の臨時株主総会の終結の時から平成20年６月期に係る定時株主総会の終結の時まで

であります。 

   ３．平成20年３月25日開催の臨時株主総会の終結の時から平成23年６月期に係る定時株主総会の終結の時まで

であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式
数 
（千株） 

就任年月
日 

取締役 

財務経理統

括部長兼財

務経理部長 

新保 俊二 昭和29年４月21日生

昭和53年４月 キヤノン株式会社入社 

平成11年４月 同社カメラ事業本部レン

ズ事業部宇都宮工場宇都

宮総務部経理課課長 

平成15年７月 同社イメージコミュニケ

ーション事業本部イメー

ジコミュニケーション事

業本部長室担当部長 

平成18年４月 同社光学機器事業本部光

機事業管理センター光機

経理部部長 

平成20年１月 同社経理本部経理企画部

担当部長 

平成20年３月 当社入社 

取締役執行役員財務経理

統括部長兼財務経理部長

（現任） 

（注）２ － 
平成20年 

３月25日 

取締役   鵜川 浩 昭和29年12月18日生

昭和59年５月 キヤノン株式会社入社 

平成３年８月 Canon Hi-Tech(Thailan
d)Ltd.管理部長  

平成６年４月 Canon Italia S.p.A.管

理部長  

平成10年７月 Canon U.S.A.,Inc.総合

企画部長  

平成19年２月 キヤノン株式会社企画本

部副本部長（現任） 

平成20年３月 当社取締役（現任） 

（注）２ － 
平成20年 

３月25日 

監査役   深谷 正樹 昭和27年12月９日生

昭和52年４月 キヤノン株式会社入社 

昭和63年１月 同社研究開発本部コンポ

ーネント開発センターＣ

Ｓ開発部ＣＳプロセス開

発室室長 

平成６年１月 同社研究開発本部ナノテ

ク研究所ナノテク推進部

副部長 

平成６年７月 同社研究開発本部ナノテ

ク研究所ナノテク推進部

部長 

平成14年４月 同社デバイス開発本部Ｅ

ＬＴＲＡＮ事業推進セン

ター副所長 

平成19年１月 同社デバイス開発本部半

導体デバイス工場工場長

（現任） 

平成20年３月 当社監査役（現任） 

（注）３ － 
平成20年 

３月25日 

監査役   佐々木泰蔵 昭和35年１月15日生

昭和58年４月 キヤノン株式会社入社 

平成14年１月 同社経理本部経営管理部

予算課課長 

平成18年４月 同社経理本部グローバル

経理統括センター経営管

理部副部長 

平成20年１月 同社経理本部グローバル

経理統括センター経営管

理部部長（現任） 

平成20年３月 当社監査役（現任） 

（注）３ － 
平成20年 

３月25日 
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(2）退任役員 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役会長   津上 健一 平成20年３月25日 

取締役  生産改革担当 小澤 文裕 平成20年３月25日 

取締役   佐武 伸 平成20年３月25日 

監査役    武田 茂 平成20年３月25日 

監査役    松本 康 平成20年３月25日 
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平

成19年12月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の中

間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

（１）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     758,672     7,188,071     2,649,094   

２．受取手形及び売掛
金 

※２   1,513,283     1,449,084     1,355,441   

３．たな卸資産     2,513,395     849,107     682,787   

４. その他     107,948     159,514     185,638   

貸倒引当金     △698     △980     △684   

流動資産合計     4,892,601 52.4   9,644,798 72.6   4,872,278 55.8 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産                     

(1）建物及び構築物 
※ 

1.5.6 
2,133,630     1,985,598     2,051,010     

(2）土地 ※5.6 892,320     892,320     892,320     

(3）その他 
※ 

1.5.6 
208,127 3,234,078   234,995 3,112,914   266,538 3,209,870   

２．無形固定資産 ※６    177,342     129,418     153,899   

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券 ※５ 319,553     118,466     214,631     

(2）役員生命保険掛
金 

※５ 345,949     134,405     133,743     

(3）その他 ※１ 369,182     143,090     147,985     

貸倒引当金   △2,401 1,032,285   △5,131 390,831   △2,405 493,953   

固定資産合計     4,443,706 47.5   3,633,164 27.3   3,857,723 44.1 

資産合計     9,336,307 100.0   13,277,963 100.0   8,730,001 100.0 
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前中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

                      

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形及び買掛
金 

※２   1,030,728     904,266     1,024,195   

２．短期借入金 ※５   3,297,380     3,108,380     3,241,380   

３．受注損失引当金     57,771     66,466     363,253   

４．その他     625,175     558,458     485,695   

流動負債合計     5,011,055 53.6   4,637,571 34.9   5,114,524 58.5 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※５   2,596,085     1,898,464     2,271,100   

２．繰延税金負債     64,012     1,525     32,533   

３．退職給付引当金     －     21,149     －   

４．役員退職慰労引当
金     171,050     173,606     174,940   

固定負債合計     2,831,147 30.3   2,094,745 15.7   2,478,574 28.3 

負債合計     7,842,203 83.9   6,732,317 50.7   7,593,099 86.9 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     2,500,000 26.7   6,572,646 49.5   3,611,946 41.3 

２．資本剰余金     1,304,565 13.9   4,697,561 35.3   2,416,426 27.6 

３．利益剰余金     △2,206,930 △23.6   △4,529,336 △34.1   △4,737,940 △54.2 

４．自己株式     △197,271 △2.1   △197,271 △1.4   △197,271 △2.2 

株主資本合計     1,400,363 14.9   6,543,599 49.2   1,093,161 12.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金     93,741 1.0   2,045 0.0   43,741 0.5 

評価・換算差額等合
計 

    93,741 1.0   2,045 0.0   43,741 0.5 

純資産合計     1,494,104 16.0   6,545,645 49.2   1,136,902 13.0 

負債純資産合計     9,336,307 100.0   13,277,963 100.0   8,730,001 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     3,321,272 100.0   2,970,349 100.0   7,194,979 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,736,737 112.5   2,790,659 93.9   8,197,117 113.9 

売上総利益又は
売上総損失(△）     △415,464 △12.5   179,689 6.0   △1,002,137 △13.9 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１   640,564 19.2   668,694 22.5   1,236,174 17.1 

営業損失     1,056,029 △31.7   489,004 △16.4   2,238,311 △31.1 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   1     292     71     

２．工場立地助成金
収入 

  7,875     6,300     7,875     

３．不動産賃貸収入   7,249     －     12,774     

４．仕入割引   3,643     7,326     6,255     

５. 為替差益   －     5,738     －     

６. 未払金取崩益   －     4,562     －     

７．福利厚生助成金 
戻入益   －     －     7,610     

８．その他   9,197 27,966 0.8 10,275 34,495 1.1 17,752 52,339 0.7 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   42,115     52,411     100,087     

２. 手形売却損     5,566     －     5,566     

３．減価償却費   2,062     2,536     4,953     

４．株式交付費   －     30,351     9,647     

５．新株予約権発行 
費 

  －     －     11,263     

６．その他   2,439 52,183 1.5 656 85,956 2.8 29,613 161,131 2.2 

経常損失     1,080,246 △32.5   540,464 △18.1   2,347,104 △32.6 

Ⅵ 特別利益                     

１．貸倒引当金戻入 
額 

  1,070     －     1,080     

２．投資有価証券売 
却益   －     5,288     12,773     

３．固定資産売却益 ※２ －     －     91     

４．受注損失引当金
戻入益   －     361,417     －     

５．過年度合理化費
用戻入益 

  －     15,240     －     

６．役員退職慰労引
当金戻入益   － 1,070 0.0 3,349 385,294 12.9 － 13,944 0.1 
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前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失                     

１．たな卸資産評価
損 

※３ 1,055,793     99,808     2,205,390     

２．固定資産除却損 ※４ 19     －     36     

３．固定資産売却損 ※５ －     －     8,294     

４．関係会社株式評
価損   －     －     6,833     

５．事業所移設費用   －     －     53,625     

６. 合理化費用  ※６ －     －     27,000     

７．アドバイザリー
費用 

※７ － 1,055,812 31.7 216,500 316,308 10.6 － 2,301,180 31.9 

税金等調整前中
間(当期）純損
失 

    2,134,988 △64.2   471,478 △15.8   4,634,340 △64.4 

法人税、住民税
及び事業税   9,050     4,551     40,201     

法人税等調整額   101,544 110,594 3.3 △5,068 △517 △0.0 102,051 142,253 1.9 

中間（当期）純
損失 

    2,245,583 △67.6   470,961 △15.8   4,776,593 △66.3 
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③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 

 

株主資本  
 評価・換算差額

等 

 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

平成18年６月30
日残高（千円）  2,500,000 1,475,220 △132,002 △197,271 3,645,946 101,705 3,747,651

中間連結会計期
間中の変動額               

 欠損填補   △170,655 170,655   － － －

 中間純損失     △2,245,583   △2,245,583 － △2,245,583

株主資本以外
の項目の中間
連結会計期間
中の変動額   
（純額） 

        － △7,963 △7,963

中間連結会計期
間中の変動額合
計  （千円） 

－ △170,655 △2,074,928 － △2,245,583 △7,963 △2,253,547

平成18年12月31
日残高（千円） 2,500,000 1,304,565 △2,206,930 △197,271 1,400,363 93,741 1,494,104

 

株主資本  
 評価・換算差額

等 

 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

平成19年６月30
日残高（千円）  3,611,946 2,416,426 △4,737,940 △197,271 1,093,161 43,741 1,136,902

中間連結会計期
間中の変動額               

 新株の発行 2,960,700 2,960,700     5,921,400 － 5,921,400

 欠損填補   △679,565 679,565   － － －

 中間純損失     △470,961   △470,961 － △470,961

株主資本以外
の項目の中間
連結会計期間
中の変動額   
（純額） 

        － △41,695 △41,695

中間連結会計期
間中の変動額合
計  （千円） 

2,960,700 2,281,134 208,603 － 5,450,438 △41,695 5,408,742

平成19年12月31
日残高（千円） 6,572,646 4,697,561 △4,529,336 △197,271 6,543,599 2,045 6,545,645
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 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 

株主資本  
 評価・換算差額

等 

 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

平成18年６月30
日残高（千円）  2,500,000 1,475,220 △132,002 △197,271 3,645,946 101,705 3,747,651

連結会計年度中
の変動額               

 新株の発行 1,111,946 1,111,861     2,223,807 － 2,223,807

 欠損填補   △170,655 170,655   － － －

 当期純損失     △4,776,593   △4,776,593 － △4,776,593

株主資本以外
の項目の連結
会計年度中の
変動額（純
額） 

        － △57,963 △57,963

連結会計年度中
の変動額合計
（千円） 

1,111,946 941,206 △4,605,938 － △2,552,785 △57,963 △2,610,749

平成19年６月30
日残高（千円） 3,611,946 2,416,426 △4,737,940 △197,271 1,093,161 43,741 1,136,902
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

        

税金等調整前中間（当期）純損
失 

  △2,134,988 △471,478 △4,634,340 

減価償却費   122,490 130,452 246,466 

貸倒引当金の増減額（△は減
少）   △1,070 3,021 △1,080 

受注損失引当金の増減額(△は
減少)    57,771 △296,787 363,253 

退職給付引当金の増減額(△は
減少) 

  △34,389 21,149 △34,389 

役員退職慰労引当金の増減額
(△は減少) 

  △3,599 △1,334 291 

受取利息及び受取配当金   △539 △881 △2,308 

支払利息   42,115 52,411 100,087 

株式交付費    － 30,351 9,647 

アドバイザリー費用    － 216,500 － 

投資有価証券売却損(△は売却
益) 

  － △5,288 △12,773 

たな卸資産評価損   1,055,793 105,081 2,205,390 

売上債権の増減額（△は増加）   3,814,914 △93,643 3,972,756 

たな卸資産の増減額（△は増
加）   327,968 △271,402 1,008,979 

未収消費税等の増減額（△は減
少）     － 48,519 △58,267 

仕入債務の増減額（△は減少）   △1,601,722 △119,928 △1,608,255 

未払消費税等の増減額（△は減
少）    △129,896 － △129,896 

その他   △35,136 △102,882 △162,172 

小計   1,479,710 △756,139 1,263,389 

利息及び配当金の受取額   2,492 881 4,261 

利息の支払額   △40,204 △64,703 △84,452 

アドバイザリー費用の支払額   － △5,000 － 

法人税等の支払額   △5,223 △37,989 △7,238 

法人税等の還付額   5,181 － 5,081 

その他    － △1,597 △38,366 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  1,441,957 △864,547 1,142,673 
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前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

        

有形固定資産の取得による支出   △31,592 △8,484 △120,084 

無形固定資産の取得による支出   △1,990 △95 △10,070 

投資有価証券の取得による支出   △3,505 △2,991 △6,976 

投資有価証券の売却による収入   － 34,500 30,300 

役員生命保険の積立による支出   △139,789 △662 △141,156 

役員生命保険の解約による収入   133,970 － 350,275 

その他   1,492 △10,601 212,827 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △41,415 11,665 315,114 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

        

短期借入金の純増減額(△は減
少) 

  △1,230,000 △110,000 △1,260,000 

長期借入金の借入による収入   － － 87,205 

長期借入金の返済による支出   △414,390 △389,190 △852,580 

株式の発行による収入   － 5,891,048 2,214,160 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △1,644,390 5,391,858 188,785 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△
は減少)   △243,848 4,538,976 1,646,573 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,002,521 2,649,094 1,002,521 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※１ 758,672 7,188,071 2,649,094 
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

 当社グループは、当中間連結会計期間に

おいて、売上高については3,321,272千円

と前年同期に比べ2,975,128千円の大幅減

となり、1,080,246千円の経常損失及び

2,245,583千円の中間純損失と重要な損失

を計上することとなりました。 

 当該状況により、当社グループには継続

企業の前提に重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当該事象を解消すべく、当下期以降に向

けた経営構造改革のための施策を作成し、

その実行を強力に遂行していく所存であり

ます。 

①  当社役員報酬及び従業員給与・賞与の

削減、並びに早期退職優遇制度の適用 

  当社役員、執行役員の報酬を削減いた

します。尚、当社管理職及び一般社員に

つきましても賃金の一部削減を実施し、

労務費の低減を図ります。また、早期退

職優遇制度の適用及び人員配置の適正な

見直しにより、労働生産性を高めます。 

②  当社本社機能の見附工場への統合 

  事務所運営費用の経費削減及び全体的

な業務効率、並びに生産性の向上を図る

ため、当社本社機能のうち営業部、総務

部、財務・経理部を見附工場に統合いた

します。それにより、現本社屋事務所の

賃貸借契約は可及的速やかに解約致しま

す。 

③  連結子会社との一部業務統合 

  連結子会社との間で共通した管理業務

を統合することで、業務効率の向上、及

び経費削減を図ります。 

 当社グループは、前連結会計年度におい

て、売上高については7,194,979千円と前

年同期に比べ6,605,297千円の大幅減とな

り、2,347,104千円の経常損失及び

4,776,593千円の当期純損失と重要な損失

を計上しております。また、当中間連結会

計期間においても、540,464千円の経常損

失及び470,961千円の中間純損失となって

おります。そのため、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

 当該状況を解消すべく、平成19年1月に

経営構造改革のための施策を作成し、その

実行を強力に遂行してまいりました。 

 その主な内容は以下の通りであります。 

① 当社役員報酬及び従業員給与・賞与の

削減、並びに早期退職優遇制度の適用 

② 当社本社機能の見附工場への一部統合 

③ 連結子会社との一部業務統合 

④ 一部の工場売却 

⑤ ＧＥとの業務提携による新規技術・事

業への取り組み 

⑥ 製品レンジ拡大への取り組み 

 しかしながら、大型受注案件の成約に

は、なお、時間がかかっている状況にあ

り、このような中で早期黒字化を実現する

ために、経営構造改革の為の施策を引き続

き展開すると共に、事業の安定化と継続的

な収益の確保、並びに事業力の抜本的向上

のための経営改革を推し進めてまいりま

す。 

 その内容は以下の通りであります。 

① 事業多角化の推進 

 当社は、有機ＥＬ製造装置を中核として

まいりましたが、第二の柱として実用化に

入った薄膜太陽電池製造装置事業及び電子

部品製造装置事業の拡充、更に受託生産事

業の立上げを通じて、事業の多角化を推進

してまいります。 

 当社グループは、当連結会計年度におい

て、売上高については7,194,979千円と前

年同期に比べ6,605,297千円の大幅減とな

り、2,347,104千円の経常損失及び

4,776,593千円の当期純損失と重要な損失

を計上することとなりました。当社は、当

該状況に起因して、金融機関数行より、短

期借入金の契約の更新に応じてもらえず、

短期借入金の一括返済を求められておりま

す。そのため、今後の資金繰りに重要な影

響を及ぼすおそれがあり、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。 

 短期借入金の返済については、今後の運

転資金との兼ね合いも有り、金融機関に対

して短期借入金の維持及び計画的な返済を

申し入れており、協議中であります。金融

機関数行から同意は頂いておりませんが、

引き続き短期借入金の維持及び計画的な返

済について同意を得るべく協議を継続して

おり、同意が得られるものと判断しており

ます。 

 また、当該事象を解消すべく、平成19年

１月に経営構造改革の為の施策を作成し、

その実行を強力に遂行してまいりました。 

 その主な内容は以下の通りであります。 

① 当社役員報酬及び従業員給与・賞与の

削減、並びに早期退職優遇制度の適用 

② 当社本社機能の見附工場への統合 

③ 連結子会社との一部業務統合 

④ 一部の工場売却 

⑤ ＧＥとの業務提携による新規技術・事

業への取り組み 

⑥ 製品レンジ拡大への取り組み 

 しかしながら、大型受注案件の成約には

尚時間がかかっている状況にあり、このよ

うな中で早期黒字化を実現するために、経

営構造改革の為の施策を引き続き展開する

と共に、事業の安定化と継続的な収益の確

保、並びに事業力の抜本的向上のための経

営改革を推し進めてまいります。 
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前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

④  一部の工場売却 

  全社的な業務形態の見直しの一つとし

て、長岡工場の売却によりキャッシュ・

フローの改善を図ります。 

⑤  ＧＥとの業務提携による新規技術・事

業への取り組み 

  ＧＥグローバル・リサーチセンターと

有機ＥＬディスプレイ・有機エレクトロ

ニクス製品等製造向け「ＰＥ－ＣＶＤ膜

封止技術及び装置」の共同開発を積極的

に推進し、有機エレクトロニクス技術の

発展と当社の製造装置の売上増加を見込

んでおります。また、有機照明、有機太

陽電池、有機半導体など、次世代技術と

しての活用を推進いたします。 

 ⑥ 製品レンジ拡大への取り組み 

  前期より取り組んでおります新たな事

業の柱として、有機ＥＬ製造技術の応用

により「非シリコン系薄膜太陽電池製造

装置」の分野にも進出しておりますが、

一層強化を図り、既存の有機ＥＬディス

プレイ製造装置と共に事業の拡大を見込

んでおります。更に、既存の真空技術関

連製造装置も営業体制を強化し、水晶デ

バイス・電子部品分野への製造装置を拡

販することで、売上・収益の安定を目指

します。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義

の影響を中間連結財務諸表には反映してお

りません。 

② 当社取引先への出向 

  当社は、受託生産事業の立ち上げと将

来的な拡大を狙い、平成19年10月より従

業員25名の当社取引先への出向を実施し

ております。これにより、当社取引先と

の連携を更に強化すると同時に、人的資

源の有効活用と技術力向上、及び人員配

置の適正な見直しを行います。 

  なお、この出向による労務費の負担軽

減及び従業員自然減の不補充等により、

当社全体として人件費が約３割程度改善

する見通しです。 

③  多角的な事業提携の推進 

  当社は、安定的な経営を目指して、国

内外の事業会社との多角的提携を重点戦

略の一つとして推進しております。購

買、生産、営業、マーケティング、保守

など多面的な協業を進めると共に、資本

増強も含めた抜本的な経営の強化・再構

築を図っております。 

④  経営体制の見直し 

  平成19年６月期の業績は見込みを大き

く下回りました。経営陣はこの責任を重

く受け止め、新経営体制の構築を発表し

推進しております。 

 当社は早期黒字化を実現する為に、経

営構造改革の為の施策を引き続き展開す

ると共に、事業の安定化と継続的な収益

確保、並びに事業力の抜本的向上の為の

経営改善を引き続き推し進めてまいりま

す。 

 なお、財務内容の改善のため、キヤノ

ン株式会社に対する第三者割当増資を実

施し、平成19年12月28日に発行総額

5,921,400千円の払込みを受けておりま

す。当該払込資金により、平成20年１月

に、当社は短期借入金全額の返済を行っ

ております。この第三者割当増資によっ

て、当社が円滑な受注活動及び受注機会

の確保を図る上で不可欠となる運転資本

の確保が可能となり、当社財務基盤の強

化をもたらし、当社の企業価値向上が図

られることと考えております。  

 中間連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義

の影響を中間連結財務諸表には反映してお

りません。 

 その内容は以下の通りであります。 

① 事業多角化の推進 

 当社は、有機ＥＬ製造装置事業を中核と

してまいりましたが、第二の柱として実用

化に入った薄膜太陽電池製造装置事業及び

電子部品製造装置事業の拡大、更に下記受

託生産事業の立ち上げ等を通じて、事業の

多角化を推進してまいります。 

② 当社取引先への出向 

  当社は、受託生産事業の立ち上げと将

来的な拡大を狙い、平成19年９月末より

従業員30名強の当社取引先への出向を開

始予定です。これにより、当社取引先と

の連携を更に強化すると同時に、人的資

源の有効活用と技術力向上、及び人員配

置の適正な見直しを行います。 

  なお、この出向による労務費の負担軽

減及び従業員自然減の不補充等により、

当社全体として人件費が約３割程度改善

する見通しです。 

③  多角的な事業提携の推進 

  当社は、安定的な経営を目指して、国

内外の事業会社との多角的提携を重点戦

略の一つとして推進してまいります。購

買、生産、営業、マーケティング、保守

など多面的な協業を進めると共に、資本

増強も含めた抜本的な経営の強化・再構

築を図ってまいります。 

④  経営体制の見直し 

  平成19年６月期の業績は見込みを大き

く下回りました。現経営陣はこの責任を

重く受け止め、新経営体制の構築をすで

に発表しております。 

 また、現在、中期経営計画（平成20年

６月期～平成22年６月期）を策定中です

が、初年度である第41期は黒字化を確実

に達成し、 終年度の第43期までに高収

益体質の会社に変革してまいります。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な疑義

の影響を連結財務諸表には反映しており

ません。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

１．連結の範囲

に関する事

項 

(1）連結子会社の数 １社   (1）連結子会社の数 １社   (1）連結子会社の数  １社   

連結子会社の名称   

トッキ・インダストリーズ株

式会社 

同左 同左 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

  主要な非連結子会社 

株式会社トッキテクニカ 

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM  

CO.,LTD  

TES LLC  

 （連結の範囲から除いた理由） 

  TES LLCについては、当連結会

計年度において新たに子会社と

なりましたが、株式会社トッキ

テクニカ、

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM 

CO.,LTD.及びTES LLCについて

は、小規模であり、総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

主要な非連結子会社 

株式会社トッキテクニカ 

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM  

CO.,LTD  

TES LLC  

津上特機（上海）機械貿易有限公司  

 （連結の範囲から除いた理由） 

  上記の株式会社トッキテクニカ、

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD.、

TES LLC及び津上特機（上海）機械貿易

有限公司については、小規模であり、

総資産、売上高、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。  

主要な非連結子会社 

株式会社トッキテクニカ 

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM 

CO.,LTD   

TES LLC  

津上特機（上海）機械貿易有限公司  

（連結の範囲から除いた理由） 

  TES LLC及び津上特機（上海）機械貿

易有限公司については、当連結会計年

度において新たに子会社となりました

が、株式会社トッキテクニカ、

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD.、

TES LLC及び津上特機（上海）機械貿易

有限公司については、小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

２．持分法の適

用に関する

事項 

  持分法を適用していない非連結

子会社（株式会社トッキテクニ

カ、TOKKI INDUSTRIES VIETNAM 

CO.,LTD.及びTES LLC）及び関連会

社（津特機械貿易（上海）有限公

司）は、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外して

おります。 

  持分法を適用していない非連結子会社

（株式会社トッキテクニカ、TOKKI  

INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD.、TES LLC

及び津上特機（上海）機械貿易有限公

司）及び関連会社（津特機械貿易（上

海）有限公司）は、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から除外し

ております。 

 持分法を適用していない非連結子会社

（株式会社トッキテクニカ、TOKKI  

INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD.、TES LLC

及び津上特機（上海）機械貿易有限公

司）及び関連会社（津特機械貿易（上

海）有限公司）は、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外してお

ります。  

３．連結子会社

の中間決算

日（決算

日）等に関

する事項 

  連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左   連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

４．会計処理基準に関

する事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券のうち時価のあ

るものについては中間期末日の市

場価格等に基づく時価法により評

価し、評価差額は全部純資産直入

法による処理によっております。

また、売却原価は総平均法により

算定しております。時価のないも

のについては総平均法による原価

法によっております。 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

同左 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

 その他有価証券のうち時価のあ

るものについては期末日の市場価

格等に基づく時価法により評価

し、評価差額は全部純資産直入法

による処理によっております。ま

た、売却原価は総平均法により算

定しております。時価のないもの

については総平均法による原価法

によっております。 

   ② たな卸資産 

 商品（ただし、補修用部品は先

入先出法に基づく原価法）及び仕

掛品は個別法に基づく原価法、原

材料は移動平均法に基づく原価法

によっております。 

 ② たな卸資産 

同左 

 ② たな卸資産 

同左 

   (ロ）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

 ① 有形固定資産 

定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によって

おります。 

 (ロ）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

 ① 有形固定資産 

定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によって

おります。 

 (ロ）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

 ① 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）  

a．平成10年３月31日以前に取得

したもの 

法人税法に規定する旧定率法 

b．平成10年４月１日から平成19

年３月31日までに取得したもの 

法人税法に規定する旧定額法 

c．平成19年４月１日以降に取得

したもの 

法人税法に規定する定額法 

建物以外 

a．平成19年３月31日以前に取得

したもの 

法人税法に規定する旧定率法 

b．平成19年４月１日以降に取得

したもの 

法人税法に規定する定率法 

      （会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成19年

３月30日 法律第６号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方法に

変更しております。 

 なお、この変更に係る影響は軽

微であります。 
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

     （追加情報） 

  法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

おります。 

  なお、当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微であります。 

  

    ② 無形固定資産 

    定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

  ② 無形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

同左 

    ③ 長期前払費用 

 期限内均等償却によっておりま

す。 

  ③ 長期前払費用 

同左 

  ③ 長期前払費用 

同左 

   ④ 投資用不動産 

 定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によって

おります。 

 ④       ────── ④ 投資用不動産  

定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によって

おります。 

   (ハ）重要な繰延資産の処理方法 

────── 

 (ハ）重要な繰延資産の処理方法 

 株式交付費は支出時に全額費用

処理する方法によっております。 

  (ハ）重要な繰延資産の処理方法 

 株式交付費及び新株予約権発行

費は支出時に全額費用処理する方

法によっております。  

   (ニ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。  

 (ニ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 (ニ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

   ② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、当中間連結会計期間末に

おいては、507千円を前払年金費用

として投資その他の資産の「その

他」に含めて計上しております。  

 ② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認められる

額を計上しております。 

 ② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、当連結会計年度末におい

ては、6,815千円を前払年金費用と

して投資その他の資産の「その

他」に含めて計上しております。  

   ③ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。  

 ③ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ③ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。  
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

   ④ 受注損失引当金 

 受注案件に係る将来の損失に備

えるため、当中間連結会計期間末

における受注案件のうち、損失の

発生が見込まれ、かつその金額を

合理的に見積もることができるも

のについて、その損失見込額を計

上しております。  

 ④ 受注損失引当金 

 受注案件に係る将来の損失に備

えるため、当中間連結会計期間末

における受注案件のうち、損失の

発生が見込まれ、かつその金額を

合理的に見積もることができるも

のについて、その損失見込額を計

上しております。  

 ④ 受注損失引当金 

 受注案件に係る将来の損失に備

えるため、当連結会計年度末にお

ける受注案件のうち、損失の発生

が見込まれ、かつその金額を合理

的に見積もることができるものに

ついて、その損失見込額を計上し

ております。  

  （追加情報）  

 当中間連結会計期間より、受注

採算管理の精度向上とともに受注

損失見込額の金額的重要性が増し

たため、受注損失引当金を計上し

ております。この結果、従来の方

法によった場合に比べて、売上総

損失、営業損失、経常損失及び税

金等調整前中間純損失はそれぞれ

57,771千円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える

影響額は当該箇所に記載しており

ます。 

  （追加情報）  

 当連結会計年度より、受注採算

管理の精度向上とともに受注損失

見込額の金額的重要性が増したた

め、受注損失引当金を計上してお

ります。この結果、従来の方法に

よった場合に比べて、売上総損

失、営業損失、経常損失及び税金

等調整前当期純損失はそれぞれ

363,253千円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える

影響額は当該箇所に記載しており

ます。 

   (ホ）重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。  

 (ホ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (ホ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

   (ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、為替変動リスク

のヘッジについては振当て処理

を、金利スワップについて特例

処理の条件を充たしている場合

には特例処理を採用しておりま

す。 

 (ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 (ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ方針、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段 

 主に当社の内規である「外国

為替等取引におけるヘッジ取引

に関する取扱規則」にもとづき 

、為替変動リスク、金利変動リ

スクをヘッジしております。 

 当中間連結会計期間にヘッジ

会計を適用したヘッジ対象とヘ

ッジ手段は以下のとおりであり

ます。 

 ヘッジ対象：長期借入金、外

貨建債権 

 ヘッジ手段：金利スワップ、

為替予約 

② ヘッジ方針、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段 

同左 

② ヘッジ方針、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段 

 主に当社の内規である「外国

為替等取引におけるヘッジ取引

に関する取扱規則」にもとづき 

、為替変動リスク、金利変動リ

スクをヘッジしております。 

 当連結会計年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘッジ

手段は以下のとおりでありま

す。 

 ヘッジ対象：長期借入金、外

貨建債権 

 ヘッジ手段：金利スワップ、

為替予約 
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項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

  ③  有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計額を

比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しておりま

す。 

 なお、特例処理によっている

金利スワップについては、有効 

性の評価を省略しておりま

す。  

③  有効性評価の方法 

同左 

③  有効性評価の方法  

同左  

   (ト）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

①  消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

 (ト）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

①  消費税等の会計処理 

同左 

 (ト）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

①  消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシ

ュ・フロー計算

書）における資金

の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 同左 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

（中間連結損益計算書） 

「仕入割引」及び「不動産賃貸収入」は、前中間連結

会計期間は営業外収益の「その他」に含めて表示して

おりましたが、営業外収益の総額の100分の10を超えた

ため、区分掲記いたしました。 

なお、前中間連結会計期間における「仕入割引」及

び「不動産賃貸収入」の金額は2,929千円及び4,313千

円であります。 

（中間連結損益計算書） 

 「為替差益」は、前中間連結会計期間は営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外

収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記いたし

ました。 

なお、前中間連結会計期間における「為替差益」の

金額は364千円であります。  

また、前中間連結会計期間まで区分掲記しておりま

した「不動産賃貸収入」（当中間連結会計期間は1,155

千円）は、営業外収益の総額の100分の10以下となった

ため、営業外収益の「その他」に含めて表示すること

にいたしました。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「役員生命保

険の積立による支出」は、前中間連結会計期間は「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性

が増したため区分掲記いたしました。  

なお、前中間連結会計期間における「役員生命保険

の積立による支出」の金額は21,366千円であります。  

────── 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成19年６月30日） 

※１ 有形固定資産及び投資用不動産の減価

償却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額は

1,003,559千円であります。また、投資そ

の他の資産の「その他」のうち、投資用

不動産の減価償却累計額は18,338千円で

あります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額は

1,138,653千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額は

1,039,452千円であります。 

※２ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

 受取手形    23,382千円 

 支払手形   119,883千円 

※２ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

 受取手形     4,595千円 

 支払手形    79,606千円 

※２ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

したが、満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。期末日満期手形の金

額は、次のとおりであります。 

 受取手形     4,770千円 

 支払手形   100,122千円 

３ 輸出割引手形    30,109千円 ３ 輸出割引手形    10,500千円  ３    ──────  

 ４    ──────  ４ 受取手形裏書譲渡高    241,896千円 ４ 受取手形裏書譲渡高    39,659千円 

※５ 資産につき設定している担保権の明細 ※５ 資産につき設定している担保権の明細 ※５ 資産につき設定している担保権の明細 

担保提供資産   工場財団   その他 

（有形固定資産） 

建物及び構築物   1,901,679千円  139,248千円

土地   717,957   76,166 

その他   104,620    － 

（投資その他の資産） 

投資有価証券    －   174,300 

    2,724,258   389,714 

担保提供資産   工場財団   その他 

（有形固定資産） 

建物及び構築物   1,718,327千円  －千円

土地   717,957   － 

その他   79,157   － 

（投資その他の資産） 

役員生命保険掛金   －   133,081 

    2,515,443   133,081 

担保提供資産   工場財団   その他 

（有形固定資産） 

建物及び構築物   1,835,921千円  －千円

土地   717,957   － 

その他   95,037   － 

（投資その他の資産） 

役員生命保険掛金   －   133,081 

    2,648,916   133,081 

担保資産に対応する債務  

短期借入金 513,480千円

長期借入金     1,302,360 

計 1,815,840 

担保資産に対応する債務  

短期借入金 464,480千円

長期借入金 918,639 

計 1,383,119 

担保資産に対応する債務  

短期借入金 487,480千円

長期借入金 1,134,325 

計 1,621,805 

※６   ──────── ※６ 休止固定資産 

 固定資産には、以下の休止固定資産

が含まれております。 

※６ 休止固定資産 

 固定資産には、以下の休止固定資産

（期末帳簿価額）が含まれておりま

す。 

   建物及び構築物 40,631千円

 土地 48,445 

 有形固定資産その他 4,688 

 無形固定資産 3,090 

 計 96,854 

 建物及び構築物 41,969千円

 土地 48,445 

 有形固定資産その他 5,157 

 無形固定資産 3,819 

 計 99,391 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は以下のとおりであります。 

給与手当 202,107千円

退職給付引当金繰入額 △286千円

役員退職慰労引当金繰

入額  
3,997千円

研究開発費  123,049千円

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は以下のとおりであります。 

給与手当 205,019千円

貸倒引当金繰入額 3,021千円

退職給付費用 17,900千円

役員退職慰労引当金繰

入額  
4,334千円

研究開発費  97,908千円

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は以下のとおりであります。 

販売手数料 4,896千円

給与手当 381,072千円

退職給付費用 4,695千円

役員退職慰労引当金繰

入額  
7,888千円

研究開発費  241,422千円

 ※２     ──────  ※２     ────── ※２  固定資産売却益は、機械及び装置の売

却によるものであります。 

※３  たな卸資産評価損は、台湾企業向装置

の出荷停止措置の影響等により、仕掛品

について評価損を計上したものでありま

す。 

※３  たな卸資産評価損は、中国市場向け装

置について当社から受注獲得交渉を中止

したことにより、今後の使用が見込まれ

なくなった材料について評価損を計上し

たものであります。 

※３  たな卸資産評価損は、台湾企業向装置

の出荷停止措置の影響及び中国市場向装

置の仕様変更に伴って仕掛品について、

また、今後の利用が見込まれない材料等

について、評価損を計上したものであり

ます。 

※４  固定資産除却損は、主に工具器具及び

備品の除却によるものであります。 

 ※４     ────── ※４  固定資産除却損は、工具器具及び備品

の除却によるものであります。 

 ※５     ────── 

  

 ※５     ────── ※５  固定資産売却損の内容は次のとおりで

あります。 

  

   
長岡工場売却損 8,228千円

電話加入権売却損 65千円

計 8,294千円

※６     ────── 

  

※６    ────── ※６  合理化費用は、経営構造改革の為の更

なる施策として実行予定である人件費削

減に伴い、発生すると見込まれる費用で

あります。 

  

※７     ────── 

  

※７  アドバイザリー費用は、財務内容の改

善のため、資本関係の再構築を行ったこ

とに伴い、発生したものであります。 

※７     ────── 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間連結会計期間（自平成19年７月１日 至平成19年12月31日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）増加数の内訳は次のとおりであります。 

 第三者割当による新株の発行による増加      14,200,000株 

  前連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）増加数の内訳は次のとおりであります。 

 第三者割当による新株の発行による増加       1,883,000株 

 新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  2,800,000株 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 14,901,224 － － 14,901,224 

合計 14,901,224 － － 14,901,224 

自己株式        

普通株式 241,698 － － 241,698 

合計 241,698 － － 241,698 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注） 19,584,224 14,200,000 － 33,784,224 

合計 19,584,224 14,200,000 － 33,784,224 

自己株式        

普通株式 241,698 － － 241,698 

合計 241,698 － － 241,698 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注） 14,901,224 4,683,000 － 19,584,224 

合計 14,901,224 4,683,000 － 19,584,224 

自己株式        

   普通株式  241,698 － － 241,698 

合計 241,698 － － 241,698 
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  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）増加数及び減少数の内訳は次のとおりであります。 

 新株予約権の発行による増加       2,800,000株 

 新株予約権の行使による減少       2,800,000株 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計

年度末残高

（千円） 
前連結会計

年度末 

当連結会計

年度増加 

当連結会計

年度減少 

当連結会計

年度末 

 提出会社 

（親会社） 
第１回新株予約権 （注） 普通株式 － 2,800,000 2,800,000 － － 

 合計  － － 2,800,000 2,800,000 － － 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）

現金及び預金勘定 758,672千円 

現金及び現金同等物 758,672千円 

現金及び預金勘定 7,188,071千円 

現金及び現金同等物 7,188,071千円 

現金及び預金勘定 2,649,094千円 

現金及び現金同等物 2,649,094千円 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

有形固定資
産その他 
（機械装置
及び運搬
具） 

305,207 97,090 208,116 

（工具器具
及び備品） 

430,220 281,683 148,536 

無形固定資
産 
（ソフトウ
エア） 

25,884 18,232 7,651 

合計 761,311 397,006 364,305 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

有形固定資
産その他 
（機械装置
及び運搬
具） 

305,207 152,511 152,695 

（工具器具
及び備品） 

275,896 198,061 77,835 

無形固定資
産 
（ソフトウ
エア） 

23,030 20,406 2,623 

合計 604,134 370,979 233,155 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産その他 
（機械装置
及び運搬
具） 

305,207 124,800 180,406 

（工具器具
及び備品） 

326,422 216,902 109,520 

無形固定資
産 
（ソフトウ
エア） 

23,030 17,981 5,048 

合計 654,660 359,685 297,974 

（2）未経過リース料中間期末残高相当額 （2）未経過リース料中間期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 133,030千円 

１年超 240,816千円 

合計 373,847千円 

１年内 99,766千円 

１年超 141,049千円 

合計 240,816千円 

１年内 115,791千円 

１年超 188,015千円 

合計 303,806千円 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 82,621千円 

減価償却費相当額 77,308千円 

支払利息相当額 5,184千円 

支払リース料 66,331千円 

減価償却費相当額 61,819千円 

支払利息相当額 3,401千円 

支払リース料 156,889千円 

減価償却費相当額 146,638千円 

支払利息相当額 9,412千円 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零（残価保証の取り決めがある場合は

残価保証額）とする定額法によっており

ます。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の計算方法 

リース料総額と取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

（5）利息相当額の計算方法 

同左 

（5）利息相当額の計算方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,907千円 

１年超 3,781千円 

合計 5,689千円 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 922千円 

１年超 1,935千円 

合計 2,858千円 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,063千円 

１年超 3,320千円 

合計 4,383千円 

2008/03/25 23:50:37トッキ株式会社/半期報告書/2007-12-31

-    -38



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）その他有価証券で時価のあるものについては、中間連結会計期間末おける時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必

要と認められた額について減損処理を行っております。当中間連結会計期間において、減損処理は行っておりませ

ん。  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当中間連結会計期間において、減損処理は行っておりません。 

当中間連結会計期間末（平成19年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）その他有価証券で時価のあるものについては、中間連結会計期間末おける時価が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必

要と認められた額について減損処理を行っております。当中間連結会計期間において、減損処理は行っておりませ

ん。  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当中間連結会計期間において、減損処理は行っておりません。 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 127,298 284,674 157,375 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 127,298 284,674 157,375 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 21,235 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 87,022 91,244 4,222 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 87,022 91,244 4,222 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 20,412 

2008/03/25 23:50:37トッキ株式会社/半期報告書/2007-12-31

-    -39



前連結会計年度末（平成19年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）その他有価証券で時価のあるものについては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。 

 なお、当連結会計年度においては、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理は行っておりません。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）当連結会計年度において、減損処理は行っておりません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年12月31日現在） 

(1）通貨関連 

 為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いております。  

(2）金利関連 

 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いておりま

す。  

当中間連結会計期間末（平成19年12月31日現在） 

(1）通貨関連 

 為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いております。  

(2）金利関連 

 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いておりま

す。  

前連結会計年度末（平成19年６月30日現在） 

(1）通貨関連 

 為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いております。  

(2）金利関連 

 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、記載対象から除いておりま

す。  

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 113,242 185,895 72,653 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 113,242 185,895 72,653 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 21,925 
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（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間に付与したストック・オプションはないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成19年７月１日 至平成19年12月31日） 

当中間連結会計期間に付与したストック・オプションはないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日） 

１．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 
平成16年９月29日定時株主総会決議  

ストック・オプション  

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役６名 

当社従業員41名 

連結子会社取締役３名 

連結子会社従業員５名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 30,000株 

付与日 平成16年９月29日  

権利確定条件 －  

対象勤務期間 －  

権利行使期間 平成17年９月30日～平成21年９月29日 

権利行使価格（円） 1,000 

付与日における公正な評価単価（円） － 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．追加情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、受注

採算管理の精度向上とともに受注損失見込額の金額的重要性が増したため、受注損失引当金を計上しており

ます。この結果、従来の方法によった場合に比べて、「真空技術応用製品事業」の営業費用及び営業損失が

それぞれ57,771千円増加しております。  

当中間連結会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

 
真空技術応
用製品事業 
（千円） 

ＮＣ工作機
械等販売事
業（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,713,820 1,377,340 230,112 3,321,272 － 3,321,272 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 35,116 45,079 80,196 △80,196 － 

計 1,713,820 1,412,456 275,192 3,401,468 △80,196 3,321,272 

営業費用 2,780,448 1,402,734 274,315 4,457,498 △80,196 4,377,301 

営業利益（又は営業損失

（△）） 
△1,066,627 9,722 876 △1,056,029 － △1,056,029 

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 

 
真空技術応
用製品事業 
（千円） 

ＮＣ工作機
械等販売事
業（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,018,470 1,821,741 130,137 2,970,349 － 2,970,349 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 4,178 － 4,178 △4,178 － 

計 1,018,470 1,825,920 130,137 2,974,528 △4,178 2,970,349 

営業費用 1,495,016 1,825,647 142,868 3,463,532 △4,178 3,459,354 

営業利益（又は営業損失

（△）） 
△476,545 272 △12,731 △489,004 － △489,004 

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 
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前連結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．追加情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、受注採算管理

の精度向上とともに受注損失見込額の金額的重要性が増したため、受注損失引当金を計上しております。こ

の結果、従来の方法によった場合に比べて、「真空技術応用製品事業」の営業費用及び営業損失がそれぞれ

363,253千円増加しております。  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年７月

１日 至平成19年12月31日）及び前連結会計年度（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日）において、本

邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  
真空技術応
用製品事業 
（千円） 

ＮＣ工作機械

等販売事業 

（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 4,052,756 2,750,887 391,335 7,194,979 － 7,194,979 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 99,224 54,834 154,059 △154,059 － 

計 4,052,756 2,850,112 446,170 7,349,039 △154,059 7,194,979 

営業費用 6,357,340 2,789,094 440,916 9,587,351 △154,059 9,433,291 

営業利益（又は営業損失

（△）） 
△2,304,584 61,018 5,253 △2,238,311 － △2,238,311 

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア…台湾、韓国、インドネシア、マレーシア、ベトナム、中国、フィリピン 

(2）ヨーロッパ…オランダ、イギリス、ドイツ、チェコ 

(3）北米…アメリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年７月１日 至平成19年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア…台湾、韓国、インドネシア、マレーシア、ベトナム、中国、タイ 

(2）ヨーロッパ…オランダ、イギリス、ドイツ 

(3）北米…アメリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 (1）アジア…台湾、韓国、ベトナム、中国、シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、フィリピン 

 (2）ヨーロッパ…オランダ、イギリス、チェコ、ドイツ 

 (3）北米…アメリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 786,015 75,097 1,080 862,194 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 3,321,272 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
23.6 2.2 0.0 25.9 

  アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 955,325 24,447 1,773 981,546 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 2,970,349 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
32.1 0.8 0.0 33.0 

  アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,876,621 122,049 28,998 2,027,669 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 7,194,979 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
26.0 1.6 0.4 28.1 
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（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）１.当中間連結会計期間末までに失効により71個減少し、229個になっております。 

２.当連結会計年度末までに失効により92個減少し、208個になっております。 

３.当中間連結会計期間末までに失効により125個減少し、175個になっております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１株当たり純資産額 101円92銭

１株当たり中間純損失

金額 
153円18銭

１株当たり純資産額 195円14銭

１株当たり中間純損失

金額 
23円96銭

１株当たり純資産額    58円77銭

１株当たり当期純損失

金額 
  313円18銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日)

１株当たり中間（当期）純損失金額      

中間（当期）純損失（千円） 2,245,583 470,961 4,776,593 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円） 
2,245,583 470,961 4,776,593 

期中平均株式数（株） 14,659,526 19,651,221 15,251,567 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

①平成16年9月29日定

時株主総会決議 新

株予約権(ストック

オプション)新株予

約権の数 300個。

（注）１.  

②平成16年9月29日定

時株主総会決議 新

株予約権(ストック

オプション)新株予

約権の数 300個。

（注）３.  

③平成16年9月29日定時

株主総会決議 新株

予約権(ストックオプ

ション)新株予約権の

数 300個。（注）

２.  
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 １．新株予約権の発行 

 当社は、平成19年３月23日開催

の取締役会において、新株予約権

（第三者割当）を発行することを

決議いたしました。 

(1）割当先 

メリルリンチ日本証券株式会

社 

(2）新株予約権の払込期日及び発

行日及び割当日 

平成19年４月９日  

(2）新株予約権の払込期日及び発

行日及び割当日 

平成19年４月９日  

(3）新株予約権の数 

1,000個 

(4）新株予約権の発行価額 

１個当たり9,380円  

(5）新株予約権の目的となる株式

の種類 

普通株式  

(6）新株予約権の行使時の１株当

たりの払込金額（以下「行使

価額」 

当初432.30円とする。新株予

約権の行使請求の効力発生日(以

下「修正日」という。）の前日

までの３連続取引日の株式会社

ジャスダック証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終

値の平均値の90％に相当する金

額に修正する。但し、修正日に

かかる修正後の行使価額が下限

行使価額(以下に定義する。）を

下回ることとなる場合には行使

価額は下限行使価額とする。下

限行使価額は、割当日の株式会

社ジャスダック証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の

終値(同日に終値がない場合に

は、その直前の終値）の70％に

相当する金額の１円未満の端数

を切り上げた金額とする。  

 平成20年２月20日開催の当社取

締役会において、平成20年３月25

日開催の臨時株主総会終結の時を

もって辞任いたしました取締役３

名及び監査役２名より役員退職慰

労金の受領を辞退する旨の申出が

あり、これを決議致しました。こ

れにより、役員退職慰労引当金の

戻入益165,270千円が同日付で発

生しております。  

────── 
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前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

(7）新株予約権の目的となる株式

の数 

2,800,000株（本新株予約権１

個当たりの目的となる株式の数

は2,800株とする。）とする。 

   

(8）新株予約権の行使期間 

平成19年４月10日から平成21

年４月10日まで  

   

(9）新株予約権の行使により発行

する株式の発行価額のうち資

本に組入れる額 

発行価額の50％ 

   

(10）新株予約権の譲渡制限 

譲渡には当社取締役会の承認

を要する。 

   

(11）資金の使途 

有機エレクトロニクス分野の

設備投資資金及び運転資金に充

当の予定。 

   

(12）コミットメント条項 

割当先であるメリルリンチ日

本証券株式会社との間で、本新

株予約権の行使について概ね以

下の内容の契約を締結しており

ます。 

①当社は、割当先に対して本新

株予約権を行使する一定の期

間（20取引日）及び行使する

本新株予約権の数（一定の限

度あり）を指定することがで

きる。なお当該指定期間が経

過した後でなければ新たな指

定を行うことはできない。但

し、約２年間の行使可能期間

のうち 後の１ヶ月間につい

ては、停止指定を行うことは

できない。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

②割当先は、平成19年４月10日

から平成21年２月20日までの

いずれかの取引日における当

社普通株式の終値が払込期日

における当社普通株式の終値

の50％に相当する金額を下回

った場合、又は平成21年２月

23日から同年３月２日の間の

いずれかの取引日における当

社普通株式の終値が本新株予

約権の下限行使価額を下回っ

た場合には、平成21年３月３

日までに当社に対して通知す

ることにより、本新株予約権

の取得を請求することがで

き、かかる請求がなされた場

合、当社は、本新株予約権の

発行要項に従い、原則として

15取引日以内に本新株予約権

を取得する。 
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（２）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 ２．第三者割当による新株式の発行 

 当社は、平成19年３月23日開催

の取締役会において、第三者割当

による新株式発行に関し、下記の

とおり決議いたしました。 

１ 株式の発行要領  

(1）発行新株式数  

普通株式 283,000株  

(2）発行価額  

１株につき 353.70円 

(3）発行価額の総額  

100,097,100円 

(4）資本組入額  

１株につき 177円 

(5）資本組入額の総額  

50,091,000円 

(6）申込期間 

平成19年４月９日 

(7）払込期日 

平成19年４月９日 

(8）配当起算日 

平成18年４月１日 

(9）新株券交付日  

平成19年４月９日 

(10）割当先及び割当株数  

メリルリンチ日本証券株式

会社 283,000株 

(11）前記各号については、証券

取引法による届出の効力発

生を条件とする。 

２ 資金の使途 

有機エレクトロニクス分野の設

備投資資金及び運転資金に充当の

予定。  

────── ────── 
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２【中間財務諸表等】 

（１）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年12月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年12月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記番

号 
金額（千円） 

構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   326,104     6,779,038     2,301,192    

２．受取手形 ※４ 177,920     485,666     39,226    

３．売掛金   712,319     314,001     783,632    

４．たな卸資産   2,442,084     728,502     648,116    

５．その他 ※６ 67,659     92,848     126,338    

  貸倒引当金   △100     △90     △90    

流動資産合計     3,725,986 44.6   8,399,966 68.7   3,898,415 49.2 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1）建物 ※1.2.5 2,060,097     1,928,581     1,989,734    

(2）土地 ※2.5 842,569     842,569     842,569    

(3）その他 ※1.2.5 251,305     264,383     298,877    

有形固定資産合
計   3,153,972     3,035,533     3,131,181    

２．無形固定資産 ※５ 177,342     129,059     153,899    

３．投資その他の資
産                    

(1）投資有価証券 ※２ 223,679     72,065     141,008    

(2）その他 ※1.2 1,057,343     579,207     594,739    

  貸倒引当金   △2,400     △2,400     △2,400    

投資その他の資
産合計   1,278,623     648,873     733,347    

固定資産合計     4,609,938 55.3   3,813,466 31.2   4,018,428 50.7 

資産合計     8,335,925 100.0   12,213,433 100.0   7,916,844 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成18年12月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年12月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形 ※４ 108,720     18,637     395,583    

２．買掛金   256,437     125,716     145,314    

３．短期借入金 ※２ 3,127,380     2,968,380     3,101,380    

４．未払法人税等   7,273     15,737     14,186    

５．前受金   350,161     82,541     46,611    

６．受注損失引当金   57,771     66,466     363,253    

７．その他    212,223     377,323     353,961    

流動負債合計     4,119,966 49.4   3,654,802 29.9   4,420,290 55.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２ 2,596,085     1,898,464     2,271,100    

２．繰延税金負債   42,575     －     18,395    

３．退職給付引当金   －     18,264     －    

４．役員退職慰労引
当金   164,117     166,506     166,874    

固定負債合計     2,802,777 33.6   2,083,235 17.0   2,456,370 31.0 

負債合計     6,922,744 83.0   5,738,037 46.9   6,876,661 86.8 

                     
（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     2,500,000 29.9   6,572,646 53.8   3,611,946 45.6 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   625,000     4,697,561     1,736,861     

(2）その他資本剰
余金   679,565     －     679,565     

資本剰余金合計     1,304,565 15.6   4,697,561 38.4   2,416,426 30.5 

３．利益剰余金                     

(1）その他利益剰
余金   △2,256,397     △4,597,345     △4,814,443     

繰越利益剰余
金 

  △2,256,397     △4,597,345     △4,814,443     

利益剰余金合計     △2,256,397 △27.0   △4,597,345 △37.6   △4,814,443 △60.8

４．自己株式     △197,271 △2.3   △197,271 △1.6   △197,271 △2.4

株主資本合計     1,350,896 16.2   6,475,590 53.0   1,016,658 12.8 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券
評価差額金     62,284 0.7   △194 △0.0   23,524 0.2 

評価・換算差額等
合計 

    62,284 0.7   △194 △0.0   23,524 0.2 

純資産合計     1,413,180 16.9   6,475,395 53.0   1,040,182 13.1 

負債純資産合計     8,335,925 100.0   12,213,433 100.0   7,916,844 100.0 
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②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     1,713,820 100.0   1,018,470 100.0   4,052,756 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,300,966 134.2   1,030,355 101.1   5,412,733 133.5 

売上総損失     587,146 △34.2   11,885 △1.1   1,359,976 △33.5 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費     479,481 27.9   464,660 45.6   944,607 23.3 

営業損失     1,066,627 △62.2   476,545 △46.7   2,304,584 △56.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   22,264 1.2   31,216 3.0   43,149 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２   51,920 3.0   84,483 8.2   160,008 3.9 

経常損失     1,096,283 △63.9   529,812 △52.0   2,421,443 △59.7 

Ⅵ 特別利益 ※３   370 0.0   385,294 37.8   13,244 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※４   1,055,393 61.5   316,233 31.0   2,293,749 56.5 

税引前中間（当
期）純損失     2,151,306 △125.5   460,751 △45.2   4,701,948 △116.0 

法人税、住民税
及び事業税   3,100     4,100     8,300    

法人税等調整額   101,991 105,091 6.1 △2,383 1,716 0.1 104,194 112,494 2.7 

中間（当期）純
損失     2,256,397 △131.6   462,468 △45.4   4,814,443 △118.7 
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③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

 

株主資本

資本金

 資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
その他

資本剰余金 
資本剰余金

合計 

その他
利益剰余金 利益剰余金 

合計  繰越
利益剰余金 

平成18年６月30日残高

（千円）      
2,500,000 625,000 850,220 1,475,220 △170,655 △170,655 △197,271 3,607,293 

中間会計期間中の変動

額 
               

  欠損填補     △170,655 △170,655 170,655 170,655   －

  中間純損失       － △2,256,397 △2,256,397   △2,256,397 

  株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

      －   －   －

中間会計期間中の変動

額合計（千円）    
－ － △170,655 △170,655 △2,085,742 △2,085,742 － △2,256,397 

平成18年12月31日残高

（千円）       
2,500,000 625,000 679,565 1,304,565 △2,256,397 △2,256,397 △197,271 1,350,896 

 

 評価・換算 

差額等 

 純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

平成18年６月30日残高

（千円） 
70,452 3,677,746 

中間会計期間中の変動

額 
   

  欠損填補 － － 

  中間純損失 － △2,256,397 

  株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

△8,167 △8,167 

中間会計期間中の変動

額合計（千円） 
△8,167 △2,264,565 

平成18年12月31日残高

（千円） 
62,284 1,413,180 
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当中間会計期間（自平成19年７月１日 至平成19年12月31日） 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
その他

資本剰余金 
資本剰余金

合計 

その他
利益剰余金 利益剰余金 

合計  繰越
利益剰余金 

平成19年６月30日残高

（千円）      
3,611,946 1,736,861 679,565 2,416,426 △4,814,443 △4,814,443 △197,271 1,016,658 

中間会計期間中の変動

額 
               

  新株の発行 2,960,700 2,960,700   2,960,700   －   5,921,400

  欠損填補     △679,565 △679,565 679,565 679,565   －

  中間純損失       － △462,468 △462,468   △462,468 

  株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

      －   －   －

中間会計期間中の変動

額合計（千円）    
2,960,700 2,960,700 △679,565 2,281,134 217,097 217,097 － 5,458,931 

平成19年12月31日残高

（千円）       
6,572,646 4,697,561 － 4,697,561 △4,597,345 △4,597,345 △197,271 6,475,590 

 

 評価・換算 

差額等 

 純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

平成19年６月30日残高

（千円） 
23,524 1,040,182 

中間会計期間中の変動

額 
   

  新株の発行 － 5,921,400 

  欠損填補 － － 

  中間純損失 － △462,468 

  株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

△23,719 △23,719 

中間会計期間中の変動

額合計（千円） 
△23,719 5,435,212 

平成19年12月31日残高

（千円） 
△194 6,475,395 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日） 

 

株主資本

資本金  

資本剰余金

 利益剰余金 

その他利益 

利余金 利益利余金 

合計 資本 
準備金  

その他
資本 

剰余金 

資本
剰余金 
合計  

繰越利益 
剰余金  

平成18年６月30日 

残高（千円）   
2,500,000 625,000 850,220 1,475,220 △170,655 △170,655

事業年度中の変動

額 
           

  新株の発行 1,111,946 1,111,861   1,111,861   －

  欠損填補     △170,655 △170,655 170,655 170,655

  当期純損失       － △4,814,443 △4,814,443

  株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額） 

      －   －

事業年度中の変動

額合計（千円）  
1,111,946 1,111,861 △170,655 941,206 △4,643,787 △4,643,787

平成19年６月30日 

残高（千円）   
3,611,946 1,736,861 679,565 2,416,426 △4,814,443 △4,814,443

 

株主資本   評価・換算差額等 

 純資産合計 
 自己株式  株主資本合計 

その他 

有価証券 

評価差額金  

平成18年６月30日 

残高（千円） 
△197,271 3,607,293 70,452 3,677,746 

事業年度中の変動

額 
       

 新株の発行   2,223,807 － 2,223,807 

  欠損填補   － － － 

  当期純損失   △4,814,443 － △4,814,443 

  株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額） 

  － △46,928 △46,928 

事業年度中の変動

額合計（千円） 
－ △2,590,635 △46,928 △2,637,563 

平成19年６月30日 

残高（千円） 
△197,271 1,016,658 23,524 1,040,182 

2008/03/25 23:50:37トッキ株式会社/半期報告書/2007-12-31

-    -55



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

 当社は、当中間会計期間において、売上

高については1,713,820千円と前年同期に

比べ2,973,225千円の大幅減となり、

1,096,283千円の経常損失及び2,256,397千

円の中間純損失と重要な損失を計上するこ

ととなりました。 

 当該状況により、当社には継続企業の前

提に重要な疑義が存在しております。 

 当社は、当該事象を解消すべく、当下期

以降に向けた経営構造改革のための施策を

作成し、その実行を強力に遂行していく所

存であります。 

① 役員報酬及び従業員給与・賞与の削

減、並びに早期退職優遇制度の適用 

  役員、執行役員の報酬を削減いたしま

す。尚、管理職及び一般社員につきまし

ても賃金の一部削減を実施し、労務費の

低減を図ります。また、早期退職優遇制

度の適用及び人員配置の適正な見直しに

より、労働生産性を高めます。 

②  本社機能の見附工場への統合 

  事務所運営費用の経費削減及び全体的

な業務効率、並びに生産性の向上を図る

ため、本社機能のうち営業部、総務部、

財務・経理部を見附工場に統合いたしま

す。それにより、現本社屋事務所の賃貸

借契約は可及的速やかに解約致します。 

③  連結子会社との一部業務統合 

  連結子会社との間で共通した管理業務

を統合することで、業務効率の向上、及

び経費削減を図ります。 

 当社は、前事業年度において、売上高に

ついては4,052,756千円と前年同期に比べ

6,173,539千円の大幅減となり、2,421,443

千円の経常損失及び4,814,443千円の当期

純損失と重要な損失を計上しております。

また、当中間会計期間においても、

529,812千円の経常損失及び462,468千円の

中間純損失となっております。そのため、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 

 当該状況を解消すべく、平成19年1月に

経営構造改革のための施策を作成し、その

実行を強力に遂行してまいりました。 

 その主な内容は以下の通りであります。 

① 当社役員報酬及び従業員給与・賞与の

削減、並びに早期退職優遇制度の適用 

② 当社本社機能の見附工場への一部統合 

③ 連結子会社との一部業務統合 

④ 一部の工場売却 

⑤ ＧＥとの業務提携による新規技術・事

業への取り組み 

⑥ 製品レンジ拡大への取り組み 

 しかしながら、大型受注案件の成約に

は、なお、時間がかかっている状況にあ

り、このような中で早期黒字化を実現する

ために、経営構造改革の為の施策を引き続

き展開すると共に、事業の安定化と継続的

な収益の確保、並びに事業力の抜本的向上

のための経営改革を推し進めてまいりま

す。 

 その内容は以下の通りであります。 

① 事業多角化の推進 

 当社は、有機ＥＬ製造装置を中核として

まいりましたが、第二の柱として実用化に

入った薄膜太陽電池製造装置事業及び電子

部品製造装置事業の拡大、更に受託生産事

業の立上げを通じて、事業の多角化を推進

してまいります。 

 当社は、当事業年度において、売上高に

ついては、4,052,756千円と前年同期に比

べ6,173,539千円の大幅減となり、

2,421,443千円の経常損失及び4,814,443千

円の当期純損失と重要な損失を計上するこ

ととなりました。当社は、当該状況に起因

して、金融機関数行より、短期借入金の契

約の更新に応じてもらえず、短期借入金の

一括返済を求められております。そのた

め、今後の資金繰りに重要な影響を及ぼす

おそれがあり、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。 

 短期借入金の返済については、今後の運

転資金との兼ね合いも有り、金融機関に対

して短期借入金の維持及び計画的な返済を

申し入れており、協議中であります。金融

機関数行から同意は頂いておりませんが、

引き続き短期借入金の維持及び計画的な返

済について同意を得るべく協議を継続して

おり、同意が得られるものと判断しており

ます。 

 また、当該事象を解消すべく、平成19年

１月に経営構造改革の為の施策を作成し、

その実行を強力に遂行してまいりました。 

 その主な内容は以下の通りであります。 

① 当社役員報酬及び従業員給与・賞与の

削減、並びに早期退職優遇制度の適用 

② 当社本社機能の見附工場への統合 

③ 連結子会社との一部業務統合 

④ 一部の工場売却 

⑤ ＧＥとの業務提携による新規技術・事

業への取り組み 

⑥ 製品レンジ拡大への取り組み 

 しかしながら、大型受注案件の成約には

尚時間がかかっている状況にあり、このよ

うな中で早期黒字化を実現するために、経

営構造改革の為の施策を引き続き展開する

と共に、事業の安定化と継続的な収益の確

保、並びに事業力の抜本的向上のための経

営改革を推し進めてまいります。 
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前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

④  一部の工場売却 

  全社的な業務形態の見直しの一つとし

て、長岡工場の売却によりキャッシュ・

フローの改善を図ります。 

⑤  ＧＥとの業務提携による新規技術・事

業への取り組み 

  ＧＥグローバル・リサーチセンターと

有機ＥＬディスプレイ・有機エレクトロ

ニクス製品等製造向け「ＰＥ－ＣＶＤ膜

封止技術及び装置」の共同開発を積極的

に推進し、有機エレクトロニクス技術の

発展と当社の製造装置の売上増加を見込

んでおります。また、有機照明、有機太

陽電池、有機半導体など、次世代技術と

しての活用を推進いたします。 

 ⑥ 製品レンジ拡大への取り組み 

  前期より取り組んでおります新たな事

業の柱として、有機ＥＬ製造技術の応用

により「非シリコン系薄膜太陽電池製造

装置」の分野にも進出しておりますが、

一層強化を図り、既存の有機ＥＬディス

プレイ製造装置と共に事業の拡大を見込

んでおります。更に、既存の真空技術関

連製造装置も営業体制を強化し、水晶デ

バイス・電子部品分野への製造装置を拡

販することで、売上・収益の安定を目指

します。 

 中間財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影

響を中間財務諸表には反映しておりませ

ん。 

② 当社取引先への出向 

  当社は、受託生産事業の立ち上げと将

来的な拡大を狙い、平成19年10月より従

業員25名の当社取引先への出向を実施し

ております。これにより、当社取引先と

の連携を更に強化すると同時に、人的資

源の有効活用と技術力向上、及び人員配

置の適正な見直しを行います。 

  なお、この出向による労務費の負担軽

減及び従業員自然減の不補充等により、

当社全体として人件費が約３割程度改善

する見通しです。 

③  多角的な事業提携の推進 

  当社は、安定的な経営を目指して、国

内外の事業会社との多角的提携を重点戦

略の一つとして推進しております。購

買、生産、営業、マーケティング、保守

など多面的な協業を進めると共に、資本

増強も含めた抜本的な経営の強化・再構

築を図っております。 

④  経営体制の見直し 

  平成19年６月期の業績は見込みを大き

く下回りました。経営陣はこの責任を重

く受け止め、新経営体制の構築を発表し

推進しております。 

 当社は早期黒字化を実現する為に、経

営構造改革の為の施策を引き続き展開す

ると共に、事業の安定化と継続的な収益

確保、並びに事業力の抜本的向上の為の

経営改善を引き続き推し進めてまいりま

す。 

 なお、財務内容の改善のため、キヤノ

ン株式会社に対する第三者割当増資を実

施し、平成19年12月28日に発行総額

5,921,400千円の払込みを受けておりま

す。当該払込資金により、平成20年１月

に、当社は短期借入金全額の返済を行っ

ております。この第三者割当増資によっ

て、当社が円滑な受注活動及び受注機会

の確保を図る上で不可欠となる運転資本

の確保が可能となり、当社財務基盤の強

化をもたらし、当社の企業価値向上が図

られることと考えております。  

 中間財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影

響を中間財務諸表には反映しておりませ

ん。 

 その内容は以下の通りであります。 

① 事業多角化の推進 

 当社は、有機ＥＬ製造装置事業を中核と

してまいりましたが、第二の柱として実用

化に入った薄膜太陽電池製造装置事業及び

電子部品製造装置事業の拡大、更に下記受

託生産事業の立ち上げ等を通じて、事業の

多角化を推進してまいります。 

② 当社取引先への出向 

  当社は、受託生産事業の立ち上げと将

来的な拡大を狙い、平成19年９月末より

従業員30名強の当社取引先への出向を開

始予定です。これにより、当社取引先と

の連携を更に強化すると同時に、人的資

源の有効活用と技術力向上、及び人員配

置の適正な見直しを行います。 

  なお、この出向による労務費の負担軽

減及び従業員自然減の不補充等により、

当社全体として人件費が約３割程度改善

する見通しです。 

③  多角的な事業提携の推進 

  当社は、安定的な経営を目指して、国

内外の事業会社との多角的提携を重点戦

略の一つとして推進してまいります。購

買、生産、営業、マーケティング、保守

など多面的な協業を進めると共に、資本

増強も含めた抜本的な経営の強化・再構

築を図ってまいります。 

④  経営体制の見直し 

  平成19年６月期の業績は見込みを大き

く下回りました。現経営陣はこの責任を

重く受け止め、新経営体制の構築をすで

に発表しております。 

 また、現在、中期経営計画（平成20年

６月期～平成22年６月期）を策定中です

が、初年度である第41期は黒字化を確実

に達成し、 終年度の第43期までに高収

益体質の会社に変革してまいります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影

響を財務諸表には反映しておりません。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

 子会社株式は、総平均法によ

る原価法によっております。 

 その他有価証券のうち時価の

あるものについては中間期末日

の市場価格等に基づく時価法に

より評価し、評価差額は全部純

資産直入法による処理によって

おります。また、売却原価は総

平均法により算定しておりま

す。時価のないものについては

総平均法による原価法によって

おります。 

(1）有価証券 

同左 

(1）有価証券 

 子会社株式は、総平均法によ

る原価法によっております。 

 その他有価証券のうち時価の

あるものについては期末日の市

場価格等に基づく時価法により

評価し、評価差額は全部純資産

直入法による処理によっており

ます。また、売却原価は総平均

法により算定しております。時

価のないものについては総平均

法による原価法によっておりま

す。 

  (2）たな卸資産 

 仕掛品は個別法に基づく原価

法、原材料は移動平均法に基づ

く原価法によっております。 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）  

a．平成10年３月31日以前に取

得したもの 

法人税法に規定する旧定率法 

b．平成10年４月１日から平成

19年３月31日までに取得した

もの 

法人税法に規定する旧定額法 

c．平成19年４月１日以降に取

得したもの 

法人税法に規定する定額法 

建物以外 

a．平成19年３月31日以前に取

得したもの 

法人税法に規定する旧定率法 

b．平成19年４月１日以降に取

得したもの 

法人税法に規定する定率法 

      （会計方針の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年３月30日

政令第83号））に伴い、平成19

年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しておりま

す。 

 なお、この変更に係る影響は

軽微であります。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

     （追加情報） 

  法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

  なお、当該変更に伴う損益に

与える影響は軽微であります。 

  

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 期限内均等償却によっており

ます。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

  (4）投資用不動産  

 定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。 

（4）  ────── (4）投資用不動産  

 定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。 

３．繰延資産の処理方法  ──────  株式交付費は支出時に全額費

用処理する方法によっておりま

す。  

 株式交付費及び新株予約権発

行費は支出時に全額費用処理す

る方法によっております。  

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、当中間会計期間末にお

いては、444千円を前払年金費用

として投資その他の資産の「そ

の他」に含めて計上しておりま

す。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。  

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

 なお、当事業年度末において

は、5,885千円を前払年金費用と

して投資その他の資産の「その

他」に含めて計上しておりま

す。 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期 

末要支給額を計上しておりま

す。 

 (4）受注損失引当金 

 受注案件に係る将来の損失に

備えるため、当中間会計期間末

における受注案件のうち、損失

の発生が見込まれ、かつその金

額を合理的に見積もることがで

きるものについて、その損失見

込額を計上しております。 

 （追加情報） 

 当中間会計期間より、受注採

算管理の精度向上とともに受注

損失見込額の金額的重要性が増

したため、受注損失引当金を計

上しております。この結果、従

来の方法によった場合に比べ

て、売上総損失、営業損失、経

常損失及び税引前中間純損失は

それぞれ57,771千円増加してお

ります。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

 (4）受注損失引当金 

 受注案件に係る将来の損失に

備えるため、当中間会計期間末

における受注案件のうち、損失

の発生が見込まれ、かつその金

額を合理的に見積もることがで

きるものについて、その損失見

込額を計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 (4）受注損失引当金 

 受注案件に係る将来の損失に

備えるため、当事業年度末にお

ける受注案件のうち、損失の発

生が見込まれ、かつその金額を

合理的に見積もることができる

ものについて、その損失見込額

を計上しております。 

 （追加情報） 

 当事業年度より、受注採算管

理の精度向上とともに受注損失

見込額の金額的重要性が増した

ため、受注損失引当金を計上し

ております。この結果、従来の

方法によった場合に比べて、売

上総損失、営業損失、経常損失

及び税引前当期純損失はそれぞ

れ363,253千円増加しておりま

す。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

６.ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、為替変動リスク

のヘッジについては振当て処理

を、金利スワップについて特例

処理の条件を充たしている場合

には特例処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ方針、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段 

 主に当社の内規である「外国

為替等取引におけるヘッジ取引

に関する取扱規則」にもとづ

き、為替変動リスク、金利変動

リスクをヘッジしております。 

 当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘッジ

手段は以下のとおりでありま

す。 

ヘッジ対象：長期借入金 

ヘッジ手段：金利スワップ 

(2）ヘッジ方針、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段 

同左 

(2）ヘッジ方針、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段 

 主に当社の内規である「外国

為替等取引におけるヘッジ取引

に関する取扱規則」にもとづ

き、為替変動リスク、金利変動

リスクをヘッジしております。 

 当事業年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ対象とヘッジ手段

は以下のとおりであります。 

ヘッジ対象：長期借入金 

ヘッジ手段：金利スワップ 

  (3）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計額を

比較し、その変動額の比率によ

って有効性を評価しておりま

す。 

 なお、特例処理によっている

金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。 

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

     同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年12月31日） 

前事業年度末 
（平成19年６月30日） 

※１ 有形固定資産及び投資用不動産の減価

償却累計額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額は

915,439千円、投資用不動産の減価償

却累計額は18,338千円であります。  

 有形固定資産の減価償却累計額は

1,048,061千円であります。  

 有形固定資産の減価償却累計額は

950,169千円であります。 

※２ 資産につき設定している担保権の明細 

担保提供資産 

※２ 資産につき設定している担保権の明細 

担保提供資産 

※２ 資産につき設定している担保権の明細 

担保提供資産 

    工場財団   その他  

（有形固定資産） 

建物   1,862,666  139,248千円 

土地   717,957  76,166 

その他   143,633  － 

（投資その他の資産） 

投資有価

証券 
  －   174,300 

計   2,724,258  389,714 

    工場財団   その他  

（有形固定資産） 

建物   1,690,039  －千円

土地   717,957  － 

その他   107,446  － 

（投資その他の資産） 

役員生命

保険掛金
  －   133,081 

計   2,415,443  133,081 

    工場財団   その他  

（有形固定資産） 

建物   1,801,027  －千円

土地   717,957  － 

その他   129,931  － 

（投資その他の資産） 

役員生命

保険掛金 
  －   133,081 

計   2,648,916  133,081 

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務 

短期借入金 513,480千円 

長期借入金 1,302,360 

計 1,815,840 

短期借入金 464,480千円

長期借入金 918,639 

計 1,383,119 

短期借入金 487,480千円

長期借入金 1,134,325 

計 1,621,805 

 ３     ──────── 

  

 ３ 偶発債務 

銀行借入に対する保証債務  

トッキ・イン

ダストリーズ

株式会社 

140,000千円

計 140,000 

 ３     ──────── 

  

※４ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたもの

として処理しております。当中間期末

日は金融機関の休日であったため、中

間期末残高から除かれている中間期末

日満期手形は次のとおりであります。 

※４ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理につ

いては、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しておりま

す。中間期末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

※４ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理について

は、当事業年度の末日は金融機関の休

日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。期末日

満期手形の金額は、次のとおりであり

ます。 

受取手形 13,412千円 

支払手形 89,893 

受取手形 4,441千円

支払手形 73,495 

支払手形 64,466 

※５     ──────── ※５ 休止固定資産 

 固定資産には、以下の休止固定資産

が含まれております。 

※５ 休止固定資産 

 固定資産には、以下の休止固定資産

（期末帳簿価額）が含まれておりま

す。 

   建物 40,596千円

 土地 48,445 

 有形固定資産その他 4,722 

 無形固定資産 3,090 

 計 96,854 

 建物 41,930千円

 土地 48,445 

 有形固定資産その他 5,195 

 無形固定資産 3,819 

 計 99,391 

※６ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、流動資産「その他」に含め

て表示しております。 

※６ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、流動資産「その他」に含め

て表示しております。 

※６     ──────── 
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（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間会計期間（自平成19年７月１日 至平成19年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

※１ 営業外収益の主なもの ※１ 営業外収益の主なもの ※１ 営業外収益の主なもの 

工場立地助成金収入 7,875千円 

不動産賃貸収入 7,249千円 

仕入割引 6,579千円

為替差益 6,319千円

工場立地助成金収入 6,300千円

不動産賃貸収入 12,774千円

工場立地助成金収入 7,875千円

福利厚生助成金収入 7,610千円

※２ 営業外費用の主なもの ※２ 営業外費用の主なもの ※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 41,742千円 

手形売却損 5,566千円 

支払利息 50,969千円

株式交付費 30,351千円

支払利息 98,621千円

新株予約権発行費 11,263千円

株式交付費 9,647千円

※３ 特別利益の主なもの ※３ 特別利益の主なもの ※３ 特別利益の主なもの 

貸倒引当金戻入額 370千円 受注損失引当金戻入

益 

361,417千円

過年度合理化費用戻

入益 

15,240  

投資有価証券売却益 12,773千円

※４ 特別損失の主なもの ※４ 特別損失の主なもの ※４ 特別損失の主なもの 

たな卸資産評価損 1,055,373千円 

固定資産除却損 19千円 

アドバイザリー費用 216,500千円

たな卸資産評価損 99,733千円

たな卸資産評価損 2,204,810千円

事業所移設費用 53,625千円

合理化費用 27,000千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 88,391千円 

無形固定資産 30,647千円 

有形固定資産 97,891千円

無形固定資産 31,245千円

有形固定資産 179,931千円

無形固定資産 61,684千円

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 241,698 － － 241,698 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 241,698 － － 241,698 

 
前期末株式数 

（株） 
当期増加株式数

（株） 
当期減少株式数

（株） 
当期末株式数 

（株） 

普通株式 241,698 － － 241,698 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

 (1)  リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 (1)  リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 (1)  リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

有形固定資
産その他 
（機械及び
装置） 

305,207 97,090 208,116 

（工具器具
及び備品） 

395,212 249,368 145,843 

無形固定資
産 
（ソフトウ
エア） 

25,884 18,232 7,651 

合計 726,303 364,691 361,612 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

有形固定資
産その他 
（機械及び
装置） 

305,207 152,511 152,695 

（工具器具
及び備品） 

275,896 198,061 77,835 

無形固定資
産 
（ソフトウ
エア） 

23,030 20,406 2,623 

合計 604,134 370,979 233,155 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産その他 
（機械及び
装置） 

305,207 124,800 180,406 

（工具器具
及び備品） 

326,422 216,902 109,520 

無形固定資
産 
（ソフトウ
エア） 

23,030 17,981 5,048 

合計 654,660 359,685 294,974 

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額  (2) 未経過リース料中間期末残高相当額  (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 130,268千円 

１年超 240,816千円 

合計 371,085千円 

１年内 99,766千円 

１年超 141,049千円 

合計 240,816千円 

１年内 115,791千円 

１年超 188,015千円 

合計 303,806千円 

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 76,530千円 

減価償却費相当額 71,384千円 

支払利息相当額 5,132千円 

支払リース料 66,331千円 

減価償却費相当額 61,819千円 

支払利息相当額 3,401千円 

支払リース料 148,028千円 

減価償却費相当額 138,021千円 

支払利息相当額 9,351千円 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  (4) 減価償却費相当額の算定方法  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零（残価保証の取り決めがある場合は残価

保証額）とする定額法によっております。 

同左 同左 

 (5) 利息相当額の算定方法  (5) 利息相当額の算定方法  (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額と取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引  ２．オペレーティング・リース取引  ２．オペレーティング・リース取引  

  未経過リース料    未経過リース料    未経過リース料  

１年内 1,907千円 

１年超 3,781千円 

合計 5,689千円 

１年内 922千円 

１年超 1,935千円 

合計 2,858千円 

１年内 1,063千円 

１年超 3,320千円 

合計 4,383千円 
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）１.当中間会計期間末までに失効により71個減少し、229個になっております。 

２.当事業年度末までに失効により92個減少し、208個になっております。 

３.当中間会計期間末までに失効により125個減少し、175個になっております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１株当たり純資産額  96円40銭

１株当たり中間純損失

金額 
153円92銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 193円05銭

１株当たり中間純損失

金額 
23円53銭

 同左 

１株当たり純資産額 53円77銭

１株当たり当期純損失

金額 
315円66銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日)

１株当たり中間（当期）純損失金額      

中間（当期）純損失（千円） 2,256,397 462,468 4,814,443 

普通株主に帰属しない金額（千円）  － －    －  

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円） 
2,256,397 462,468 4,814,443 

期中平均株式数（株） 14,659,526 19,651,221 15,251,567 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

①平成16年9月29日定

時株主総会決議 新

株予約権(ストック

オプション) 新株

予約権の数 300

個。（注）１.  

②平成16年9月29日定

時株主総会決議 新

株予約権(ストック

オプション) 新株

予約権の数 300

個。（注）３.  

③平成16年9月29日定時

株主総会決議 新株

予約権(ストックオプ

ション) 新株予約権

の数 300個。（注）

２.   
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 １．新株予約権の発行 

 当社は、平成19年３月23日開催

の取締役会において、新株予約権

（第三者割当）を発行することを

決議いたしました。 

(1）割当先 

メリルリンチ日本証券株式会

社 

(2）新株予約権の払込期日及び発

行日及び割当日 

平成19年４月９日  

(2）新株予約権の払込期日及び発

行日及び割当日 

平成19年４月９日  

(3）新株予約権の数 

1,000個 

(4）新株予約権の発行価額 

１個当たり9,380円  

(5）新株予約権の目的となる株式

の種類 

普通株式  

(6）新株予約権の行使時の１株当

たりの払込金額（以下「行使

価額」 

当初432.30円とする。新株予

約権の行使請求の効力発生日(以

下「修正日」という。）の前日

までの３連続取引日の株式会社

ジャスダック証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終

値の平均値の90％に相当する金

額に修正する。但し、修正日に

かかる修正後の行使価額が下限

行使価額(以下に定義する。）を

下回ることとなる場合には行使

価額は下限行使価額とする。下

限行使価額は、割当日の株式会

社ジャスダック証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の

終値(同日に終値がない場合に

は、その直前の終値）の70％に

相当する金額の１円未満の端数

を切り上げた金額とする。  

 平成20年２月20日開催の当社取

締役会において、平成20年３月25

日開催の臨時株主総会終結の時を

もって辞任いたしました取締役３

名及び監査役２名より役員退職慰

労金の受領を辞退する旨の申出が

あり、これを決議致しました。こ

れにより、役員退職慰労引当金の

戻入益165,270千円が同日付で発

生しております。 

────── 
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前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

(7）新株予約権の目的となる株式

の数 

2,800,000株（本新株予約権１

個当たりの目的となる株式の数

は2,800株とする。）とする。 

   

(8）新株予約権の行使期間 

平成19年４月10日から平成21

年４月10日まで  

   

(9）新株予約権の行使により発行

する株式の発行価額のうち資

本に組入れる額 

発行価額の50％ 

   

(10）新株予約権の譲渡制限 

譲渡には当社取締役会の承認

を要する。 

   

(11）資金の使途 

有機エレクトロニクス分野の

設備投資資金及び運転資金に充

当の予定。 

   

(12）コミットメント条項 

割当先であるメリルリンチ日

本証券株式会社との間で、本新

株予約権の行使について概ね以

下の内容の契約を締結しており

ます。 

①当社は、割当先に対して本新

株予約権を行使する一定の期

間（20取引日）及び行使する

本新株予約権の数（一定の限

度あり）を指定することがで

きる。なお当該指定期間が経

過した後でなければ新たな指

定を行うことはできない。但

し、約２年間の行使可能期間

のうち 後の１ヶ月間につい

ては、停止指定を行うことは

できない。 
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前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

②割当先は、平成19年４月10日

から平成21年２月20日までの

いずれかの取引日における当

社普通株式の終値が払込期日

における当社普通株式の終値

の50％に相当する金額を下回

った場合、又は平成21年２月

23日から同年３月２日の間の

いずれかの取引日における当

社普通株式の終値が本新株予

約権の下限行使価額を下回っ

た場合には、平成21年３月３

日までに当社に対して通知す

ることにより、本新株予約権

の取得を請求することがで

き、かかる請求がなされた場

合、当社は、本新株予約権の

発行要項に従い、原則として

15取引日以内に本新株予約権

を取得する。 
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（２）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 ２．第三者割当による新株式の発行 

 当社は、平成19年３月23日開催

の取締役会において、第三者割当

による新株式発行に関し、下記の

とおり決議いたしました。 

１ 株式の発行要領  

(1）発行新株式数  

普通株式 283,000株  

(2）発行価額  

１株につき 353.70円 

(3）発行価額の総額  

100,097,100円 

(4）資本組入額  

１株につき 177円 

(5）資本組入額の総額  

50,091,000円 

(6）申込期間 

平成19年４月９日 

(7）払込期日 

平成19年４月９日 

(8）配当起算日 

平成18年４月１日 

(9）新株券交付日  

平成19年４月９日 

(10）割当先及び割当株数  

メリルリンチ日本証券株式

会社 283,000株 

(11）前記各号については、証券

取引法による届出の効力発

生を条件とする。 

２ 資金の使途 

有機エレクトロニクス分野の設

備投資資金及び運転資金に充当の

予定。  

────── ────── 
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第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書の訂正報告書 

  平成19年７月２日関東財務局長に提出 

  平成19年６月18日提出の臨時報告書（主要株主の異動）に係る訂正報告書であります。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

  平成19年７月２日関東財務局長に提出 

  平成19年６月14日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第40期）（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日）平成19年９月28日関東財務局長に提出 

(4）有価証券届出書及びその添付書類 

  第三者割当による新株発行    平成19年11月13日関東財務局長に提出 

(5）有価証券届出書の訂正届出書 

  平成19年11月14日関東財務局長に提出 

  平成19年11月13日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(6）有価証券届出書の訂正届出書 

  平成19年11月15日関東財務局長に提出 

  平成19年11月13日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(7）臨時報告書 

  平成19年12月18日関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(8）臨時報告書 

  平成19年12月28日関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(9）臨時報告書 

  平成20年３月27日関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年３月23日

トッキ株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 舛川 博昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土肥  真  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトッキ

株式会社の平成18年7月1日から平成19年6月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年7月1日から平成18年

12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変

動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、トッキ株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成18年7月1日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 追記情報 

1．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は売上高の大幅減及び重要な損失を計上する状況にあり、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映してい

ない。  

2. 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年3月23日の取締役会において、第三者割当による新株予約権の発行

及び新株式の発行を決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成20年３月27日

トッキ株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 舛川 博昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 金井 克夫  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるトッキ株式会社の平成19年7月1日から平成20年6月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年7月1日か

ら平成19年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、トッキ株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成19年7月1日から平成19年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度において売上高の大幅減及び重要な損失を計上

し、当中間連結会計期間においても経常損失及び中間純損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年3月23日

トッキ株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 舛川 博昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土肥  真  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトッキ

株式会社の平成18年7月1日から平成19年6月30日までの第40期事業年度の中間会計期間（平成18年7月1日から平成18年12

月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、トッキ株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年7月1日から平

成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

1. 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は売上高の大幅減及び重要な損失を計上する状況にあり、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

2. 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年3月23日の取締役会において、第三者割当による新株予約権の発行

及び新株式の発行を決議した。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成20年3月27日

トッキ株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 舛川 博昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 金井 克夫  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるトッキ株式会社の平成19年7月1日から平成20年6月30日までの第41期事業年度の中間会計期間（平成19年7月1日から

平成19年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、トッキ株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年7月1日から平

成19年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度において売上高の大幅減及び重要な損失を計上し、当

中間会計期間においても経常損失及び中間純損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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事業年度 

定時株主総会 

剰余金配当基準日 

 

 

 

株主名簿管理人 

同事務取扱場所 

 

 

同連絡先 

 

 

 

同取次所 

毎年7月1日から翌年6月30日まで 

毎年9月 

中間配当　12月31日 

期末配当　6月30日 

※その他、必要がある場合には、あらかじめ公告の上、 

　臨時に基準日を定めます。 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

〒100-8212 

　東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 

　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部 

〒137-8081 

　東京都江東区東砂七丁目10番11号 

　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部 

　電話　0120ー232ー711（フリーダイヤル） 

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店 

野村證券株式会社　全国本支店 

当社ホームページは、平成19年4月にリニューアルいたしました。今後
も分かりやすい情報をお伝えしてまいります。ぜひアクセスしてください。 

http://www.tokki.co.jp/

〒104-0032 東京都中央区八丁堀二丁目21番2号 
TEL.（03）3551-3151

株主メモ ホームページのご紹介 

TOPページ IRページ 

株主のみなさまへ 
 平成19年7月1日～ 

平成19年12月31日 第41期 中間報告書 
当社では、株主のみなさまの声をお聞かせいただくため、 

アンケートを実施いたします。 

お手数ではございますが、 

アンケートへのご協力をお願いいたします。 

※本アンケートは、株式会社エーツーメディアの提供する「e-株主リサーチ」サービスにより実施いたします。（株式会社エーツーメディアについての詳細 http://www.a2media.co.jp） 
※ご回答内容は統計資料としてのみ使用させていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。 

TEL： 03-5777-3900（平日 10：00～17：30）MAIL：info@e-kabunushi.com●アンケートのお問い合わせ 「e-株主リサーチ事務局」 

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される 
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。 
 

ご回答いただいた方の中から抽選で薄謝（図書カード500円）を進呈させていただきます 

株主のみなさまの声をお聞かせください 

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入） 
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。 

ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｅ-ｋａｂｕｎｕｓｈｉ．ｃｏｍ 
　アクセスコード　9813

Yahoo!、MSN、exciteのサイト内にある検索窓に、
い い か ぶ と4文字入れて検索してください。 

ＱＲコード読み取り機能のついた携帯電話をお使いの方は、 
右のＱＲコードからもアクセスできます。 
 

携帯電話からも 
アクセスできます 

空メールにより 
URL自動返信 

●アンケート実施期間は、本書がお手元に到着してから約2ヶ月間です。 
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当社は、引き続き外販を強化していくと共に、景気変

動や急激な事業環境の変化の波に影響されにくい企業体

を目指し、主力事業である有機ELディスプレイ製造装置

をはじめとする有機エレクトロニクス関連事業、薄膜太

陽電池製造装置などのクリーンエネルギー関連事業や、

電子デバイス関連事業などにも積極的に取り組み、事業

バランスの改善と経営基盤の強化に努めてまいります。

また、今後も独自技術の開発力をコア・コンピテン

シーとし、不断の技術革新と収益性の向上に努め、更な

る成長を確固たるものにいたします。

当社は主力事業の１つとして有機ELディスプレイ製

造装置を製造・販売しており、世界中の様々なパネル

メーカーに採用されてまいりましたが、前期の特別損失

による影響並びに市場の回復と成長を鑑み、新たなパー

トナーとの資本業務提携を模索しておりました。一方、

キヤノンは「グローバル優良企業グループ構想」を掲げ、

全世界で活躍する企業であります。

今回のキヤノンとの資本業務提携によって、当社は中

長期的な財務基盤の強化に加え、技術・生産力および資

材調達力の向上、販売・保守サポート力の更なる強化が

図れ、一方キヤノンは有機ELディスプレイ製品の開発・

応用が促進されると判断いたしました。

今回のTOBによる約8,101千株および第三者割当増資

による取得14,200千株を合わせると、キヤノンの持株

数は約22,301千株（持株比率66.01％）となりました。

当社は今後も引き続きジャスダック証券取引所上場会社

として株主様や関係取引先様、従業員や地域社会など、

当社に関わるすべてのステークホルダーのみなさまに信

頼していただける存在であることを目指し、企業価値の

更なる向上と社会の発展に貢献してまいります。

株主のみなさまにおかれましては、より一層のご支援、

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

株主のみなさまへ

代表取締役社長

津上 晃寿
（つがみ てるひさ）

新たな成長戦略に向けて
当社はこの度、キヤノン株式会社（以下キヤノン）による当社を対象とした

株式公開買付け（TOB）およびキヤノンを対象とした第三者割当増資により、

平成19年12月28日付をもってキヤノングループの一員となりました。

今後は、新たな成長戦略に向けて大きく発展し、企業価値の向上に精励いた

す所存でございますので、引き続きみなさま方のご支援並びにご高配を賜り

ますよう宜しくお願い申し上げます。

To Our Shareholders

中長期的な成長を目指して

戦略的資本業務提携

営業活動の強化・事業バランスの改善 　発行済株式の総数（前）…… 

（TOB………………………… 

　第三者割当増資…………… 

19,584,224株　 

8,101,620株） 

14,200,000株　 

発行済株式の総数（後）…… 33,784,224株 

株主の状況 （平成19年12月31日現在） 

株主数……………………… 8,108名 

（うち個人株主数…………… 8,004名） 

戦略的資本業務提携の概要 

■外国法人等 
　0.2％ 

■金融機関・ 
　証券会社 
　0.2％ 

■保振・ 
　自己名義 
　0.7％ 

■個人・その他 
　31.5％ 

■国内法人 
　67.4％ 

※詳細は10Pをご覧ください。 

大株主 持株数（持株比率） 

22,301,620株 （66.01％） 

444,400株 （1.31％ ） 

241,698株 （ 0.71％ ） 

202,500株 （ 0.59％ ） 

1.キヤノン株式会社…… 

2.津上 晃寿 ………………… 

3.トッキ株式会社…………… 

4.津上 健一 ………………… 
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中間（当期）純利益又は純損失 （単位：百万円） 
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第40期（中間期） 

第41期（中間期） 

△2,245百万円 

百万円 
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決算ハイライト（連結）

当中間期は、有機EL製造装置や化合物薄膜太陽電池製造装

置並びに電子部品製造装置などの受注が好調に推移し、受注

高が大きく増加しました。

しかしながら、新しい技術開発要素の多い大型受注案件が

増加しており、受注から検収までのリードタイムが長期化の

傾向にあるため、生産改革を一層促進してまいります。

従って、通期の売上高は大きな伸びは期待できないものの、

黒字化の実現を最重要課題として取り組んでまいります。

売上高 営業利益 中間純利益 受注高 受注残高

通期の見通し

Financial Highlights

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

8,217百万円

123百万円

48百万円

△166百万円

売上は微減も受注は大幅増・
利益は改善傾向



Business Segment

UDCとの有機EL材料の共同性能実証を実施 
当社は有機EL製造技術・材料開発の世界的リー

ディング・カンパニーである米国ユニバーサル・

ディスプレイ社と共同で、有機ELの緑色りん光

発光有機材料の量産性能実証を行いました。こ

の実証により、有機EL市場の拡大に貢献してま

いります。 

PE－CVD膜封止装置の開発を継続 
当社は平成19年1月よりGEグローバル・リ

サーチと共同でPE－CVD膜封止装置の開発

を行っており、国内の展示会に参考出品い

たしました。有機ELや有機照明など幅広い

分野での膜封止技術の開発を継続して行っ

てまいります。 

国際太陽電池展に出展 
当社は、今回日本で初めて開催された国際太陽電池展PV 

EXPO2008に出展いたしました。ブースにおいては、化

合物薄膜や有機薄膜の太陽電池製造装置などの展示を行い

ました。地球環境に優しいクリーンエネルギーとして成長

する太陽電池市場の拡大に貢献してまいります。 

性能実証を行った量産製造装置 

PE－CVD膜 
封止装置 

当社出展ブース（イメージ） 
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トピックス

■売上高構成比 

セグメント別売上高構成比 

地域別売上高構成比 

■国内 
　67.0％ 

■アジア 
　32.1％ 

■真空技術 
　応用製品事業 
　34.3％ 

■その他事業 
　4.4％ 

■NC工作機械等 
　販売事業 
　61.3％ 

■北米 
　0.0％ 

■ヨーロッパ 
　0.8％ 

■海外 
　33.0％ 

事業の概況（連結）

当中間期の受注高は51億64百万円(前年同期比

249.0％増)、受注残高は42億36百万円(前年同期比

4.6％増)となりました。売上高は29億70百万円（前年

同期比10.5%減）、営業損失は4億89百万円（前年同期

は10億56百万円の営業損失）、経常損失は5億40百万

円（前年同期は10億80百万円の経常損失）、中間純損

失は4億70百万円（前年同期は22億45百万円の中間純

損失）となりました。

Topics

前期に納品した大型基板用有機EL量産製造装置、化合物

太陽電池製造装置並びに電子部品製造装置のフォローアッ

プ、受注拡大のための営業力強化、主要顧客に対する直販

体制の確立などを行ってまいりました。

その結果、受注高は30億88百万円（前年同期は△1億

80百万円）、売上高は10億18百万円（前年同期比40.5％

減）、受注残高は35億66百万円（前年同期比10.5％増）

となりました。

当事業は工作機械業界の活況もあり、受注高・売上高は

増加いたしました。

その結果、受注高は18億24百万円（前年同期比19.9％

増）、売上高は18億21百万円（前年同期比32.2％増）、受

注残高は5億19百万円（前年同期比26.6％減）となりま

した。

FAシステム・インテグレーター事業として自動化・効率

化を手がけるその他事業は、前期計上した大型案件の減少

により、中間実績は減少いたしました。

その結果、受注高は2億51百万円（前年同期比80.6％

増）、売上高は1億30百万円（前年同期比43.4％減）、受

注残高は1億50百万円（前年同期比32.2％増）となりま

した。

真空技術応用製品事業

NC工作機械等販売事業

その他事業



8,000

3,810

1,494

6,545
6,000

4,000

2,000

0
第39期 
中間 

第40期 
中間 

第41期 
中間 

（単位：百万円） 

自己資本 

6,545百万円 

49.2％ 

自己資本比率 

　当中間期の自己資本は、65億45百万円
となりました。キヤノンへの第三者割当増資
により、資本の充実と財務の健全化が図れま
した。 
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連結財務諸表

売上高

売上総利益又は売上総損失（△）

販売費及び一般管理費

営業損失

営業外収益

営業外費用

経常損失

特別利益

特別損失

税金等調整前中間（当期）純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間（当期）純損失

7,194

△1,002

1,236

2,238

52

161

2,347

13

2,301

4,634

40

102

4,776

2,970

179

668

489

34

85

540

385

316

471

4

△5

470

3,321

△415

640

1,056

27

52

1,080

1

1,055

2,134

9

101

2,245

中間連結損益計算書 （単位：百万円）

評価・換算差額等株 主 資 本

中間連結株主資本等変動計算書 第41期中間（平成19年7月1日～平成19年12月31日） （単位：百万円）

平成19年6月30日残高

中間期中の変動額

新株の発行

欠損填補

中間純損失

株主資本以外の項目の中間期中の変動額（純額）

中間期中の変動額合計

平成19年12月31日残高

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

純資産合計

1,136

5,921

─
△470

△41

5,408

6,545

43

─

─

─
△41

△41

2

1,093

5,921

─
△470

─

5,450

6,543

△197

─
△197

△4,737

679

△470

208

△4,529

2,416

2,960

△679

2,281

4,697

3,611

2,960

2,960

6,572

第40期
平成18年7月1日～
平成19年6月30日

第41期中間
平成19年7月1日～
平成19年12月31日

第40期中間
平成18年7月1日～
平成18年12月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の増減額（△減少）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

1,142

315

188

1,646

1,002

2,649

△864

11

5,391

4,538

2,649

7,188

1,441

△41

△1,644

△243

1,002

758

中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

第40期
平成18年7月1日～
平成19年6月30日

第41期中間
平成19年7月1日～
平成19年12月31日

第40期中間
平成18年7月1日～
平成18年12月31日

（資産の部）

流動資産

固定資産

資産合計

（負債の部）

流動負債

固定負債

負債合計

（純資産の部）

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

純資産合計

負債純資産合計

4,872

3,857

8,730

5,114

2,478

7,593

1,093

3,611

2,416

△4,737

△197

43

1,136

8,730

9,644

3,633

13,277

4,637

2,094

6,732

6,543

6,572

4,697

△4,529

△197

2

6,545

13,277

4,892

4,443

9,336

5,011

2,831

7,842

1,400

2,500

1,304

△2,206

△197

93

1,494

9,336

中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

第40期
平成19年6月30日現在

第41期中間
平成19年12月31日現在

第40期中間
平成18年12月31日現在

1,000
828

640
800

600

400

200

0
第39期 
中間 

第40期 
中間 

668

△3,785

1,441

△864

第41期 
中間 

第39期 
中間 

第40期 
中間 

第41期 
中間 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

3,000

2,000

1,000

0

-4,000

　当中間期の販売費及び一般管理費は、管理
部門の人員補充により、概ね前年並みの実績
となりました。今後は内部統制機能の強化を
図りつつ、全社的な経営構造改革を推進して
まいります。 

販売費及び一般管理費 

668百万円 

　営業活動によって使用した資金は8億64
百万円となりました。これは主に、税金等調
整前中間純損失があったことによるものです。

△864百万円 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

Financial Statements



　このたびトッキ株式会社　代表取締役副社長を拝命いたしました。 

　技術的な面や時代背景などの違いはありますが、同じ業界で現場の最前線から

経営の一端を担うまでの経験をいたしました。 

　今までの職業経験と、さらにトッキ株式会社の競争力を生かしながら重点事業

の発展を推進し、企業価値を向上させていきます。 

　これによって広く社会とキヤノングループへ貢献し、従業員の成長と満足を図

り、関係取引先の信頼感を向上させてまいります。 

代表取締役副社長 柳楽  卓司 

略　　歴 昭和58年9月　日電アネルバ株式会社 
　　　　　　　（現キヤノンアネルバ株式会社）入社 
平成 6 年7月　同社生産本部装置検査部課長 
平成12年1月　同社生産推進本部検査グループ 
　　　　　　　グループマネージャー 
平成13年7月　同社生産推進本部装置生産グループ 
　　　　　　　グループマネージャー 
平成15年6月　同社取締役　同社生産事業部長 

専務取締役 鳴海  廣治 （なるみ  ひろじ） 
取  締  役 新保  俊二 （しんぼ  しゅんじ） 
取  締  役 鵜川  浩 （うかわ  ひろし） 

（なぎら  たくし） 

今回新任されました役員をご紹介いたします。 

代表取締役社長  
代表取締役副社長 
専 務 取 締 役  
取 締 役  
取 締 役  

津上　晃寿  
柳 楽 　卓司  
鳴 海 　廣治  
山口　登志雄 
小 川 　光雄  

 

（新任） 

（新任） 

 

取 締 役  
取 締 役  
常 勤 監 査 役  
監 査 役  
監 査 役  

新保　俊二  
鵜 川 　 浩  
塩矢　富士夫 
深 谷 　正樹  
佐々木　泰蔵 

（新任） 

（新任） 

 

（新任） 

（新任） 

■役員（平成20年3月25日現在） 

※なお、津上健一は平成20年3月25日の当社臨時株主総会終結のときをもって 
　取締役会長を退任し、相談役名誉会長に就任いたしました。 

Company Profile／Stock Information

東京都中央区八丁堀二丁目21番2号

昭和42年7月29日

6,572,646,400円

真空技術応用製品の開発・設計・製造・販売

NC工作機械等の販売、FA製品の製造・販売

連結：153名　単独：132名
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株式の状況／会社概要

発行可能株式総数……………………………………

発行済株式の総数……………………………………

株主数…………………………………………………………

50,000,000株

33,784,224株

8,108名

株主名

キヤノン株式会社

津上 晃寿

トッキ株式会社

津上 健一

株式会社パワーズアソシエイト

藍澤不動産株式会社

腕野 勉

トッキ取引先持株会

ゴールドマン・サックス・インターナショナル

トッキ従業員持株会

22,301,620

444,400

241,698

202,500

120,000

75,000

62,500

60,100

50,700

50,090

66.01

1.31

0.71

0.59

0.35

0.22

0.18

0.17

0.15

0.14

持株数（株） 持株比率（％）

■個人・その他 
　31.46％ 
　10,627,238株 

■金融機関・証券会社 
　0.19％ 
　65,564株 

■国内法人 
　67.40％ 
　22,768,524株 

■外国法人等 
　0.24％ 
　80,700株 

■保振・自己名義など 
　0.72％ 
　242,198株 

■株式の状況 ■大株主の状況

■所有者別株式分布状況

商 号

本 店 所 在 地

設 立 年 月 日

資 本 金

主な事業内容

従 業 員

■会社概要

NewDirector's Introduction （平成19年12月31日現在）
新任役員のご紹介

〒104-0032 東京都中央区八丁堀二丁目21番2号
TEL.（03）3551-3151

本 社

〒954-0076 新潟県見附市新幸町10番１号
TEL.（0258）61-5050

見 附 工 場

〒950-3134 新潟県新潟市北区新崎293番26号
TEL.（025）278-2290

新 潟 工 場

■主な事業所

〒104-0061 東京都中央区銀座七丁目15番5号
TEL.（03）3543-8841

本 社

当　社 URL:http://www.tokki.co.jp/

トッキ・インダストリーズ株式会社 URL:http://www.tokki-ind.com/

〒226-0012 神奈川県横浜市緑区上山一丁目5番21号
TEL.（045）938-5517

本 社

株式会社トッキテクニカ

S17 Hung Vuong 2, Ward Tan Phong, District 7, 
Ho Chi Minh City, Vietnam

TEL.（+84）8-410-0356

本 社

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO., LTD.



 

 

                                                                平成２０年３月２５日 

各      位 

会 社 名  ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 

問合せ先 経営企画部長 大新田 納 

電  話 ０３－３５５１－３１５１ 

 

組織変更並びに役員の異動に関するお知らせ 

 
平成20年3月25日に開催されました臨時株主総会において、取締役が改選されました。これに伴い、

その後開催されました取締役会におきまして、平成20年3月25日付組織変更並びに取締役の異動が決議

されましたのでお知らせいたします。 

記 

１．組織変更（平成 20 年 3 月 25 日付） 

 内部体制の強化、並びに生産改革をはじめとした構造改革の更なる推進を図ると共に、業務の円滑

化や効率的な企業活動を行うことを目的として組織変更を実施致します。主要な変更は以下の通りで

す。 

 

 ① 財務経理統括部を新設いたします。 

 ② 生産統括部にカスタマーサポート部を移管いたします。 

 ③ 技術統括部を新設し、技術部とＲ＆Ｄセンターを統括いたします。 

 ④ 見附工場を見附事業所と改称し、生産統括部、技術統括部、品質保証部を統括いたします。 

 

※なお、組織図は別添の資料をご覧ください。 

 

２．役員の異動と新経営体制（平成 20 年 3 月 25 日付） 

  氏  名     新 役 職 名              旧 役 職 名 

  津上 晃寿    代表取締役社長            代表取締役社長 

  柳楽 卓司    代表取締役副社長 執行役員         － 

           見附事業所統括 兼 生産統括部長 

  鳴海 廣治    専務取締役 執行役員 技術統括部長     － 

  山口 登志雄   取締役 執行役員 経営管理統括部長   取締役 執行役員 経営管理統括部長 

小川 光雄    取締役 執行役員 営業技術統括部長   取締役 執行役員 営業技術統括部長 

           兼 技術企画部長            兼 技術企画部長 

  新保 俊二    取締役 執行役員 財務経理統括部長     － 

           兼 財務経理部長 

  鵜川 浩     取締役（非常勤）             － 

  塩矢 富士夫   常勤監査役              常勤監査役 

  深谷 正樹    監査役（社外）             － 

  佐々木 泰蔵   監査役（社外）             － 

   （執行役員） 

  鈴木 孝文    執行役員 総務人事部長 

  峯脇 満      執行役員 生産統括部副統括部長 兼 品質保証部長 

以 上 

 



トッキ株式会社　組織図  　（2008.3.25）
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平成２０年２月 26 日 
各      位 

会 社 名  ト ッ キ 株 式 会 社 
代表者名  代表取締役社長 津上 晃寿 
（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 

問合せ先 経営企画部長 大新田 納 
電 話 ０ ３ － ３ ５ ５ １ － ３ １ ５ １ 

 
非シリコン系・化合物薄膜太陽電池向け 

大型スパッタリング量産製造装置完成のお知らせ 

 
 当社は有機ＥＬ成膜・封止全自動システムの真空応用技術をベースに、かねてから進め

てまいりました化合物薄膜太陽電池向け大型スパッタリング量産製造装置を完成いたしま

した。 
 
 近年、地球環境問題の深刻化から持続可能で再生可能なクリーンエネルギーとしての太

陽光発電が急速に普及しております。しかしながら、結晶シリコン系が主体の太陽電池で

は、材料のシリコンの需給逼迫と価格高騰から、太陽電池パネルの生産や価格面で大きな

影響が出ています。 
 
 当社が開発した化合物太陽電池向け大型スパッタリング量産製造装置は、安価なガラス

基板上に、シリコン系に比べ約 100 分の 1 の厚さ（3～4μｍ）の化合物薄膜を形成するた

め、低コストで量産化が可能となりました。また、製造に必要なエネルギーコストが少な

いことなどから、より環境に優しい次世代太陽電池として期待されています。 
 
 なお、この装置は 2 月 27 日から開催される第 1 回国際太陽電池展（ＰＶ ＥＸＰＯ2008）
にてパネル出展いたします。 

 
以 上 
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平成 20 年２月 20 日 

各      位 

会 社 名  ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 津上 晃寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 

問合せ先 経営企画部長 大新田 納 

電  話 ０３－３５５１－３１５１ 

 

代表取締役および役員の異動に関するお知らせ 

 

 
当社は、平成20年２月20日開催の臨時取締役会におきまして、下記のとおり、代表取締役および役員

の異動について決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．代表取締役の異動（平成 20 年３月 25 日付） 

 

１．新任代表取締役候補 

 

氏名 新役職 

柳楽 卓司 代表取締役副社長 

 

２．異動の理由 

 早期の業績回復と企業体質の強化並びに生産改革の更なる推進を目指し、キヤノングループより代

表取締役を迎え入れることといたしました。 

 

３．新代表取締役の略歴 

氏名（よみがな） 柳楽 卓司（なぎら たくし） 

生 年 月 日 昭和 31 年２月９日 

略 歴 昭和 58 年９月 日電アネルバ株式会社（現キヤノンアネルバ株式会社）入社 

  平成 ６年７月 同社生産本部装置検査部課長 

  平成 12 年１月 同社生産推進本部検査グループ グループマネージャー 

  平成 13 年７月 同社生産推進本部装置生産グループ グループマネージャー 

  平成 15 年６月 同社取締役 

 同社生産事業部長 

 

４．就任予定日 

平成 20 年３月 25 日 

※なお、代表取締役の選定は、平成20年３月25日開催予定の当社臨時株主総会終了後に開催される

臨時取締役会にて正式に決定いたします。 
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Ⅱ．その他役員の異動（平成 20 年３月 25 日付） 

 

１．新任役員 

専務取締役 鳴海 廣治（なるみ ひろじ） 

（現 キヤノン株式会社 デバイス開発本部 ＯＤ開発センター 上席担当部長） 

取締役  新保 俊二（しんぼ しゅんじ） 

（現 キヤノン株式会社 経理本部 経理企画部 担当部長） 

取締役  鵜川 浩 （うかわ ひろし） 

（現 キヤノン株式会社 企画本部 副本部長） 

監査役  深谷 正樹（ふかや まさき） 

（現 キヤノン株式会社 デバイス開発本部 半導体デバイス工場 工場長） 

監査役  佐々木 泰蔵（ささき たいぞう） 

（現 キヤノン株式会社 経理本部 グローバル経理統括センター 経営管理部 部長） 

 

※なお、役付取締役の選定は、平成20年３月25日開催予定の当社臨時株主総会終了後に開催され

る臨時取締役会にて正式に決定いたします。 

２．退任予定役員 

取締役会長 津上 健一 

取締役  小澤 文裕 

取締役  佐武 伸 

監査役  武田 茂 

監査役  松本 康 

 

※なお、津上健一は、平成20年３月25日開催予定の当社臨時株主総会終了をもって当社の取締役

会長を退任した後、当社の相談役名誉会長に就任する予定です。 

 

Ⅲ．新体制（平成 20 年３月 25 日付） 

 

１． 取締役・監査役 

代表取締役社長 津上 晃寿 

代表取締役副社長 柳楽 卓司（新任） 

専務取締役 鳴海 廣治（新任） 

取締役 山口 登志雄 

取締役 小川 光雄 

取締役 新保 俊二（新任） 

取締役 鵜川 浩（新任） 

常勤監査役 塩矢 富士夫 

監査役 深谷 正樹（新任） 

監査役 佐々木 泰蔵（新任） 

 

以 上 



2008年2月8日

2008年6月期 中間期
決算説明会

2008年6月期 中間期
決算説明会

[9813]

トッキ株式会社

代表取締役社長

津上 晃寿
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2008年6月期中間期 連結決算ハイライト

伸び率増減

1,774

539

－

567

－

28

－

595

△350

4.3％668640販売費および一般管理費

－△470△2,245中 間 純 利 益

－△540△1,080経 常 利 益

－（△16.4%）（△31.7%）（ 営 業 利 益 率 ）

－△489△1,056営 業 利 益

3.3ppts（22.5％）（19.2％）（ 販 管 費 率 ）

－（6.0％）（△12.5%）（ 売 上 総 利 益 率 ）

－179△415売 上 総 利 益

△10.5％2,9703,321売 上 高

前年同期比較2008年6月期

中間期

2007年6月期

中間期
【単位：百万円】
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セグメント別 連結売上高の推移

3,519
4,111

4,687

5,539

1,713
2,338

1,018

3448

1,726

1,501

1,426

1,736

1,377

1,373

1,821

1799

123
176

183

228

230

161

130

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

３８期上 ３８期下 ３９期上 ３９期下 ４０期上 ４０期下 ４１期上 ４１期下

その他

ＮＣ

真空

百万円

5,368
5,788

6,296

7,503

3,321
3,873

2,970

8,2177,19413,80011,157合計

391411299その他事業
3,751

2,7503,1623,227ＮＣ工作機械等販売事業

4,4664,05210,2267,630真空技術応用製品事業

４１期予測４０期実績３９期実績３８期実績

5,247

（予測）
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セグメント別 連結受注高の推移

3,387

7,416

2,220

769
-180

608

3,088 2800

1,573

1,351

1,533

1,587

1,521
1,182

1,824 2200

239

137

268

269

139
76

251

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

３８期上 ３８期下 ３９期上 ３９期下 ４０期上 ４０期下 ４１期上 ４１期下

その他

ＮＣ

真空

百万円

5,200

8,905

4,021

2,626

1,479 1,866

5,16436億85百万円増

＋249％

3,346

215

2,703

427

４０期実績

10,1616,64814,105合計

537376その他事業
4,273

3,1202,925ＮＣ工作機械等販売事業

5,8882,98910,804真空技術応用製品事業

４１期予測３９期実績３８期実績

（予測）

5,000
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セグメント別 連結受注残高の推移

9,053

12,358

9,891

5,122

3,227

1,496

3,566
2918

756

606

713

564

708

517

519
1068

116

77

162

204

113

28

150

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

３８期上 ３８期下 ３９期上 ３９期下 ４０期上 ４０期下 ４１期上 ４１期下

その他

ＮＣ

真空

百万円

9,926

13,042

10,768

5,890

4,049

2,042

4,236

1億87百万円増

＋4.6％

2,042

28

517

1,496

４０期実績

3,9865,89013,042合計

20477その他事業
1,068

564606ＮＣ工作機械等販売事業

2,9185,12212,358真空技術応用製品事業

４1期予測３９期実績３８期実績

（予測）

3,986
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地域別 連結売上高の推移

1,781

3,439 3,433
4,262

2,459 2,708
1,988

5247

3,561

1,805

2,820

2,677

786
1,090

955

25 543

42

564

76

74

26

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

３８期上 ３８期下 ３９期上 ３９期下 ４０期上 ４０期下 ４１期上 ４１期下

その他

アジア

国内

百万円

5,368 5,788
6,296

7,503

3,321

3,873

2,970

8,2177,19413,80011,157合計

151606569その他海外

1,8765,4985,366アジア 8,217

5,1677,6955,221国内

４１期予測４０期実績３９期実績３８期実績

（予測）

5,247
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連結貸借対照表・その他指標

△25813033設 備 投 資 額

8130246122減 価 償 却 費

増資及び負債の減少36.2ppts49.2%13.0%16.0%自 己 資 本 比 率

－97241123研 究 開 発 費

193人

1,136

2,478

5,114

7,593

3,857

4,872

8,730

2007年
6月期末

長期借入金の減少△3832,0942,831固 定 負 債

受注損失引当金の戻入及び
短期借入金の減少

△4764,6375,011流 動 負 債

△8606,7327,842負 債 合 計

第三者割当増資による資本
金及び資本準備金の増加

5,4086,5451,494純 資 産 合 計

資 産 合 計

【単位：百万
円】

期 末 従 業 員 数

固 定 資 産

流 動 資 産

有形固定資産及び投資有価
証券の減少

△2243,6334,443

△11人

4,772

4,547

前期末
増減額

182人※208人

現金及び預金の増加9,6444,892

13,2779,336

主な前期末との増減要因
2008年6月期

中間期末

2007年6月期

中間期末

※うち出向者29名を含む
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連結キャッシュ・フロー

2,6491,002
現金及び現金同等物

期首残高

4,538△243
現金及び現金同等物

増減額

7,188758
現金及び現金同等物

中間期末残高

株式発行による収入 5,8915,391△1,644
財務活動による

キャッシュ・フロー

11△41
投資活動による

キャッシュ・フロー

中間純損失 △471△8641,441
営業活動による

キャッシュ・フロー

主な要因
2008年6月期

中間期

2007年6月期

中間期
【単位：百万円】
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2008年6月期 中間期トピックス

受注活動の強化
営業と技術の組織統合で営業力を強化
国内外の重要顧客に対する直販体制の確立
重要顧客からの増設案件の引合増加
損益への寄与は09年6月期以降

労務費の軽減
協力会社へ25名を出向

製造原価低減へ向けた取り組み
大型工番へのプロジェクト制の導入
受託生産事業の立ち上げによる工場稼働率の向上

引き続き、有機EL並びに化合物薄膜太陽電池を中核とする

製造装置事業の健全かつ継続的成長を訴求してまいります。
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発行済株式数（前） 19,584,224株

TOB 8,101,620株

第三者割当増資 14,200,000株

発行済株式数（後） 33,784,224株

株主の状況
（平成19年12月31日現在）

株主数 8,070名

大株主

１．キヤノン株式会社 22,301,620株 （66.4％）

２．津上 晃寿 444,400株 （1.3％）

３．津上 健一 202,500株 （0.6％）･･･

戦略的事業提携の完了

キヤノン株式会社のグループ会社へ

2008年6月期 中間期トピックス

国内法人
67.4%

個人・その他
31.5%

外国法人等
0.2%

保振・自己名義
0.7%

金融機関・証券
会社
0.2%

（ ）

資本金（百万円）

3,611 ⇒ 6,572



業績予想および今後の取り組み業績予想および今後の取り組み
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2008年6月期 通期業績予想

6,81510,1613,346受 注 高

4144,4664,052売 上 高

1,0238,2177,194売 上 高

4,610△166△4,776当 期 純 利 益

2,39548△ 2,347経 常 利 益

－（1.4％）（△31.1%）（営業利益率）

2,361123△2,238営 業 利 益連
結

単
独

△177

29

（2.4％）

108

2008年6月期

予想

4,637△4,814当 期 純 利 益

2,450△2,421経 常 利 益

－（△56.8%）（営業利益率）

2,412△ 2,304営 業 利 益

対前年増減2007年6月期【単位：百万円】

受注高・・・有機ＥＬ製造装置及び化合物薄膜太陽電池製造
装置、有機照明製造装置などの受注拡大を予想
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通期に向けた取り組み

受注活動の強化
下期大型案件への取り組み強化

国際太陽電池展(PV EXPO 2008)への出展と新規顧客の開拓

海外重要顧客への直販(直サポート)体制の確立

利益率改善への取り組み
大型工番に対するプロジェクト制の本格導入

製造原価の予算管理強化

受託生産事業の安定受注による工場稼働率の向上

経営基盤の強化
キヤノングループ集中購買による部材調達コストの低減

キヤノングループ販売網・サービス網の活用による受注拡大



補足資料補足資料
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業績推移

（単位：百万円） 02年6月期 03年6月期 04年6月期 05年6月期 06年6月期 07年6月期
08年6月期
（予想）

売 上 高 9,931 10,253 11,419 11,157 13,800 7,194 8,217

売 上 総 利 益 1,361 1,458 1,718 522 1,659 -1,002 －

（売上総利益率） （13.7%） （14.2%） （15.0%） （4.6%） （12.0%） （-13.9%） －

（ 販 管 費 率 ） （11.9%） （10.5%） （13.6%） （13.8%） （10.8%） （17.1%） －

営 業 利 益 176 380 164 -1,024 165 -2,238 123

（ 営 業 利 益 率 ） （1.7%） （3.7%） （1.4%） （-9.1%） （1.1%） （-31.1%） （1.4%）

経 常 利 益 167 304 131 -1,033 135 -2,347 48

当 期 純 利 益 75 167 105 -964 -154 -4,776 -166
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セグメント別業績推移

（単位：百万円） 02年6月期 03年6月期 04年6月期 05年6月期 06年6月期 07年6月期 08年6月期

売 上 高 7,258 7,903 8,360 7,630 10,226 4,052 4,466

構 成 比 73.1% 77.1% 73.2% 68.4% 74.1% 56.3% 54.3%
売 上 高 2,673 2,350 3,050 3,227 3,162 2,750 売上高

構 成 比 26.9% 22.9% 26.7% 28.9% 22.9% 38.2% 3,751
売 上 高 － － 8 299 411 391 構成比

構 成 比 － － 0.1% 2.7% 3.0% 5.4% 45.6%

真空技術応用製品

ＮＣ工作機械等販売

その他

7,258 7,903 8,360 7,630

10,226

4,052 4,466

2,673
2,350

3,050
3,227

3,162

2,750

8
299

411

391

3,751

0

5,000

10,000

15,000

02.06 03.06 04.06 05.06 06.06 7.06 08.06

（予想）

その他

ＮＣ工作機械等販売

真空技術応用製品
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地域別業績推移

（単位：百万円） 02年6月期 03年6月期 04年6月期 05年6月期 06年6月期 07年6月期

売 上 高 920 782 5,334 5,366 5,498 1,876

構 成 比 9.3% 7.6% 46.7% 48.1% 39.8% 26.0%

売 上 高 0 1 71 353 598 122

構 成 比 0.0% 0.0% 0.6% 3.2% 4.3% 1.6%

売 上 高 0 － 60 215 5 28

構 成 比 0.0% － 0.5% 1.9% 0.0% 0.4%

売 上 高 － － 1 －

構 成 比 － － 0.0% －

売 上 高 9,011 9,470 5,952 5,221 7,695 5,167

構 成 比 90.7% 92.4% 52.1% 46.8% 55.8% 71.9%
国内

アジア

ヨーロッパ

北米

オセアニア

9,011 9,470

5,952 5,221
7,695

5,167

920 782
5,334

5,366

5,498

1,876

353

598

122

60 215

5

28

1 71

0

5,000

10,000

15,000

02.06 03.06 04.06 05.06 06.06 7.06

北米

ヨーロッパ

アジア

国内

(注)地域別売上の区分は、03年6月期までは商社経由のものについては、商社の所在により分類しておりましたが、04年6月期より実
質的なエンドユーザーの所在により分類しております。
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連結キャッシュ・フロー推移

（単位：百万円） 02年6月期 03年6月期 04年6月期 05年6月期 06年6月期 07年6月期

営業活動による
キャッシュ・フロー

-1,336 91 2,065 -1,488 -3,477 1,142

投資活動による
キャッシュ・フロー

-790 -2,517 -784 9 -166 315

財務活動による
キャッシュ・フロー

1,539 2,219 628 567 3,303 188

現金及び現金同等物
期末残高

551 344 2,254 1,342 1,002 2,649

現金及び現金同等物
増減額

-587 -206 1,909 -912 -339 1,646



お問い合わせお問い合わせ

トッキ株式会社 広報・ＩＲグループ

ＴＥＬ：０３－３５５１－３１５１

ｉｒ－ｓｅｃｔｉｏｎ＠ｔｏｋｋｉ.ｃｏ.Ｊｐ

将来見通しに関する注意事項

本資料に記述されている当社の業績予想、本資料に記述されている当社の業績予想、将来予測などは、

当社が作成時点で入手可能な情報に基づいて判断したものであり、経済情勢、有機ＥＬ・太陽電池市況、

販売競争の激化、急速な技術革新への当社の対応力、安全・品質管理、知的財産権に関するリスクなど、

様々な外部要因・内部要因の変化により、実際の業績、成果はこれら見通しと大きく異なる可能性があり

ます。

数字の処理について

記載された金額は当社発表の決算短信にて発表した数値を記載していますが、別途計算が必要な数値

は百万円単位未満を切り捨て処理、比率は百万円単位で計算した結果を切り捨て処理しているため、内訳

の計が合計と一致しない場合があります。

本資料について

お問い合わせ
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(財)財務会計基準機構会員  
 

 

平成20年６月期 中間決算短信 
平成20年２月７日 

                                              
        

上 場 会 社 名 トッキ株式会社         上場取引所 ＪＱ 
コ ー ド 番 号 ９８１３            ＵＲＬ http://www.tokki.co.jp/ 
代  表  者（役職名）代表取締役社長 （氏名）津上 晃寿 
問合せ先責任者（役職名）取締役執行役員 （氏名）山口 登志雄   ＴＥＬ (03)3551－3151  

経営管理統括部長 
 
半期報告書提出予定日  平成20年３月28日 
 

（百万円未満切捨て） 
１．19年12月中間期の連結業績（平成19年７月１日～平成19年12月31日） 
（１）連結経営成績                      （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益
 
19年12月中間期 
18年12月中間期 

百万円   ％ 
2,970   (△10.5) 
3,321   (△47.2) 

百万円   ％
△   489     (－)
△ 1,056     (－)

百万円   ％ 
△   540     (－) 
△ 1,080     (－) 

百万円   ％
△   470     (－)
△ 2,245     (－)

19年６月期 7,194   (△47.8) △ 2,238     (－) △ 2,347     (－) △ 4,776     (－)

 
 １株当たり中間 

（当期）純利益 
潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）

純利益 
 
19年12月中間期 
18年12月中間期 

円 銭 
△  23   96  
△ 153   18  

円 銭
－  
－  

19年６月期 △ 313   18  －  

(参考) 持分法投資損益 19年12月中間期 －百万円 18年12月中間期 －百万円 19年６月期 －百万円          
 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
19年12月中間期 
18年12月中間期 

百万円 
13,277    
9,336    

百万円
6,545   
1,494   

％ 
49.2   
16.0   

円 銭
195 14

  101   92

19年６月期 8,730    1,136   13.0   58   77  

(参考) 自己資本 19年12月中間期 6,545百万円  18年12月中間期 1,494百万円  19年６月期 1,136百万円 
 
（３）連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ
る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高 

 
19年12月中間期 
18年12月中間期 

百万円 
△ 864   

1,441    

百万円
11

△41

百万円 
5,391 

△1,644 

百万円
7,188

758

19年６月期 1,142    315 188 2,649

 
２．配当の状況 
 １株当たり配当金   

(基準日) 中間期末 期 末 年 間 
 
19年６月期 

円 銭 
－ 

円 銭
－

円 銭
０ 00 

20年６月期（実績）  
－ 

20年６月期（予想）  
－ ０  00 

 

 
３．平成20年６月期の連結業績予想（平成19年７月１日～平成20年６月30日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通  期 8,217    14.2 123  － 48   － △166  －  △4 94 
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４．その他 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   無 
 
（２）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更         無 
② ①以外の変更                無 
 

（３）発行済株式数（普通株式） 
① 期末発行済株式数（自己株式を含む）19年12月中間期 33,784,224株 18年12月中間期 14,901,224株  

19年６月期  19,584,224株 
② 期末自己株式数   19年12月中間期 241,698株 18年12月中間期 241,698株 19年６月期 241,698株 
（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、37ページ「１株当たり情

報」をご覧ください。 

 
（参考）個別業績の概要 

 
１．19年12月中間期の個別業績（平成19年７月１日～平成19年12月31日） 
（１）個別経営成績                        （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 
19年12月中間期 
18年12月中間期 

百万円   ％ 
1,018   (△40.5) 
1,713   (△63.4) 

百万円   ％
△   476     (－)
△ 1,066     (－)

百万円   ％
△   529     (－)
△ 1,096     (－)

百万円   ％
△   462     (－)
△ 2,256     (－)

19年６月期 4,052   (△60.3) △ 2,304     (－) △ 2,421     (－) △ 4,814     (－)

 
 １株当たり中間 

（当期）純利益 
 
19年12月中間期 
18年12月中間期 

円 銭 
△  23   53  
△ 153   92  

19年６月期 △ 315   66  

 
（２）個別財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 
19年12月中間期 
18年12月中間期 

百万円 
12,213    
8,335    

百万円
6,475   
1,413   

％
53.0  
16.9  

円 銭
193   05

  96   40

19年６月期 7,916    1,040   13.1  53  77  

 (参考)  自己資本 19年12月中間期 6,475百万円 18年12月中間期  1,413百万円 19年６月期 1,040百万円 
 
 
２．平成20年６月期の個別業績予想（平成19年７月１日～平成20年６月30日） 

（％表示は、通期は対前期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通  期 4,466    10.2 108  － 29   － △177  －  △5 27 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は本資料作成日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今

後様々な要因によって、予想数値と異なる場合があります。 
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１．経営成績  

 

（１）経営成績に対する分析 
 

①当中間連結会計期間の経営成績 

 

 当中間連結会計期間における有機ＥＬディスプレイパネル業界におきましては、有機ＥＬディスプレイ

をメインディスプレイに搭載した携帯電話の相次ぐ販売開始や、世界初の有機ＥＬテレビが国内発売され

るなど、有機ＥＬディスプレイの魅力を体感できる場が一気に広がる会計年度となりました。 

 

 当社グループはこのような状況下で、前期の第40期に納品した大型基板用有機ＥＬ量産製造装置並びに

化合物太陽電池製造装置のフォローアップ、ＧＥグローバル・リサーチとの膜封止技術及び製造装置の共

同開発の促進、受注拡大のための営業力強化、主要顧客に対する直販体制の確立などを行ってまいりまし

た。 

 

 その結果、当中間連結会計期間の受注高は51億64百万円(前年同期比249.0％増)、受注残高は42億36百

万円(前年同期比4.6％増)となりました。 

 

 しかしながら、売上高は前期末現在での受注残高が20億42百万円という低い水準にあったため、前年同

期比10.5%減の29億70百万円となりました。 

 

 利益面につきましては、製造原価の低減や販管費の削減、取引先への出向による労務費の負担軽減など

の施策を行いましたが、売上高の減少幅は大きく、営業損失は４億 89 百万円、経常損失は５億 40 百万円

となりました。また、特別利益として受注損失引当金の戻入益を計上し、特別損失として財務内容の改善

のため資本関係の再構築を行ったことに伴い発生したアドバイザリー費用を計上した結果、当期純損失は

４億 70 百万円となりました。 

 

当中間連結会計期間の販売実績を事業別に表示すると、下記のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

真空技術応用製品事業 1,018,470 △40.5 

ＮＣ工作機械等販売事業 1,821,741 32.2 

その他事業 130,137 △43.4 

合計 2,970,349 △10.5 
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②通期の見通し 
 

 通期の見通しといたしましては、引き続き、有機ＥＬディスプレイ市場並びに太陽電池市場の伸び

が期待されるため、受注額に関しましては、年間の目標値である 101 億 61 百万円は達成する見通し

となりました。 

 しかしながら、新しい技術開発要素の多い大型受注案件が増加しており、受注から検収までのリー

ドタイムが長期化の傾向にあることから、当連結会計年度内での売上計上が困難な見通しでありま

す。 

 こうした状況下にありながらも、早期黒字化を達成するために、大型案件に対する部門を横断した

プロジェクトチームの編成を通じた予算管理の徹底や、設計改革活動を通じた低コスト設計力の向

上などの改革を、引き続き強化してまいります。 

 また、下期より、キヤノングループとの共同購買シナジーによる調達コストの低減にも努めてまい

ります。 

 したがいまして、通期の売上高は大きな伸びは期待できないものの、黒字化の達成を 重要課題と

して取り組んでまいります。 

 

 通期の連結業績につきましては、売上高 82 億 17 百万円、営業利益１億 23 百万円、経常利益 48

百万円、当期純損失１億 66 百万円を見込んでおります。また、通期の個別業績につきましては、売

上高 44 億 66 百万円、営業利益１億８百万円、経常利益 29 百万円、当期純損失１億 77 百万円を見

込んでおります。 

    

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実な要因

に係る本資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によ

って大きく異なる可能性があります。 
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（２）財政状態に関する分析 
 

① 資産、負債及び純資産の状況 

  

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ、47億72百万円増の96億44百万円となりました。これは主に、現

金及び預金の増加によるものです。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ、２億24百万円減の36億33百万円となりました。これは主に、有

形固定資産及び投資有価証券の減少によるものです。 

 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ、４億76百万円減の46億37百万円となりました。これは主に、受

注損失引当金及び短期借入金の減少によるものです。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ、３億83百万円減の20億94百万円となりました。これは主に、長

期借入金の減少によるものです。 

 

（純資産） 

純資産は前連結会計年度末に比べ、54億８百万円増の65億45百万円となりました。これは主に、キヤノ

ン株式会社を対象とする第三者割当増資による資本金等の増加59億21百万円があったことによるもので

す。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等

調整前当期純損失があったものの株式の発行による収入があったこと等により、前連結会計年度末に比べ

45億38百万円増加し、当中間連結会計期間末には71億88百万円となりました。 

 当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下の通りであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によって使用した資金は８億64百万円（前年同期は得られた資金14億41百万円）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純損失があったことによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によって得られた資金は11百万円（前年同期は使用した資金41百万円）となりました。これは

主に、投資有価証券の売却による収入があったことによるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によって得られた資金は53億91百万円（前年同期は使用した資金16億44百万円）となりました。 

これは主に、株式の発行による収入があったことによるものです。 
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

   

  平成 16 年６月期 平成 17 年６月期 平成 18 年６月期 平成 19 年６月期 
平成 19 年 12 月 

中間期 

自己資本比率（％） 43.6 30.7 25.0 13.0 49.2

時価ベースの自己資本

比率（％） 
147.1 104.4 75.8 134.9 144.24

キャッシュ・フロー対有

利子負債比率（％） 
162.5 － － 485.4 －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
30.7 － － 13.4 －

 自己資本比率：株主資本/総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 

（中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。） 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 

 （注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。 

 （注４）有利子負債は、連結（中間連結）貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を

対象としております。 

 （注５）営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

 （注６）キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオのうち、平成 17 年６月期、平成

18 年６月期及び平成 19 年 12 月中間期については、営業キャッシュ・フローがマイナスであったため記載を省

略しております。 

 

  
（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 
 

 当社グループの利益配分の基本方針につきましては、当社グループ株主の皆様への利益配当を

第一と考えたうえで、財務体質と経営基盤の強化を図り、併せて今後の事業展開を勘案し、配当

性向と内部留保のバランスを図るとともに、当社グループに対する株主の皆様の長期投資に対応

する利益配当を継続することを基本方針としております。 

 当期の配当については、業績を勘案して判断させて頂きたく存じます。早期の復配に向け、業

務改革に取り組んでまいります。 
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工作機械

等の販売 

津特機械貿易(上

海)有限公司※２

（NC 工作機械等

販売事業） 

得 意 先（国内・海外ユーザー）・販売商社 

トッキ株式会社（当社） 
(真空技術応用製品事業) 

株式会社トッ

キテクニカ 

※１ 

（その他事業）
真空技術応用

製品の販売 

工作機械・ 

ＦＡ製品等 

の販売 ＦＡ製

品等の

販売 

トッキ・インダストリーズ株式会社 

（ＮＣ工作機械等販売事業） 

（ そ の 他 事 業 ） 

部品等

の販売

100％

100％ 

30％

ＦＡ製品

等の販売

TOKKI 

INDUSTRIES 

VIETNAM 

CO.,LTD. ※ 1 

（NC 工作機械

等販売事業） 

100％ 

工作機械等の

販売・保守 

工作機械等の

販売・保守  

津上特機(上海)

機械貿易有限公

司※１（NC 工作

機 械 等 販 売 事

業） 

工作機械等の

販売・保守 

工作機械

等の販売
工作機械

等の販売100％

ＴＥＳ ＬＬＣ

※１．３ 

（そ の 他） 

海外投資の運

用、保険業務 

キヤノン株式会社 

（親会社） 

66% 

真空技術応用

製品の販売 

２．企業集団の状況  
 

当社は、財務体質の強化を目的に、平成 19 年 11 月にキヤノン株式会社（東証コード：７７５１）
の当社普通株式等に対する公開買付けに対して賛同し、12 月には同社を対象とする第三者割当増資
を行い、キヤノン株式会社の連結子会社になりました。 

その結果、当社グループは、当社、親会社１社、連結子会社１社、非連結子会社で持分法非適用
会社４社及び持分法非適用関連会社１社の構成となり、有機ＥＬパネル製造装置を中核とした真空
技術応用製品の開発・製造・販売・サービスをおこなう「真空技術応用製品事業」、工作機械の仕入・
販売・輸出を行う「ＮＣ工作機械等販売事業」及びＦＡシステム・インテグレーターとして自動化・
効率化を手掛ける「その他事業」を事業内容としております。 

    
   真空技術応用製品事業    トッキ株式会社 
 
   ＮＣ工作機械等販売事業    トッキ・インダストリーズ株式会社 
                  津特機械貿易(上海)有限公司 
                  TOKKI INDUSTRIES VIETNAM CO.,LTD. 

津上特機（上海）機械貿易有限公司 
 
   そ の 他 事 業    トッキ・インダストリーズ株式会社 
                  株式会社トッキテクニカ  
 

そ    の    他    ＴＥＳ ＬＬＣ 
       
 
   ＜当社グループの事業系統図＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．無印は連結子会社、※１は非連結子会社で持分法非適用会社、※２は持分法非適用関連会社であります。 

   ２. 点線は出資の状況を示し、記載のパーセンテージは出資の割合を示しております。 

   ３. ※３は実質的に支配していると認められるため、子会社としております。
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３．経営方針 

 
(１) 会社の経営の基本方針 
       

 当社グループは、デジタル化とエレクトロニクス技術の大きな変革の時代にあって成長するあ

らゆる分野・領域において顧客満足を実現するため、グループ全体として｢環境と安全を前提とし

て、産業界の技術革新･生産性の向上に貢献する｣ことを経営の基本方針としております。 

 

①真空技術応用製品事業 
 電子部品、光学部品その他あらゆる分野において応用されている真空技術に、長年、ＦＡ

システム・インテグレーターとして培った精密メカトロ技術とＦＡシステム技術を融合させ

た独自の技術を活かし、有機ＥＬ(エレクトロ・ルミネッセンス)パネル製造装置並びに化合

物薄膜・有機薄膜太陽電池製造装置を中核とする真空技術応用製品でエレクトロニクス業界

へ新製品を提供し、貢献してまいります。 

②ＮＣ工作機械等販売事業 
 変化の激しい工作機械業界にあって、市場動向に対し敏感に対応し、顧客ニーズに 適な

ＮＣ工作機械並びに産業用機械を提供する機械商社業務により、産業界に貢献してまいりま

す。 

③その他事業 
 産業用ロボットとＮＣ工作機械を活用したＦＡシステムの構築で産業界の自動化・効率化

による生産性向上に貢献してまいります。 

     

 当社グループは、常に経営体質の改善による速やかな対応で社内の活性化を図り、高収益性と

企業価値を高めることで株主の皆様・顧客の皆様並びに当社従業員、ひいては社会への還元に積

極的に取り組んでまいります。 

 

(２) 目標とする経営指標  

       

 当社グループは、変革する電子業界、ＦＡシステムと工作機械業界の中で、安定的な企業体質

を構築し、独自性のある高度技術の保持と高収益性の確保によりそれぞれの事業においてシナジ

ー効果を維持しながら、個々に成長していくことが目標であります。 

当社グループがこの成長と高収益を併せ実現していくために目標とする経営指標は、売上総利

益率並びに１株当たり利益の向上であります。 

 

(３) 中長期的な会社の経営戦略 

     

 当社グループは、真空技術応用製品の中核である有機ＥＬパネル製造装置における技術並びに

市場における優位性を確保することにより、真空技術と精密メカトロ技術、ＦＡシステム技術の

融合による独創的かつ利益率の高い真空技術応用製品のメーカーへの変革を目指してまいりまし

た。 

 当社グループのＦＡシステム・インテグレーター事業は、業務の再構築によって強化を図る体

制といたしました。 

 今後は、｢真空技術応用製品事業｣・｢ＮＣ工作機械等販売事業｣並びにＦＡシステム・インテグ

レーター事業を中核とした｢その他事業｣の個別３事業における独立採算性重視と、<顧客第一主義

>という企業の原点に立脚し、顧客ニーズの的確な把握と技術研鑽による顧客満足度向上から顧客

感動へと当社グループ全体の体制を整え、業績並びに収益率の向上を図ってまいります。 

 

①真空技術応用製品事業 
   一層熾烈となる技術革新競争並びに価格競争に打ち勝ち、当社独自技術の高度化と生産性

向上により、有機ＥＬパネル製造装置分野での世界トップ企業の地位を揺るぎないものとし

てまいります。 
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   現在、有機ＥＬパネル製造装置導入の重要拠点であります日本・韓国での事業拡大を図っ

てまいります。 

   また、販売並びにメンテナンス拠点の充実、技術者の採用・人材育成、キヤノングループ

内の協業などにより、市場の拡大に対応してまいります。 

   基板大型化等のパネルメーカーにおける有機ＥＬパネルの技術開発・生産コスト削減の努

力を支えるため、各企業並びに研究機関等との連携を深め、大型基板対応や材料使用効率の

向上、膜封止技術などの新技術の開発に一層努めてまいります。 

   また、有機ＥＬパネル関連製品のみならず、スパッタリング装置・ＣＶＤ装置等の真空技

術応用製品、並びに環境問題や省エネルギーに適応した化合物薄膜・有機薄膜太陽電池製造

装置などの技術開発と拡販に努めてまいります。更には、当社の組立加工技術を活かした受

託生産事業を通じた安定的な収益確保を通じて、受注変動の波に左右されにくい事業バラン

スの確立に努めてまいります。 

 

②ＮＣ工作機械等販売事業 
   中国市場並びに自動車産業に対する 適な工作機械等の提供並びにベトナム等東南アジ

アへの販路拡大に引き続き努力してまいります。 

 

③その他事業 
 当社グループのＦＡシステム・インテグレーター事業の拡大を図ってまいります。 

 

(４) 会社の対処すべき課題 

 

 当社グループの対処すべき課題といたしましては、低成長下での世界経済や地球温暖化に対応す

べく、独自性のある新技術・新製品の開発により、他の企業グループにない高付加価値を生む企業

体質への変革が課題であります。 

 また、拡大が予想される有機ＥＬ市場及び太陽電池市場のニーズに対応し、受注拡大による工場

稼働率の向上及び原価管理の徹底が課題であります。 

 また、当社は３期連続業績赤字という状況を踏まえ、早期に業績改善を図りつつ、中長期的な成

長の基盤を構築する事が 重要であると考えております。これまで推進してきた経営構造改革のた

めの施策を更に加速させることにより、早期黒字化を実現するよう努めてまいります。 

 事業別の課題につきましては以下の通りであります。 

 

① 真空技術応用製品事業 

1.有機ＥＬパネル製造装置において、低分子有機ＥＬ並びに高分子有機ＥＬの業界標準となる

ことを目指し、国内外への積極的な展開を図ります。 

2.有機ＥＬパネル量産製造装置の性能向上と納期短縮、並びに大型基板への対応技術開発を、

Ｒ＆Ｄセンター並びに見附工場技術陣の連携によって促進いたします。 

3.大型加工機械と高度技術を保有した協力工場の発掘並びに現協力工場の技術向上援助を通

して、ビジネスパートナーの獲得を促進いたします。 

4.三次元ＣＡＤシミュレーターを増設し、設計技術者の育成並びに増員により、技術力の一層

の向上を図ります。 

5.新生産管理システムの 大活用により、工場管理体質の改善並びに協力会社との連携強化を

達成し、生産力の拡大と効率化並びに新技術開発を促進いたします。                                 

6.水晶デバイス業界並びに電子部品業界向けにインラインスパッタリング装置やＣＶＤ装置

等の真空技術応用新製品を開発し、市場投入を促進いたします。 

7.国内外の企業や研究機関との共同開発並びに技術提携を促進し、高分子有機ＥＬ関連技術・

膜封止関連技術等の開発競争に、より積極的に参加することにより、新技術の開発と技術レ

ベルの向上を促進いたします。 

8.環境や省エネルギーに適応する次世代薄膜太陽電池並びに有機照明向けに新たな装置開発

を促進いたします。 

 

② ＮＣ工作機械等販売事業 

台湾・中国市場への依存が高まるなか、国内に戻りつつある製造業へのアプローチ強化と、ベ

トナム等東南アジアへの販売ルートの開拓を促進いたします。 
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③ その他事業 

ＦＡシステム・インテグレーター事業の再構築により、新分野での小型システムの開発・販売

を促進いたします。 

                  

当社グループは、上記に掲げた事業別課題の達成により、高付加価値・高収益体制の確立と顧客満

足度向上から顧客感動の実現に一丸となって取り組んでまいります。 
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４.中間連結財務諸表等 
 

(1)中間連結貸借対照表 
     

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成 18 年 12 月 31 日現在） (平成 19 年 12 月 31 日現在） (平成 19 年６月 30 日現在)

期  別 

 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ 流 動 資 産               

 １．現 金 及 び 預 金              758,672 7,188,071  2,649,094

 ２．受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ※２ 1,513,283 1,449,084  1,355,441

 ３．た な 卸 資 産              2,513,395 849,107  682,787

 ４．そ の 他              107,948 159,514  185,638

貸 倒 引 当 金               △ 698 △ 980  △ 684

  流 動 資 産 合 計               4,892,601 52.4 9,644,798 72.6 4,872,278 55.8

Ⅱ 固 定 資 産               

 １．有 形 固 定 資 産                

  (１) 建 物 及 び 構 築 物 ※1.5 2,133,630 1,985,598  2,051,010

  (２) 土        地 ※５ 892,320 892,320  892,320

  (３) そ の 他           ※1.5 208,127 234,995  266,538

   有 形 固 定 資 産 合 計             3,234,078 3,112,914  3,209,870

 ２．無 形 固 定 資 産             177,342 129,418  153,899

 ３．投 資 そ の 他 の 資 産              

  (１) 投 資 有 価 証 券            ※５ 319,553 118,466  214,631

  (２) 役 員 生 命 保 険 掛 金 ※５ 345,949 134,405  133,743

  (３)  そ の 他  ※１ 369,182 143,090  147,985

貸 倒 引 当 金            △ 2,401 △ 5,131  △ 2,405

   投資その他の資産合計              1,032,285 390,831  493,953

  固 定 資 産 合 計               4,443,706 47.5 3,633,164 27.3 3,857,723 44.1

  資 産 合 計               9,336,307 100.0 13,277,963 100.0 8,730,001 100.0
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前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表

(平成 18 年 12 月 31 日現在） (平成 19 年 12 月 31 日現在） (平成 19 年６月 30 日現在)

期  別 

 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負 債 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ 流 動 負 債               

 １．支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ※２ 1,030,728 904,266  1,024,195

 ２．短 期 借 入 金             ※５ 3,297,380 3,108,380  3,241,380

 ３．受 注 損 失 引 当 金 57,771 66,466  363,253

 ４．そ の 他             625,175 558,458  485,695

   流 動 負 債 合 計              5,011,055 53.6 4,637,571 34.9 5,114,524 58.5

Ⅱ 固 定 負 債                

 １．長 期 借 入 金             ※５ 2,596,085 1,898,464  2,271,100

 ２．繰 延 税 金 負 債              64,012 1,525  32,533

 ３．退 職 給 付 引 当 金              － 21,149  －

 ４．役 員 退 職 慰 労 引 当 金              171,050 173,606  174,940

   固 定 負 債 合 計              2,831,147 30.3 2,094,745 15.7 2,478,574 28.3

   負 債 合 計              7,842,203 83.9 6,732,317 50.7 7,593,099 86.9

（純 資 産 の 部）  

Ⅰ 株  主  資  本  

１． 資 本 金             2,500,000 26.7 6,572,646 49.5 3,611,946 41.3

２． 資 本 剰 余 金             1,304,565 13.9 4,697,561 35.3 2,416,426 27.6

３． 利 益 剰 余 金             △2,206,930 △23.6 △4,529,336 △34.1 △4,737,940 △54.2

４． 自 己 株 式             △ 197,271 △2.1 △ 197,271 △1.4 △ 197,271 △2.2

   株 主 資 本 合 計 1,400,363 14.9 6,543,599 49.2 1,093,161 12.5

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等  

１． その他有価証券評価差額金              93,741 1.0 2,045 0.0 43,741 0.5

   評 価 ･換 算 差 額 等 合 計 93,741 1.0 2,045 0.0 43,741 0.5

  純  資  産  合  計 1,494,104 16.0 6,545,645 49.2 1,136,902 13.0

  負 債 純 資 産 合 計 9,336,307 100.0 13,277,963 100.0 8,730,001 100.0
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 (2)中間連結損益計算書 
     

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 
要約連結損益計算書

自 平成 18 年７月１日 
至 平成 18 年 12 月 31 日

自 平成 19 年７月１日 
至 平成 19年 12月 31日 

自 平成 18 年７月１日
至 平成 19 年６月 30 日

期  別 

 

 

科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ 売 上 高                 3,321,272 100.0 2,970,349 100.0 7,194,979 100.0

Ⅱ 売 上 原 価                 3,736,737 112.5 2,790,659 93.9 8,197,117 113.9

   売上総利益又は売上総損失（△） △415,464 △12.5 179,689 6.0 △1,002,137 △13.9

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費              ※１ 640,564 19.2 668,694 22.5 1,236,174 17.1

  営 業 損 失 1,056,029 △31.7 489,004 △16.4 2,238,311 △31.1

Ⅳ 営 業 外 収 益               27,966 0.8 34,495 1.1 52,339 0.7

 １.受 取 利 息 1 292  71

 ２.工 場 立 地 助 成 金 収 入 7,875 6,300  7,875

 ３.不 動 産 賃 貸 収 入 7,249 －  12,774

  ４.仕 入 割 引 3,643 7,326  6,255

５.為 替 差 益 － 5,738  －

 ６.未 払 金 取 崩 益  － 4,562  －

７.福 利 厚 生 助 成 金 戻 入 益 － －  7,610

 ８.そ の 他 9,197 10,275  17,752

Ⅴ 営 業 外 費 用               52,183 1.5 85,956 2.8 161,131 2.2

 １.支 払 利 息 42,115 52,411  100,087

２.手 形 売 却 損 5,566 －  5,566

３.減 価 償 却 費 2,062 2,536  4,953

４.株 式 交 付 費 － 30,351  9,647

５.新 株 予 約 権 発 行 費 － －  11,263

 ６.そ の 他 2,439 656  29,613

  経 常 損 失 1,080,246 △32.5 540,464 △18.1 2,347,104 △32.6

Ⅵ 特 別 利 益              1,070 0.0 385,294 12.9 13,944 0.1

 １.貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,070 －  1,080

 ２.投 資 有 価 証 券 売 却 益 － 5,288  12,773

 ３.固 定 資 産 売 却 益 ※２ － －  91

 ４.受 注 損 失 引 当 金 戻 入 益 － 361,417  －

 ５.過年度合理化費用戻入益 － 15,240  －

 ６.役員退職慰労引当金戻入益 － 3,349  －
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 
要約連結損益計算書

自 平成 18 年７月１日
至 平成 18 年 12 月 31 日

自 平成 19 年７月１日 
至 平成 19年 12 月 31日 

自 平成 18 年７月１日
至 平成 19年６月 30日

期  別 

 

 

科  目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅶ 特 別 損 失               1,055,812 31.7 316,308 10.6 2,301,180 31.9

１.た な 卸 資 産 評 価 損 ※３ 1,055,793 99,808  2,205,390

 ２.固 定 資 産 除 却 損 ※４ 19 －  36

 ３.固 定 資 産 売 却 損  ※５ － －  8,294

 ４.関 係 会 社 株 式 評 価 損  － －  6,833

 ５.事 業 所 移 設 費 用  － －  53,625

６.合 理 化 費 用 ※６ － －  27,000

７.ア ド バ イ ザ リ ー 費 用  ※７ － 216,500  －

  税金等調整前中間(当期)純損失 2,134,988 △64.2 471,478 △15.8 4,634,340 △64.4

   法人税、住民税及び事業税               9,050 0.2 4,551 0.1 40,201 0.5

   法 人 税 等 調 整 額                101,544 3.0 △5,068 △0.1 102,051 1.4

  中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 2,245,583 △67.6 470,961 △15.8 4,776,593 △66.3
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(3)中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間（自  平成 18 年７月１日 至 平成 18 年 12 月 31 日） 

 （単位：千円）  

株主資本 
 

 
  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計  

平成 18 年６月 30 日残

高 
2,500,000 1,475,220 △ 132,002 △ 197,271 3,645,946

中間連結会計期間中の

変動額 
  

欠損填補  △ 170,655 170,655  －

中間純損失  △ 2,245,583  △ 2,245,583

株主資本以外の項目

の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 

  －

中間連結会計期間中の

変動額合計 
－ △ 170,655 △ 2,074,928 － △ 2,245,583

平成 18年 12月 31日残

高 
2,500,000 1,304,565 △ 2,206,930 △ 197,271 1,400,363

       
     

評価・換算差

額等    

 その他有価

証券評価差

額金 

純資産合計  

   

平成 18 年６月 30 日残

高 
101,705 3,747,651    

中間連結会計期間中の

変動額 
    

欠損填補 － －    

中間純損失 － △2,245,583    
株主資本以外の項目

の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 

△ 7,963 △7,963    

中間連結会計期間中の

変動額合計 
△ 7,963 △2,253,547    

平成 18年 12月 31日残

高 
93,741 1,494,104    

 

 



トッキ㈱（9813）平成 20 年６月期 中間決算短信 

 

 

― 16 ― 

 

当中間連結会計期間（自  平成 19 年７月１日 至 平成 19 年 12 月 31 日） 

 （単位：千円）  

株主資本 
 

 
  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計  

平成 19 年６月 30 日残

高 
3,611,946 2,416,426 △ 4,737,940 △ 197,271 1,093,161

中間連結会計期間中の

変動額 
  

新株の発行 2,960,700 2,960,700  5,921,400

欠損填補  △ 679,565 679,565  －

中間純損失  △ 470,961  △ 470,961

株主資本以外の項目

の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 

  －

中間連結会計期間中の

変動額合計 
2,960,700 2,281,134 208,603 － 5,450,438

平成 19年 12月 31日残

高 
6,572,646 4,697,561 △ 4,529,336 △ 197,271 6,543,599

       
     

評価・換算差

額等    

 その他有価

証券評価差

額金 

純資産合計  

   

平成 19 年６月 30 日残

高 
43,741 1,136,902    

中間連結会計期間中の

変動額 
    

新株の発行 － 5,921,400    

欠損填補 － －    

中間純損失 － △ 470,961    
株主資本以外の項目

の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 

△ 41,695 △ 41,695    

中間連結会計期間中の

変動額合計 
△ 41,695 5,408,742    

平成 19年 12月 31日残

高 
2,045 6,545,645    
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成 18 年７月１日 至 平成 19 年６月 30 日） 
 （単位：千円）  

株主資本 
 

 
  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計  

平成 18 年６月 30 日残

高 
2,500,000 1,475,220 △ 132,002 △ 197,271 3,645,946

連結会計年度中の変動

額 
  

新株の発行 1,111,946 1,111,861  2,223,807

欠損填補  △ 170,655 170,655  －

当期純損失  △4,776,593  △4,776,593

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変動額（純額） 

  －

連結会計年度中の変動

額合計 
1,111,946 941,206 △4,605,938 － △2,552,785

平成 19 年６月 30 日残

高 
3,611,946 2,416,426 △4,737,940 △ 197,271 1,093,161

       
     

評価・換算差

額等 
   

  その他有価

証券評価差

額金 

純資産合計  

   

平成 18 年６月 30 日残

高 
101,705 3,747,651    

連結会計年度中の変動

額 
    

新株の発行 － 2,223,807    

欠損填補 － －    

当期純損失 － △4,776,593    
株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変動額（純額） 

△ 57,963 △ 57,963    

連結会計年度中の変動

額合計 
△ 57,963 △2,610,749    

平成 19 年６月 30 日残

高 
43,741 1,136,902    
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(4)中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

自 平成 18 年７月１日

至 平成 18年 12 月 31日

自 平成 19 年７月１日 

至 平成 19年 12 月 31日 
自 平成 18 年７月１日 

至 平成 19 年６月 30 日

期  別 
 
 
 
科  目 金      額 金      額 金      額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 千円 千円 千円

税金等調整前中間(当期)純損失 △   2,134,988 △     471,478 △   4,634,340 

減 価 償 却 費 122,490 130,452 246,466 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △       1,070 3,021 △    1,080 
受注損失引当金の増減額（△は減少） 57,771 △   296,787 363,253 
退職給付引当金の増減額(△は減少) △      34,389 21,149 △    34,389 
役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) △       3,599 △       1,334 291 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △         539 △         881 △      2,308 
支 払 利 息 42,115 52,411 100,087 
株 式 交 付 費 － 30,351 9,647 
ア ド バ イ ザ リ ー 費 用 － 216,500 － 
投資有価証券売却損(△は売却益) － △      5,288 △   12,773 
た な 卸 資 産 評 価 損 1,055,793 105,081 2,205,390 
売上債権の増減額（△は増加） 3,814,914 △      93,643 3,972,756 
たな卸資産の増減額（△は増加） 327,968 △     271,402 1,008,979 
未収消費税等の増減額（△は減少） － 48,519 △    58,267 
仕入債務の増減額（△は減少） △   1,601,722 △     119,928 △   1,608,255 
未払消費税等の増減額（△は減少） △     129,896 － △   129,896 
そ の 他 △      35,136 △     102,882 △     162,172 

小     計 1,479,710 △    756,139 1,263,389 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 2,492 881 4,261 
利 息 の 支 払 額 △      40,204 △      64,703 △     84,452 
アドバイザリー費用の支払額 － △       5,000 － 
法 人 税 等 の 支 払 額 △       5,223 △      37,989 △      7,238 
法 人 税 等 の 還 付 額 5,181 － 5,081 
そ の 他 － △       1,597 △      38,366 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,441,957 △    864,547 1,142,673 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △      31,592 △       8,484 △    120,084 
無形固定資産の取得による支出 △       1,990 △          95 △     10,070 
投資有価証券の取得による支出 △       3,505 △       2,991 △       6,976 
投資有価証券の売却による収入 － 34,500 30,300 
役員生命保険の積立による支出 △     139,789 △         662 △     141,156 
役員生命保険の解約による収入 133,970 － 350,275 
そ の 他      1,492 △      10,601 212,827 

投資活動によるキャッシュ・フロー △      41,415 11,665 315,114 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少) △   1,230,000 △    110,000 △   1,260,000 
長期借入金の借入による収入 － － 87,205 
長期借入金の返済による支出 △     414,390 △     389,190 △    852,580 
株 式 の 発 行 に よ る 収 入 － 5,891,048 2,214,160 

財務活動によるキャッシュ・フロー △   1,644,390 5,391,858 188,785 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △     243,848 4,538,976 1,646,573 

Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 1,002,521 2,649,094 1,002,521 

Ⅶ  現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高                    ※１ 758,672 7,188,071 2,649,094 
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

当社グループは、当中間連結会計期

間 に お い て 、 売 上 高 に つ い て は

3,321,272 千 円 と 前 年 同 期 に 比 べ

2,975,128 千 円 の 大 幅 減 と な り 、

1,080,246 千 円 の 経 常 損 失 及 び

2,245,583千円の中間純損失と重要な

損失を計上することとなりました。 

当該状況により、当社グループには

継続企業の前提に重要な疑義が存在し

ております。 

 当社は、当該事象を解消すべく、当

下期以降に向けた経営構造改革のため

の施策を作成し、その実行を強力に遂

行していく所存であります。 

 

① 当社役員報酬及び従業員給与・賞

与の削減、並びに早期退職優遇制

度の適用 

当社役員、執行役員の報酬を削減い

たします。尚、当社管理職及び一般社

員につきましても賃金の一部削減を実

施し、労務費の低減を図ります。また、

早期退職優遇制度の適用及び人員配置

の適正な見直しにより、労働生産性を

高めます。 

 

② 当社本社機能の見附工場への統合 

事務所運営費用の経費削減及び全体

的な業務効率、並びに生産性の向上を

図るため、当社本社機能のうち営業部、

総務部、財務・経理部を見附工場に統

合いたします。それにより、現本社屋

事務所の賃貸借契約は可及的速やかに

解約致します。 

 

③ 連結子会社との一部業務統合 

連結子会社との間で共通した管理業

務を統合することで、業務効率の向上、

及び経費削減を図ります。 

 

当社グループは、前連結会計年度に

おいて、売上高については7,194,979千

円と前年同期に比べ6,605,297千円の

大幅減となり、2,347,104千円の経常損

失及び4,776,593千円の当期純損失と

重要な損失を計上しております。また、

当中間連結会計期間においても、

540,464千円の経常損失及び470,961千

円の中間純損失となっております。そ

のため、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しております。 

当該状況を解消すべく、平成19年1月

に経営構造改革のための施策を作成

し、その実行を強力に遂行してまいり

ました。 

その主な内容は以下の通りでありま

す。 

①当社役員報酬及び従業員給与・賞

与の削減、並びに早期退職優遇制

度の適用 

②当社本社機能の見附工場への一部

統合 

③連結子会社との一部業務統合 

④一部の工場売却 

⑤ＧＥとの業務提携による新規技

術・事業への取り組み 

⑥製品レンジ拡大への取り組み 

しかしながら、大型受注案件の成約

には、なお、時間がかかっている状況

にあり、このような中で早期黒字化を

実現するために、経営構造改革の為の

施策を引き続き展開すると共に、事業

の安定化と継続的な収益の確保、並び

に事業力の抜本的向上のための経営改

革を推し進めてまいります。 

その内容は以下の通りであります。

 

① 事業多角化の推進 

当社は、有機ＥＬ製造装置を中核と

してまいりましたが、第二の柱として

実用化に入った薄膜太陽電池製造装置

事業及び電子部品製造装置事業の拡

充、更に受託生産事業の立上げを通じ

て、事業の多角化を推進してまいりま

す。 

当社グループは、当連結会計年度

において、売上高については、

7,194,979千円と前年同期に比べ

6,605,297千円の大幅減となり、

2,347,104千円の経常損失及び

4,776,593千円の当期純損失と重要

な損失を計上することとなりまし

た。当社は、当該状況に起因して、

金融機関数行より、短期借入金の契

約の更新に応じてもらえず、短期借

入金の一括返済を求められておりま

す。そのため、今後の資金繰りに重

要な影響を及ぼすおそれがあり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

短期借入金の返済については、今

後の運転資金との兼ね合いも有り、

金融機関に対して短期借入金の維

持及び計画的な返済を申し入れて

おり、協議中であります。金融機関

数行から同意は頂いておりません

が、引き続き短期借入金の維持及び

計画的な返済について同意を得る

べく協議を継続しており、同意が得

られるものと判断しております。 

また、当該事象を解消すべく、平

成19年１月に経営構造改革の為の

施策を作成し、その実行を強力に遂

行してまいりました。 

その主な内容は以下の通りであ

ります。 

①当社役員報酬及び従業員給

与・賞与の削減、並びに早期退

職優遇制度の適用 

②当社本社機能の見附工場への

統合 

③連結子会社との一部業務統合 

④一部の工場売却 

⑤ＧＥとの業務提携による新規

技術・事業への取り組み 

⑥製品レンジ拡大への取り組み 
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前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

④ 一部の工場売却 

全社的な業務形態の見直しの一つと

して、長岡工場の売却によりキャッシ

ュ・フローの改善を図ります。 

 

⑤ ＧＥとの業務提携による新規技

術・事業への取り組み 

ＧＥグローバル・リサーチセンター

と有機ＥＬディスプレイ・有機エレク

トロニクス製品等製造向け「ＰＥ－Ｃ

ＶＤ膜封止技術及び装置」の共同開発

を積極的に推進し、有機エレクトロニ

クス技術の発展と当社の製造装置の売

上増加を見込んでおります。また、有

機照明、有機太陽電池、有機半導体な

ど、次世代技術としての活用を推進い

たします。 

 

⑥ 製品レンジ拡大への取り組み 

前期より取り組んでおります新たな

事業の柱として、有機ＥＬ製造技術の

応用により「非シリコン系薄膜太陽電

池製造装置」の分野にも進出しており

ますが、一層強化を図り、既存の有機

ＥＬディスプレイ製造装置と共に事業

の拡大を見込んでおります。更に、既

存の真空技術関連製造装置も営業体制

を強化し、水晶デバイス・電子部品分

野への製造装置を拡販することで、売

上・収益の安定を目指します。 

 

中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間連結財務諸表に

は反映しておりません。 

② 当社取引先への出向 

当社は、受託生産事業の立ち上げと

将来的な拡大を狙い、平成19年10月よ

り従業員25名の当社取引先への出向を

実施しております。これにより、当社

取引先との連携を更に強化すると同時

に、人的資源の有効活用と技術力向上、

及び人員配置の適正な見直しを行いま

す。 

なお、この出向による労務費の負担

軽減及び従業員自然減の不補充等によ

り、当社全体として人件費が約３割程

度改善する見通しです。 

 

③ 多角的な事業提携の推進 

当社は、安定的な経営を目指して、

国内外の事業会社との多角的提携を重

点戦略の一つとして推進しておりま

す。購買、生産、営業、マーケティン

グ、保守など多面的な協業を進めると

共に、資本増強も含めた抜本的な経営

の強化・再構築を図っております。 

 

④ 経営体制の見直し 

平成19年6月期の業績は見込みを大

きく下回りました。経営陣はこの責任

を重く受け止め、新経営体制の構築を

発表し推進しております。 

 

当社は早期黒字化を実現する為に、

経営構造改革の為の施策を引き続き展

開すると共に、事業の安定化と継続的

な収益確保、並びに事業力の抜本的向

上の為の経営改善を引き続き推し進め

てまいります。 

  

 

しかしながら、大型受注案件の成

約には尚時間がかかっている状況

にあり、このような中で早期黒字化

を実現するために、経営構造改革の

為の施策を引き続き展開すると共

に、事業の安定化と継続的な収益の

確保、並びに事業力の抜本的向上の

ための経営改革を推し進めてまい

ります。 

その内容は以下の通りでありま

す。 

① 事業多角化の推進 

当社は、有機ＥＬ製造装置事業

を中核としてまいりましたが、第

二の柱として実用化に入った薄膜

太陽電池製造装置事業および電子

部品製造装置事業の拡大、更に下

記受託生産事業の立ち上げ等を通

じて、事業の多角化を推進してま

いります。 

 

② 当社取引先への出向 

当社は、受託生産事業の立ち上げ

と将来的な拡大を狙い、平成19年９

月末より従業員30名強の当社取引

先への出向を開始予定です。これに

より、当社取引先との連携を更に強

化すると同時に、人的資源の有効活

用と技術力向上、及び人員配置の適

正な見直しを行います。 

なお、この出向による労務費の負

担軽減及び従業員自然減の不補充

等により、当社全体として人件費が

約３割程度改善する見通しです。 
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前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

 なお、財務内容の改善のため、キヤ

ノン株式会社を対象とする第三者割当

増資を実施し、平成19年12月28日に発

行総額5,921,400千円の払込みを受けて

おります。当該払込資金により、平成

20年１月に、短期借入金全額の返済を

行っております。この第三者割当増資

によって、当社が円滑な受注活動及び

受注機会の確保を図る上で不可欠とな

る運転資本の確保が可能となり、当社

財務基盤の強化をもたらし、当社の企

業価値向上が図られることと考えてお

ります。 

 

中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間連結財務諸表に

は反映しておりません。 

③ 多角的な事業提携の推進 

当社は、安定的な経営を目指し

て、国内外の事業会社との多角的提

携を重点戦略の一つとして推進し

てまいります。購買、生産、営業、

マーケティング、保守など多面的な

協業を進めると共に、資本増強も含

めた抜本的な経営の強化・再構築を

図ってまいります。 

 

④ 経営体制の見直し 

平成19年６月期の業績は見込み

を大きく下回りました。現経営陣は

この責任を重く受け止め、新経営体

制の構築をすでに発表しておりま

す。 

 

また、現在、中期経営計画（平成

２０年６月期～平成２２年６月期）

を策定中ですが、初年度である４１

期は黒字化を確実に達成し、 終年

度の４３期までに高収益体質の会

社に変革してまいります。 

 

連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を連結財務諸

表には反映しておりません。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 
項目 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

１．連結の範囲に

関する事項 

(1) 連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

トッキ・インダストリーズ

株式会社 

(1) 連結子会社の数 １社 

同 左 

(1) 連結子会社の数 １社 

同 左 

 (2）主要な非連結子会社の名称

等 

主要な非連結子会社  

株式会社トッキテクニカ 

TOKKI INDUSTRIES 

VIETNAM CO.,LTD. 

TES LLC 

 （連結の範囲から除いた理

由） 

TES LLCについては、当連

結会計年度において新た

に子会社となりましたが、

株式会社トッキテクニカ、

TOKKI INDUSTRIES VIETNAM 

CO.,LTD. 及びTES LLCにつ

いては、小規模であり、総

資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためで

あります。 

(2）主要な非連結子会社の名称

等 

主要な非連結子会社 

株式会社トッキテクニカ 

TOKKI INDUSTRIES 

VIETNAM CO.,LTD. 

TES LLC 

津上特機（上海）機械貿

易有限公司 

（連結の範囲から除いた理

由） 

上記の株式会社トッキテ

クニカ、TOKKI INDUSTRIES 

VIETNAM CO.,LTD. 、TES LLC

及び津上特機（上海）機械

貿易有限公司については、

小規模であり、総資産、売

上高、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

(2）主要な非連結子会社の名称

等 

主要な非連結子会社  

株式会社トッキテクニカ 

TOKKI INDUSTRIES 

VIETNAM CO.,LTD． 

TES LLC 

津上特機（上海）機械貿

易有限公司 

（連結の範囲から除いた理

由） 

TES LLC及び津上特機（上

海）機械貿易有限公司につ

いては、当連結会計年度に

おいて新たに子会社とな

りましたが、株式会社トッ

キテクニカ及びTOKKI 

INDUSTRIES VIETNAM 

CO.,LTD. 、TES LLC及び津

上特機（上海）機械貿易有

限公司については、小規模

であり、総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないた

めであります。  
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項目 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

２．持分法の適

用に関する

事項 

 

持分法を適用していない非

連結子会社（株式会社トッキテ

ク ニ カ 、 TOKKI INDUSTRIES 

VIETNAM CO.,LTD.及びTES LLC）

及び関連会社（津特機械貿易

（上海）有限公司）は、中間純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外

しております。 

持分法を適用していない非

連結子会社（株式会社トッキテ

ク ニ カ 、 TOKKI INDUSTRIES 

VIETNAM CO.,LTD.及びTES LLC

及び津上特機（上海）機械貿易

有限公司）及び関連会社（津特

機械貿易（上海）有限公司）は、

中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象

から除いても中間連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から

除外しております。 

持分法を適用していない非連

結子会社（株式会社トッキテク

ニカ及びTOKKI INDUSTRIES 

VIETNAM CO.,LTD. 及びTES LLC

及び津上特機（上海）機械貿易

有限公司）及び関連会社（津特

機械貿易（上海）有限公司）は、

当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外して

おります。 

３．連結子会社

の中間決算

日(決算日)

等に関する

事項 

 連結子会社の中間期の末日

は、中間連結決算日と一致して

おります。 

同 左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しており

ます。 

４．会計処理基

準に関する

事項 

(イ)重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券のうち時

価のあるものについては中

間期末日の市場価格等に基

づく時価法により評価し、評

価差額は全部純資産直入法

による処理によっておりま

す。また、売却原価は総平均

法により算定しております。

時価のないものについては

総平均法による原価法によ

っております。 

(イ)重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

同 左 

(イ)重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券のうち時

価のあるものについては期

末日の市場価格等に基づく

時価法により評価し、評価

差額は全部純資産直入法に

よる処理によっておりま

す。また、売却原価は総平

均法により算定しておりま

す。時価のないものについ

ては総平均法による原価法

によっております。 

 ② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  商品（ただし、補修用部品

は先入先出法に基づく原価

法）及び仕掛品は個別法に基

づく原価法、原材料は移動平

均法に基づく原価法によっ

ております。 

同 左 同 左 
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項目 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

 （ロ）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

（ロ）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

（ロ）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法によっております。

但し、平成10年4月1日以降

に取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額

法によっております。 

定率法によっております。

但し、平成10年4月1日以降

に取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額

法によっております。 

建物（建物附属設備を除く）

イ 平成10年３月31日以前に

取得したもの 

法人税法に規定する旧定

率法 

ロ 平成10年４月１日以降に

取得したもの 

  法人税法に規定する旧定

額法 

ハ 平成19年４月１日以降に

取得したもの 

  法人税法に規定する定額

法 

建物以外 

イ 平成19年３月31日以前に

取得したもの 

法人税法に規定する旧定

率法 

ロ 平成19年４月１日以降に

取得したもの 

   法人税法に規定する定率

法 

   （会計方針の変更） 

         法人税法の改正（（所得

税法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法

律第６号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令

平成19年３月30日政令第83

号））に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更してお

ります。 

  なお、この変更に係る影響

は軽微であります。 
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項目 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

  （追加情報）  

  法人税法改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価格の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計

上しております。 

なお、当該変更に伴う損

益に与える影響は軽微であ

ります。 

 

 

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

同 左 同 左 

 ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 

 期限内均等償却によっており

ます。 

同  左 同  左 

 ④ 投資用不動産 ④  ④ 投資用不動産 

 定率法によっております。 

但し、平成10年4月1日以降に

取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法によっ

ております。 

 定率法によっております。

 但し、平成10年4月1日以降に

取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法によ

っております。 

 （ハ）重要な繰延資産の計上基準 （ハ）重要な繰延資産の計上基準（ハ）重要な繰延資産の計上基準

    株式交付費は支出時に全額

費用処理する方法によってお

ります。 

株式交付費及び新株予約権

発行費は支出時に全額費用処

理する方法によっておりま

す。 
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項目 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

 （ニ）重要な引当金の計上基準 （ニ）重要な引当金の計上基準 （ニ）重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同  左 

① 貸倒引当金 

同  左 

 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

なお、当中間連結会計期間

末においては、507千円を前払

年金費用として投資その他の

資産の「その他」に含めて計

上しております。 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上しております。 

 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

なお、当連結会計年度末に

おいては、6,815千円を前払

年金費用として投資その他

の資産の「その他」に含めて

計上しております。 

 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

同  左 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 
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項目 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

 ④ 受注損失引当金 ④ 受注損失引当金 ④ 受注損失引当金 

   受注案件に係る将来の損

失に備えるため、当中間連結

会計期間末における受注案

件のうち、損失の発生が見込

まれ、かつその金額を合理的

に見積もることができるも

のについて、その損失見込額

を計上しております。 

  受注案件に係る将来の損

失に備えるため、当中間連結

会計期間末における受注案

件のうち、損失の発生が見込

まれ、かつその金額を合理的

に見積もることができるも

のについて、その損失見込額

を計上しております。 

  受注案件に係る将来の損

失に備えるため、当連結会計

年度末における受注案件の

うち、損失の発生が見込ま

れ、かつその金額を合理的に

見積もることができるもの

について、その損失見込額を

計上しております。 

 （追加情報）  （追加情報） 

   当中間連結会計期間より、

受注採算管理の精度向上と

ともに受注損失見込額の金

額的重要性が増したため、受

注損失引当金を計上してお

ります。この結果、従来の方

法によった場合に比べて、売

上総損失、営業損失、経常損

失及び税金等調整前中間純

損失はそれぞれ57,771千円

増加しております。 

  なお、セグメント情報に与

える影響額は当該箇所に記

載しております。 

   当連結会計年度より、受注

採算管理の精度向上ととも

に受注損失見込額の金額的

重要性が増したため、受注損

失引当金を計上しておりま

す。この結果、従来の方法に

よった場合に比べて、売上総

損失、営業損失、経常損失及

び税金等調整前中間純損失

はそれぞれ363,253千円増加

しております。 

  なお、セグメント情報に与

える影響額は当該箇所に記

載しております。 

 （ホ）重要なリース取引の処理

方法 

（ホ）重要なリース取引の処理

方法 

（ホ）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており

ます。 

同  左 同  左 

 （ヘ）重要なヘッジ会計の方法 （ヘ）重要なヘッジ会計の方法 （ヘ）重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。また、為

替変動リスクのヘッジ

については振当て処理

を、金利スワップについ

て特例処理の条件を充

たしている場合には特

例処理を採用しており

ます。 

① ヘッジ会計の方法 

同  左 

① ヘッジ会計の方法 

同  左 
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項目 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

 ② ヘッジ方針、ヘッジ対象

とヘッジ手段 

② ヘッジ方針、ヘッジ対象

とヘッジ手段 

② ヘッジ方針、ヘッジ対象

とヘッジ手段 

 主に当社の内規である

｢外国為替等取引におけ

るヘッジ取引に関する

取扱規則｣にもとづき、

為替変動リスク、金利変

動リスクをヘッジして

おります。当中間連結会

計期間にヘッジ会計を

適用したヘッジ対象と

ヘッジ手段は以下のと

おりであります。 

 ヘッジ対象：長期借入

金、外貨建債権 

 ヘッジ手段：金利ス  

ワップ、為替予約 

同  左 主に当社の内規である

｢外国為替等取引におけ

るヘッジ取引に関する

取扱規則｣にもとづき、

為替変動リスク、金利変

動リスクをヘッジして

おります。当連結会計年

度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッ

ジ手段は以下のとおり

であります。 

 ヘッジ対象：長期借入

金、外貨建債権 

 ヘッジ手段：金利スワ

ップ、為替予約 

 ③ 有効性評価の方法 ③ 有効性評価の方法 ③ 有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又

はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の

相場変動又はキャッシュ

・フロー変動の累計額を

比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価

しております。 

なお、特例処理によって

いる金利スワップについ

ては、有効性の評価を省

略しております。 

同  左 同  左 

 （ト）その他中間連結財務諸表

作成のための重要な事項

（ト）その他中間連結財務諸表

作成のための重要な事項

（ト）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同  左 

① 消費税等の会計処理 

同  左 

５．中間連結キ 

ャッシュ・

フロー計算

書(連結キ 

ャッシュ 

・フロー計

算書)にお

ける資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同  左 同  左 
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表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書） 

「仕入割引」及び「不動産賃貸収入」は、前中間連結会

計期間は営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

したが、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、区

分掲記いたしました。 

なお、前中間連結会計期間における「仕入割引」及び「不

動産賃貸収入」の金額は2,929千円及び4,313千円でありま

す。 

「為替差益」は、前中間連結会計期間は営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため、区分掲記いたしまし

た。 

なお、前中間連結会計期間における「為替差益」の金

額は364千円であります。 

また、前中間連結会計期間まで区分掲記しておりまし

た「不動産賃貸収入」（当中間連結会計期間は1,155千円）

は、営業外収益の総額の100分の10以下となったため、営

業外収益の「その他」に含めて表示することにいたしま

した。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

投資活動によるキャッシュ・フローの「役員生命保険の

積立による支出」は、前中間連結会計期間は「その他」に

含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記いたしました。 

なお、前中間連結会計期間における「役員生命保険の積

立による支出」の金額は21,366千円であります。 
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注記事項 

 

（中間連結貸借対照表関係）   

前中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年12月31日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年６月30日現在） 

※１ 有形固定資産及び投資用不動産

の減価償却累計額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

   有形固定資産の減価償却累計額

は1,003,559千円であります。ま

た、投資その他資産の「その他」

のうち、投資用不動産の減価償却

累計額は18,338千円であります。 

     有形固定資産の減価償却累計額

は1,138,653千円であります。 

   有形固定資産の減価償却累計額

は1,039,452千円であります。 

   

※２ 中間連結会計期間末日満期手形 ※２ 中間連結会計期間末日満期手形 ※２ 期末日満期手形 

    中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中間

連結会計期間の末日が金融機関

の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日

満期手形の金額は、次のとおりで

あります。 

       中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中間

連結会計期間の末日が金融機関

の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日

満期手形の金額は、次のとおりで

あります。 

       期末日満期手形の会計処理につ

いては、当連結会計年度の末日は

金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理

しております。期末日満期手形の

金額は、次のとおりであります。

    受取手形   23,382千円     受取手形    4,595千円     受取手形    4,770千円 

    支払手形   119,883千円     支払手形    79,606千円     支払手形   100,122千円 

   

３ 輸出割引手形    30,109千円 ３  輸出割引手形    10,500千円 ３ 

   

４ ４  受取手形裏書譲渡高 241,896千円 ４ 受取手形裏書譲渡高 39,659千円

   

※５ 資産につき設定している担保権

の明細 

※５ 資産につき設定している担保権

の明細 

※５ 資産につき設定している担保権

の明細 

担保提供資産 工 場 財 団 そ の 他 担保提供資産 工 場 財 団 そ の 他 担保提供資産 工 場 財 団 そ の 他 

(有形固定資産)   (有形固定資産) (有形固定資産) 

建物及び構築物 1,901,679千円 139,248千円 建物及び構築物 1,718,327千円 －千円 建物及び構築物 1,835,921千円 －千円

土   地 717,957 76,166 土  地 717,957 － 土  地 717,957 － 

そ の 他 104,620 － そ の 他 79,157 － そ の 他 95,037 － 

(投資その他の資産)   (投資その他の資産)   (投資その他の資産)   

投資有価証券 － 174,300 役員生命保険掛金 － 133,081 役員生命保険掛金 － 133,081 

 2,724,258 389,714  2,515,443 133,081  2,648,916 133,081 

         

                   

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務    担保資産に対応する債務      

短 期 借 入 金  513,480千円 短 期 借 入 金 464,480千円 短 期 借 入 金   487,480千円

長 期 借 入 金  1,302,360 長 期 借 入 金 918,639 長 期 借 入 金  1,134,325 

           1,815,840           1,383,119            
1,621,805 
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（中間連結損益計算書関係）   

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

※１. 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は以下のと

おりであります。 
 

給与手当 202,107千円 

退職給付引当金

繰入額 

△286千円 

役員退職慰労引

当金繰入額 

3,997千円 

研究開発費 123,049千円 

※１. 販売費及び一般管理費のう

ち主要な費目及び金額は以下

のとおりであります。  

給与手当 205,019千円 

退職給付引当金

繰入額 

17,900千円 

役員退職慰労引

当金繰入額 

4,334千円 

研究開発費 97,908千円 

  

※１. 販売費及び一般管理費のう

ち主要な費目及び金額は以下

のとおりであります。 
 

販売手数料 4,896千円 

給与手当 381,072千円 

退職給付費用 4,677千円 

役員退職慰労引

当金繰入額 

7,906千円 

研究開発費 241,422千円 

※２. ※２. ※２. 固定資産売却益は、機械及び装

置の売却によるものであります。

※３. たな卸資産評価損は、台湾企

業向装置の出荷停止措置の影響

等により、仕掛品について評価

損を計上したものであります。 

※３. たな卸資産評価損は、中国市

場向け装置について当社から

受注獲得交渉を中止したこと

により、今後の使用が見込まれ

なくなった材料について評価

損を計上したものであります。

※３. たな卸資産評価損は、台湾企業

向装置の出荷停止措置の影響及び

中国市場向装置の仕様変更に伴っ

て仕掛品について、また、今後の利

用が見込まれない材料等について、

評価損を計上したものであります。

※４. 固定資産除却損は、主に工具

器具及び備品の除却によるもの

であります。 

※４.  ※４. 固定資産除却損は、工具器具及

び備品の除却によるものでありま

す。 

※５. ※５. ※５. 固定資産売却損の内容は次のと

おりであります。 

長岡工場売却損 8,228千円 

電話加入権売却損 65千円 

     計     8,294千円  

※６. ※６. ※６．合理化費用は、経営構造改革の為

の更なる施策として実行予定であ

る人件費削減に伴い、発生すると見

込まれる費用であります。 

※７. ※７. アドバイザリー費用は、財務内

容の改善のため、資本関係の再構

築を行ったことに伴い、発生した

ものであります。 

※７． 

 



トッキ㈱（9813）平成 20 年６月期 中間決算短信 

 

 

－  － 32

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成 18 年７月１日 至 平成 18 年 12 月 31 日） 

１． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末株式

数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

発行済株式     

 普通株式 14,901,224 － － 14,901,224

自己株式     

 普通株式 241,698 － － 241,698

 

 

当中間連結会計期間（自 平成 19 年７月１日 至 平成 19 年 12 月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末株式

数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

発行済株式     

 普通株式 19,584,224 14,200,000 － 33,784,224

自己株式     

 普通株式 241,698 － － 241,698

（注）１．増加数の内訳は、次のとおりであります。 

     第三者割当による新株の発行による増加       14,200,000 株 

 

 

前連結会計年度（自 平成 18 年７月１日 至 平成 19 年６月 30 日） 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末株式

数（株） 

当連結会計年度増加株

式数（株） 

当連結会計年度減

少株式数（株） 

当連結会計年度末株式

数（株） 

発行済株式     

 普通株式 14,901,224 4,683,000 － 19,584,224

自己株式     

 普通株式（注） 241,698 － － 241,698

（注）１．増加数の内訳は、次のとおりであります。 

       第三者割当による新株の発行による増加       1,883,000株 

新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  2,800,000株 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 区分 新株予約権

の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 
前連結会

計年度末 

当連結会計年

度増加 

当連結会計

年度減少 

当連結会

計年度末 

当連結会計年

度末残高（百万

円） 

提 出 会 社

(親会社) 

第１回新株

予約権(注) 

普通株式 － 2,800,000 2,800,000 － －

合計 － 2,800,000 2,800,000 － －

（注）１．増加数及び減少数の内訳は、次のとおりであります。 

     新株予約権の発行による増加       2,800,000株 

     新株予約権の行使による減少       2,800,000株 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

※１ 現金及び現金同等物の中間

期末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額と

の関係 

※１ 現金及び現金同等物の中

間期末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期

末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係        

現金及び預金勘定 758,672千円  現金及び預金勘定 7,188,071千円 現金及び預金勘定 2,649,094千円

  現金及び現金同等物 758,672千円    現金及び現金同等物 7,188,071千円 現金及び現金同等物 2,649,094千円

  

 
（開示の省略） 

   リース取引、有価証券、デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、中間決算

短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 
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 （セグメント情報） 

1．事業の種類別セグメント情報       
 

前中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

    
真空技術応用

製品事業 
ＮＣ工作機械
等販売事業 その他事業 計 

消去又は 
全社 連結 

 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 売上高   

 
(1) 
 

外部顧客に対する
売上高 1,713,820 1,377,340 230,112 3,321,272 － 3,321,272

 
(2) 
 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 － 35,116 45,079 80,196 △80,196 －

   計 1,713,820 1,412,456 275,192 3,401,468 △80,196 3,321,272

 営業費用 2,780,448 1,402,734 274,315 4,457,498 △80,196 4,377,301

 
営業利益（又は営業損失
（△）） △1,066,627 9,722 876 △1,056,029 － △1,056,029

（注）１．事業区分の方法 

      事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

   ２. 各区分に属する主要な製品 

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 

３．追加情報 

    「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期

間より、受注採算管理の精度向上とともに受注損失見込額の金額的重要性が増したため、受注損

失引当金を計上しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、「真空技術応用製

品事業」の営業費用及び営業損失がそれぞれ57,771千円増加しております。 

   

当中間連結会計期間（自平成19年７月１日 至平成19年12月31日） 

    
真空技術応用

製品事業 
ＮＣ工作機械
等販売事業 その他事業 計 

消去又は 
全社 連結 

 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 売上高   

 
(1) 
 

外部顧客に対する
売上高 1,018,470 1,821,741 130,137 2,970,349 － 2,970,349

 
(2) 
 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 － 4,178 － 4,178 △4,178 －

   計 1,018,470 1,825,920 130,137 2,974,528 △4,178 2,970,349

 営業費用 1,495,016 1,825,647 142,868 3,463,532 △4,178 3,459,354

 
営業利益（又は営業損失
（△）） △476,545 272 △12,731 △489,004 － △489,004

（注）１．事業区分の方法 

      事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

   ２. 各区分に属する主要な製品 

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 
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前連結会計年度（自平成18年７月１日 至平成19年6月30日） 

    
真空技術応用製

品事業 
ＮＣ工作機械
等販売事業 その他事業 計 

消去又は 
全社 連結 

 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 売上高    

 
(1) 
 

外部顧客に対する
売上高 4,052,756 2,750,887 391,335 7,194,979 － 7,194,979

 
(2) 
 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 － 99,224 54,834 154,059 △154,059 －

   計 4,052,756 2,850,112 446,170 7,349,039 △154,059 7,194,979

営業費用 6,357,340 2,789,094 440,916 9,587,351 △154,059 9,433,291

営業利益（又は営業損失
（△）） △ 2,304,584 61,018 5,253 △ 2,238,311 － △ 2,238,311

 

（注）１．事業区分の方法 

       事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

    ２. 各区分に属する主要な製品 

事業区分 主要製品 

真空技術応用製品事業 真空技術応用製品 

ＮＣ工作機械等販売事業 ＮＣ工作機械等商品 

その他事業 ＦＡ製品 

 

３．追加情報 

     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、

受注採算管理の精度向上とともに受注損失見込額の金額的重要性が増したため、受注損失引当

金を計上しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、「真空技術応用製品事

業」の営業費用及び営業損失がそれぞれ363,253千円増加しております。 

 

２. 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成18年７月１日 至平成18年12月31日）、当中間連結会計期間（自平成

19年７月１日 至平成19年12月31日）及び前連結会計年度（自平成18年７月１日 至平成19年６月30

日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事

項はありません。 

 

 

３．海外売上高 

前中間連結会計期間 （自平成18年７月１日 至平成18年12月31日） 

       アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ海外売上高（千円）  786,015 75,097 1,080 862,194

Ⅱ連結売上高（千円）  － － － 3,321,272

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.6 2.2 0.0 25.9
 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２. 各区分に属する主要な国又は地域 

（1）アジア…台湾、韓国、インドネシア、マレーシア、ベトナム、中国、フィリピン 

（2）ヨーロッパ…オランダ、イギリス、ドイツ、チェコ 

（3）北米…アメリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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当中間連結会計期間 （自平成19年７月１日 至平成19年12月31日） 

       アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ海外売上高（千円）  955,325 24,447 1,773 981,546

Ⅱ連結売上高（千円）  － － － 2,970,349

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 32.1 0.8 0.0 33.0
 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２. 各区分に属する主要な国又は地域 

（1）アジア…台湾、韓国、インドネシア、マレーシア、ベトナム、中国、タイ 

（2）ヨーロッパ…オランダ、イギリス、ドイツ 

（3）北米…アメリカ 

       ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
 

前連結会計年度  （自平成18年７月１日 至平成19年6月30日） 

       アジア ヨーロッパ 北米 計 

Ⅰ海外売上高（千円）  1,876,621 122,049 28,998 2,027,669

Ⅱ連結売上高（千円）  － － － 7,194,979

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 26.0 1.6 0.4 28.1
 
 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２. 各区分に属する主要な国又は地域 

（1）アジア…台湾、韓国、ベトナム、中国、シンガポール、マレーシア、インドネシア、タ

イ、フィリピン 

（2）ヨーロッパ…オランダ、イギリス、チェコ、ドイツ 

（3）北米…アメリカ 

       ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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（１株当たり情報）    

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

１株当たり純資産額 101円92銭 １株当たり純資産額 195円14銭 １株当たり純資産額 58円77銭 

１株当たり中間純損

失金額 
153円18銭 

１株当たり中間純損

失金額 
23円96銭 

１株当たり当期純損失

金額 
313円18銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
 

前中間連結会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前連結会計年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

１株当たり中間（当期）

純損失金額 
   

中間（当期）純損失（千

円） 
2,245,583 470,961 4,776,593 

普通株主に帰属しな

い金額（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間

（当期）純損失（千

円） 

2,245,583 470,961 4,776,593 

期中平均株式数（株） 14,659,526 19,651,221 15,251,567 

希薄化効果を有しない

ため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）

純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

① 平成16年9月29日定時株

主総会決議 新株予約権

(ストックオプション)新

株予約権の数 300個。

（注）１． 

② 平成16年9月29日定時株

主総会決議 新株予約権

(ストックオプション)新

株予約権の数 300個。

（注）３． 

③ 平成16年9月29日定時株

主総会決議 新株予約権

(ストックオプション)新

株予約権の数 300個。

（注）２． 

（注）１.当中間連結会計期間末までに失効により 71 個減少し、229 個になっております。 

   ２.当連結会計年度末までに失効により 92 個減少し、208 個になっております。 

３.当中間連結会計期間末までに失効により 125 個減少し、175 個になっております。 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。
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５.個別中間財務諸表等 
 

(1)中間貸借対照表 
     

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年12月31日現在）(平成19年12月31日現在） (平成 19 年６月 30 日現在)

期  別 

 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ 流 動 資 産               

 １．現 金 及 び 預 金              326,104 6,779,038  2,301,192

 ２．受 取 手 形              177,920 485,666  39,226

 ３．売 掛 金             712,319 314,001  783,632

 ４．た な 卸 資 産              2,442,084 728,502  648,116

 ５．そ の 他              67,659 92,848  126,338

貸 倒 引 当 金                △100 △90  △ 90

  流 動 資 産 合 計               3,725,986 44.6 8,399,966 68.7 3,898,415 49.2

Ⅱ 固 定 資 産               

 １．有 形 固 定 資 産                

  (１) 建 物            2,060,097 1,928,581  1,989,734

  (２) 土        地  842,569 842,569  842,569

  (３) そ の 他            251,305 264,383  298,877

   有 形 固 定 資 産 合 計             3,153,972 3,035,533  3,131,181

 ２．無 形 固 定 資 産             177,342 129,059  153,899

 ３．投 資 そ の 他 の 資 産              

  (１) 投 資 有 価 証 券            223,679 72,065  141,008

  (２)  そ の 他  1,057,343 579,207  594,739

貸 倒 引 当 金            △2,400 △2,400  △ 2,400

   投資その他の資産合計              1,278,623 648,873  733,347

  固 定 資 産 合 計               4,609,938 55.3 3,813,466 31.2 4,018,428 50.7

  資 産 合 計               8,335,925 100.0 12,213,433 100.0 7,916,844 100.0
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前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年 12月 31日現在）(平成 19 年 12 月 31 日現在） (平成19年６月30日現在)

期  別 

 

科  目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負 債 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ 流 動 負 債               

 １．支 払 手 形              108,720 18,637  395,583

 ２．買 掛 金              256,437 125,716  145,314

 ３．短 期 借 入 金              3,127,380 2,968,380  3,101,380

 ４．未 払 法 人 税 等              7,273 15,737  14,186

  ５．前         受         金  350,161 82,541  46,611

６．受 注 損 失 引 当 金 57,771 66,466  363,253

 ７．そ の 他              212,223 377,323  353,961

   流 動 負 債 合 計              4,119,966 49.4 3,654,802 29.9 4,420,290 55.8

Ⅱ 固 定 負 債                

 １．長 期 借 入 金              2,596,085 1,898,464  2,271,100

 ２．繰 延 税 金 負 債              42,575 －  18,395

 ３．退 職 給 付 引 当 金              － 18,264  －

 ４．役 員 退 職 慰 労 引 当 金              164,117 166,506  166,874

   固 定 負 債 合 計              2,802,777 33.6 2,083,235 17.0 2,456,370 31.0

   負 債 合 計              6,922,744 83.0 5,738,037 46.9 6,876,661 86.8

  

（純 資 産 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ 株  主  資  本  

１． 資 本 金             2,500,000 29.9 6,572,646 53.8 3,611,946 45.6

２． 資 本 剰 余 金             1,304,565 15.6 4,697,561 38.4 2,416,426 30.5

 （１）資本準備金 625,000 4,697,561  1,736,861

 （２）その他資本剰余金 679,565 －  679,565

３． 利 益 剰 余 金             △2,256,397 △27.0 △4,597,345 △37.6 △4,814,443 △60.8

 （１）その他利益剰余金 △2,256,397 △4,597,345  △4,814,443

    繰越利益剰余金 △2,256,397 △4,597,345  △4,814,443

４． 自 己 株 式             △197,271 △2.3 △197,271 △1.6 △197,271 △2.4

  株 主 資 本 合 計 1,350,896 16.2 6,475,590 53.0 1,016,658 12.8

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等  

１． その他有価証券評価差額金              62,284 △194  23,524

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 62,284 0.7 △194 0.0 23,524 0.2

  純 資 産 合 計 1,413,180 16.9 6,475,395 53.0 1,040,182 13.1

  負 債 純 資 産 合 計 8,335,925 100.0 12,213,433 100.0 7,916,844 100.0
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（2）中間損益計算書 

     

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成 18 年７月１日 

至 平成 18 年 12 月 31 日

自 平成 19 年７月１日 

至 平成 19 年 12 月 31 日 

自 平成 18 年７月１日 

至 平成 19 年６月 30 日

期  別 

 

 

科  目 金 額 百分比 金 額 百分比

成
金 額 百分比

成
 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ 売 上 高                 1,713,820 100.0 1,018,470 100.0 4,052,756 100.0

Ⅱ 売 上 原 価                 2,300,966 134.2 1,030,355 101.1 5,412,733 133.5

   売 上 総 損 失 587,146 △34.2 11,885 △1.1 1,359,976 △33.5

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費                 479,481 27.9 464,660 45.6 944,607 23.3

   営 業 損 失 1,066,627 △62.2 476,545 △46.7 2,304,584 △56.8

Ⅳ 営 業 外 収 益               22,264 1.2 31,216 3.0 43,149 1.0

Ⅴ 営 業 外 費 用               51,920 3.0 84,483 8.2 160,008 3.9

   経 常 損 失 1,096,283 △63.9 529,812 △52.0 2,421,443 △59.7

Ⅵ 特 別 利 益               370 0.0 385,294 37.8 13,244 0.3

Ⅶ 特 別 損 失               1,055,393 61.5 316,233 31.0 2,293,749 56.5

税引前中間（当期）純損失 2,151,306 △125.5 460,751 △45.2 4,701,948 △116.0

   法人税、住民税及び事業税               3,100 0.1 4,100 0.4 8,300 0.2

   法 人 税 等 調 整 額                101,991 5.9 △2,383 △0.2 104,194 2.5

   
中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 2,256,397 △131.6 462,468 △45.4 4,814,443 △118.7
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（3）中間株主資本等変動計算書 

 前中間会計期間（自 平成 18 年７月１日 至 平成 18 年 12 月 31 日）  

   （単位：千円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰

余金 
  

資本金 
資本準備金 

その他資本剰

余金 

資本剰余金

合計 繰越利益剰余

金 

利益剰余金

合計 

平成 18 年６月 30 日残高 2,500,000 625,000 850,220 1,475,220 △170,655 △170,655

中間会計期間中の変動額   

欠損填補  △170,655 △170,655 170,655 170,655

中間純損失  － △2,256,397 △2,256,397

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

 －  －

中間会計期間中の変動額

合計 
－ － △170,655 △170,655 △2,085,742 △2,085,742

平成18年 12月 31日残高 2,500,000 625,000 679,565 1,304,565 △2,256,397 △2,256,397

     

株主資本 
評価・換算差額

等 

  
自己株式  

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

純資産 

合計 

平成 18 年６月 30 日残高 △197,271 3,607,293 70,452 3,677,746

中間会計期間中の変動額  

欠損填補  － － －

中間純損失  △2,256,397 － △2,256,397

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

 － △8,167 △8,167

中間会計期間中の変動額

合計 
－ △2,256,397 △8,167 △2,264,565

平成18年 12月 31日残高 △197,271 1,350,896 62,284 1,413,180
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 当中間会計期間（自 平成 19 年７月１日 至 平成 19 年 12 月 31 日）   

   （単位：千円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰

余金 
  

資本金 
資本準備金 

その他資本剰

余金 

資本剰余金

合計 繰越利益剰余

金 

利益剰余金

合計 

平成 19 年６月 30 日残高 3,611,946 1,736,861 679,565 2,416,426 △ 4,814,443 △ 4,814,443

中間会計期間中の変動額   

新株の発行 2,960,700 2,960,700 2,960,700  －

欠損填補  △679,565 △679,565 679,565 679,565

中間純損失  － △ 462,468 △ 462,468

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

 －  －

中間会計期間中の変動額

合計 
2,960,700 2,960,700 △679,565 2,281,134 217,097 217,097

平成19年 12月 31日残高 6,572,646 4,697,561 － 4,697,561 △4,597,345 △4,597,345

     

株主資本 
評価・換算差額

等 

  
自己株式  

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

純資産 

合計 

平成 19 年６月 30 日残高 △197,271 1,016,658 23,524 1,040,182

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  5,921,400 － 5,921,400

欠損填補  － － －

中間純損失  △462,468 － △462,468

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

 － △23,719 △23,719

中間会計期間中の変動額

合計 
－ 5,458,931 △23,719 5,435,212

平成19年 12月 31日残高 △197,271 6,475,590 △194 6,475,395
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成 18 年７月１日 至 平成 19 年６月 30 日）  

   （単位：千円）

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰

余金 
  

資本金 
資本準備金 

その他資本

剰余金 

資本剰余金合

計 繰越利益剰余

金 

利益剰余金 

合計 

平成 18 年６月 30 日残高 2,500,000 625,000 850,220 1,475,220 △ 170,655 △ 170,655

事業年度中の変動額   

新株の発行 1,111,946 1,111,861 1,111,861  －

欠損填補  △ 170,655 △170,655 170,655 170,655

当期純損失  － △ 4,814,443 △ 4,814,443

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

 －  －

事業年度中の変動額合計 1,111,946 1,111,861 △ 170,655 941,206 △ 4,643,787 △ 4,643,787

平成 19 年６月 30 日残高 3,611,946 1,736,861 679,565 2,416,426 △ 4,814,443 △ 4,814,443

     

株主資本 
評価・換算差

額等 

  
自己株式  

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金

純資産 

合計 

平成 18 年６月 30 日残高 △ 197,271 3,607,293 70,452 3,677,746

事業年度中の変動額  

新株の発行  2,223,807  － 2,223,807

欠損填補   －  － －

当期純損失  △ 4,814,443 － △ 4,814,443

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額） 

 － △ 46,928 △ 46,928

事業年度中の変動額合計 － △ 2,590,635 △ 46,928 △ 2,637,563

平成 19 年６月 30 日残高 △ 197,271 1,016,658 23,524 1,040,182
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前事業年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

当社は、当中間会計期間において、

売上高については1,713,820千円と前

年同期に比べ2,973,225千円の大幅減

となり、1,096,283千円の経常損失及び

2,256,397千円の中間純損失と重要な

損失を計上することとなりました。 

当該状況により、当社には継続企業

の前提に重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当社は、当該事象を解消すべく、当

下期以降に向けた経営構造改革のため

の施策を作成し、その実行を強力に遂

行していく所存であります。 

 

① 役員報酬及び従業員給与・賞与の

削減、並びに早期退職優遇制度の

適用 

役員、執行役員の報酬を削減いたし

ます。尚、管理職及び一般社員につき

ましても賃金の一部削減を実施し、労

務費の低減を図ります。また、早期退

職優遇制度の適用及び人員配置の適正

な見直しにより、労働生産性を高めま

す。 

 

② 本社機能の見附工場への統合 

事務所運営費用の経費削減及び全体

的な業務効率、並びに生産性の向上を

図るため、本社機能のうち営業部、総

務部、財務・経理部を見附工場に統合

いたします。それにより、現本社屋事

務所の賃貸借契約は可及的速やかに解

約致します。 

 

③ 連結子会社との一部業務統合 

連結子会社との間で共通した管理業

務を統合することで、業務効率の向上、

及び経費削減を図ります。 

 

当社は、前事業年度において、売上

高については4,052,756千円と前年同

期に比べ6,173,539千円の大幅減とな

り、2,421,443千円の経常損失及び

4,814,443千円の当期純損失と重要な

損失を計上しております。また、当中

間会計期間においても、529,812千円の

経常損失及び462,468千円の中間純損

失となっております。そのため、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 

当該状況を解消すべく、平成19年1月

に経営構造改革のための施策を作成

し、その実行を強力に遂行してまいり

ました。 

その主な内容は以下の通りでありま

す。 

①当社役員報酬及び従業員給与・賞

与の削減、並びに早期退職優遇制

度の適用 

②当社本社機能の見附工場への一部

統合 

③連結子会社との一部業務統合 

④一部の工場売却 

⑤ＧＥとの業務提携による新規技

術・事業への取り組み 

⑥製品レンジ拡大への取り組み 

しかしながら、大型受注案件の成約

には、なお、時間がかかっている状況

にあり、このような中で早期黒字化を

実現するために、経営構造改革の為の

施策を引き続き展開すると共に、事業

の安定化と継続的な収益の確保、並び

に事業力の抜本的向上のための経営改

革を推し進めてまいります。 

その内容は以下の通りであります。

 

① 事業多角化の推進 

当社は、有機ＥＬ製造装置を中核と

してまいりましたが、第二の柱として

実用化に入った薄膜太陽電池製造装置

事業及び電子部品製造装置事業の拡

充、更に受託生産事業の立上げを通じ

て、事業の多角化を推進してまいりま

す。 

当社は、当事業年度において、売

上高については、4,052,756千円と前

年同期に比べ6,173,539千円の大幅

減となり、2,421,443千円の経常損失

及び4,814,443千円の当期純損失と

重要な損失を計上することとなりま

した。当社は、当該状況に起因して、

金融機関数行より、短期借入金の契

約の更新に応じてもらえず、短期借

入金の一括返済を求められておりま

す。そのため、今後の資金繰りに重

要な影響を及ぼすおそれがあり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

短期借入金の返済については、今

後の運転資金との兼ね合いも有り、

金融機関に対して短期借入金の維

持及び計画的な返済を申し入れて

おり、協議中であります。金融機関

数行から同意は頂いておりません

が、引き続き短期借入金の維持及び

計画的な返済について同意を得る

べく協議を継続しており、同意が得

られるものと判断しております。 

また、当該事象を解消すべく、平

成19年１月に経営構造改革の為の

施策を作成し、その実行を強力に遂

行してまいりました。 

その主な内容は以下の通りであ

ります。 

①当社役員報酬及び従業員給

与・賞与の削減、並びに早期退

職優遇制度の適用 

②当社本社機能の見附工場への

統合 

③連結子会社との一部業務統合 

④一部の工場売却 

⑤ＧＥとの業務提携による新規

技術・事業への取り組み 

⑥製品レンジ拡大への取り組み 
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前中間会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前事業年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

④ 一部の工場売却 

全社的な業務形態の見直しの一つと

して、長岡工場の売却によりキャッシ

ュ・フローの改善を図ります。 

 

⑤ ＧＥとの業務提携による新規技

術・事業への取り組み 

ＧＥグローバル・リサーチセンター

と有機ＥＬディスプレイ・有機エレク

トロニクス製品等製造向け「ＰＥ－Ｃ

ＶＤ膜封止技術及び装置」の共同開発

を積極的に推進し、有機エレクトロニ

クス技術の発展と当社の製造装置の売

上増加を見込んでおります。また、有

機照明、有機太陽電池、有機半導体な

ど、次世代技術としての活用を推進い

たします。 

 

⑥ 製品レンジ拡大への取り組み 

前期より取り組んでおります新たな

事業の柱として、有機ＥＬ製造技術の

応用により「非シリコン系薄膜太陽電

池製造装置」の分野にも進出しており

ますが、一層強化を図り、既存の有機

ＥＬディスプレイ製造装置と共に事業

の拡大を見込んでおります。更に、既

存の真空技術関連製造装置も営業体制

を強化し、水晶デバイス・電子部品分

野への製造装置を拡販することで、売

上・収益の安定を目指します。 

 

中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重要

な疑義の影響を中間財務諸表には反

映しておりません。 

② 当社取引先への出向 

当社は、受託生産事業の立ち上げと

将来的な拡大を狙い、平成19年10月よ

り従業員25名の当社取引先への出向を

実施しております。これにより、当社

取引先との連携を更に強化すると同時

に、人的資源の有効活用と技術力向上、

及び人員配置の適正な見直しを行いま

す。 

なお、この出向による労務費の負担

軽減及び従業員自然減の不補充等によ

り、当社全体として人件費が約３割程

度改善する見通しです。 

 

③ 多角的な事業提携の推進 

当社は、安定的な経営を目指して、

国内外の事業会社との多角的提携を重

点戦略の一つとして推進しておりま

す。購買、生産、営業、マーケティン

グ、保守など多面的な協業を進めると

共に、資本増強も含めた抜本的な経営

の強化・再構築を図っております。 

 

④ 経営体制の見直し 

平成19年6月期の業績は見込みを大

きく下回りました。経営陣はこの責任

を重く受け止め、新経営体制の構築を

発表し推進しております。 

 

当社は早期黒字化を実現する為に、

経営構造改革の為の施策を引き続き展

開すると共に、事業の安定化と継続的

な収益確保、並びに事業力の抜本的向

上の為の経営改善を引き続き推し進め

てまいります。 

  

 

しかしながら、大型受注案件の成

約には尚時間がかかっている状況

にあり、このような中で早期黒字化

を実現するために、経営構造改革の

為の施策を引き続き展開すると共

に、事業の安定化と継続的な収益の

確保、並びに事業力の抜本的向上の

ための経営改革を推し進めてまい

ります。 

その内容は以下の通りでありま

す。 

① 事業多角化の推進 

当社は、有機ＥＬ製造装置事業

を中核としてまいりましたが、第

二の柱として実用化に入った薄膜

太陽電池製造装置事業および電子

部品製造装置事業の拡大、更に下

記受託生産事業の立ち上げ等を通

じて、事業の多角化を推進してま

いります。 

 

② 当社取引先への出向 

当社は、受託生産事業の立ち上げ

と将来的な拡大を狙い、平成19年９

月末より従業員30名強の当社取引

先への出向を開始予定です。これに

より、当社取引先との連携を更に強

化すると同時に、人的資源の有効活

用と技術力向上、及び人員配置の適

正な見直しを行います。 

なお、この出向による労務費の負

担軽減及び従業員自然減の不補充

等により、当社全体として人件費が

約３割程度改善する見通しです。 
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前中間会計期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日 

当中間会計期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日 

前事業年度 
自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日 

 なお、財務内容の改善のため、キヤ

ノン株式会社を対象とする第三者割当

増資を実施し、平成19年12月28日に発

行総額5,921,400千円の払込みを受けて

おります。当該払込資金により、平成

20年１月に、短期借入金全額の返済を

行っております。この第三者割当増資

によって、当社が円滑な受注活動及び

受注機会の確保を図る上で不可欠とな

る運転資本の確保が可能となり、当社

財務基盤の強化をもたらし、当社の企

業価値向上が図られることと考えてお

ります。 

 

中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な

疑義の影響を中間財務諸表には反映し

ておりません。 

③ 多角的な事業提携の推進 

当社は、安定的な経営を目指し

て、国内外の事業会社との多角的提

携を重点戦略の一つとして推進し

てまいります。購買、生産、営業、

マーケティング、保守など多面的な

協業を進めると共に、資本増強も含

めた抜本的な経営の強化・再構築を

図ってまいります。 

 

④ 経営体制の見直し 

平成19年６月期の業績は見込み

を大きく下回りました。現経営陣は

この責任を重く受け止め、新経営体

制の構築をすでに発表しておりま

す。 

 

また、現在、中期経営計画（平成

２０年６月期～平成２２年６月期）

を策定中ですが、初年度である４１

期は黒字化を確実に達成し、 終年

度の４３期までに高収益体質の会

社に変革してまいります。 

 

財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重

要な疑義の影響を財務諸表には反

映しておりません。 
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６．生産、受注及び販売の状況 

(1）生産実績     

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメント

ごとに示すと、次のとおりであります。 
         （単位：千円）

前中間連結会計期間 
平成18年７月１日から 
平成18年12月31日まで 

当中間連結会計期間 
平成19年７月１日から 
平成19年12月31日まで 

前連結会計年度 
平成18年７月１日から 
平成19年６月30日まで 

事業の種類別セグメン

トの名称 
金額 構成比(％） 金額 構成比(％） 金額 構成比(％） 

真空技術応用製品事業 1,713,820 89.1 1,018,470 90.5 4,052,756 91.9

ＮＣ工作機械等販売事業 － － － － － －

その他事業 208,556 10.8 106,568 9.4 354,279 8.0

合計 1,922,376 100.0 1,125,038 100.0 4,407,036 100.0

 （注）金額は販売価格によっております。 
 

(2）受注状況    

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメント

ごとに示すと、次のとおりであります。 

     （単位：千円）

前中間連結会計期間 
平成18年７月１日から 
平成18年12月31日まで 

当中間連結会計期間 
平成19年７月１日から 
平成19年12月31日まで 

前連結会計年度 
平成18年７月１日から 
平成19年６月30日まで 

事業の種類別セグメン

トの名称 
受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高 

真空技術応用製品事業 △180,922 3,227,324 3,088,609 3,566,771 427,321 1,496,632

ＮＣ工作機械等販売事業 1,521,218 708,593 1,824,137 519,998 2,703,774 517,601

その他事業 139,465 113,525 251,956 150,168 215,513 28,349

合計 1,479,762 4,049,443 5,164,703 4,236,937 3,346,609 2,042,583

 （注）前中間連結会計期間における真空技術応用製品事業の受注高は、台湾企業向装置の出荷停止措置

の影響により、△180,922 千円になっております。
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  （注）受注状況の内容を品目別に記載すると次のとおりとなります。  

 

  

  

前中間連結会計期間 
平成 18 年７月１日から 

平成 18 年 12 月 31 日まで 

当中間連結会計期間 
平成 19 年７月１日から 

平成 19 年 12 月 31 日まで 

前連結会計年度 
平成 18 年７月１日から 

平成 19 年６月 30 日まで 

 受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高 

    千円 千円 千円 千円 千円 千円
（国内）    

ＦＡ製品 68,566 59,390 127,897 72,528 127,485 21,549

真空製品 1,562,751 1,404,974 3,459,327 3,272,099 2,595,202 714,432

（海外）   

ＦＡ製品 47,800 47,800 104,089 74,440 48,963 －

真空製品 △1,743,673 1,822,350 △370,717 294,672 △ 2,167,880 782,200

製 

品 

小計 △64,555 3,334,514 3,320,596 3,713,739 603,770 1,518,181

（国内）   
ＮＣ工作機械 596,667 384,332 775,373 234,095 1,091,568 218,358

その他 271,237 88,090 252,113 52,819 453,468 47,787

（海外）   
ＮＣ工作機械 594,412 202,184 748,700 219,596 1,050,688 233,284

その他 58,901 33,987 47,950 13,487 108,049 18,171

商 

品 

小計 1,521,218 708,593 1,824,137 519,998 2,703,774 517,601

（国内）   
運輸等 4,547 1,485 3,504  － 8,134 －

（海外）   

運輸等 18,552 4,850 16,465 3,200 30,930 6,800

そ 

の 

他 

小計 23,099 6,335 19,969 3,200 39,064 6,800

計 1,479,762 4,049,443 5,164,703 4,236,937 3,346,609 2,042,583

(注) ①製商品の内容が多種多様であり、単位当たりの受注価格が多岐にわたるため数量の記載は省略してお

ります。 

②その他事業は、ＦＡ製品並びにその他の品目区分の合計となっております。 

③前中間連結会計期間における海外の真空製品の受注高は、台湾企業向装置の出荷停止措置の影響によ

り、△1,743,673 千円になっております。 

④前連結連結会計年度における海外の真空製品の受注高は、台湾企業向装置の出荷停止措置や中国市場

向け有機ＥＬ製造装置の仕様変更の影響により、△2,167,880 千円になっております。 

⑤当中間連結会計期間における海外の真空製品の受注高は、中国市場向け装置について当社から受注獲

得交渉を中止したことにより、△370,717 千円になっております。 

 

（3）販売実績        

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグ

メントごとに示すと、次のとおりであります。 

    (単位：千円）

前中間連結会計期間 
平成18年７月１日から 
平成18年12月31日まで 

当中間連結会計期間 
平成19年７月１日から 
平成19年12月31日まで 

前連結会計年度 
平成18年７月１日から 
平成19年６月30日まで 

事業の種類別セグメ

ントの名称 
金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比(％）

真空技術応用製品事業 1,713,820 51.6 1,018,470 34.2 4,052,756 56.3 
ＮＣ工作機械等販売事業 1,377,340 41.4 1,821,741 61.3 2,750,887 38.2
その他事業 230,112 6.9 130,137 4.3 391,335 5.4 

合計 3,321,272 100.0 2,970,349 100.0 7,194,979 100.0 
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(注)１．販売実績の内容を品目別に記載すると次のとおりとなります。 

 
 

 
  

  

前中間連結会計期間 

平成 18 年７月１日から 

平成 18 年 12 月 31 日まで 

当中間連結会計期間 
平成 19 年７月１日から 

平成 19 年 12 月 31 日まで 

前連結会計年度 
平成 18 年７月１日から 

平成 19 年６月 30 日まで

 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

  千円 ％ 千円 ％ 千円 ％
（国内）    
ＦＡ製品 60,086 1.8 76,918 2.5 156,846 2.1 

真空製品 1,623,895 48.8 901,660 30.3 3,346,888 46.5 

（海外）     

ＦＡ製品 148,470 4.4 29,649 0.9 197,433 2.7 

真空製品 89,924 2.7 116,810 3.9 705,868 9.8

製

品 

小計 1,922,376 57.8 1,125,038 37.8 4,407,036 61.2

（国内）    

ＮＣ工作機械 522,504 15.7 759,637 25.5 1,183,378 16.4 

その他 249,530 7.5 247,082 8.3 472,063 6.5

（海外）     

ＮＣ工作機械 564,388 16.9 762,388 25.6 989,564 13.7 

その他 40,917 1.2 52,634 1.7 105,880 1.4

商

品 

小計 1,377,340 41.4 1,821,741 61.3 2,750,887 38.2

（国内）  
運輸等 3,062 0.0 3,504 0.1 8,134 0.1

（海外）  

運輸等 18,493 0.5 20,065 0.6 28,921 0.4

そ 

の 

他 

小計 21,556 0.6 23,569 0.7 37,056 0.5

計 3,321,272 100.0 2,970,349 100.0 7,194,979 100.0 

(注) ①製商品の内容が多種多様であり、単位当たりの販売価格が多岐にわたるため数量の記載は省略し

ております。 

②その他事業は、ＦＡ製品並びにその他の品目区分の合計となっております。 

 

(注)２．主要な相手先別の販売実績及び当該実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

 

 

前中間連結会計期間 
平成 18 年７月１日から 

平成 18 年 12 月 31 日まで 

当中間連結会計期間 
平成 19 年７月１日から 

平成 19 年 12 月 31 日まで 

前連結会計年度 
平成 18 年７月１日から 
平成 19 年６月 30 日まで 

 金額（千円） 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

 
昭和シェル石油株式会社 

558,049 16.8 － － － －

 
ＴＤＫ株式会社 

404,153 12.1 － － － －

 セイコーエプソン株式会

社 － － － － 1,185,352 16.4

 株式会社日立ハイテクノ

ロジーズ － － 582,906 19.6 1,105,859 15.3

(注)  当中間連結会計期間、前連結会計年度の昭和シェル石油株式会社、ＴＤＫ株式会社、前中間連結会

計期間、当中間連結会計期間のセイコーエプソン株式会社、前中間連結会計期間の株式会社日立ハ

イテクノロジーズについては、当該割合が 100 分の 10 未満のため記載を省略しております。 

 



 

                                                              

                                                            平成２０年２月７日 

各      位 

会 社 名 ト ッ キ 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長  津 上  晃 寿 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード９８１３） 

問合せ先 取締役執行役員  

経営管理統括部長 山口 登志雄 

電 話 ０ ３ － ３ ５ ５ １ － ３ １ ５ １ 

 

特別利益及び特別損失の発生並びに平成20年６月期中間期業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 当社は、下記のとおり特別利益及び特別損失が発生いたしますのでお知らせするとともに、平

成20年６月期（平成19年７月１日～平成20年６月30日）の中間期業績予想について、平成19年11

月13日付当社「平成19年６月期 第1四半期財務・業績の概況」にて発表いたしました業績予想を

下記のとおり修正いたします。 

記 

１．特別利益及び特別損失の発生 

 当社は、台湾企業向け出荷停止措置に伴う材料の一部について、中国向け装置として引当処

理を行っておりましたが、当社から受注獲得交渉を中止したことにより、受注損失引当金を取

り崩し、特別利益として受注損失引当金戻入益3億16百万円を計上すると同時に、今後の使用が

見込まれなくなった材料を、特別損失としてたな卸資産評価損99百万円を計上することとなり

ました。 

 

２．平成20年６月期中間期（連結・単独）業績予想の修正等 

（１）中間期連結業績予想数値の修正（平成19年７月１日～平成19年12月31日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（A） ２，９０５ △５４２ △５８０ △７９３

今回修正（B） ２，９７０ △４８９ △５４０ △４７０

増減額（B－A） ６５ ５３ ４０ ３２３

増減率（％） ２．２ － － －

 

（２）中間期単独業績予想数値の修正（平成19年７月１日～平成19年12月31日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回予想（A） １，０５５ △５１９ △５５８ △７７０

今回修正（B） １，０１８ △４７６ △５２９ △４６２

増減額（B－A） △３７ ４３ ２９ ３０８

増減率（％） △３．５ － － －

 

（３）修正の理由 

 「１．特別利益及び特別損失の発生」によるものであります。売上高、営業利益、経常利

益につきましては、概ね計画通りとなりました。

 

３．今後の見通し 

 通期業績の見通しに関しましては、現時点では業績予想の修正はございません。 

以 上 




